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1. 序論 
 
1.1. 本稿の目的 
 
1990年に「万人のための教育世界会議」（World Conference on Education for All）がタイ・ジ
ョムティエンで開催されて以来、「万人のための教育」（EFA）という言葉をキーワードに、開発
途上国における教育開発への関心が急激に高まってきた。その EFAにおける議論の中でも特に注
目を集めているものの一つに教育の質的向上がある。元来、教育の量と教育の質はトレードオフ
の関係にあるとされてきたが、EFAの議論ではこの両者は相互に補完的な関係を持つことが確認
され、教育の質を向上させることの重要性が広く認知されるようになったのである(黒田、2005年)。 
また、2000 年にダカールで採択された「ダカール行動枠組み」を経て、2015 年に仁川におけ
る世界教育フォーラムで採択された「インチョン宣言」では教育の質の重要性が再確認され、高
い質の教育を全ての教育レベルで保証していくことが 2030 年までの教育のビジョンの一つとし
て掲げられた。さらに、これと並行して 2015 年に採択された持続可能な開発目標(SDGs)におい
ても仁川における世界教育フォーラムの議論を踏まえて「質の高い教育の完全普及」が目標 4 に
盛り込まれた。SDGsは 2000年に採択されたミレニアム開発目標(MDGs)の後継となる開発目標
として採択されたものであるが、MDGsでは教育の質の改善は目標に含まれていなかったことか
らも、教育の質の向上は開発分野において近年さらに重要な意味を持つようになってきているこ
とが分かる。 
この教育の質に対してどのように議論を行うかはアプローチ方法によって異なってくるが、そ
の一つとして開発アプローチからの考え方がある。開発アプローチは、国家の経済的発展を開発
の重要な指標と考えることから出発する。ここでは教育は国家の経済活動を支える根本であり、
教育の質の達成はしばしば生徒の学業的達成（教育効果）と考えられる。どのような国家におい
ても政策立案者にとって学校生徒の教育効果が何に起因するのかを知ることは重要である。それ
は、彼らが有限の予算を直接的には教育の質的向上要素に対して、間接的には生徒という人的資
本に対して最も効率よく投資したいと考えるからであり、さらにはその投資によって生徒が将来、
国家に貢献するであろう高度な経済活動に参加することで、当該国家の経済的収益率を最大化で
きるからである。 
このような開発アプローチに基づいて生徒の教育効果に対する要因を分析する研究を、一般的
に「学校効果研究（School Effectiveness Research）」と呼ぶ。学校効果研究は 1960年代から始
まった比較的新しい研究分野であるが、長らく学校効果研究には一つの伝統的な議論が存在した。
それは教育効果が学校内の要素（school factor）と学校外、特に各生徒の家庭に起因する要素
（preschool factor）のどちらからより強い影響を受けているのかという問題である。上述したよ
うに各国の政策立案者は教育効果を効率よく最大化することがその国の経済発展にとって最も望
ましいと考える。そこでは教育効果という結果が最大になるのであれば、そのプロセスが学校内
の要素とは関係ないとしても特に問題はない。つまり、仮に教育効果を最大化する要素が学校外
の要素であるのならば、政策立案者は学校要素ではなく学校外要素に対して重点的に投資を行う
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こととなるだろう。この点、後の学校効果研究の章において詳しく述べるが、この両ファクター
についてのこれまでの研究の多くは、開発途上国においては先進国と比べて相対的に学校要素の
方が教育効果に対する影響力が上がるという結論を得ている。 
しかし、この問題は開発分野においてさらに応用的な問題を導き出す。それは、開発途上国（相
対的な低所得国）というグループ群の内部では、両ファクターはどのような関係にあるか、とい
う問題である。低所得国を一つのグループとしてコントロールした場合に絶対的に学校要素の方
がより強い影響を及ぼすのか、あるいは他の何らかの要素によって開発途上国内でこの両ファク
ターの関係が変わってくるのかという問題は上述した先行研究からでは分かりにくい。教育効果
に大きく影響を及ぼす可能性のある要素は、開発アプローチによる議論で一般的な所得の格差と
いう要素以外にも多く存在するはずである。事実、人権アプローチや EFAでの議論は所得格差以
外の要素があることを大前提として進められてきた。 
この点、筆者が注目している教育効果に大きく影響を及ぼす重要な要素の一つに「紛争」があ
る。紛争後の教育復興は近年その重要性を増している。2000年にダカールで開催された「万人の
ための教育」では紛争後の教育復興の重要性が確認され、その後、国際機関等においても紛争と
教育の関連性についての研究が進んできた。また、2015年のインチョン宣言においても紛争地域
による教育の危機や難民に対する教育の普及、さらに紛争時及び復興期における教育の維持につ
いて言及している。紛争が教育に与える影響が大きいことは既に様々な研究によって証明されて
いる。教育の効果に対して、紛争後の途上国と紛争未経験国（紛争終結から長期経過した国家を
含む）との間、あるいは紛争を経験した子どもと未経験の子どもとの間では、上述の両ファクタ
ーがどのような関係にあるのかを考えることは紛争後の教育復興支援政策においては一つの重要
な指標となる。 
しかし、これまでの紛争後の教育復興支援政策に関する議論は、質的議論がセクター別に展開
されるに留まり、紛争を考慮に入れた学校効果研究に関しては全くの発展途上段階にある (図 1
参照)。 
 
図 1：学校効果研究と紛争に関する研究及び両研究の政策へのアウトプットの関係図 
   
 
 
 
 
(出所) 筆者作成 
 
 
 
 
 
①学校効果研究   
（教育の内部効率性） 
②初等中等教育・教育の質・教科
書開発等の各セクター研究 
④各セクター別学校効果研究 
国際教育援助政策 
③紛争後の教育復興・開発 
セクター研究（主に質的研究） 
⑤紛争を考慮に入れた学校効果研究 
紛争後の国際教育援助政策 
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そこで本稿では、21世紀の国際開発分野において紛争後の教育復興が主要な問題の一つとなっ
ていることを念頭に置き、「紛争」要素が加わった場合の開発途上国における学校効果メカニズム
を解明することを目的として議論を進めていく。具体的には、①紛争を経験した国家という枠組
みにおいて教育効果はどのような要因によって説明されるのか、②紛争経験の有無あるいは紛争
経験の程度という要因が教育効果に対してどのような効果を持つのか、③当該紛争経験は教育効
果を説明する従来の要因（学校内要素や学校外要素）にどのような影響を与えるのか、という 3
つの具体的な研究課題を設定し、これらの課題に対する分析を通して紛争という観点からの学校
効果メカニズムを解明していく。そして、その上で紛争後の開発途上国における生徒の教育をど
のように考えていくべきかを把握することを最終的な目的とする。 
 
 
1.2. 分析方法 
 
はじめに、本稿では紛争が生徒の教育効果あるいは学校効果全体にどのように影響を与えるの
かを分析することを目的としていることから、紛争と教育との関係についてのこれまでの先行研
究を把握する。紛争と教育との関係の議論には、「紛争が教育に与える影響」と「教育が紛争に与
える影響」に関する研究があり、さらに質的・量的の両側面から分析が行われている。本稿では
紛争が教育に与える影響に関する研究を中心に質的分析と量的分析ではどのような議論が行われ
てきたのかを概観した後に、参考として教育が紛争に与える影響に関する量的研究についても簡
単に説明する。 
つぎに、本稿での研究が学校効果（school effectiveness）の議論においてどのような位置を占
めるのかを明確にするために、これまでの学校効果に対して行われた先行研究を概観する。学校
効果研究は伝統的に学校要素と学校外要素のどちらがより教育効果に対して影響を持つのか、そ
して先進国と開発途上国とではそれらの関係がどのように変化するのかが議論されてきた。先行
研究では初期（1960年代～70 年代）と中期（1970 年代～80年代）、そして近年（1990年代～）
の学校効果研究に分けてその議論の潮流を説明していく。 
議論の基礎概念を整理したところで、課題に答えるための分析に入る。本稿では上述した 1 つ
目の研究課題である紛争を経験した国家における教育効果の要因を特定するために、教育効果に
関する教育生産関数分析を行った過去の学校効果研究の比較を行う。具体的には収集した過去の
研究結果を用いて、開発途上国の所得レベルを考慮しながら、個々の研究がそれぞれの年代で対
象としている国を「紛争経験」と「紛争未経験」とに分類し、紛争の有無による教育効果に対す
る説明要因の違いを比較分析によって明らかにする。 
しかし、過去の研究結果を用いた比較研究は、課題に対して一定の結果を出したとしても各研
究が採用するデータ収集場所の紛争経験状況の曖昧さに対する批判や各研究論文のモデルの違い、
各国の文化・政治的な違いによる影響は免れない。これらの批判や影響を取り除くためにはさら
にコントロールされたデータ、すなわち一国内における地域的な紛争の差異を元にした比較分析
を行う必要がある。そこで、本研究では次に東ティモールが経験した 1999 年の紛争を事例とし
てマルチレベル・モデルによる定量分析を行う。まず、量的分析に入る前の予備知識として、紛
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争を国際的に比較した場合の東ティモール紛争の位置づけ、東ティモールにおけるポルトガルに
よる植民地及びインドネシア統治に伴う長い紛争の歴史、そして東ティモールが 2002 年に独立
を果たす際に発生した 1999 年の紛争を説明する。また、各国統治時代の異なる教育政策と教育
状況及び独立前後の混乱期における教育政策と教育復興支援状況、そして独立後から現在に至る
までの教育政策を順に概観していく。 
東ティモールにおける紛争と教育政策の歴史を俯瞰した後、紛争が教育に与える影響について
の定量分析を行う。分析には東ティモール教育省が実施した 2015 年中等学校最終学力試験結果
及び 2015 年までの教育マネジメント情報システム(EMIS)データを利用する。これらのデータを
使用して前述した 3 つの研究課題、すなわち①紛争を経験した国家では教育効果がどのような要
因によって説明されるのか、②子どもたちの中等学校卒業時の最終学力試験に対して紛争の経験
や程度がどのような影響を与えるのか、③そして当該紛争経験は教育効果を説明する要因をどの
ように変化させるのか、を解明するための定量分析を行う。なお本稿では、東ティモール独立投
票前後の 1999年に発生した紛争を紛争経験の有無のベースとして、2015年の中等学校最終学力
試験結果に対する紛争の効果を推定するため、本分析は教育効果に対する紛争の長期的な影響を
分析するということになる。分析モデルには近年教育効果に関する分析で主流となっているマル
チレベル・モデルを使用する。マルチレベル・モデルは生徒、教室、学校等の異なるレベルで集
約されるデータを一つのモデル内で解析できるため、生徒レベルと学校レベルのデータを含む本
分析においては適切な分析方法と考える。 
 
 
1.3. 本稿の構成 
 
第 2 章で、まず紛争と教育に関する先行研究を概観し、紛争の観点から学校効果研究を行う本
稿の分析の前提となる紛争と教育の関係を明確にする。紛争と教育に関する研究には紛争が教育
に与える影響と教育が紛争に与える影響に関する分析があるが、本稿では紛争が教育に与える影
響を中心に質的研究と量的研究のそれぞれの結果を概観した後に教育が紛争に与える影響に関す
る量的分析を簡単に説明する。 
第 3 章では、学校効果に関する先行研究を概観し、本稿での議論の位置づけを明確にする。学
校効果研究における主流な議論の変遷を初期（1960 年代～70 年代）と中期（1970 年代～80 年
代）、及び近年（1990 年代～）の学校効果研究に分けて概観する。また、国際的に利用される学
校効果研究の分析手法と概念的フレームワークも簡単に説明する。 
第 4 章では、過去の学校効果研究の比較分析を行い、開発途上国群内部での教育効果に対する
学校要素と学校外要素（特に各生徒の家庭に起因する要素）の影響力の関係、及び紛争経験を基
準とした開発途上国群内部での同様の関係を把握する。 
第 5 章では、東ティモールを事例とした紛争が教育に与える影響に関する定量分析を行う前提
として、東ティモールにおける紛争と教育の状況を概観する。まず、東ティモールにおける紛争
の国際的な位置づけと当該紛争の歴史を概観した後、次章において事例とする 1999 年の紛争を
詳細に述べる。その後、東ティモールにおける各国統治政府による教育政策の変遷と 1999 年紛
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争期の教育状況及び東ティモール独立後の教育政策を説明する。また、1975年にインドネシアが
東ティモールに侵攻した後の 10 年間に及ぶ紛争がもたらした教育状況の変化を中心として、紛
争と教育状況の関係性についてを過去のデータから読み解いていく。 
第 6章では、東ティモールの 1999年における紛争と 2015年の中等学校最終学力試験データを
利用して前述の 3つの研究課題に対する定量分析を行う。まず、本分析で使用するマルチレベル・
モデル及びモデル選択基準の一般的な解説をするとともに、使用するデータの説明及びデータの
結合手順を説明する。次に、紛争経験を定義した上で、本分析で対象とする「需要側からの紛争
の影響」と「供給側からの紛争の影響」の意味を説明する。その後、データの記述統計量及び検
定統計量を詳細に分析し、モデルに投入する変数を選択した上で、マルチレベル・モデルによっ
て 1999年の紛争が 2015年の学力試験に及ぼす影響を定量的に分析する。 
そして、第 7 章においてそれぞれの分析と結果のまとめを行い、本稿の主題に対する結論を述
べる。そして最後に、当該研究の結論から考えられる紛争後の教育復興政策に対する今後の政策
提言を行う。 
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2. 紛争と教育 
 
 紛争と教育支援あるいは紛争後の教育再建に関する研究は、2000年以降国際機関を中心に進め
られてきた。2011年のユネスコ・グローバル・モニタリングレポートでは「紛争と教育」が中心
課題として取り上げられ、紛争と教育に関する基礎統計と共に、教育の妨げとしての紛争、教育
の失敗から助長される紛争、そして紛争国家に対する援助の 3 つの観点から、これまでの紛争と
教育に関する議論をまとめている(UNESCO, 2011)。そしてそれに伴い、この 15年ほどの間に紛
争が教育に与える影響を定量的に分析することを試みる研究が報告され始めてきた。それらは必
ずしも教育の内部効率性と紛争との関係を分析しているものではないが、教育効果に対する紛争
の影響を定量的に示そうとしている点で参考になる。 
そこで本章では、まず、紛争が教育に及ぼす影響についてのこれまでの質的研究及び報告をま
とめ、さらに最近行われてきた紛争が教育に与える定量的な研究を概観する。そして最後に参考
として教育が紛争に与える影響に関する量的研究を簡単にまとめる。 
 
 
2.1. 紛争が教育に与える影響に関する質的研究 
 
世界銀行によれば、紛争は教育における「教員、学生、両親、兄弟姉妹、およびコミュニティー
のメンバー」に対する全ての要素に負の影響を与えるが、教育を執行する側に対する影響は教育
の実効性に直接関連することから特に重要な問題となる(世界銀行、2005)。紛争後の国家では「新
規教員の補充」といった量的な影響よりも「資格、経験、能力」といった「教員の質的向上」が復
興過程において課題になることが多く、「どんな教育制度にとっても活力の源泉である人的・制度
的能力開発の荒廃」が復興期に最も困難な課題になる(世界銀行、2005)。特に今日の紛争の多くは
「Identity-based Conflict」であり、紛争後の国家での紛争再発防止や国家統一のためには「社会・
市民の再構築のための教育」の実現が必要であることから、紛争後の社会における教員トレーニ
ングが教育の質を改善することが重要になってくる(UNESCO, 2004)。ユネスコは、教員トレー
ニングと共に「カリキュラム・パラダイムの移行」の必要性についてもその重要性を訴え、「社会・
市民のアイデンティティの形成における教育政策の役割に対する更なる理解」のためにUNESCO 
International Bureau of Education が行ってきた 7ヶ国でのプロジェクトを振り返り、カリキュ
ラムの再構築時に必要な 5つ要素を含むフレームワークを提示している1。 
また、学校設備や建物は多くの紛争事例で破壊の対象とされ(UNESO, 2011)、例えばシエラレオ
ネにおける内戦ではほとんど全ての教育施設が破壊されただけでなく、紛争終結後 3 年間を経て
も 60％以上の小学校で補修が必要な状況におかれていた(World Bank, 2007)。このような状況は東
ティモールにおいてもみられ、1999年から 2000年に起きた紛争によって約 95%の教室が破壊さ
れるか深刻なダメージを受けた(World Bank, 2005)。学校や教室は国家を象徴している建物とみな
                                                   
1 当該フレームワークは、(1)紛争の背景の把握、(2)教育管理、(3)カリキュラム・パラダイム・シフト、(4)困難
な政策問題の把握、(5)研究の役割、である。詳細は UNESCO,2004を参照。 
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されやすいことや軍や民兵が学校を軍事的拠点として使用する可能性があることから内戦中は特
にターゲットになりやすいほか、紛争中は建築資材の搬送が制限されるため、学校設備や建物を
補修することが困難になることが多く（O’Malley, 2010）、このような学校設備や建物の破壊は生
徒の学校への出席意欲を大きく低下させる原因になる(Sommers, 2002)。ただし、世銀は教育のイ
ンフラや建物の破壊は教育に対して深刻な被害をもたらすことを認めているものの「物理的なイ
ンフラへの被害は、紛争の打撃のうちで最も簡単に修正できる」として、紛争後の教育復興にお
いて他の要因ほど困難な問題にはならないとも述べている(World Bank, 2005)。 
他方で、子どもたちの健康状態、性別、年齢、保護者の態度、学校での経験、就学前教育プログ
ラムの経験、幼少期の発展過程等の Children’s Characteristics の要素のケアも紛争後国家における
教育の質向上には不可欠である(UNHCR, 2002)。特に、紛争下において女性は「教育へのアクセス
に関して圧倒的に不利な立場にあり、その不利の程度は中等および中等後教育でいっそう大きく
なる」(世界銀行、2005)。教育へのアクセスに対するタジキスタンの紛争の影響を分析した例でも、
紛争にさらされた家庭では男子の初等教育入学率に対する影響はないが、女子については負の影
響が大きく、また、紛争に影響された地域に居住していた義務教育年齢の女子は紛争に影響され
ていない地域に居住している同年齢の女子に比べて義務教育の修了割合が 12.3％低いという結果
が出ている(Shemyakina, 2006)。 
このように紛争下の子どもたちは紛争から派生する様々な要因によって教育の機会を奪われ、
それは紛争後の教育復興プロセスに対しても影響を及ぼす。教育を受けていない若者は教育を受
けている若者より紛争に自ら参加する割合が高く(Oyefusi, 2007)、紛争終結後 5年以内に 40％以上
の国家が紛争状態へと逆戻りするリスク(Collier et al., 2002)を考えると、紛争後の復興期において
教育の再構築を早期に行うことは次に発生する紛争のリスクを減少させるという意味で最重要な
課題の一つと言える。 
しかし、紛争を経験した国では「教育制度の驚くべき弾力性」が認められるとする世界銀行の
主張は注目に値する(世界銀行、2005)。世界銀行によれば、教育が紛争中に長期間完全に停止する
ことはほとんど無く、「紛争の影響で公的制度が崩壊しても、学校教育はコミュニティーによって
支え続けられる」。また、UNHCRも緊急事態下では難民の子どもたちの親やコミュニティーが自
ら学校の必要な設備に金銭を投資する傾向が高く、場合によってはその領域に長けた人々が自ら
学校設備を作り出すこともあるため、このような状況は通常の学校における生徒の出席率や設備
の充実度等に比べ、むしろプラスに影響する要因になると述べている(UNHCR, 2002)。 
従って、上述の世銀の報告によれば、紛争によって多くの国で短期的に教育へのアクセスが深
刻な影響を受けるものの、調査の結果「初等学校教育は短期間で紛争前の水準に回復」しており、
紛争後の教育制度の改革がうまく進む場合には紛争後の教育再建は紛争前よりも改善させること
が可能である。ただし、そうだとしても紛争によって教育が受ける損害は甚大であり、これらの
損害を全て回復させるためには長期的な戦略の策定が重要な要素であることを強く警告している。 
また、紛争による教育への長期的な影響を考察する研究として、オマリーはシエラレオネ及び
タイを事例として教育に対する紛争の長期的な影響を詳細に記述している(O’Malley, 2010)。オマ
リーの報告書によれば、教育に対する紛争の長期的な影響は、物質的、心理的、そして象徴的な
インパクトとして現れ、紛争期間が長期にわたる場合にはそれらのインパクトは教育システムや
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国家そのものを脆弱化させ紛争後の開発の障壁になると述べている。また、同報告書では、教育
に対する紛争の即時的なインパクトは「生徒、教師及び職員の死や怪我、放火、爆撃、砲撃によ
る建物の破壊あるいは学校の機器の持ち去り」等であり、それらのインパクトは「オリジナルの
ターゲットよりもずっと大きな範囲に及ぶ」。これに対して教育システムに対する紛争の長期的な
インパクトは現実にはほとんど報告されないが「教師、生徒及び職員の長期的な欠席及び永続的
な離脱」、「教師の質の低下」、「教師、生徒及び職員のトラウマや恐怖による持続的な意欲喪失や
注意散漫」、「教師や職員の不足」、「生徒の就学率や到達教育レベルの低下」、「長期間の学校設備
へのダメージや修理の停滞」「長期間による学校設備の未提供状況」、「学校運営能力の低下」、「教
育システムの改善能力の低下」等があり、紛争後の国家における教育開発にはこれらの点を特に
考慮する必要があると述べている。 
さらに、紛争後の国家における紛争再発防止の観点から、UNICEFは「紛争後の社会における
言語」の重要性を研究している(UNICEF, 2000)。当該研究は紛争後の社会では教育が「政治的支
配及び管理のための重要な手段」として行われ、さらに「旧植民地社会では西欧的カリキュラム
が主であり、土着文化は完全に無視されている」と警告している。そして、このような社会では
しばしば言語それ自体が「民族的・文化的アイデンティティの維持のための本質的な要素」にな
っていると述べている。しかし、言語は、使用の方法によってはルワンダでの紛争事例等から否
定的側面も持っていることにも注意しなければならないと警告した上で、特に紛争後の言語（国
語）教育のためのカリキュラム再構築については、言語が持つ役割を十分考慮しながらなされる
べきであるとしている。 
 
 
2.2. 紛争が教育に与える影響に関する量的研究 
 
 2000 年以降の 15 年間で増え始めた紛争と教育に関する研究の多くは前述したように質的な議
論の分析であった。しかし、質的研究の問題点として「『現場』の実務家や研究者が考える紛争の
問題が研究アジェンダとされており、比較可能な国際的なデータや教育と紛争との間の複雑な相
互作用（Interaction）に関する議論」が欠けていたことが言われてきた(Barakat et al., 2009)。
他方で、紛争が教育に与える影響に関する量的分析がこれまであまり行われてこなかった原因の
一つとして、紛争下の開発途上国におけるミクロレベルデータや詳細な紛争を測るデータがほと
んど存在しないことがあった(Verwimp et al., 2009)2。 
しかし、紛争時における教育に関する社会調査データの取得は難しいとしても、紛争後の復興
期やその後の開発期には多くの開発途上国で教育項目を含む社会調査が行われる。これらの教育
データを使用する場合、過去の紛争が現在の教育に与える影響を分析することが可能となり、近
年では、紛争が教育効果に与える長期的影響を議論する量的研究が徐々に報告されるようになっ
てきた。むしろ、紛争が教育に与える影響を量的に推定する最近の研究は紛争後の社会調査を使
                                                   
2 例外としてコロンビアにおける国内避難民を事例とした就学年数に対する紛争のインパクトを分析した研究が
ある(Oyelere et al., 2013)。当該分析は 2000年-2005年までの紛争が紛争地域に居住する子どもとそうではない
地域に居住する子どもの間でその当時の就学年数にどのような影響を与えているかを推定している。 
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用した分析がほとんどであり、結果としてその多くが教育に対する紛争の中長期的な影響を推定
する研究となっている。 
ジャスティノは紛争の長期的影響を考慮して過去に行われた 9 つの研究を詳細に比較し、教育
効果に対する紛争の影響について以下の 3つの傾向を見出している（表 1参照）(Justino, 2010)。
まず、①紛争による教育へのアクセスに対する「ショック」は比較的小規模だったとしても、実
際には教育成果、健康及び労働市場への機会という観点からの人的資本形成に対する紛争の負の
影響は大きくまた長期間に亘る、というものである。ジャスティノは第二次世界大戦中にドイツ
国内で爆撃を受けた地域に居住していた就学適齢期の子どもは、爆撃を受けなかった地域の子ど
もに比べて就学期間が最高で 1.2年少なく、また彼らの現在における労働市場での所得額は 6%低
くなる(Akbulut, 2009)ことを例に挙げ、これまで焦点が当てられにくかった紛争の長期的な影響に
警鐘を鳴らしている。次に②学校設備の破壊、教員の不足及び学校機能の低下は特に中等教育に
おいて多大な影響を与える、傾向が述べられている。この点、ジャスティノは 1992年‐1995年の
ボスニアでの内戦において死者数の多い地域に居住していた子どもは、そうでない子どもに比べ
て中等教育の卒業率に大きな負の影響を受けているが、初等教育には差がなかったという結果
（Swee, 2009）に触れながら、内戦中の中等教育機能の維持が初等教育と比較して困難であること
を推測している。最後にジャスティノは③紛争にさらされた家庭の教育効果は子どもの性別によ
って影響が大きく変わる、ことを挙げている。この点、前節で述べたタジキスタンを事例とした
量的分析と共に、グアテマラにおける内戦中に紛争地域に居住していた女子はそうでない地域の
女子よりも就学年数が 0.44 年(12％)低く、また同地域の男子と比較しても負の影響を受ける
（Chamarbagwala, 2008）としたうえで、これまで指摘されてきた女性に対する紛争の負の影響を
量的観点から補完している。 
 
表 1：紛争が教育に与える影響に関する過去の量的分析の比較 
 
(注)  表中において“－”は教育に対する紛争の負の影響、“＋”は正の影響を表し、0 は有意ではないことを表
す。 
また、表中で 2は女性に対して、3は男性に対してより影響を及ぼすことを意味する。 
(出所) Justino (2010)より筆者が加筆 
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また、ジャスティノが比較した 9 つの研究以外にも、結果的に紛争の中長期的な影響を分析し
たものとして、「紛争と教育」を中心課題とした 2011 年のユネスコ・グローバル・モニタリング
レポートのバックグラウンド・ペーパーである教育に対する紛争の量的影響に関する報告書があ
る(UNESCO, 2011)。当該報告書では、これまで25か国で行われたMICS, DHSあるいはENCOVI
の社会調査データをもとに 1950 年から 2010 年までの 15 歳のコーホートごとに就学年数及び正
規教育への未就学人口を計算し、各国、男女、地域及び社会経済レベルごとに 60年間の変動を求
めながら、紛争及び戦争が発生した年と合わせることで就学年数や未就学人口の変動と紛争の関
係を分析している。例としてカンボジアにおける性別ごとの平均就学年数の推移を下表に示した。 
 
図 2：15歳コーホート及び性別ごとの平均就学年数の推移の例（カンボジア） 
 
(出所) UNESCO. 2011. The Quantitative Impact of Conflict on Education, Technical Paper No. 7, UNESCO 
Institute for Statistic, P.31 
 
ユネスコの分析は各年に 15 歳であったコーホートが社会調査を行った年3の時点における平均
就学年数や未就学人口を計算しているため、それらの結果はグラフ内に示されている紛争時のも
のではなく、紛争から数年～数十年後の結果ということになる。従って、紛争年にあたる年の 15
歳コーホートの就学年数や未就学人口に何らかの変化が見受けられる場合には、それらの影響は
紛争後の長期的な影響である可能性が考えられる。当該報告書は統計学的な分析を行っているわ
けではないが、各国の就学年数及び未就学人口と紛争の関係についての変動を詳細に記述してお
り、結論として 25ヵ国中 23ヵ国で教育に対する紛争による何らかの負の影響があると述べてい
る。しかし、報告書は、全ての国において就学年数及び未就学人口の両者に負の影響がみられて
いるわけではないとして、例えば、アフガニスタン、ルワンダあるいはウガンダ等では紛争が起
こると正規教育を受けていない者の割合が非常に高くなるが、ボスニア・ヘルツェゴビナ、コン
ゴ共和国、タジキスタン等の国では力強い教育システムによって紛争中であっても正規教育に対
するアクセスが妨げられる者は非常に少ないと結論づけている。さらに同報告書は、女子が紛争
によって男子よりも負の影響を受けるとして多くの国で女子の未就学人口が高い時期が紛争期間
と一致することに注目しているほか、地域による紛争の影響の差や社会経済レベルによる紛争の
不規則な影響、及び地方と都市部の影響の差（都市部のほうが教育に対する紛争の影響が強い）
                                                   
3 社会調査を行った年は国ごとに異なるが、概ね 2000年-2008年に行われた調査データを使用している。 
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など興味深い分析を行っている。 
 さらに、近年では教育効果に対する紛争の短期的な影響と長期的な影響の双方を比較分析して
いる研究もある(Justino et al., 2014)。当研究は、短期的な影響として 1999年に東ティモールで
発生した紛争の経験の有無が 2001 年時の学校の出席状況に影響を及ぼすか、そして長期的な影
響として 1999 年の個人の紛争経験の有無4が 2007 年時における初等教育修了の有無にどのよう
な影響を与えるかを特に男女の性別の観点から推定し、短期的影響と長期的影響の結果を比較し
ている。それによれば、男子の教育効果は短期的・長期的の双方で紛争による負の影響を受ける
のに対して女子は短期的な影響を受けるのみで長期的には影響を受けないという結果を示してい
る。この研究は教育に与える紛争の効果の議論に、紛争からの経過期間の差による効果の変動と
いう新しい論点を提示する興味深い研究である。 
 また、この他にも紛争経験の有無による効果とともに紛争経験の長さ（年数）が教育効果に与
える長期的影響を探る研究もある5。ヴァーウィンは、ブルンジで発生した 1993 年-1998 年の紛
争中に小学校就学年齢であった児童6について、紛争地居住の有無及び紛争地の居住年数が 2002
年時点の初等教育修了の有無にどのような影響を与えるのかを定量的に分析している(Verwimp 
et al., 2012)。ヴァーウィンによれば、紛争に晒された児童はそうでない児童と比較して初等教育
の修了率が 16%低いが、児童が紛争を経験した年数が１年長くなるごとに初等教育修了率は 3%
低下し、貧困層の男子に限った場合には 5%低下する。また、女子は男子に比べて修了率が低いが、
紛争年数が長くなるほど男女間での修了率の差が少なくなる、としている。 
 最近では、ルワンダにおける 1994年の虐殺が 2002年時点の若者の就学年数に与える効果につ
いて初等教育と中等教育に分けて推定したうえで、初等教育では紛争による退学の増加が就学年
数の低下の要因になっているのに対して中等教育では紛争による就学率の低下が就学年数の低下
の要因になっているとする研究(Guariso et al., 2015)や、1981年-1993年に発生したインド・パ
ンジャブ地方の紛争が当時 6 歳-16 歳であった子どもたちへの家庭の教育支出に与えた影響を推
定することで教育効果に対する紛争当時の影響を探ることを試みる研究(Singh et al., 2013)も報
告されている。 
 なお、紛争が教育に与える影響を推定した量的研究を収集して動向を比較する報告も最近では
みられるようになったが、最も新しい PEIC財団の報告書(Jones, 2014)においても比較されてい
る研究は 13 例に留まっているなど、教育の効率と紛争の関係を議論する量的研究領域は必ずし
も学術的に比較が十分可能なほどの蓄積がないのが現状である。ジャスティノも紛争下及び紛争
後の国家において誰がどのような援助を最も必要としているのかを正確に検証するためにも、今
後更なる研究の蓄積が重要であると述べている（Justino, 2010）。 
 
 
 
                                                   
4 長期的な影響をさぐる推定における紛争経験の有無は個人が居住している場所の県で紛争が発生したか否かで
あり、短期的な影響の推定の際の紛争経験の有無とは定義が異なっている。 
5 ジャスティノも紛争経験の年数を計算する変数の方程式を作成してはいるが、推定は 1999年の紛争に関する
ものであり、結果として 1年の経験か 0年の経験となっている。 
6 児童は 1981年から 1986年までの出生コーホートである。 
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2.3. 教育が紛争に与える影響に関する量的分析 
 
紛争と教育に関する量的研究には、前節までに見てきた紛争が教育に与える影響以外に、教育
が紛争に与える影響を推定する研究領域も存在する。この研究領域は本稿とは直接の関係はなく
分析対象として説明される事象が逆であるが、紛争と教育との関係を考える領域であることから
本節において簡単に紹介する。 
教育が紛争に与える影響に関する量的分析を行った研究は 1999 年にマクロ経済的な観点から
紛争のインパクトを分析したコリアー7による研究が先駆的とされているほどに新しい分野であ
り(Richard et al., 2008)、2002年に報告された紛争に関する量的分析をまとめたサンバンスの研
究においても教育と紛争に関する量的分析の先行研究にはコリアーの研究のみが明記されるに留
まっていた8。オスビーは紛争に対する教育のインパクトという観点から、①量的研究であること、
②何らかの政治的紛争が被説明変数となっていること、③そして何らかの教育に関する経験分析
が含まれることの 3 つを基準として過去に行われた紛争と教育に関する量的分析を用いた研究を
収集して分析結果を比較している(Østby, 2010)。 
 
表 2：教育が紛争に与える影響を考慮する研究例の推移 
 
(出所) Østby, 2010をもとに筆者作成 
 
オスビーが収集した研究の多くはマクロレベルデータあるいは国内地域を対象としたメゾレベ
ルデータを使用した国家間の紛争と教育状況を分析した論文であり、それらは全 30 の研究のう
ち 22 例を占めている9。それらの研究結果からは、1.国家の教育レベルと紛争には負の関係が広
範に認められる、2. 教育レベルには様々な変数が使用されているが、紛争に対する負の効果が最
も大きく現れるのは中等・高等教育の就学率である、3. 大学教育と紛争との関係は未だに不明で
ある、といった傾向が示されており、国家の教育レベルが全体的に低下する場合には紛争が発生
するリスクが上昇し、そのような結果は中等・高等教育の就学率によって最も明確に示される。
また、マクロレベルデータを使用した研究からは不平等性も紛争を引き起こす要因になるとして、
個人間の不平等では影響が生じない結果が多かったが、民族間、宗教グループ間、地域間及び性
別間では不平等が大きいほど紛争の発生に影響を与えるとしている。 
 
 
 
 
                                                   
7 Collier, Paul. 1999. 
8 Sambanis. 2002. Sambanisの先行研究で教育と紛争について Collierの研究のみが明示されていることは
Østby, 2010においても述べられている。  
9 マクロレベルデータを使用した分析は、例えば Bussemann の研究で、100ヵ国を対象として 1985年から
2000年までの間の紛争の有無と各国の当該期間中の 1年ごとの教育状況（就学率等）の効果を推定している。 
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表 3：マクロデータ及びメゾデータを使用した教育が紛争に与える影響を考察する研究一覧 
 
(出所) Østby, 2010をもとに筆者作成 
 
また、オスビーが収集した研究のうちミクロデータを使用した 8 例の研究は個人の教育レベル
が紛争への参加にどう影響を及ぼすかを分析するものであり、それらの結果を武力紛争、テロリ
ズム活動、虐殺行為の 3 つのタイプによって比較している。比較からは、まず武力紛争の場合に
は比較的教育レベルの低い人々が紛争に参加する傾向があるが、その一方でテロリズムや集団虐
殺行為等には高い教育レベルの人々が関与する傾向があるとしている(Østby, 2010)。 
 
 
2.4. 小括 
 
 本章では紛争が教育に与える影響に関するこれまでの研究及び報告について質的研究、量的研
究の双方から概観した。また、紛争が教育に与える影響のみならず、教育が紛争に与える影響に
関する量的分析も簡単に紹介した。紛争が教育に与える影響を定性的に分析したものとしては国
際機関による報告が多く、紛争は教育支援において全ての要素に負の影響を及ぼすことが多くの
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機関で認識されている。ただし、学校設備等のインフラが紛争後に最も簡単に修復できる要素で
あるのに対して、カリキュラムや教師といった人的・制度的能力の復興は最も困難な課題になる
など、要素によって紛争後の復興の難しさが異なる。また、オマリーの報告書は紛争の教育に対
する長期的な影響を危惧しており、それは物質的、心理的、そして象徴的なインパクトとして国
家の教育システム全体を弱体化させてしまう可能性があると警鐘を鳴らしている。 
 紛争が教育に与える影響を推定する量的分析は近年徐々に増えてきており、その多くが教育に
対する紛争の長期的影響に関する分析である。それらの研究によれば、まず全般的に紛争は生徒
の就学年数や修了率等の教育効果に対して長期的な負の影響を与えている。ジャスティノらによ
る最近の研究のまとめでは、紛争は人的資本形成に対して長期的に負の影響を及ぼすとともに、
紛争の負の影響が中等教育レベル及び女子に対して特に大きいことを挙げている。なかでも女子
に対する紛争の負の影響はその後に報告された研究においてもほぼ一貫して確認されており、紛
争と教育の議論において女子の保護の必要性が改めて示されたと言える。また、紛争経験年数も
教育効果に対して負の影響を及ぼしており、紛争に晒された年数が長いほど子どもたちの教育の
アウトプットは低下することも確認されている。ただし、男女による差異の例で言えば長期的に
は女子よりも男子に大きな影響があるとする研究結果もあるなど、紛争の形態や国家の教育状況
によって紛争による影響が異なる可能性もあり、今後更なる研究の蓄積が必要である。 
 本章ではさらに教育が紛争に与える影響を推定する研究についても概観し、これまでの研究結
果からは特に国家の教育レベルが全体的に低い場合には紛争が発生するリスクが高まるとする傾
向が導き出されている。以上のように本章では、紛争が教育に与える影響に関する研究の潮流及
びその隣接領域である教育が紛争に与える影響についての研究を概観してきた。 
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3. 学校効果研究 
 
 前章では紛争と教育に関するこれまでの研究をまとめ、質的及び量的分析から紛争がどのよう
に教育に影響を及ぼすのかを把握するとともに、教育が紛争に与える影響についても簡単に概観
した。紛争と教育に関する議論は様々な観点から行われており、特に紛争が教育に与える影響に
ついては多くの質的分析とともに近年では量的な分析も徐々に行われるようになってきた。本研
究は教育の内部効率性を分析する学校効果研究の観点から紛争が教育に与える影響についての量
的分析をおこなっていくことから、次に本章においてこれまでの教育の内部効率性を分析する学
校効果研究の歴史を振り返り、学校効果研究がどのような議論の下で発展し、その議論をどのよ
うな分析手法で行っているのかを概観することで本研究が学校効果研究の領域においてどのよう
な位置にあるのかを確認する。 
先進国及び開発途上国を対象とした学校効果研究は 1960 年代以降、今日に至るまで様々な観
点からなされてきているが、本研究のように「紛争」という観点を取り入れた学校効果研究は例
が少ない。この意味で、本研究は学校効果研究の中でも比較的新しい視点からの研究と言うこと
ができる。しかし、本研究は学校効果研究であることには変わらず、その基本的な学校効果の議
論及び分析手法もこれまでの学校効果研究と同様である。従って、本研究の主目的である紛争経
験国家における学校効果メカニズムの解明や紛争経験が教育効果に与える影響の具体的な分析に
入る前に、これまでの学校効果研究がどのような議論の下で発展し、その議論をどのような分析
手法で行っているのかを概観することが必要となる。 
また他方で、本研究でも取り入れている「紛争」に関する教育支援の研究は、定性的な研究を
中心としてこれまで主に国際機関によって行われてきたが、近年は紛争と教育の関連性を定量的
に分析する研究例も少ないながらに現れてきている。紛争と教育あるいは紛争後の教育支援のこ
れまでの研究の主要な議論を確認することは、本研究が「紛争」を考慮に入れていることを考え
れば必要不可欠な作業であり、さらに本研究の分析結果の信頼性を問う上でも重要である。 
本章では、まず、これまでの学校効果研究の主な議論を年代グループ別に概観し、次いで学校
効果研究の分析手法をまとめる。そして、次章以降から本研究の課題に対する分析とその結果に
ついて詳述していく。 
 
 
3.1. 学校要素（School Factor） 対 学校外要素（Preschool Factor） 
 
3.1.1 初期（1960年代～70年代）の学校効果研究 
 
今日の学校効果研究における主要な議論の一つに「学校要素 対 学校外要素」の議論がある。
この議論は、1960年代から始まる先進国を対象とした教育機会の平等性に関する研究に端を発す
る(Coleman et al., 1966; Peaker 1971)。米国教育省のコールマンは 1966年、米国内での学校教
育分野における人種の分布や各学校の特徴の差異を地域・項目ごとに詳細に比較し、さらにそれ
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らの特徴の差異による生徒のテスト成績の影響等を調査したレポート（いわゆる「コールマン・
レポート」）を公表した。その中でコールマンは、学校要素と学校外要素が生徒の学問的達成に与
える影響の割合を回帰分析によって明らかにし、「学校での経験から完全に独立したものとは言え
ないが、広く社会において生徒が培った経験」を基礎とした「生徒の態度（学校外要素）と学問
的達成の関係は、全ての学校要素を合わせた変数と学問的達成との関係よりも強い」と結論づけ
ている(Coleman et al., 1966)。 
コールマン・レポートの学校外要素の方が生徒の成績に対する影響力が大きいというこの結論
は教育産業や専門家に大きなインパクトを与えるものであったが、他方でその後の学校効果研究
に新たな測量の要素を与えた契機ともなっている(Heyneman et al., 1983)。事実、この後に行わ
れた学校効果研究はこれまでの教育の内部効率性に特化した議論から学校要素と学校外要素との
生徒の学問的達成に対する関係についての議論へとシフトしていき、多くの研究において学校外
要素の方が学校要素よりも大きい影響力を持っているというコールマンと同様の結果を得ている。 
しかし、当時の学校効果研究は先進国を対象としたものが多く、これらの結果をあたかも世界
的スタンダードのように見る傾向は世銀や開発学研究者から批判を浴びた。これを契機に 70 年
代から 80 年代にかけて、同議論に対する先進国と開発途上国の比較分析や開発途上国に焦点を
当てた学校効果研究が徐々に行われるようになったのである。 
カンバーらの研究(Comber et al., 1973)は開発途上国を含めた初期の学校効果研究として有名
である。当該研究は、学力評価国際協会(IEA: International Association for the Evaluation of 
Educational Achievement)が実施した先進国・開発途上国を含めた 19 ヶ国の学校評価調査の量
的データを比較分析した。具体的には校長・先生・生徒に対する 400 項目以上の質問（変数）か
ら重要と思われる変数を選り抜き、さらに IEA が採用する 4 ブロックの変数要素（1．家庭に関
する要素、2．教育課程や学校等のタイプに関する要素、3．学習環境に関する要素、4．一般に
「kindred variable」と言われる他の変数要素と関係が深い変数（例として生徒の態度等））にそ
れぞれの変数を当てはめる形で、各国ごとの回帰分析を行っている。この研究でカンバーは、「学
校での学習環境に関する変数は、家庭に関する変数や学校のタイプに関する変数に比べて影響力
が小さ」く、さらに「国家の違いに関連する一つの発見は、『純粋な』学校要素の違いよりも社会
経済構造の違いの方が先進国と途上国との間の学校成績の差に影響を大きく与えている」ことを
発見している。つまり、開発途上国においても初等中等段階の生徒の学校成績は家庭や社会経済
構造といった学校外要素に大きく左右されていることを示したのである。 
しかし、学校要素と学校外要素の議論に国家間での比較分析を加える場合には、当該議論がさ
らに 2 つの意味に分かれることに注意が必要である。すなわち 1 つ目は、先進国と途上国を分け
る GNI 等の経済指標の変化によって相対的に両要素の学校成績に対する影響力がどのように変
化してくるかという問題である。これに対して 2 つ目の議論は、各国において両要素の影響力は
絶対的にどちらの方が大きいかという問題である。両議論は次元の異なる議論であり、例えば国
家所得が減少するほど学校外要素の影響力は減るとしても、低所得国での実際の学校外要素の影
響力は学校要素よりも大きいことがあり得るのである。 
両議論の相違を明確に意識した学校効果研究は数少ないが、中でも結果的に両議論を分析し、
興味深い結果を示している初期の研究としてハイネマンの学校効果研究が挙げられる
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(Heyneman,1976)。ハイネマンの研究の主要な目的は「生徒の学校成績と彼らの社会経済的環境
との関係が、経済的に発展している社会と同様に、発展途上の社会においても強いのか」、及び「発
展途上の社会における学校要素の影響力は、先進国を対象とした研究で言われているものより実
際は強いのか」否かを解明することであり、1つ目の議論に焦点を当てている。そのためにハイネ
マンは、まずウガンダでの詳細な変数の影響力の関係を IEAの調査データを使用しながら分析し
た上で、その結果の一部と他の国家での同様の分析結果を 1.初等教育就学率、2.中等教育就学率、
3.国民一人あたり GNP、4.GNP 成長率という 4 つの各国指標によって比較し相関関係を導出し
ている。 
ハイネマンの分析結果を概観すると以下のようになる。まずウガンダ国内での変数要素の影響
力は、総合的には「学校要素」の決定係数（影響力）が 31.7%であるのに対して、「学校外要素」
の決定係数は 47.5%、「kindred variable」は 20.8%である。これは先進国を対象とした研究と同
様、明らかにウガンダにおいても「学校外要素」の方が生徒の学校成績に対して影響力が大きい
ことを示している10。しかし、国家の発展段階別にこの影響力の変化を概観すると、開発途上国に
なるほど学校外要素の影響力は下がり、学校要素の影響力は上がっている。まず「学校外要素」
は、前述した 4つの各国指標のうち、初等教育就学率、中等教育就学率、国民一人あたり GNPの
3指標との相関係数が 0.67(P<.002)、0.51(P<.002)、0.71(P<.002)と正に有意であり、逆に言えば
経済的に貧窮するほどこの相関関係は減少しているのである。また、「学校要素」についてもウガ
ンダ、イラン、インド、タイ等の開発途上国の決定係数は全て 30%以上であるのに対して、アメ
リカ、イギリス、日本、スウェーデン等の先進国ではいずれも 20%を下回っており、「学校要素」
の影響力が増加していることを示している。 
 
3.1.2 中期（1970年代～80年代）の学校効果研究 
 
ハイネマンの研究以降、学校効果研究は「学校要素」と「学校外要素」の議論に関して他のセ
クターを交えた様々な比較分析が行われるようになってきた。例えば、シモンズとアレクサンダ
ーの研究は、開発途上国全般の初等教育と中等教育においてこれらの要素の影響力がどのように
変化するのかを分析している。シモンズらによれば、開発途上国では小学校から中学校までは「学
校外要素」の影響力が依然として強いが、高等学校になるにつれて「学校要素」の影響力が増大
している（図 3参照）(Simmons et al.,1978)。 
 また、開発途上国において具体的な要素を学校要素・学校外要素別に比較した研究もある（Niles, 
1981）。ニールズはスリランカを事例として、両親の職種と学歴、及び学校内での生徒の社会的地
位の分布と物理的設備について比較している。当該研究によれば、学校外要素内部では両親の学
歴の方が職種よりも、また学校要素内部では校内での生徒の社会的地位の分布が物理的設備より
も生徒の学校成績に対する影響力が大きい。さらに、この両要素の絶対的比較では、学校外要素
（両親の職種及び学歴）の方が学校要素と家庭における物理的設備を合わせた要素よりも大きい
と結論づけており、先進国を対象とした先行研究と同様の結果が示されている。この理由として
                                                   
10 なお、ハイネマンはこの後、ウガンダにおける学校要素内の物理的設備と人的設備を詳細に分析しており、物
理的設備の影響力が人的設備と比べて格段に大きいと結論づけている。 
 18 
 
 
ニールズは、「第三世界では家庭と学校との間に強いつながりがあり、家庭が生徒の学校成績と直
接的な相関関係がある場合には、家庭環境の負の要素が学校システムにも移行される。それが社
会的階層と学校成績との関係を強くするのである」と述べている。しかし、他方で「第三世界に
おいても適用される階層の分類は西欧諸国の地位的階層の分類とは厳密には比較できない」ため
分類方法に疑問があること、そして「国家の経済資本ではなく文化的資本によって検証した方が
適切であるかもしれない」ことにも言及し、開発途上国を対象としたこのような学校効果研究の
分析手法に疑問も投げかけている。 
 
図 3：開発途上国における学年別の学校効果の変化 
学
校
成
績
に
対
する
影
響
力
 
 初等教育  下位中等教育   上位中等教育 
学校外要素 
学校要素 
０ 
  
この点、後の研究では、経済的格差ではなく生徒の居住環境に視点を移した学校外要素の影響
力の変化に関する比較分析も行われている(Lanzas et al., 1981)。ランザスらはザイールを事例と
して、家族から分断された生徒と通常の生徒との間での学校外要素の影響力の変化を分析してい
る。この研究の背景にある問題意識としてランザスは、「西欧諸国では多くの子どもたちが少なく
とも中等教育を終えるまで親と一緒に生活し、直接的及び継続的に家庭から教育環境を与えられ
る」が、ザイールを含めたアフリカ諸国では「しばしば習慣や経済状態以外の要因によって親が
子どもの教育に無関心になり」、むしろ「親以外の親戚が子どもの教育に対して最大のインパクト
を与えることがたびたびある」ことを挙げ、この家庭環境の差を見ることによってこれまで影響
が大きいと言われてきた社会経済的地位という学校外要素に新たな一面を発見しようとしている。 
分析の結果は、実の両親と共に生活する生徒の英語テストと家族の社会的地位が正に有意であ
るのに対して、家族が分断された家庭の生徒の英語テストと家族の社会的地位は有意ではなかっ
た。このことからランザスらは、少なくともアフリカ諸国においては家庭の社会経済的地位と生
徒の学校成績との関係は欧米諸国に比べて希薄であり、むしろ生徒の家庭に対する心理的作用が
学校成績に対して大きく影響している可能性が高いと考えている。 
 しかし、開発途上国を対象とした学校効果研究については上述した先行研究の中でも述べられ
ているように、分析上の問題や開発途上国の社会的構造が複雑であり、学校要素と学校外要素の
傾向は未だ明確に確立されていないと言ってよいであろう。ハイネマンは、これに関して 3 つの
問題を提起している(Heyneman et al., 1983)。まず、①低所得国での量的データは社会経済的地
位の変化が乏しく、分析結果が現実を反映していないという問題である。例えば低所得国では生
(出所) Simmons and Alexander [1978] をもとに筆者作成 
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徒の母親の学歴が全体的に低くデータにばらつきが生じにくいため、結果的にその影響力が低く
なる傾向を示しやすくなる。しかし、それはデータの採集に問題があるわけで必ずしも現実を映
し出した結果とは言えないのである。次に②低所得国では生徒の退学率及び留年率が高いため、
社会経済的地位の低い生徒に対する事前の絞り込みが行われてしまうという問題である。ハイネ
マンは、ウガンダの首都である Kampala と地方都市の Karamoja では社会経済的地位の影響力
に差がなかったが、両都市の適齢人口に対する生徒の就学率はそれぞれ 90%と 8%であることを
例に挙げ、学校には行っていない社会経済的地位が低い生徒の学校成績がデータに含まれるとし
た場合にはその影響力の差に変化が表れる可能性が高いと述べている。最後に③ニールズも自身
の研究で述べていたように、低所得国では家庭の社会経済的地位と学校の質との間に高い相関関
係（多重共線性）があるという問題である。これは統計技術上、正確な分析ができず、分析結果
の信頼度は落ちてしまうのである。 
 以上の先行研究からは、開発途上国を対象とした学校効果研究は次のようにまとめることがで
きる。まず、概観したように中期以降の学校効果研究では開発途上国を対象とした研究が目立つ
ようになっており、比較の視点も経済的要因以外の視点から考えるなど様々な観点からの研究が
行われてきている。全般的には低所得国になるほど学校要素の影響力が増し、逆に学校外要素の
影響力は低くなるとする従来の主張が維持されているようではあるが、学校要素と学校外要素の
絶対的比較の場合には学校外要素の影響力の方が大きい傾向にある。しかし、開発途上国を対象
とする場合には、先進国の場合とは異なり分析上の問題がある。また、開発途上国は先進国より
も社会構造が複雑であり、これらを無視して経済的要因を主要な分析視点とすることは現実を反
映しない可能性が高いという問題もある。このことからも、開発途上国の学校効果研究は必ずし
も上述の結果に高い信頼度があるわけではなく、今後更なる研究による蓄積が必要であると言え
る。 
 
3.1.3 近年（1990年～）の学校効果研究 
 
 90年代に入ると、開発途上国における個々の社会問題や多様性を無視した学校効果研究の古典
的概念に対する批判はさらに高まった。フラーはこれまでの学校効果研究は物質的な特徴として
の学校のインプット（古典的な学校や教師の特徴）ばかりに焦点が当てられ、「教室文化主義者
(classroom culturalists)」たちが主張する教室内の規範や子どもたちが教室内の社会に適合する
プロセスが全く無視されてきたことを警告している (Fuller et al., 1994)。また、ジャンセンは「こ
れまでの数多くの学校効果研究の文献はほとんどが効果的な学校パラダイム(effective school 
paradigm)の「範囲内」でしか議論をしておらず、効果的な学校の特徴をモデル化する、あるいは
チェックリスト化することができるという前提において、学校効果をいかにうまく測定できるか
が学校効果研究のタスクとなっている」ことを批判している(Jansen, 1995)。 
 このような批判をもとに 1990 年代からは、教育の質を理解することを出発点とする学校プロ
セスという特徴を取り入れた新しいアプローチである「School Quality Research」が提唱され、
文化人類学や記述的手法を意欲的に取り入れた研究も行われるようになった(Riddle, 1997)。サブ
サハラ・アフリカにおける教育効果に対する学校の質と家庭の社会経済レベルの影響を推定した
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学校効果研究ではこれまでの伝統的な学校効果研究の特徴（個人の属性及び学校の属性）に加え
て個人のプロセス及び学校のプロセスという特徴を導入している(Zhang, 2006)。また、キューバ
とメキシコの小学生の教育効果の差を分析したマクウェアンらの研究においても教室内の質に関
するコンディション変数を投入することによって学校プロセスの影響力を推定している
(McEwan et al., 2004)。シューハルトはさらに踏み込んで平均社会経済レベル、留年割合、再入
学した生徒の割合等から構成される学校構成要素が学校プロセスの効果に対してどのような影響
を与えるかを研究している(Schuchart, 2009)。 
 また、ハーバーは南アフリカ共和国において人種的背景が全く異なる 3 つの学校を例にとり、
これらの学校を定性的に研究することでこれまでの西洋諸国における学校効果の特徴を開発途上
国における学校効果研究に応用させることの難しさを検証している(Harber et al., 2000)。ハーバ
ーの研究では南アフリカ共和国という文脈からは安全(safety)と非暴力が学校効果の最低限の特
徴になると結論づけている。 
しかし、これらの学校プロセスに関する変数の効果は既存の学校効果の特徴に比べて影響力が
小さいとする報告があり、その重要性は認識されつつも近年の学校効果研究において学校プロセ
スを明確に取り入れた分析は未だ多くない(Schuchart, 2009)。 
なお、近年の学校効果研究はその他の様々な観点からの分析も盛んに行われており、サブサハ
ラ・アフリカの 14ヶ国を対象として学校要素の影響力を分析した研究(Lee et al., 2005)やマラウ
ィにおいて教師の質を向上させるための要素を模索した研究(B. Fuller et al., 1991)、グアテマラ
における複数言語による教育と生徒の学校成績との関係を分析した研究(Enge et al., 1996)、ある
いはタンザニアにおける学校外要素と生徒の学校への出席状況との関係を定量的に分析した研究
(Al-Samarrai et al., 1998)など、幅広い範囲で学校効果研究が行われている。 
 
 
3.2. 学校効果研究の分析手法 
 
これまで行われてきた学校効果研究の分析手法は大きく分けて 1．特定地域あるいは国家を対
象とした定量分析、2．複数の研究の定量分析結果を変数別に集計し、変数間及び国家（GNP等）
間での影響の差異を比較するメタ的な比較分析(Fuller, 1987)の 2種類が多く採用されている。 
初期の学校効果研究の多くは前者の特定地域あるいは国家を対象とした定量分析であり、教育
生産関数分析として学校要素のインプットが学校成績等のアウトプットに与える影響力の分析が
中心に行われていた。1970年代の中期になると学校効果研究は学校要素以外のインプットを対象
とした分析も行われるようになったが、その過程において定量分析技術に対する批判もしばしば
見られた(Riddle,1989)。統計学的分析は技術上、定量的なデータが必要である。しかし、これら
のデータは生徒や教師、保護者等の心理的要素を説明するには必ずしも十分ではない。また、回
帰分析は説明変数間の独立性が維持されなければならないという大原則があるが、そのために変
数間に存在する他の階層による影響が完全に排除されてしまうという問題も指摘されている。た
だし、後者の問題に関しては近年ではマルチレベル-モデルによる回帰分析手法が主に用いられる
ようになっており、これまでは困難であった異なるレベル（学校・地域等）の関係を重層的に解
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析することが可能となっている(The World Bank, 1989)。 
また、学校効果研究を分析するうえで使用されるフレームワークは下図に示す 1995 年に世銀
が公表した概念的フレームワークが最も有名であり、その後の様々な学校効果研究においても引
用されている。教育の質を定義する要素は 4 つに分けることができ、学校外からの Supporting 
Inputsと学校内における School climate、Enabling Conditions及び Teaching/Learning Process
である。学校内の要素は相互に影響を与えるものであり、それらの要素の結合体が学校の質と定
義される(World Bank 1995)。また、従来からの分析単位である生徒、教師、教室等は排除される
ものではなく概念的フレームワークのなかに取り込まれているとされる。例えば、教師は Positive 
Teacher Attitudesや Variety in Teaching Strategies 等に吸収され、教室は Teaching/Learning 
Processを構成する要素として存在するとしている(World Bank 1995)。ただし、多くの学校効果
研究で当該概念的フレームワークが引用されているとしても、定量データの利用可能性の有無に
よって実際に分析に使用する変数は従来からの生徒、家庭、教師、学校の要素を構成する変数に
なることが多い。 
 
図 4：概念的フレームワーク: 学校効果を決定する要素 
 
(出所) Heneveld et al., 1995、Schools count: World Bank Project Designs and the Quality of Education in Sub-
Saharan Africa, The World Bank, p.16 
 
 
また、複数の研究の回帰分析結果を変数別に集計し、変数間及び国家（GNP等）間での影響の
差異を比較するメタ的な比較分析は、研究データが蓄積されてきた 90 年代から盛んに行われる
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ようになってきた。その代表的な例としてハヌシェックの研究が挙げられる(Hanushek et al., 
1992)。ハヌシェックは、学校要素に関する 6つの変数に対して 96の教育生産関数分析結果を有
意性の有無に従って分類し、さらに有意な結果を回帰係数の正負によって＋－に細分化して比較
を行った（表 4参照）。 
 
表 4：開発途上国における学校要素と生徒の成績に関する相関関係 
 
（出所）Hanushek et al. 1992をもとに筆者作成 
 
 
3.3. 小括 
 
 本章では、本研究の先行研究として初期、中期及び近年の学校効果研究の潮流、学校効果研究
の主要な分析手法を概観した。 
 まず、学校効果研究では「コールマン・レポート」が公表されて以降、現在に至るまで「学校要
素 対 学校外要素」が主要な議論として位置づけられている。「コールマン・レポート」は先進
国を対象として両ファクターのどちらが生徒の成績に対して大きな影響力を持っているかを分析
し、結果として学校外要素の影響力の方が大きいとしている。この結果はその後の多くの研究に
おいて支持されてきたが、80年代に入ると開発学研究の立場から開発途上国での学校効果を先進
国と同列に扱うことへの批判が増し、徐々に開発途上国に特化した同様の議論が沸騰してくる。
これらの開発途上国を対象とした研究によれば、開発途上国では「学校要素 対 学校外要素」
の議論は先進国での結果と同様に、両ファクターの絶対的比較においては依然、学校外要素の影
響力が高いが、国家の所得が下がるほど学校外要素の影響力は相対的に減少し、逆に学校要素の
影響力は増大することが分かっている。 
 しかし、中期になると学校効果研究はそれまでの研究をさらに応用させたクロス・セクショナ
ルな分析が目立つようになり、各ファクター内における傾向の分析や教育課程の変化という観点
からの両ファクターの動向分析などが行われるようになっている。例えば、ニールズは両ファク
ターをさらに細かく分類し、当該分類要素の比較研究を行っているほか、ランザスらは家族から
分断された生徒が受ける学校外要素の影響を分析している。これらの研究からは、開発途上国内
ではそれまで言われてきた単純な両ファクターの比較では明らかにならなかった様々な要素が各
ファクターに影響していることが分かる。ただし、総じて開発途上国内での両ファクターの絶対
的比較は依然学校外要素の方が影響力が大きいという結論が多い。しかし、特に開発途上国を対
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象とした学校効果研究は技術上の問題や社会構造の複雑さから批判が多く、両ファクターの傾向
は明確には確立されていないのが現状である。 
 近年の学校効果研究では学校プロセスを取り入れたアプローチが提唱されはじめるなど、開発
途上国に特化したフレームワークにおける学校効果研究が多くなった。しかし、研究結果として
は学校プロセスに関する変数の効果は小さく、開発途上国においては依然として学校外要素の効
果が大きいとの主張が多いようである。また、近年では既存の議論にとらわれない様々な観点か
らの学校効果研究が行われるようになり、学校効果研究の学問領域は新たな広がりを見せている。
本研究は、前章で概観した紛争と教育に関する研究と本章で示した学校効果研究を議論の方向性
と位置づけの基礎として、次章から紛争要素が加わった場合の開発途上国における学校効果メカ
ニズムを分析していく。 
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4. 紛争の有無を基準とした教育の内部効率性の比較 
 
第 2 章及び第 3 章では、今日の紛争と教育との関係性を議論する質的及び量的研究をまとめ、
紛争が教育効果に与える影響に関する研究領域の潮流を確認するとともに、これまでの学校効果
研究の歴史を振り返り、学校効果研究がどのような議論のもとで発展し、その議論をどのような
分析手法で行っているのかを概観した。これらを踏まえて本章以降では、先行研究での議論や手
法を応用あるいは加工しながら実際に紛争が教育効果に与える影響を分析する。まず本章では紛
争と学校効果の関係を総論的に把握するために、これまでに行われた学校効果研究の結果を蓄積
したデータセットを作り、その結果をさらに紛争経験の有無に分けた場合にどのような相違が発
生するのかを分析する。 
 
 
4.1. 分析手法 
 
 本章では紛争が一般的にどのような形で学校効果に影響を与えるのかという総論的な問題を従
来の学校効果研究の範囲内で分析する。本研究の分析手法は、基本的には先行研究において示し
たハヌシェック型の手法を用いる。 
ハヌシェック型の分析手法は、過去の学校効果研究を自らの研究のデータセットとして使用し、
さらに何らかの要素（ハヌシェックの例では先進国と開発途上国）を基準として学校効果研究で
重要な各変数を比較するものである。この手法は分析する者が自ら１次データを分析するわけで
はないが、学校効果の全体的な傾向を探ることに適しており新しい分野を総論的に網羅したい場
合には意義のある分析手法と言える。 
まず有意性を導出可能な過去の学校効果研究を収集し、さらにこれらの研究が分析の対象とし
ている各国家を Income Levelによって限定する。その上で本研究では、収集・分類した過去の研
究をデータセットとして紛争の有無の観点から比較し、開発途上国では紛争という要素によって
過去の学校効果研究の結果がどのように分類されるのかを概観する。 
 
 
4.2. 研究データセットの抽出・選定 
 
 本研究は学校効果研究を集約したメタ的な比較分析であるため、まず本研究に使用する分析デ
ータとしての過去の学校効果研究を抽出する作業が必要となる。抽出する過去の研究は本研究の
分析手法に適応可能な研究、すなわち①上述した有意性を導出可能な研究に限られる。しかし、
本研究の比較に論理的な意味を持たせるようにするためには、さらに②各研究が対象とする国家
の Income Level、③各研究が分析の対象としている被説明変数（アウトプット：従属変数）を確
定し、①の基準によって抽出した研究データを選定しなければならない。そこで、本項ではこの
3 つの基準を確定し、①によって抽出したデータ及び②と③の基準に沿って選定した研究データ
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を示す。抽出の結果、過去に行われた約 100 本の学校効果研究論文のうち、統計学的な有意性を
導出可能な研究論文は 28論文であり、各論文が行っている個別の分析（研究）は 79分析、対象
としている国家の総数は 32ヶ国であった（表 5、表 6参照）。 
 
表 5：有意性導出可能論文の内訳 
 
(注)  a. t値記載論文・標準誤差記載論文・P値記載論文の国家数の合計は 36ヶ国であるが、これらの 3種類の論
文をまたいで 3 ヶ国の同一国家を対象とした論文が存在するため、表中ではこれらを差し引いた実際の対象
国家数を合計として示した。 
(出所) 筆者作成   
 
 
表 6：各国家の内訳 
 
(注)  下線が引いてある国家は異なる検定結果を記載した研究間で同一国家を対象としている国である。 
(出所) Bacolod, M. P. and Tobias, J. L. 2005, Behrman, J. R., Khan, S., Ross, D. and Sabot, R. 1997, 
Abraha, S. et al. 1991, McEwan, J. 1998, Lockheed, M. E. and Zhao, Q. 1993, Lockheed, M. E. 
and Komenan, A. 1989, Raudenbush, S. W. and Bhumirat, C. 1992, Trowbridge, M. and 
McEwan, P. J. 2007, Nguyen, P. L. 2006, Kingdon, G. G. and Teal, F. 2006, The World Bank. 
1989a, The World Bank, 1993, The World Bank. 1988, The World Bank. 1990, The World Bank. 
1997, The World Bank. 1998, Loxley, W. 1983, Marope, P. T. M. 1996, Lockheed et al. 1989, 
Bedi et al. 1999, Ammermuller et al. 2004, The World Bank, 2000, Psacharopoulos, 1987, 
Santibanez, 2005, McEwan, P. J. 2001, Lavy, 1998, Jimenez, 1986 をもとに筆者作成 
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4.2.1 Income Levelの確定 
 
 次に本項では、各研究が分析の対象としている国家の Income Level（所得）を確定し、前項で
抽出した研究データセットをさらに精緻化する。 
本研究は、過去の学校効果研究の多くが対象としてきた学校要素と学校外要素の議論に新たに
紛争という要素を加えることで、開発途上国において紛争の経験がどのように生徒の学校教育に
影響を及ぼしているのかを分析するものである。本研究が分析を試みるこの「紛争が学校効果に
及ぼす影響」が「紛争」固有であることを述べるには、各研究の対象国家の Income Level（所得）
をある程度コントロールすることで過去の学校効果研究の議論を統制することが望ましい。従っ
て、本項ではまず各研究の対象国家の Income Levelを把握する。また、本研究は開発途上国にお
ける紛争の学校効果に対する影響力を考えるものであることから、本項では本研究における「開
発途上国」を Income Level から確定した後に、前項で抽出した研究データセットを「開発途上
国」のみに限定する。 
本研究における各国家の Income Level の把握、及び開発途上国の確定は、世界銀行の『世界開
発報告』に記載されている国民一人あたり GNI(GNI per capita)を基礎とした。 
ただし、各国の Income Levelの確定には注意するべき点が 2つある。 
1 つ目は、過去の学校効果研究の使用している量的データの採集年が各研究によって異なって
いる点である。現在の各国 GNI per capitaと量的データの採集年の各国 GNI per capitaは当然
異なる。それにも関わらず、現在の各国 GNI per capitaによって開発途上国を確定すれば、当時
の経済状態の下での学校効果に対する影響力と現在のそれとの間にずれが生じてしまい、比較の
正確性が損なわれる。そこで本研究では、抽出した各学校効果研究が使用している量的データの
採集年における対象国家の GNI per capitaを求めた。 
2 つ目は、異なる国家間では物価指数も異なるため、実際の GNI per capita とその国家での
人々の生活環境は同額の GNI per capitaの国家であっても必ずしも同じとは限らない。特に学校
効果研究のように生徒や家庭、学校のミクロ的な経済活動の限界の差が各変数に影響を及ぼし得
る場合には、各国の消費者物価指数を考慮し、かつ時間的な貨幣価値のギャップを排除した経済
指標によって比較分析を行うべきである。 
そこで、本研究では各国の消費者物価指数による貨幣価値の相違を排除するために、各国のデ
ータ採集年時における購買力平価を考慮した GNI per capita（GNI per capita (PPP)）を『世界
開発報告』から求めた。ただし、『世界開発報告』では GNI per capita (PPP)の記載は 1996年か
ら始められたものであり、それ以前については記載がない。そこで、1996年以前にデータの収集
が行われた国家の当該年の GNI per capita (PPP)については、当該国家の 1996年から 2012年ま
での各年について GNI per capita (PPP)と GNI per capitaの比率を計算し、その比率の平均をデ
ータ収集が行われた年の当該国の GNI per capitaと掛け合わせることで導出した（表 7参照）。 
このようにして把握した各国の Income Level は、研究データセットの抽出の基準として開発
途上国を確定するために使用した。世銀の経済指標が示している上位中所得国以下の国家の
Income Levelは、各年によって異なるものの、概ね GNI per capita (PPP)が 9000~10000$以下
である。そこで本研究では、上述の方法で導出したデータ採集年時における各国の GNI per capita 
 27 
 
(PPP)が 9000$以下の国家を「開発途上国」と確定し、抽出した研究データセットから「先進国」
を対象としている研究を排除した。排除された国家は 2 ヶ国であり、チリ及びイスラエルである
11。その結果、「開発途上国」を対象とした有意性導出可能な研究論文は 26論文となり、各論文が
行っている個別の分析（研究）は 72分析、対象としている国家の総数は 30ヶ国となった。 
 
表 7：各国データ採集年における GNI per capita (PPP) 
  
(注)  1996年以降の GNI per capita (PPP)は『世界開発報告』の数値をそのまま使用しているが、それ以前の年
の GNI per capita (PPP)については、1996~2012年までの世銀が示す GNI per capitaを使用して筆者が
推定した。 
(出所) 世銀『世界開発報告』各年版の GNI per capitaを基に筆者作成 
 
 
4.2.2 アウトプットの確定 
 
 本章の比較分析はハヌシェック型の比較分析手法を基礎としていることは前にも述べた。ハヌ
シェックが行った比較分析は、各研究におけるアウトプット（従属変数）を統一していない。そ
の理由としてハヌシェックは、自身が収集した研究データのうち「70%以上の研究は何らかの標
準テストによって学校効果を測定している」が、「テスト以外の基準（退学率・進学率・態度・放
課後の活動等）を使用した研究」と比較して「サンプルと研究デザインの差異が、異なる結論を
                                                   
11 チリは、世銀の『世界開発報告』において高所得国とはされていない。それは『世界開発報告』は所得の基準
を GNI per capitaで考えているためである。しかし、学校効果研究においては購買力平価を考慮した GNI 
per capitaの方が実際の学校効果に対する影響をより反映していると考えられることから、本研究では GNI 
per capita (PPP)を「開発途上国」の基準とした。また、イスラエルについては『世界開発報告』において高
所得国とされている。しかし国連ではその他の理由により開発途上国として扱われている。本研究では出来る
限り単純化するために両者とも開発途上国の枠からは除外した。 
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導き出すという兆候はない」と述べている(Hanushek, 1995)。 
しかし、採用する過去の研究の分析モデルやアウトプットは統一されている方が比較の信頼性
が増すことは事実である。特にアウトプットが標準テストとそれ以外の基準をも含む場合は、当
該アウトプット間での相関関係があるのか否かという新たな問題が生じ、比較が煩雑になる。そ
こで本項では、アウトプット及びその他の可能な要素を統一し、確定した基準を基に抽出した研
究データセットから適合する研究を選定することとした。  
この点、本研究では研究データセットを最初に抽出する段階で、アウトプットが標準テスト以
外のものを排除している。さらに、各分析のずれを極力抑えるために国語系科目のみのテストを
使用した研究を排除し、理数科目のテスト及び理数科目が含まれた統合テストであるものに限定
した。また、各研究はそれぞれの目的が異なっているため、採集データについても特殊な学校や
異なるカリキュラムの比較を行っている場合がある。本研究では教育システム自体の比較が目的
ではなく各国の紛争の有無が教育に与える影響を考えるため、採用する教育システムは出来る限
り一般の初等中等教育課程に限定した。従って、特殊カリキュラム採用校や宗教学校及び私立学
校のみを対象とした分析結果はデータセットから除いている。 
 このようにして抽出した研究データセットの内訳は表 8の通りである。 
 
表 8：研究データセットの内訳 
 
(注)  理数科目のアウトプットに限定した際、ウルグアイを比較対象とした研究論文は国語系科目のみのアウトプット
について分析していたために削除した。 
(出所) 筆者作成 
 
 
4.3. 紛争経験の有無 
 
前節では仮説検定結果を導出可能な研究を抽出し、さらに本研究の量的比較分析に必要な更な
る基準を確定して研究データセットを選定した。 
本節では、紛争が学校効果に与える影響を紛争の有無によって比較するために、紛争経験の有
無の基準を確定し、前項で抽出した研究データセットの各研究を紛争経験の有無に分類する。 
紛争経験の有無という基準を確定するためには、4つの要素を考慮する必要がある。1つは、紛
争地域の単位をどのように定めるかという要素である。2つ目は、「紛争後」というためには紛争
を経験してから何年以内を指すのかという要素である。そして 3つ目は、「紛争」それ自体をどの
ように定義するのかという要素であり、4つ目は「紛争」を決めるデータベースの選定である。 
本研究でいう「紛争経験がある」という分類の理想的な基準は、「収集した各学校効果研究が使
用している１次データが採取された地域において、学校効果に影響を及ぼし得る比較的大規模な
紛争がデータ採集年から遡って数年以内に起こったか否か」であろう。しかし、収集した研究デ
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ータセットの各研究との整合性を考えると、このような基準によって紛争経験の有無を分類する
ことは非常に困難である。以下で項目ごとにその理由と本研究で採用する基準を述べる。 
 
4.3.1 紛争地域の単位 
 
各研究が使用している 1 次データ（学校評価データ）の採取地域は、各研究によってその対象
を全国としているものや特定地域、首都など様々である。また、研究の中にはデータ地域を対象
国との記載のみで実際にデータを採取した具体的な場所を記載していない場合もある。他方で、
一般的に国家を単位とした全面戦争あるいは内戦と呼ばれる紛争の実質的な戦闘は国内の一部地
域のみで発生していることも多く、特定地域の特定にはさらに詳細な基準が必要となる。また仮
に紛争の地域を具体的に特定できたとしても、研究データセットにおける 1 次データの具体的な
採取地域が不明のものが含まれている以上、紛争地域と 1 次データ採取地域の完全な照合は不可
能である。 
このような問題を考慮すれば現実的な比較基準の確立という観点からは、本研究の紛争地域の
単位は国家とすることが妥当である。学校評価データの対象地域と紛争地域の実質的な乖離とい
う問題についても、国内のいずれかの地域において比較的大規模な紛争が発生した場合に当該紛
争が他地域における学校評価にある程度の影響を与え得る。このことも考慮すれば、紛争地域の
単位を国家とすることは許容の範囲内であると言える。 
 
4.3.2 紛争後の時期 
 
学校効果研究は通常大規模な学校評価調査データを使用した量的分析を行う。しかし、この学
校評価調査が紛争後、数年以内に行われることは比較的少ない。また、仮にそのような調査デー
タがあったとしても通常の学校効果研究では、なるべく当該国家の通常の状況でのデータを使用
して他の要素による影響を排除したいと考えるのが普通であり、本研究で収集した過去の学校効
果研究でも紛争後数年以内のデータを使用した研究はない。従って、「紛争後」とする時期の最大
期間をある程度伸ばすことが必要となる。 
そこで本研究では、紛争後の時期を 20 年以内とする。各研究の調査データの側から捉えれば、
データ採集年から遡って 20 年以内に紛争が発生しているか否かによって紛争経験の有無を決め
る。年数を 20年以内としたのは、中等学校修了時の生徒の年齢が一般的に 16歳前後であること、
さらに開発途上国では留年者数が比較的多くなることを考慮しても大部分の中等学校生徒が 20
歳以下であることが予測され、当該最大年齢の生徒が出生後に起こった紛争であれば 20 歳以下
の生徒にとっても紛争を身近に感じることが多くあり得ると考えたからである。また紛争後 20年
以内であれば一般的に戦後と考えられ得ることも考慮すれば、紛争後の有無を各研究の調査デー
タの採集年から遡って 20年以内の紛争の有無とすることは適当であろう。 
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4.3.3 「紛争」の定義及び「紛争」を決めるデータベースの選定 
 
「紛争」の定義は紛争に関する研究、説明あるいはデータによって異なるため、別々の紛争デ
ータから選定した紛争を本研究で同次元の「紛争」とすることは比較分析の観点から好ましくな
い。このことから本研究で採用する「紛争」の有無は、一つの統一された紛争データベースから
決めるべきである。 
本研究では、紛争の定義及び選定に使用するデータベースは、世銀の報告書においてもたびた
び使用されているオスロ国際平和研究所(International Peace Research Institute, Oslo: PRIO)及
びウプサラ大学の紛争データ・プログラム(Uppsala Conflict Data Program: UCDP)の統合デー
タベースを適用した12。当該データベースは 1946 年から 2015 年までに世界で起こった Armed 
ConflictをWar, Minor別に集計している。本研究では、このうち比較対象国家の自国内で 1000
人以上の死者を出した領土紛争及び政治的紛争(統合データベースではWar)を「紛争」と定義し、
当該データベースから比較対象国家を紛争経験の有無別に分類した。 
 
表 9：紛争経験の分類基準 
(出所) 筆者作成 
 
 これらの基準に従って、本研究で収集した過去の学校効果研究の対象国家を紛争経験の有無別
に分類した結果、研究データセットの 29 ヶ国中 10 ヶ国がデータ採集年から遡って 20 年以内に
自国内で紛争を経験していた。紛争経験・未経験の国家は表 10に示している。なお、各国の具体
的な紛争形態、期間、交戦相手については付録 1を参照。 
 
表 10：比較対象国家の紛争経験の有無別による分類 
 
(出所) オスロ国際平和研究所(PRIO)及びウプサラ大学(UCDP)による紛争データベースをもとに筆者作成 
                                                   
12 International Peace Research Institute, Oslo (PRIO)及び Uppsala Conflict Data Program (UCDP)の統合さ
れた紛争データベースは、http://www.prio.no/から参照可能。 
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4.4. 比較対象となる変数の確定 
 
4.4.1 変数要素の確定 
 
比較のための研究データセットを確定したところで、次に、実際に比較を行う対象である変数
要素を確定し、各研究間の変数を要素ごとにまとめる。 
学校効果研究を分析するときに用いるフレームワークはこれまでの研究の蓄積から概ね決まっ
ていると言え、例えば学校要素と学校外要素、あるいは学校効果研究で一般に用いられる変数群
（カテゴリー）等がある。しかし、これらの要素やカテゴリーを構成する実際の変数は各研究に
よって異なる。これは各研究が採取・採用した量的データはその目的によって質問対象者や質問
項目・尺度が異なっているからである。本研究のような比較分析の場合には、同様の趣旨の変数
を一つの変数要素としてまとめなければ比較が不可能となるため、実際に比較を行う前に各研究
の変数を束ねて一つの変数要素とする必要がある。 
本研究では、まず学校効果研究で一般的な 4つのカテゴリーから 16の変数要素を確定し、収集
した各研究で仮説検定結果が記載されている変数全てを、16の変数要素のうち最も趣旨が近い変
数要素に当てはめた。趣旨が変数要素と合わない変数については、変数要素ごとに設置した「そ
の他」に入れた（図 5参照）。 
 
図 5：本研究におけるカテゴリーと変数要素（当てはめた変数の数）  
 
(出所) 筆者作成 
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4.4.2 当該研究結果に記載のない変数の解釈 
 
前項では、各研究の分析結果に表示された有意性の導出可能な変数を本研究において確定した
変数要素にまとめた。しかし、統計分析の表示方法や分析手法によっては有意ではない変数を分
析結果には表示しない場合もある。つまり、実際には回帰分析の変数として計算には入っている
が、当該変数が有意ではなかったために分析結果のモデルには示されなかった等の場合である。
このような変数を本研究ではどのように解釈するべきかが問題になる。 
本研究ではこのような記載がない変数は一貫して有意でないという分類には入れず、記載のあ
る分析結果のみを比較の対象とした。それは、上述したように分析結果に記載のない変数は有意
ではなかったと一般には考えられるが、ステップワイズ法などの統計手法を使用している研究に
は分析モデル構築の過程においてコンピュータが自動的に変数を取捨選択するケースが多く、当
該変数が有意性判断の前に削除されている可能性も考えられるからである。そのような変数まで
も有意性判断に入れてしまうリスクを避け、本研究では有意性を確実に導き出すことが可能な変
数のみを比較の対象とした。 
 
 
4.5. 分析結果 
 
前節までに研究データセットの抽出基準を詳細に定めて実際に研究データを抽出したが、本節
では研究データセットの抽出で明らかにした紛争経験国家・未経験国家ごとに、「その他」を除い
た全変数要素に対して有意性の有無別に分類を行い、紛争が各変数要素の影響力にどのような差
を生じさせるのかを捉える。有意性の有無と回帰係数の方向はハヌシェックの研究と同様である。
有意性の有無は、全ての研究において 95%レベルでの信頼区間において有意に認められる場合を
有意であるとした。分類結果は表 11に示した。 
 
表 11：紛争経験の有無ごとの開発途上国における全変数要素のハヌシェック型分類 
 
(出所) 筆者作成 
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4.5.1 紛争経験を考慮しない一般的な有意変数の割合 
 
 まず、紛争の有無に関係なく研究データセット合計における有意な研究数の割合をみてみると、
変数群間において明確な差が生じていることが分かる。下図は有意であった変数の割合を変数ご
とに高い順に並べたグラフである。グラフから分かるとおり、「生徒に関する変数群」（図中では
Student）及び「家庭に関する変数群」（図中では Family）は有意であった変数の割合が高く、な
かでも「生徒に関する変数群」は全て上位を占めている。「家庭に関する変数群」は多くの変数が
「生徒に関する変数群」に次いで多く、「学校に関する変数群」（図中では School）及び「教師に
関する変数群」（図中では Teacher）はその他 2つの変数群と比較して有意であった研究数は少な
かった。 
 これらの関係性は、先行研究においても述べた開発途上国と先進国との間における学校要素と
学校外要素の影響の差を比較した過去の研究結果と同一である。特に「生徒に関する変数群」と
「教師に関する変数群」が対極の結果となったことは注目に値する。生徒に関する全ての変数は
全研究数の 69%以上で有意であるという結果が報告されているのに対して、「教師に関する変数
群」は 30%以下に留まっている。これまでの議論では学校内要素と学校外要素の各変数を紛争の
有無で比較した研究は見当たらないため本分析結果の検証は困難であるが、変数群によって明確
な相違が生じたことは興味深い。 
 
図 6：紛争の有無を考慮しない全研究数に対して変数が有意であった研究数の割合 
 
(出所) 筆者作成 
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4.5.2 紛争経験の有無による有意変数の割合の変化 
 
紛争経験の有無による分類結果を比較してみると、変数群内の個々の変数に統一的な差が出て
いるとは言えないが、変数群間の関係では有意性の有無に一定の差異が生じていることが分かる。
図 7 及び図 8 は正の有意変数と負の有意変数ごとに紛争経験がある国家の有意な研究数の割合が
紛争未経験の国家に対して増大している場合と減少している場合を考慮せず、有意変数割合の差
異（パーセントポイント）を示している。 
正の有意変数の場合、「学校に関する変数群」（図中では School）及び「生徒の家庭に関する変
数群」（図中では Family）の多くの変数について正に有意である割合が紛争経験国と未経験国と
のあいだで異なる（紛争未経験国と紛争経験国の正の有意変数割合の差異が大きい）が、「生徒に
関する変数群」（図中では Student）及び「教師に関する変数群」（図中では Teacher）は有意な変
数の割合が紛争経験国と未経験国で類似しており、有意変数割合の差異も比較的小さいことが分
かる（図 7参照）。 
 
図 7：紛争未経験国と紛争経験国の正の有意変数割合の絶対的差異 
 
(出所) 筆者作成 
 
他方で、負の有意変数割合については全体的に紛争未経験国と紛争経験国のあいだで差異が小
さい結果となったが、そのなかでも比較的に有意な割合の差が大きかった変数は正の有意変数の
場合とは逆に「教師に関する変数群」であったことは注目に値する（図 8参照）。 
なお、2群の比率の差の検定では「学校に関する変数群」の全変数と「生徒の家庭に関する変数
群」の「Student’s Books at Home」が有意であったのに対して「生徒に関する変数群」と「教師
に関する変数群」の変数は全て有意にはならなかった（表 12参照）。 
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図 8：紛争未経験国と紛争経験国の負の有意変数割合の絶対的差異 
 
(出所) 筆者作成 
 
表 12：紛争未経験国と紛争経験国の有意変数比率の差の検定 
 
(注)  z統計量による両側検定 *** : pr<0.001, ** : pr<0.05, * : pr<0.1 
(出所) 筆者作成 
 
このように紛争の有無を基準として各変数群の有意変数割合の差異を比較した場合、ある一定
の方向性が垣間見られた。しかし、それらの変化を生じさせている変数群内部の各変数の有意性
の有無がどのように変化しているかを詳細に見ていくと、必ずしも各変数群で統一的な変化が生
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図 9 及び図 10 では各変数が有意であった割合が紛争経験のある国家で増大している場合と減
少している場合を考慮に入れて有意な変数の割合の差異を変数の符号別に比較した。プラスに表
れている変数は紛争経験のある国家で有意であった割合が紛争未経験の国家に比べて多くなり、
マイナスに表れている変数は逆に少なくなっていることを示している。また図中で変数が 0 パー
セントポイントに近いほど紛争経験の有無による分類で有意である変数の割合の差が少ないこと
を示している。 
 
図 9：紛争未経験国に対する紛争経験国の正の有意変数割合の変化 
 
(出所) 筆者作成 
 
図 10：紛争未経験国に対する紛争経験国の負の有意変数割合の変化 
 
(出所) 筆者作成 
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このように見てみると、同じ変数群の内部でも各変数の変化は有意である変数の割合が増大す
るものと減少するものが交互に混じり合っていることが分かる。例えば、正の有意変数の「学校
に関する変数群」（図中では School）では、「School Facilities」が有意であった変数の割合は紛争
経験のある国家で増大するが、「Expenditure per Pupil」や「Pupil/Teacher Ratio」は逆に減少
している。また、「生徒の家庭に関する変数群」（図中では Family）についても、「Number of 
Student’s Family」や「Student’s Parental Education」は紛争経験のある国家では有意となる変
数の割合が増大するが、その他の変数では減少している。このような傾向は負の有意変数割合の
場合でも同様に見られ、「Student’s House Facilities」や「Teacher Gender」は紛争経験がある国
家では有意であった変数の割合が増大するが、「Student’s House Support」や「Teacher Salary」
は逆に紛争未経験国において増大している（紛争経験国では減少している）。 
 
4.5.3 分析結果の考察 
 
 紛争経験の有無による分類結果を比較してみると、全体的には学校要素（「学校の特徴」）と学
校外要素（「家庭の特徴」）の傾向に大きな差が現れた。特に学校要素は有意性の有無が紛争経験
によって逆になっており、紛争が学校要素に与える影響は大きいと考えられる。また、学校外要
素についても学校要素ほどではないにしろ差が生じている。これらの差は紛争が学校効果全般に
影響を与えていることを示すが、各変数要素の具体的な傾向の差は異なっており、以下で詳細に
比較結果を概観する。 
  
（１） Student Characteristics （「生徒の特徴」） 
 
「生徒の特徴」は、紛争経験の有無ごとの研究数の違いを考慮しても有意性及び回帰係数の方
向の傾向に大きな差はない。 
生徒の性別は、紛争経験の有無に関わらず有意になっている。（前述の表 11 では女性であるこ
とが負に有意である研究が圧倒的に多い）。このことは、女性生徒の方が学校へのアクセスが困難
であり、家庭での勉学以外の負担も男性生徒に比べて大きい等の教育開発で一般に主張されてい
る見解を裏付けている。 
しかし、先行研究（世界銀行）に見たように紛争後の国家で女性が初等中等教育において圧倒
的に不利な立場にあるという傾向は、本研究における有意性の有無の分類では格別大きく現れて
いるわけではない。両分類の研究数の違いを考慮しても、紛争経験のない国家に比べて紛争を経
験した国家の方が女性に負に有意な研究数が多いわけではなくほぼ同数である。紛争経験のある
国家が女性に圧倒的に不利である場合には、負に有意な研究数は紛争未経験国家よりも紛争経験
国家において多くあってしかるべきであろう。 
また、生徒の年齢についても紛争経験の有無によって傾向に大きな違いは見当たらないが、有
意性の符号を考慮した場合には微量ではあるが紛争を経験した国家の方が負に有意である確率が
高い。これは紛争期間中、学校へのアクセスや勉学の向上が制限されたことが紛争後においても
影響している可能性を示唆している。 
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なお、生徒の向上心についても紛争経験の有無による大きな違いはなかったが、全体的には正
に有意な結果が多い結果となった。UNHCR が述べるように紛争は子どもたちに大きな心理的不
安やトラウマを引き起こし教育に重大な影響を及ぼすにも関わらず、全体に対する正に有意な研
究数の割合が紛争経験の有無によってほとんど差がないことは興味深い。 
 
（２） Teacher Characteristics （「教師の特徴」） 
  
「教師の特徴」も、「生徒の特徴」と同様に有意性及び回帰係数の方向に大きな傾向の差はなく、
全体的に有意でない研究が多い。 
しかし、この結果はこれまでの紛争と教育支援に関する質的研究の主張とは多少異なっている。
世銀によれば、「資格、経験、能力」といった「教員の質的向上」が紛争復興過程の国において課
題になることが多い。しかし、本研究では紛争経験の有無に関わらず、教師の「経験」、「学歴」、
「給与」は生徒の成績に対してあまり影響がない。具体的には、紛争を経験した国家では教師の
「学歴(Education)」は 13研究中 10研究が有意ではなく、教師の「経験」にいたっては 9研究中
8 研究までもが有意ではない。ただし、紛争経験国の中で教師の「経験」で有意である 1 研究が
負に有意であることは興味深い。教師の「経験」が負に有意であるということは教師である期間
が長いほどその生徒の成績が悪くなることを意味する。このことは場合によっては紛争前の教育
方法・カリキュラム等を知る教師が紛争後の教育改善に対応できていない可能性があり、これが
真であれば紛争後に改善される教育システムの浸透は重要な要素であると言える。 
また、「教師の特徴」の影響が全体的に小さいとする本分析結果からは、後述する「学校の特徴」
の「設備」の影響力が紛争経験国で高いこととも相まって、むしろ世銀の言うところの簡単に修
正できる物理的なインフラへの被害の復旧を重点的な復興政策に位置づけた方が早期に教育の質
を向上させることができる可能性が高いという主張が導かれる。ただし、本研究の分類結果は紛
争後の復興状況が不明であるため、復興状況いかんでは紛争後の国家で「教師の特徴」の影響が
低い理由が、未だ「人的能力の開発」に関する復興が十分ではないということによる可能性もあ
る。そうであれば、本研究の結果は「人的能力の開発」が紛争後の復興において最も困難な課題
であるという世銀の研究と整合性が取れ、当該復興が十分に行われた場合に紛争後の国家での「教
師の特徴」の影響力が格段に上がる可能性もある。 
 
（３） School Characteristics （「学校の特徴」） 
 
 「学校の特徴」は 4 つの特徴の中で最も紛争経験の有無によって傾向に差が現れた。ただし、
具体的な変数要素の差はやや変則的である。「設備」は紛争を経験した国家の方が圧倒的にその影
響が生じる割合が高いのに対して、「教師一人当たりの生徒数」については紛争経験のない国家の
方が圧倒的に影響が生じる割合が高い。 
 まず、「設備」について述べる。「設備」は紛争を経験した国家では 13研究中 9研究が有意であ
り、かつ全て正に有意である。それに対して紛争経験のない国家では 13研究中、有意であるのは
2 研究に留まり、正に有意であるのは 1 研究のみである。紛争を経験した国家内で有意である結
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果が多いことは、紛争によって学校施設の破壊や改善の遅れ等が生じ、紛争の物理的な被害が比
較的小さい地域（あるいは学校）と大きい地域（あるいは学校）とで生徒が受ける学校教育に影
響が生じた結果だと一般に考えることができる。 
また、「教師一人当たりの生徒数」も上述したように紛争経験の有無によって影響に差が大きく
生じた変数要素の一つである。紛争を経験した国家では 12研究中、有意な結果はわずか 2研究で
あるのに対して、紛争経験のない国家は 16研究中 8研究が有意である。つまり、1クラスの生徒
数の過多であることによる影響あるいは教員不足による影響は、紛争未経験国家と比べて紛争後
の国家では少ない。この結果は紛争後の復興期において「新規教員の補充」といった量的な影響
は比較的小さいとの世銀の見解と一致するが、この結果と本研究の「教師の特徴」の結果を考え
れば、やはり教員に関する問題は復興期においては比較的小さい問題であると言わざるを得ない。
しかし、紛争後の国家では生徒の学校へのアクセスが悪化する傾向を考えれば、本分析結果は教
師 1 人が受け持つ生徒の絶対的人数が少なく、教師の負担も影響が生じるほど大きくなっていな
いために有意な研究が少なかったという可能性も考えられる。 
なお「生徒一人当たりの支出」に関しては、本研究の分類では全体の研究数が少なく結果の信
頼度は低い。分類結果は紛争経験のない国家は正に有意であるのに対して、紛争を経験した国家
は有意ではないことが分かる。この理由の一つとして、紛争後の復興期における「生徒一人当た
りの支出」は相対的に低いため、教育の質を向上させるほどの結果が現れていないことが考えら
れる。 
 
（４） Family Characteristics （「家庭の特徴」） 
 
 「家庭の特徴」は、6つの変数要素のうち「本の数」、「家族構成」及び「家庭の設備」が正に有
意であった割合については紛争経験の有無によって差が生じた。また、これらの差ほどではない
が、負に有意な変数の割合においても「社会経済的地位」及び「家庭の設備」は紛争経験の有無
によって若干差が生じた。 
まず、「本の数」については紛争経験のない国家の多くで有意となり、さらに全てにおいて回帰
係数が正である。紛争を経験した国家では回帰係数の向きは正の傾向があるものの、これらは有
意でないものが多い。このことからは、紛争後の国家では家庭での勉強の機会が限られていると
も考えられる。紛争によって家庭での勉学に対する援助が後手にまわってしまうことは、「家族の
協力」や家庭の「設備」が紛争経験国で有意でない傾向があることとも合わせれば十分に考えら
れ、紛争後の教育支援において重視すべき点であろう。「家族構成」については紛争未経験国では
有意ではない結果が多かったが、紛争経験国では有意となった結果の方が多かった。特に正に有
意となった結果は紛争経験国のみであり、紛争未経験国では有意な結果は全て負に有意な結果と
なっている。従って、正に有意となった変数の割合は紛争未経験国と比較して紛争経験国に大き
く示される結果となったが、紛争経験国において家族構成を変数に投入された研究は 3 例に留ま
るため、結果の信頼性は低いと言わざるを得ない。 
また、「社会経済的地位」に関しては「本の数」と同様の傾向を示している。つまり、紛争経験
のない国家では「社会経済的地位」が正に有意である研究が 16研究中 11研究であるのに対して、
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紛争を経験した国家では 10研究中 4研究に留まっており、負に有意であった研究は全 26研究中
紛争経験がある国家における 1 研究のみと非常に少なかった。正に有意であった研究の割合が紛
争経験国において少なかった理由の一つとしては、紛争が発生した場合には住民、特に子どもは
避難を余儀なくされ、各家庭の子どもが通常と変わらずに勉学を続けることが困難になることが
考えられる。紛争下では避難による勉学の中断は生徒の社会経済的地位とは関係なく起きる可能
性が高く、全ての子どもたちが教育に対する家庭の社会経済的地位の恩恵を受けることが難しく
なる。そして、教育に対する恩恵が受けられなくなれば、社会経済的地位の学力に対する影響力
は相対的に低くなると考えられるのである。 
「家庭の設備」については紛争経験の有無に関わらず有意でない研究数が最も多かったが、有
意な結果については紛争の有無によって係数の符号が逆になっており、正に有意な結果は全て紛
争未経験国家であり、負に有意な結果は 1 研究のみであるものの紛争経験国であった。つまり、
紛争が発生していない状況では生徒の学習効果は家庭の設備がよいほど高くなる傾向が一部見ら
れるが、紛争後の復興期においては家庭の設備は生徒の学習効果に対してほとんど影響を持って
おらず、唯一有意に示された結果は負に影響を及ぼすことになるのである。負の影響についての
理由は定かではないが、紛争後の国家における家庭の設備は紛争による破壊や貧困などにより貧
弱であることが多く、生徒の学習効果に対しては相対的にほとんど影響を持たなくなることは十
分に考えられる。紛争未経験国家においても多くの場合で正の影響を持つとまではいえない状況
を鑑みれば、紛争後の教育復興支援において「家庭の設備」は大きな意味を持たない可能性が高
い。なお、「親の学歴」に関しては紛争の有無に関わらず正に正に有意な傾向が見てとれるが、紛
争の有無による変化は乏しいため紛争経験国において特別に考慮されるべき点ではないと考えら
れる。 
 
 
4.6. 小括 
 
本章では、紛争と学校効果の関係を総論的に把握することを目的として、まず比較分析のため
のデータセットとして過去の学校効果研究を一定の基準のもとに抽出し、さらに抽出した研究デ
ータセットを「紛争」経験の有無及び正負の有意別に分類した。このようにして抽出・分類した
研究データセットを使用して、紛争がどのような変数要素に影響を与え、各変数要素がどのよう
な傾向を示すのかを分析した。 
 比較分析結果からは、紛争経験の有無に関わらず両国家の合計としての動向は総じて学校外要
素（生徒に関する変数群・生徒の家庭に関する変数群）の方が学校要素（教師に関する変数群・
学校に関する変数群）よりも教育効果に影響を及ぼしていると言える。これは、開発途上国では
学校外要素の方が依然として影響力が高いという伝統的主張と同一であり、本分析においても開
発途上国一般において学校要素と学校外要素のこれまでの関係を再確認することができた。 
さらに、紛争経験の有無という基準によって分類された開発途上国内での比較という観点から
は、学校要素・学校外要素をさらに細かく分けた 4 つの変数群が紛争経験の有無によって変化が
起きるものと変化が起きないものに分かれ、紛争が各変数群に及ぼす影響にはある程度の規則性
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があるように見える。前述の図 7 及び図 8 に示したように「学校に関する変数群」及び「生徒の
家庭に関する変数群」の有意性の有無は特に正に有意な変数の割合について紛争の有無によって
明らかに大きな変化が生じているが、他方で「生徒に関する変数群」や「教師に関する変数群」
は紛争の有無による分類でもその変化は乏しい。「教師に関する変数群」は紛争の有無に関わらず
そもそも有意ではない傾向があるため、その意味では元来、これらの変数群は開発途上国の教育
の内部効率性ではさほどの影響力がないのではないかとも考えられる。 
 ただし、変化が大きく見られた「学校に関する変数群」と「生徒の家庭に関する変数群」でも、
前述の図 9及び図 10に示したように増大・減少の両面で変化の割合を捉えた場合には、必ずしも
その増減に一定の方向性があるわけではなく、個々の変数によってその向きは様々である。従っ
て、紛争の有無という観点から教育効果に対する要因の変化を捉える際には、既存の学校要素と
学校外要素の比較や国際機関で頻繁に使用される 4 つの変数群としての全体的傾向を把握するよ
りも、個々の変数によってその変化の度合いを考えるほうが、紛争を考慮する上でより効果的な
アプローチであると言える。 
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5. 東ティモールにおける紛争と教育 
 
前章では、過去の学校効果研究をデータセットとして抽出し、これらを紛争の観点からメタ的
に比較することで一般に紛争が学校効果に与える影響を分析した。分析結果からは紛争と学校効
果の関係に一定の規則性を見出すことができた。しかし、この結果は紛争の形態や紛争後の期間
を可能な限り限定して分析した結果であるものの、各国家で生じた紛争の背景や実際の被害状況
までをも考慮しているわけではなく、この点で結果の信頼性が劣るという問題が考えられる。ま
た、メタ的な比較分析では各国家の文化的・政治的要因を統制することができず、紛争以外のこ
れらの要素による影響が入り込んでいる可能性がある。これらの問題を克服するためには紛争を
経験した国家を 1 カ国に限定した上で当該国家内での紛争が学校効果に及ぼす影響を分析するこ
とが効果的である。 
そこで本稿では、過去に紛争を経験した東ティモールを事例として、教育省が 2015年に行った
中等学校 9 学年の全生徒に対する最終学力試験データ及び 2015 年までの教育マネジメント情報
システム(Education Management Information System: EMIS) データを使用して、1999年に発
生した紛争がその後の教育効果に対して長期的にどのような影響を及ぼすのかを定量的に分析し
ていく。具体的な分析に入る前に、まず本章において、東ティモールにおける紛争を国際的に捉
えた場合の当該紛争の位置づけを簡単に概観し、本研究における東ティモール紛争を事例とした
分析の意味を確認する。そのうえで、東ティモールが過去に経験した紛争の歴史、定量分析で紛
争変数を生成する基礎となる 1999 年紛争の概要、各県の被害状況、及び各時代の教育政策を概
観することで東ティモールの紛争と教育の関係性を説明する。そして、東ティモールの紛争の歴
史、1999年紛争の詳細、及びその間の教育状況を本章で踏まえたうえで、次章において具体的に
分析をおこなっていく。 
 
 
5.1. 東ティモール紛争の国際的な位置づけ 
 
 第二次世界大戦以降、世界で発生する紛争は増加傾向にあり、1990年代には全世界の 20%の国
家が何らかの紛争を経験するに至っている。なかでも特にサブサハラ・アフリカ地域ではこの時
期に 3分の 1の国家において紛争が発生していた(Blattman et al., 2010)。紛争の形態は政治問題
や領土問題、テロとの戦いや内戦など、当該国家の文化的・歴史的背景によって様々であるが、
紛争を経験する国家の多くは貧困の状況が比較的厳しいことが共通点として挙げられる。ブラッ
トマンらの研究によれば、一人当たり GDP が下位 20 パーセンタイルの国家は上位 20 パーセン
タイルの国家と比べて数倍の量の紛争が発生している(Blattman et al., 2010)。 
 2000年以降では紛争の発生件数は低下したものの、依然として所得が低い国家において紛争が
発生する傾向が続いており、1999年から 2008年までのあいだに紛争が発生した 35か国のうち、
16ヵ国が低所得国、14ヵ国が低中所得国であった。 
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図 11：紛争発生率と一人当たり GDP（パーセンタイル）との関係（1960年-2006年） 
 
(注)  図はノンパラメトリック Fan Regressionの結果。 
(出所) Blattman and Miguel, 2010、Civil War, Journal of Economic Literature, Vol. 48, No. 1, p.7 
 
表 13：1999年-2008年の紛争経験国家 
 
(注)  東ティモールは 2006年に発生した紛争をもとに GDPを計算。 
(出所) Strand et al., 2010をもとに筆者作成 
 
東ティモールは 2002 年に独立を果たした新しい国家であるが、その歴史は長い紛争とともに
ある。特に 1975 年のインドネシアによる侵攻以降の 10 年間の紛争及び 1999 年の独立投票に伴
う紛争では多数の死者や負傷者が発生しており、1999年の紛争に至っては国連安全保障理事会に
よって国際軍が派遣されるほどに深刻な状態であった。この頃の東ティモールの一人当たり GDP
（2000 年）は世銀のデータによれば 434.4 米ドルであり、2000 年における世界の国と地域の一
人当たり GDP の 20 パーセンタイル（475.9 米ドル）以下の国家として、世界的な基準に照らし
て紛争が発生するリスクが高い状況にあったと言える13。 
                                                   
13 世銀の GDPデータによれば Fragile and conflict affected situations に該当する国家の平均一人当たり GDP
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また、ユネスコは紛争経験国家と未経験国家との間における社会経済的指標の差を示しており、
紛争経験国家の平均社会指標は未経験国家と比較していずれも厳しい結果となっている。下図か
らは 5 歳以下の乳幼児死亡率及び栄養失調率は紛争経験国のほうが高く、紛争経験国の青年・成
人非識字率は紛争未経験国家と比較して低いことがわかる（図 12 参照）。この観点においても東
ティモールは紛争経験国家の範疇に位置しており、2009年の東ティモールにおける乳幼児の栄養
失調率は紛争経験国家の平均である 40%前後を大きく超えた 58.1%以上と記録されている
(Democratic Republic of Timor-Leste and UNICEF, 2014)。また、後述するように東ティモール
の公用語であるテトゥン語の識字率（10歳以上）は 2010年においても 58%に留まっており、全
ての紛争経験国家の平均識字率である 79%を下回っている。 
 
図 12：紛争経験国家と未経験国家との各社会指標の差（2008年） 
 
(注) 紛争経験・未経験国家ともに低所得あるいは低中所得国家。 
(出所) UNESCO, 2011, Global Monitoring Report, p.133 
 
 さらに、下図に示されるように東ティモールにおける紛争が他国の紛争と比較して実際の戦闘
地域以外の致死率が高い紛争として位置づけられていることは紛争の広範な影響力という意味に
おいて注目されるべきである。紛争に伴う社会混乱や政府の機能不全は実際の戦闘地域以外にお
ける行政能力も著しく低下させ、それらの地域においては干ばつや洪水、食料危機などによって
栄養失調や病気が蔓延する可能性が高い。それらが原因で死亡する者は戦闘地域における死者数
よりもはるかに多い場合がたびたび確認されており、当該国家内における紛争の影響力の大きさ
を示していると言える(UNESCO, 2011)。実際の戦闘地域外での致死率が特に高い国家（紛争）は
下図に示すとおりであるが、1974年から 1999年までの東ティモール紛争では全死者数の 82%が
実際の戦闘地域ではない場所によって死亡しており、東ティモール紛争が国家全体に与える影響
の大きさを表している（図 13 参照）。紛争の影響下において広範に広がった栄養失調や疫病、あ
                                                   
は 631.2米ドルであり、このことからも相対的に低所得国家において紛争が多く発生していることがわかる。 
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るいはコミュニティーを維持するための社会インフラの破壊といった紛争の影響は数的データか
ら把握することが困難である場合が多く、当該紛争の影響が過少評価されることが多いが、紛争
が当該国家の社会経済に与える影響を考える際には、戦闘地域以外における致死率など指標も考
慮した国家全体における紛争の影響を考えることが重要となってくる(UNESCO, 2011)。 
 
図 13：実際の戦闘地域以外での致死率が特に高い国家 
 
(出所) UNESCO, 2011, Global Monitoring Report, p.141 
 
 
 
5.2. 東ティモールにおける紛争の歴史 
 
東ティモールの歴史は植民地支配と侵略、紛争の歴史であった。ティモール島は 1515年以来、
1942年に日本軍が上陸するまでポルトガル人（東ティモール）あるいはオランダ人（西ティモー
ル）に植民地支配されていた。第二次世界大戦中の 1942年から 1945年の 3年間は日本軍に占領
されていたが、戦争が終結すると東ティモールは再びポルトガル領に復帰した。しかし、1974年
にポルトガルで軍事クーデターが発生しカエターノ政権が崩壊すると、1975 年 12月 7 日にイン
ドネシア軍が東ティモールに侵攻し、今度はインドネシアに併合されることになる。インドネシ
アの併合は 1999年まで続き、1999年の独立投票に伴う大規模な紛争の後、国連による移行期間
を経て 2002年に独立を果たした。 
 まず本節では 1999 年に発生した紛争の背後に横たわる東ティモールが独立に至るまでに経験
した長い紛争の歴史の概要を説明する。東ティモールの紛争の歴史はポルトガルによる植民地時
代とその後のインドネシアによる占領期に大きく分けることができ、以下においてそれぞれの時
代ごとに統治政策と紛争の歴史を概観する。 
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図 14：東ティモールの地図 
 
(出所) United Nations Secretariat:  http://www.un.org/Depts/Cartographic/map/profile/timoreg.pdf 
 
 
5.2.1 ポルトガル統治時代の紛争 
 
東ティモールは古来、白檀(Sandalwood)が群生する自然資源の豊かな場所として知られており、
1260 年に中国人がその潜在的な貿易の可能性について記録を残している(Timor-Leste MoH et 
al., 2003)。1515年にはポルトガル宣教師がオイクシに初めて上陸し、16世紀後半にはティモー
ル島最初の拠点となるカトリック教会をオイクシに建設した。それから 1700 年代にいたるまで
の 200 年ほどの間、ポルトガルはティモールに割拠していた小国の国王であるリウライ(Liurai)
や白檀採取に強い力を持っていたトパス(Topass)らとの取引を通じて白檀を手に入れ、中国に対
して白檀貿易を行うことで利益を得ていた。この頃のポルトガルの統治システムはリウライを通
じた間接統治であり、各リウライに自治権を与える代わりに互いの対抗心を煽ることでポルトガ
ルに対する国家的な抵抗を弱めるという手法によってティモール全体を支配していた。ポルトガ
ルによるティモール統治は、1700年代にオランダが東南アジアにて勢力を伸ばしてくるまで当該
地域に「実態のあるインパクト」を与えるほどのものではなかった(Timor-Leste MoH et al., 2003)
が、このような間接統治は限られた資源しか有していないポルトガルにとって最も効果的に統治
を行うことを可能にしており、1642年にはポルトガルは彼らに忠誠的なリウライたちの軍隊を利
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用してワハレ(Wahale)王国に対する攻撃を行っていることが記録に残っている(CAVR, 2013)。 
1700年代になると、ポルトガルは 1702年にオイクシのリファウに総督府を設置し、ポルトガ
ルの植民地であるゴアを通じて行政管理を開始した。しかし、ポルトガルを上回る勢力を持つよ
うになったオランダが西ティモールを奪取すると、1771年に総督府をオイクシからディリに移し、
それ以降、東ティモールの植民地支配を強化していくようになる(山田, 2006)。東ティモールに移
ったポルトガルは衰退した白檀採集の代わりにコーヒーや小麦などのプランテーション経営に力
を入れるようになり、1859年頃からは労働力を補うために東ティモール人に対して強制労働を課
すようになった。この強制労働の実施は各地のリウライたちの反感を買うこととなり、1861年以
降、各地のリウライによる反乱が発生するようになった。これに対してポルトガルは、反乱を主
導していたサメ(Same)王国14を壊滅させるとともに、それまで続けていたリウライを通した間接
統治を廃止し、東ティモール全土に軍隊を配置した直接統治を開始した。 
しかし、ポルトガルの直接統治は強制労働をむしろ強化するとともにリウライに対する高い人
頭税を課したため、1911年、これらの厳しい搾取に耐えかねたマヌファヒのリウライであるドン・
ボアベンドゥラがそれまでで最大の反乱を引き起こした。これに対してポルトガルは、1万 2000
人のリウライの兵士のほか、モザンビークから派遣された兵士も合わせた合同軍を編成して対抗
しており、ドン・ボアベンドゥラ側に 2万 5000人の死者が出たと言われている(CAVR, 2013)。 
その後、1941 年 12 月の日本軍による真珠湾攻撃を機に、東ティモールが日本軍に占領される
ことを恐れたオーストラリア、イギリス、オランダの合同軍 1500人がディリに進駐する。日本軍
はその 2か月後に約 1万人の兵員を投入して東ティモールに侵攻し、1945年まで占領した。東テ
ィモール国内では日本軍とオーストラリアのゲリラ兵との間で戦闘が発生し、また連日による連
合軍による空爆によってディリを中心に都市や港湾が壊滅的な被害を受けた(山田, 2006)。東ティ
モール国内での戦闘や日本軍による強制労働あるいは連合軍による空爆によって死亡したティモ
ール人は 4万人から 6万人にのぼると言われている(Timor-Leste MoH et al., 2003)。また、日本
軍による慰安婦に対する性的搾取が広く行われていたことが後に明らかにされており、その被害
者は多数にのぼると推測される15。 
第二次世界大戦が終わると東ティモールは再びポルトガルに帰属したが、戦後の植民地統治は
国際的な批判をかわす理由から東ティモールに積極的に投資を行うようになり、教育に対するア
クセスも少しずつ増加していった。しかし、この積極的な投資は皮肉にも後に東ティモールの独
立運動を活発化させることになる。1959年には亡命したインドネシア人のグループと東ティモー
ル人のグループがビケケ県においてポルトガルからの独立を目指した暴動を起こしている(CAVR, 
2013)。また、1970 年代になると教育を受けた若者たちが主導する民族主義運動が東ティモール
                                                   
14 現在のマヌファヒ県の中心都市がサメであり、サメ王国は現在の Same sub-district周辺に存在した。 
15 日本軍による東ティモール占領についてはまぎれもなく東ティモールの紛争の歴史の一つの大きな事象である
が、東ティモール真実和解委員会の最終報告書では 3,128ページのうち第二次世界大戦中の日本軍による占領の
状況については 1ページほどのセクションしか用意されていない。東ティモールの独立闘争の歴史という観点か
らは第二次世界大戦中の日本の占領は東ティモールの独立に対してとりわけ大きい役割を持っていたわけではな
く、500年に及ぶポルトガルの植民地支配とその後の 24年にわたるインドネシアの占領とそれに対する独立闘
争の歴史と比較した場合の重要度の低さから本稿においても日本軍による占領の状況については大きく取り上げ
てはいない。なお、従軍慰安婦については、Women’s active museum on war and peace (Wam)が発行する「東
ティモール：戦争を生き抜いた女たち」において詳しく述べられている。 
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国内において盛んになり、反植民地化を掲げるティモール社会民主協会(ASDT)、ポルトガルとの
関係維持を掲げるティモール民主同盟(UDT)、そしてインドネシアとの統合を主張するアポデテ
ィの 3つの政党が生まれた(山田, 2006)。しかし、ポルトガル政府はこれらの主張を抑制する動き
をみせ、1973年にはディリでポルトガル軍と若者グループとの間で衝突が発生した。この衝突を
きっかけに東ティモールの独立運動は急速に加速していき、その 2 年後の 1975 年、ついに 500
年にわたるポルトガルの植民地支配が終わるのである。 
 
5.2.2 インドネシア統治時代の紛争 
 
 1974年 4月にポルトガルでクーデターが発生し、独裁政権であるカエターノ政権が崩壊すると
新政権は東ティモールの非植民地化を決めた。東ティモールに対するポルトガルの影響力が弱ま
るにつれて東ティモール内の政党は勢いを増し、フレティリンと改称した ASDTは左翼勢力とし
て即時独立を唱えたほか、保守層が支持する UDT はポルトガルとの関係を維持しつつ段階的に
独立することを主張するようになった。また、アポデティはインドネシアによる支援を受けなが
ら武装化していった。 
他方で、インドネシアは共産主義よりのフレティリンの脅威を抑えるために様々な妨害工作を
東ティモール国内で行うようになった。UDTとフレティリンとの間で対立を引き起こす陽動作戦
が成功すると、UDT は 1975 年 8 月 11 日に首都ディリでクーデターを起こし、ポルトガル政府
庁舎を占領してフレティリンの追放を宣言した。しかし、これに対抗したフレティリンによる反
撃によって最終的にクーデターは失敗に終わり、UDTはインドネシア領となっていた西ティモー
ルへと避難した(高橋, 1999)。 
UDT によるクーデターの失敗によりフレティリンが東ティモールを支配する気配が濃厚とな
ってきたため、インドネシアはインドネシア併合支持派としてアポデティ及び UDT メンバーの
武装化支援を積極的に行うようになる。その後、インドネシア併合支持派とフレティリンとの間
で断続的に戦闘が発生したが、結局インドネシア併合支持派による東ティモール奪取は成功せず、
このような中でフレティリンは 1975 年 11 月 28 日に独立を宣言した。この事態を重くみたイン
ドネシアのスハルト大統領は、東ティモールを冷戦の構造のなかに位置付けていた米国のフォー
ド大統領及びキッシンジャー国務長官との会談でフレティリンに対する軍事侵攻の支持を取り付
けると、その翌日の 12月 6日、東ティモールへ全面的に侵攻を開始した。国連はインドネシアに
よる軍事侵攻に対して全会一致で非難決議を採択したが、冷戦中の西側諸国による緩慢な態度に
よって有効な介入ができなかった。 
 フレティリンは約 1 万人の兵力によって東ティモールを防衛するべく準備を進めていたが、イ
ンドネシアが 12 月 7 日にディリに対して総攻撃を開始すると、ディリを放棄して全国の内陸部
に避難した。東ティモールの主要都市を制圧したインドネシアは 1976年 7月 17日に公式な併合
を宣言したが、フレティリンによって支配されていた内陸部に対する掃討作戦(Operation Seroja)
は 1979 年まで続き、特にエルメラ及びスアイの山岳部に対する激しい空爆によって多くの死者
を出した。1975年のインドネシア侵攻から 1979年に Operation Serojaが終結するまでの間の戦
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闘による死者は東ティモール真実和解委員会の公式記録によれば約 3,200 人16であるが、インド
ネシアはこの間、内陸部への補給路を断つ作戦を実施しており、フレティリンとともに避難した
一般市民の飢えや病気による死者を合わせると死者数の合計は 10 万人以上に及ぶとされている
(CAVR, 2013)。 
 
図 15：東ティモール真実和解委員会に報告された 1974年から 1999年までの市民の死者数 
 
(出所) Chega! Vol.1 Part 6, The Profile of Human Rights Violations in Timor-Leste, P.506 
 
 1978年末に当時のフレティリン党首ニコラウ・ロバトがインドネシア軍によって殺害され、翌
年 3 月にインドネシアが内陸部のフレティリン支配地域の鎮圧を宣言すると、東ティモールにお
ける紛争はある程度の落ち着きを見せた。しかし、1981年 3月にフレティリン中央委員会の数少
ない生き残りであり、後に独立後の初代大統領となるシャナナ・グスマンがフレティリンの軍事
部門である東ティモール民族解放軍（ファリンティル）の司令官に就任すると再びゲリラ戦によ
る独立運動が活発化した。その後、シャナナとインドネシア側との対話によって一旦は停戦が実
現したものの 1983 年 8 月には再び戦闘が発生して停戦の合意は破られ、インドネシア軍はシャ
ナナが活動していた東部地域に対して新たな掃討作戦を開始した。 
 しかし、1984年以降になると東ティモールの問題で国際的な批判を浴びることを恐れたインド
ネシアが東ティモールにおける軍事作戦を大幅に縮小させ、東ティモールを正常化するための
様々な開発プログラムを導入するとともに教育を通した同化政策を実施するようになった(CAVR, 
2013)。一般に 1984年以降の期間はインドネシアによる正常化・統合期間と呼ばれており、これ
に伴って 1984 年以降の死者数も急激に減少している。しかし、教育を受けた大学生やシャナナ
の外交戦略によって独立運動は水面下で続いており、1991年に発生したサンタクルス虐殺事件を
契機に独立運動は一気に加速していくことになる。 
1991 年 10 月末、ポルトガルの議員団が近くディリを訪れてシャナナと会談するという噂を聞
いていた若者たちがディリで独立のアピールをしようと集まっていたところ、準備に関わってい
                                                   
16 公式記録にて数値として示されているものは 1974年から 1981年までの 3,451人であり、1974年から 1979
年までの人数はグラフより筆者が推測している。 
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た活動家のセバスチャン・ゴメスがインドネシア軍によって殺害される事件が起こる。ポルトガ
ル議員団はその後ディリ訪問を中止しているが、ディリに集まっていた活動家たちは 11月 12日
にゴメスの追悼と事件に対するデモを行うためにモタエル教会からサンタクルス墓地まで行進し
ていた。若者たちがサンタクルス墓地に到着した 15分後、インドネシア軍の部隊が民衆に向かっ
て突如銃撃を始め、その場にいた 271 名が死亡した17。さらにその後の調査では、死亡した 271
名の他にサンタクルス墓地に集まっていた約 250名の若者が行方不明になったことが分かってい
る18。 
この虐殺の現場は来訪予定であったポルトガルの議員団を取材するためにディリに滞在してい
た多数の外国メディアによって撮影されることとなり、1975年以来の東ティモールにおける紛争
において初めて世界中にその実態が知れ渡る事件となった。サンタクルス虐殺事件を契機として、
インドネシアに対する国際的な批判が高まり、独立に向けた運動は世界を巻き込んで加速した。 
インドネシアはその後も 8年間統治を続けたが、1997年に発生したアジア通貨危機によってイ
ンドネシア国内が混乱に陥ると翌 1998年 5月にインドネシアのスハルト大統領が退陣を表明し、
新たに政権の座についたハビビ大統領が東ティモールの自治権付与か独立の投票を行うことを発
表した。こうして東ティモールの独立はついに現実のものとなり 1999 年 9 月に独立投票が行わ
れることとなったが、そのことが独立投票前後の大規模な紛争を引き起こすことになるのである。 
 
5.2.3 東ティモール独立に伴う 1999年の紛争 
 
 東ティモールは 1999年 8月 30日に独立についての直接投票が実施され、2002年 5月 20日に
正式に独立を果たした 21世紀最初の独立国である。しかし、前節で概観したように、東ティモー
ルの独立の影には数百年にも及ぶ長い紛争の歴史があった。そして、この直接投票においても自
治権支持派と独立支持派との間で対立が深まり、インドネシア軍をも巻き込んだ大規模な紛争が
再び東ティモールの地で起こることになる。本稿ではこの独立投票に伴う 1999 年の紛争を分析
上の紛争と位置付けて紛争が教育効果及び学校効果メカニズム全体に与える長期的な影響を分析
することになるため、これまでみてきた紛争の歴史とは別途に本節において当該紛争の詳細を概
観する。 
 
（１）東ティモール独立の概要 
 
1998年 5月、インドネシアの民主化運動が高まる中でスハルト大統領が退陣し、ハビビ大統領
が就任すると、アジア通貨危機で貧窮したインドネシアに対する国際援助を享受するために東テ
ィモールでの人権侵害に対する批判をかわすために東ティモールの独立に関する直接投票を発表
した。そして 1999 年 8 月 30 日、東ティモールはインドネシア主権の範囲内での自治権獲得か、
                                                   
17 事件の発端は定かではないが、一説にはデモ行進を監視していたインドネシア軍兵士の一人が何者かにナイフ
で刺されて負傷したことが銃撃の原因となったとも言われている。 
18 事件に対する公式の調査が行われなかったため死者数・行方不明者数については未だ確定していないが、東テ
ィモール真実和解委員会の最終報告書には 271名に及ぶ死者数と 250名の行方不明者数が記録されている。 
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自治権を拒否して独立するかという自らの運命を、UNAMET（国連東ティモール支援団）監督下
の投票によって決定した。続く 9 月 4 日、治安の悪化を理由に早められた投票結果では、投票率
98.8%という驚異的な投票率のうち独立支持が 78.3%の票を獲得し、ここに東ティモールの独立
が確定した。 
しかしながら、東ティモールにとって投票から独立を果たすまでの道のりはさらに険しいもの
となる。そもそも投票の数ヶ月前から自治権支持派民兵による独立支持派への殺害や拷問等が散
発していたが、投票で独立支持派が勝利したことが知れ渡ると民兵とインドネシア軍による暴力
行為はさらに悪化し大規模なものとなっていった。9 月 5 日のディリ教区での大規模な破壊行為
をはじめ、翌 6 日のスアイでの 200 人以上の独立支持派住民の虐殺、8 日の西ティモール国境付
近のマリアナ警察署における公開処刑等の事実が、その後のオーストラリア軍の調べで分かって
いる(高橋, 2000)。 
インドネシア軍は直ちに治安の悪化を理由に東ティモールに対して増派を決めた。しかし、破
壊行為にインドネシア軍が関わっていたために状況は進展せず、むしろ治安はさらに悪化し、遂
にはUNAMET職員が殺害されるまでに至ったのである。1999年 9月 15日、このような状況を
危惧した国連安全保障理事会はオーストラリア軍を主導とした国際軍（Inter FET）の派遣を決
め、9月 20日に Inter FETの第 1陣がディリに到着した。しかし、InterFETの到着に前後して
撤退を開始したインドネシア軍と自治権支持派民兵は撤退の際に東ティモール全土に対して焦土
戦術(Scorched Earth Tactics)を展開し、東ティモール全土の 70％以上の建物及び主要インフラ
を破壊したほか、避難する多数の住民を脅迫、暴行及び殺害した(CAVR, 2013)。 
Inter FETは到着から1ヶ月程度で東ティモール全域を掌握し、治安は徐々に回復し始めたが、
CAVRの公式記録によれば Scorched Earth Tacticsに伴う破壊・殺戮行為によって東ティモール
全人口の半数にあたる 55 万人が家を追われ、そのうち西ティモールへ避難した難民は東ティモ
ールの人口の約 3分の 1にあたる 25万人にのぼるとも言われている。 
その後 10 月 20 日、インドネシア国民協議会は東ティモール独立を承認し、「国連東ティモー
ル暫定統治機構」（UNTAET）の設立が決定した。そして、約 2年半のUNTAETによる行政統治
の後、2002年 5 月 20日、東ティモールは「東ティモール民主共和国」として正式に独立を果た
したのである19。 
 
（２）西ティモールへの難民の流出 
 
東ティモール独立を決める投票の結果が発表された直後の 1999 年 9 月 4 日から東ティモール
住民の西ティモールへの流出が始まった。彼らは難民として西ティモールのケファやトアプカン
の難民キャンプへ移動したが、移動先の難民キャンプは分散が激しくベル地区だけでも 120カ所
以上の難民キャンプがあり、難民の数も 18万 5千人に達していた。 
しかし、これらの難民の多くは西ティモールへ自主的に避難したわけではない。彼らの中には
インドネシア軍及び民兵によって強制的に連れ去られた者が多く、難民キャンプ内では性的暴力
                                                   
19 ただし、インドネシア軍が侵攻する直前の 1975年 11月 28日に、フレティリンが東ティモールの独立を宣言
している。従って、2002年 5月 20日は正確には独立宣言ではなく主権回復の宣言ということになる。 
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を始め多くの人権侵害が行われていた。また多くの難民キャンプは自治権支持派の民兵によって
支配されているために国連スタッフでさえ難民キャンプに自由に出入りすることができず、この
状況での国連による支援は困難を極めることとなった。 
UNHCR や UNICEF 等の国連機関は、投票後比較的早くから難民キャンプへの支援を開始し
ていた。しかし、投票前から国連は独立支持派寄りとの批判が自治権支持派や民兵の間で噴出し
ており、投票後の国連職員に対する妨害行為は深刻なものであった。特に、Inter FET の活動が
及ばない西ティモールでは、クパンで国連の安全レベルが Phase 3、首都アタンブアに至っては
Phase 4に設定されるなど緊迫した雰囲気であったことが想像できる。 
その後、ティモール全体の治安状態は一段と悪化していく。2000年 6月 20日、UNHCR は民
兵によるキャンプへの立ち入りの妨害や威嚇発砲などを理由に西ティモール最大の 3 つのキャン
プでの帰還作業を中止した。こうした国連と民兵の緊張関係は、2000年 9月 6日にアタンブアで
UNHCR職員 3名が暴徒に殺害されたことで頂点に達する。この日から西ティモール全土の安全
レベルは職員の活動が禁止される Phase 5に引き上げられ、UNHCRを始め国連全職員及び関係
職員が西ティモールから撤退した。 
 
（３）東ティモール 13県の被害状況 
 
 東ティモールは前述したように 2002 年に独立を果たすまで紛争の歴史が絶えなかった。近年
で特に大規模な紛争は 1975 年にインドネシア軍が東ティモールへ侵攻した際に発生した紛争と
本研究で焦点を当てている 1999 年の独立の賛否を問う直接選挙前後に発生した紛争であった。
この 2つの紛争での死者、行方不明者及び精神的・肉体的な拷問による負傷者は相当数にのぼり、
未だ正確な数値は分かっていない。しかし、東ティモール受容真実和解委員会（the Commission 
for Reception, Truth and Reconciliation in East Timor: CAVR）が公表した最終報告書20によれ
ば、1974年から 1999年までの間に少なくとも 5,120人の一般市民が殺害され、負傷者に至って
は 1999 年だけで 1 万 2,634 人にのぼる（図 16、図 17）。これは現在の東ティモールの全人口が
95 万人弱21であることを考えれば相当に大規模な紛争であったことは間違いないと言えよう。ま
た、これらの死者数は受容真実和解委員会が公開ヒアリングを実施したなかで証拠とともに認め
られた事件による死者数であり、実際の死者数及び負傷者数はその数倍にのぼる可能性が高い。 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
20 Chega!: the final report of the Timor-Leste Commission for Reception, Truth and Reconciliation (CAVR) 
21 正確には 2005年時において 94.7万人。（外務省ホームページより抜粋、
http://www.mofa.go.jp/mofaj/area/easttimor/data.html） 
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図 16：1974年-1999年の東ティモールにおける地域別死者数 
  
 
 
図 17：1974年-1999年の東ティモールにおける地域別負傷者数 
 
 
  
地域別に 1999 年の紛争を概観してみると殺害・暴行は西部で圧倒的に発生していることが分
かる。これは 1999年当時、インドネシア併合派は西部に多く、併合派の武装勢力が東ティモール
西部に拠点を置いて暴動を煽っていたためである。従って、ボボナロ県やコバリマ県などの西部
(出所) Chega!: the final report of the Timor-Leste Commission for Reception, Truth and Reconciliation (CAVR), P.509 
(出所) Chega!: the final report of the Timor-Leste Commission for Reception, Truth and Reconciliation (CAVR), P.550 
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県では独立支持派への殺害や誘拐、暴行が多発し紛争の一般市民に対する被害・影響は深刻なも
のであったと考えられる。また、一連の殺害や誘拐は中部地方に位置する首都ディリにおいても
多く発生していたことが報告されている(Geoffrey, 2003)。ディリでは 1999年 4月から殺害・暴
動が激化しており、4月 17日には独立支持派で有名なManuel Carrascalaoの自宅で少なくとも
13人の市民が虐殺された。当該報告書によれば「直接選挙後には推定で 7,165棟の家屋が破壊さ
れ、何万人もの人々が自分たちの家から避難することを強いられた」とされている。これに対応
するように上記の図も首都ディリを中心に中部県が西部県に次いで死者、負傷者が多くなってい
る。 
 また、上述したジョフリーの報告書はCAVRの最終報告書にも添付資料として加えられており、
1999 年に発生した紛争について 279 ページに渡って詳細に記述している。このジョフリーの報
告書はまた各県ごとについても詳細に当時支配的であった民兵組織の特徴や主要な人権侵害行為
等が記されており、本研究ではこのジョフリーの報告書を基に各県の紛争の被害レベルを確定す
る。ただし、当該報告書の各県で行われた主要な人権侵害行為は対象人数・形態等が個々によっ
て異なり、被害のレベルを客観的に確定することは困難である。そこで、次章の量的分析では当
該報告書に記載されている各県の死者数を紛争被害のレベルの基準とする。死者数は客観的な数
値として比較可能であり、また通常死者数が多い地域ほど紛争の影響は甚大となることが考えら
れる。ジョフリーの報告によれば、東ティモール各県ごとの死者数は下表の通りである。 
  
表 14：1999年の東ティモールにおける紛争による県別の死者数 
 
(出所) Geoffrey, 2003をもとに筆者作成 
 
 ジョフリーによれば 1999 年の紛争による全国の死者数は 1,271 人である。中でも特に死者が
多かったのはやはり西部県のボボナロ県であり 229 人である。これは他県と比較してもかなり多
いと言える。次いで多かったのは首都があるディリ県であり、前述した直接選挙直後の暴動に多
く起因していると考えられる。また、3番目に多かったコバリマ県も西部東ティモールである。 
これらを地域別に比較すると、西部に属する県（アイナロ県、ボボナロ県、コバリマ県、エル
 55 
 
メラ県、オイクシ県22）では合計の死者数は 705 人であり全体の半数以上を占めている。また、
中部に属する県（アイレウ県、ディリ県、リキサ県、マヌファヒ県）では 430人であり、東部で
は 136人となった。この結果からもやはり西部での紛争の被害が大きいと考えられるであろう。 
 
 
5.3. 東ティモールにおける教育政策・状況の変遷 
 
 前節までに、ポルトガルが東ティモールを植民地としていた 500年間の間に発生した断続的な
紛争、インドネシア占領中に起きた独立闘争の歴史、及び 1999 年の独立投票に伴う紛争を俯瞰
的にまとめた。これらの紛争や闘争はポルトガル及びインドネシアの東ティモールに対する占領
政策に密接に結びついている。両国のその時々の植民地政策あるいは占領政策によって紛争が引
き起こされ、また紛争の結果としてそれらの政策が再び変更されたりもした。教育政策も例外で
はなく、両国が植民地政策あるいは占領政策に教育を多いに利用したことは過去の研究から明ら
かになっている。そこで、本節ではポルトガル及びインドネシアそれぞれの統治時代にどのよう
な教育政策が取られてきたのかを簡単に述べるとともに、インドネシア撤退直後の東ティモール
の教育状況と復興支援政策、及び独立後の東ティモールの教育政策についても概観する。また、
次章において紛争が教育効果及び学校効果全体に与える影響を分析する際の基礎となる東ティモ
ールの教育状況と紛争との関係も考察する。 
 
5.3.1 ポルトガル統治時代の教育政策と状況 
 
 ポルトガル統治時代の教育政策はしばしば「善意の無視政策(Benign Neglect Policy)」と呼ば
れており、少数のエリートを除いてほぼ全く教育を施さないという非常に消極的な教育政策を取
っていた。その理由の一つとして、東ティモールに対するポルトガルの統治政策は国内に散在し
た小国の王であるリウライによる伝統的な統治システムを利用した間接統治であり、彼らの自治
権を大幅に残しながらリウライを通じて末端までコントロールするものであったことが挙げられ
る。ポルトガル人はリウライ以外に現地の一般人とほとんど接点を持たなかったため(Hohe, 
2002)、東ティモールの一般人に対する教育活動には消極的であった。他方で、ポルトガルはカト
リック教会の布教活動を通してリウライをコントロールする政策をとっており、リウライの子ど
もや後継者に対してはカトリック教会が運営するミッションスクールで熱心に教育を行った。ミ
ッションスクールではポルトガル語が使用され、ポルトガルの文化とキリスト教の価値観が排他
的に植え付けられることでポルトガルに忠実なリウライたちが次々に生まれていった(Nicolai, 
2004)。こうしてこの時代の教育はポルトガルに対する「従順な現地エリートを作りだす主要な手
段」となっていったのである(Millo et al., 2004)。1738年にオイクシのリファウに最初のドミニ
コ会神学校が建てられると、1863年には最初の大学がディリに誕生し、それに続いてイエズス会
の大学や学校などが各所に建てられていった(Millo et al., 2004)。 
                                                   
22 オイクシ県は飛び地であり西ティモール内の特別地域に分類されることが多いが、ここでは便宜上西部地域に
含める。 
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 しかし、教育は少数エリートの養成のために存在していたため、実際に学校に行くことができ
た東ティモール人は極端に少なかった。1909 年においても全国の学生数は 17 校 1,937 人に留ま
っており、18 年後の 1937 年には 2,979 人にまで増えたものの当時の人口が約 46 万 4,000 人で
あったことを考えれば、ポルトガル統治下の東ティモールではいかに教育が普及していなかった
のかが分かる(Butcher et al., 2015, Millo et al., 2004)。学校に行くことができない大半の国民は
読み書きができず、土着のアニミズムを信仰していた。 
第二次世界大戦が終結し東ティモールが再びポルトガルに帰属すると、国際的に盛り上がって
いた植民地支配に対する批判をかわすためにポルトガルは教育に対する投資を拡大させた。小学
校が各地で建設され、1952年には東ティモールで初めての公立高等学校も誕生した。中等・高等
学校の入学試験は難易度が非常に高く入学できた者はほとんどいなかったが、高等学校にまで行
くことができた一握りの東ティモール人はその後ポルトガルの大学に留学することが許された
(Millo et al., 2004)。そして、ポルトガルで自由の概念を学んだ留学生が 1970年代に東ティモー
ルに帰国すると、それ以降、東ティモールで民族主義運動や独立運動が盛んになり、彼らが後の
インドネシアに対する独立運動において主要な役割を果たしていくのである。 
ただし、1970年代におけるポルトガルの教育政策は以前の状況と比較すれば大規模であったと
言えるものの、その教育の質や量は必ずしも十分とはいえない程度のものであったと考えられて
いる。東ティモールでは 1972年までに全人口の 10%にあたる 60,000人が小学校に入学しており
(Butcher et al., 2015)、ポルトガル支配が終わる前年の 1974年には純就学率は小学校就学年齢人
口の 53%に達していたと言われている(Millo et al., 2004)。しかし他方で、当時 200人いた教師
のうちポルトガル人教師は 16 人のみであり、残りの東ティモール人教師は 1 年間の教員訓練を
受けただけであった(Millo et al., 2004)。また、1975年時の非識字者数は全人口の 90%に及んで
いた(World Bank, 2001)ことからも、必ずしも質の高い教育が提供されていたわけではないこと
が分かる。 
 
5.3.2 インドネシア統治時代の教育政策と状況 
 
 1975年にインドネシアが東ティモールを占領すると、東ティモールは事実上の内戦状態に陥っ
た。子どもたちは学校に行くことが困難になり教育もたびたび中断された。1975年のインドネシ
ア占領直後の統計によれば、全国に存在した学校は 47 校の小学校に 10,500 人の生徒、2 校の中
等学校に 315 人の生徒がいたに留まっており、高等学校は当時存在しなかったとされている
(Nicolai, 2004)。しかし、ポルトガルの教育政策とは対照的にインドネシアは国内の治安が回復す
る前から教育の拡大に力を入れた。前述したようにポルトガルはリウライに特権を与える間接統
治に教育を利用したため、教育はリウライに関係する一部のエリートのみに対して提供された。
インドネシアも占領統治に教育を利用したことはポルトガルと同様であるが、インドネシアの場
合には教育を通してインドネシア語及びインドネシアとしてのアイデンティティを東ティモール
人に広く植え付ける同化政策を採用したことから教育の提供を一般の東ティモール人に拡大する
必要があった。そこで、インドネシア政府は 1975 年の占領直後から積極的に教育システムの整
備を開始したのである。 
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 インドネシアによる占領後は、ポルトガルによるそれまでのカリキュラムや教育システム、そ
してポルトガル語が全て廃止され、それに代わってインドネシアの教育システムが取り入れられ
た。インドネシアの教育システムは以下に示す通り、まず就学前教育が 5 歳から 6 歳を対象とし
ており、その後 7歳から 6年間の初等教育が始まる。中等教育では 3年間の普通科と専門科に分
かれ、普通科を卒業した生徒はさらに 3 年間の普通高等教育あるいは高等専門学校に進学するこ
とができる。大学では 3 年間の職業能力学校あるいは同じく 3 年間の短期大学、4 年間の普通大
学、そして修士課程及び博士課程へと続いていく。インドネシアは国内の教育システムに従いな
がら、東ティモールにおいても徐々に同一の教育システムを拡大させていった。 
 
図 18：インドネシアの教育システム 
 
(出所) Pedersen, J. and Arneberg, M. 1999より筆者加筆 
 
1970年代から 1980年代初頭にかけてインドネシア政府はまず小学校と中学校の建設を広く行
い、初等・中等教育の普及を目指した。その結果、1975年以降のインドネシアと東ティモール独
立派との紛争によって崩壊していた教育状況は 1980 年にはポルトガル統治時代の規模にまで戻
り、小学校は 293校で 68,709人、中学校は 19校で 2,474人を記録した。特に中等学校の入学者
数の増加は著しく、1979年には入学者数は 196名であったのに対して翌年の 1980年には 2,121
名にまで増加した(Provincial Government of Timor Timur, 1993)。 
そして、正常化・統合期間に入る直前の 1984年からは教育の拡大がさらに加速し、1986年ま
でには小学校は 540 校まで増加するとともに約 13 万人が小学校に在学するまでに至った
(Pedersen et al., 1999)。インドネシア政府ティモール県庁発行の統計によれば、1984年から 85
年の 1 年間で小学校は新しく 87 校が建設され、翌年の 1 年間にも 43 校が開校している。また、
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中学校(SMP)の数は初期占領時代から正常化・統合期間にかけて規則的に増加しているものの、
正常化・統合期間に入ってから大規模な中学校が開校した影響で生徒数が 1985年から 1986年に
かけてほぼ 2倍に増加した(Provincial Government of Timor Timur, 1993)。 
 
図 19：初等学校在学生徒数及び小学校数の推移 (1976年-1993年) 
 
(出所) Timor Timur Dalam Anga 1993をもとに筆者作成 
  
図 20：中等学校在学生徒数及び中学校数の推移 (1976年-1993年) 
(出所) Timor Timur Dalam Anga 1993をもとに筆者作成 
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このように、インドネシアの東ティモール占領に伴う最初の 10 年間の紛争の混乱が収まると、
インドネシア政府は同化政策を加速するために教育へのアクセスを急激に拡大させていることが
確認できる。インドネシア占領下での教育は同化政策の中で東ティモールの支配を確立するため
に利用されたという面が大きいが、他方で教育の普及は国内の識字率を大幅に上昇させる成果も
残している。下図に示すように、教育の普及が加速した正常化・統合期間に入った直後の 1986年
を境に識字率が急激に増加しており、今日においても東ティモールではインドネシア語及び公用
語であるテトゥン語に対する一定の識字率を維持している。 
 
図 21：新規識字者数と累積識字者数の推移 (1980年-1992年) 
 
(出所) Timor Timur Dalam Anga 1993をもとに筆者作成 
 
 
5.3.3 インドネシア撤退後の東ティモールの教育状況と復興支援 
 
 1999年 8月の国民投票で東ティモールの独立が決定すると、インドネシアの撤退に伴う大規模
な紛争が発生し、同年 10月から 2002年 5 月に独立するまでの約 2年半の間、UNTAET による
行政統治が始まった。国民投票後から激しくなった暴動や殺害行為及びインドネシア軍の撤退に
伴う大規模な破壊行為によって、UNTAETによる統治が開始されるまでには「東ティモール全土
の 95%の学校は何らかの損害を被っており 5校に 4校は破壊されていた。また、東ティモール人
以外の教師は既に出国しており、教育システムは崩壊しかけていた」とされる(World Bank, 2004)。 
 しかし、その他の資料からは国民投票が始まる以前から教育の問題が深刻化していたことが分
かる。国民投票に向けた国内の緊張の高まりから多くの子どもたちは学校を欠席するようになり、
1999年初頭には既にインドネシア人教師が東ティモールを離れ始めていた(Nicolai, 2004)。また、
学校内の治安も極度に悪化しており、ある県では生徒による教師への暴行やナイフを使用した脅
迫及び教師の家への投石などの暴力行為が行われていたという報告もある(Odling, 1999)。このよ
0 
100,000 
200,000 
300,000 
400,000 
500,000 
600,000 
700,000 
800,000 
900,000 
人
数
学校年度
非識字撲滅者数 累積数
インドネシア占領の初期紛争期
(1975-1984)
正常化・統合期間 (1985-1998)
 60 
 
うな状況を考慮すれば、1999年初頭の時点において東ティモールの教育システムは実質的に崩壊
していたと考えられる。そして、国民投票直後に始まった 1999/2000学校年度の 1年間は大規模
な紛争のために学校を開くことができず全国で休校を余儀なくされた。 
 世界銀行によれば、1998/99 年度において小学校は全国で 788 校あったが、紛争後の 2000/01
年度までに再開できたのは 707校に留まっており、紛争による負の影響が垣間見られる23。 
 
表 15：小学校数及び小学生数の推移 (1997/98年度－2002/03年度)  
 
(注)  1997/98年度及び 1998/99年度はインドネシア統治時代ではあるが参考データとして記載した。 
(出所) World Bank 2004をもとに筆者作成 
 
また、紛争前の東ティモールでは多くの学校教師がインドネシア人であり、インドネシアの撤
退によってインドネシア人教師も帰国した結果、紛争後の東ティモールでは教師の不足が顕著に
なった。教師数は紛争前と比べて紛争後の 2000/01 年度では半数以下にまで減少しており、紛争
による負の影響が大きいことが分かる。しかし他方で、初等教育在学生数については紛争前後で
増加傾向を示している。学生数は 1998/99 年度が 16 万 7000 人であったのに対して紛争後の
2000/01 年度には 18 万 5180 人に増加しており、1999 年の紛争は生徒数の観点では影響がある
わけではないようである。ただし、1999年の紛争によって東ティモール全人口の 3分 1が西ティ
モールに避難しているとも言われていることを考えれば、2000 年度/01 年度以降の初等教育の学
生数は実際には記録よりも低かった可能性は否定できない。また、学生数は在学生数を示してい
ると推測されることも注意が必要である。在学生(Enrolled students)は学校に公式に登録されて
いる学生であるが、彼らが日常的に学校に出席しているか否か(School attendance)は在学生数か
らでは判断ができない。紛争状態など特殊な状況にある場合には多くの子どもたちは学校を長期
に欠席する傾向が強いが、それが直ちに退学を意味するわけではないため、実際に学校に日常的
に通っている学生数は在学生数に比べて低い可能性があり、それが事実であれば 1999 年の紛争
は学生数に対しても負の影響を与えていたと言える。なお、仮に学生数の増加が正確である場合
には教師数の著しい減少と関連して生徒一人当たり教師数が 25 人(1998/99 年度)から 62 人
(2000/01年度)に劇的に増加していることになり、その場合には教育の質の問題が相当に深刻であ
ったということになる。 
1998/99 年度から 2002/03 年度までの初等・中等・高等教育の純就学率は下図に示すとおりで
ある。インドネシア撤退前の 1998/99 年度から 1999 年の紛争期間にわたって純就学率に大きな
                                                   
23 多くの学校が破壊されたにも関わらず紛争終結から 2年後に 707校を開校するまでに至ったのは 2年間の教育
復興への集中的な国際援助と東ティモール人教育者による献身的な努力があったことが挙げられている(世界銀行、
2004)。 
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変化はない24。しかし、2000/01 年度の初等教育純就学率はその前年までと比較して 15%の増加
があることから、インドネシア撤退前の 1998/99 年度と比べて紛争後は適齢人口に対してより多
くの子どもたちが学校に在学していることが分かる。従って、東ティモールの紛争では教育の質
などの問題は深刻であると推測できるが、子どもたちは比較的早期に学校へ帰還することができ
たと考えられる。 
ただし、これらの点についても上述した学生数の場合と同様の問題があり得る。また、それに
加えて当該純就学率の計算には TLSS200125及び MICS200226のサンプル調査データを使用して
いるため西ティモールに避難した難民の人口を除いた東ティモール国内の人口のみの純就学率で
ある可能性が考えられる。その場合には純就学率は前年度と同様だとしても学生数及び人口数は
大きく変化している可能性があること、そして西ティモールに避難した難民が現地の学校に在学
しているか否かを考慮に入れた場合には純就学率は著しく低下する可能性があることには注意を
要する。 
 
図 22：初等・中等・高等教育の純就学率(NER)の推移 (1998/99年度-2002/03年度) 
 
(注)  1998/99年度はインドネシア統治時代ではあるが参考データとして記載した。 
(出所) World Bank 2004をもとに筆者作成 
 
 
 また、1999年の紛争直後から多くの難民が西ティモールへと逃れたが、これらの難民の子ども
たちも教育を受けられないなどの負の影響を受けていたと考えられる。インドネシア政府と国連
機関は難民の流入と共に、水や食料、シェルター等の基本的ニーズの支援を開始したが、教育は
後段階の支援として政府、NGO及び他の国連機関から重要視されなかった(Nicolai, 2004)。教育
                                                   
24 1999/00年度は学校が再開されていないので前年度までに在学していた者は 1999/00年度も在学していると見
做している可能性が高い。 
25 Timor-Leste Living Standard Measurement Survey 
26 Multiple Indicator Cluster Survey 
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支援が後段階の支援として重要視されなかったのは、当初多くの者が難民は比較的早期に東ティ
モールへ帰還すると予測していたことによる。しかし、難民が民兵から妨害され、長期間キャン
プに留まることを余儀なくされたためにこの予測は外れ、その結果、難民の子どもの大部分は学
校へ通うはずであった１年間を無駄に過ごし、青年はキャンプでの無意味な生活から不法行為を
多々引き起こした。 
 インドネシア政府は表向きには、多くの難民の子どもたちに対して 3 段階の教育支援を提示し
ていた。すなわち、第 1 段階として、キャパシティがある限り難民の子どもたちは現地の小学校
へ組み込まれる。第 2 段階は、難民の数が多い場合には難民の子どものために午後の授業を開設
する。そして、最終段階は、第 1 及び第 2 段階がまだ適用されない難民の子どもたちのために、
難民キャンプ内にテントスクールを開設することであった。 
 しかし、実際にはインドネシア政府の動きは極端に遅かった。難民の帰還が始まった後の 1999
年暮れにも約 3万 7500人の学齢期の難民が西ティモールに留まっていたが、2000年中旬の時点
で現地学校に編入できたのは、その内のわずか 7,528人（小学校）、2,727人（中学校）、1,380人
（高校）にすぎなかった。つまり、その時点において約 1 万 5,000人から 2 万人の初等教育学齢
期の子どもたちが正規学校への編入を必要としていたことになる。 
 
5.3.4 東ティモール独立後の教育政策と状況 
 
 東ティモールが 2002 年 8 月に正式に独立を果たすと、国際支援のもと東ティモールの教育シ
ステムの再構築が進んだ。2002年には国家開発計画(Naitonal Development Plan)が策定され、
2007 年までの 5 年間を開発計画期間として教育を貧困削減と国家の発展の基本的柱と位置付け
た。さらに国家開発計画では教育に関して全人口の教育状況を改善することを目標の一つとして
設定し、教育のアクセスや質の改善、教育運営能力の向上、ノンフォーマル教育と成人識字能力
の向上等の 7つの項目を主用な領域とした。 
国家開発計画に基づき、2005年には国家教育政策 2005年-2009年 (National Education Policy 
2005-2009)が策定され、教育のアクセス及び質の拡大のほかカリキュラムの策定や教師の質の向
上など具体的な戦略的優先事項と評価指標を決定した。また、初等教育入学年齢を 6歳に設定し、
初等教育 1学年から 9学年までを基礎教育(Basic Education)として義務教育化と無償化を再確認
している(Republica Democratica De Timor-Leste Miniserio Da Educacao, Cultura, Juventude 
E Desporto, 2005)。 
その後 2007 年には国家教育政策 2007 年-2012 年が新たに策定され、2020 年までに全ての東
ティモール人に対して教育を普及させることをビジョンとしながら、今日まで続く新たな教育シ
ステムを導入している(Democratic Republic of Timor-Leste Ministry of Education, 2007)。さら
に同年には初等教育の全学年を対象とした新しい教育カリキュラムが施行され、子ども主体(child 
centered)の教授法が導入された。ただし、教育カリキュラムの目標と当時の学校教師の実力には
大きな差があったと指摘されており、それが東ティモールのその後の純入学率の低さにつながっ
たと考えられている(Plan and UNICEF, 2009)。 
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図 23：2007年に導入された東ティモールの教育システム 
 
(出所) Democratic Republic of Timor-Leste Ministry of Education, 
2008/09をもとに筆者作成 
 
東ティモールの独立から 2015 年度までの小学校数、教師数及び小学校生数の推移は下表に示
したとおりである。2004/05年度から 2011年度までは小学校数、教師数及び小学生数共に安定し
て増加を続けている。学生数の増加に伴って教師数も適切に増加されており、教師一人当たりの
学生数は 2008/09 年度以降は教育政策ガイドラインに定められている 30 人を概ね守っていると
言えるが、教師のなかにはボランティア教師などの教員免許を持たない教員が多く配置されてい
るため、教師の質に関する問題が今日に至るまで課題とされており、明確な教員資格の設定や正
規教員の適切な補充など教員の質改善のための施策の実施が急務となっている。 
2012年度以降は小学校数、教師数及び小学生数の推移にあまり変化が見られなくなり、在学中
の学生数は 2013 年度をピークとして減少に転じている。学生数の減少に対する直接的な要因は
低い純入学率にあり、2015年度の初等教育 1年生の純入学率は 32.7%に留まっている。なお、小
学生数は 2002/03年度から 2004/05年度にかけて大きく減少しているが、この理由は現在のとこ
ろ不明である。ただし、2002/03 年度のデータは世銀が旧教育青少年文化スポーツ省から得たデ
ータを使用しているのに対して 2004/05年度以降は教育省のEMISデータを使用していることか
ら、データの収集方法が異なっている可能性はある。また、設置されて間もない初期の EMISは
データ収集手法が完成しておらず 2008/09 年度以降に比べて取りこぼした学生が多数いると推測
されており、実際の学生数よりも低く表示されている可能性があることには注意を要する。 
 64 
 
表 16：小学校数及び小学生数の推移 (2002年度－2015年度)  
 
(注 1)  2002年データは参考情報としてWorld Bank 2004より抜粋。 
(注 2)  2003/04年度は参照可能データが存在しないため空白になっている。 
(注 3)  2010年より学校年度の開始日が変更され 1月 1日から 12月 31日までとなった。 
(出所) Ministerio Da Educacao, National Education Strategic Plan (NESP) 2011-2030及び EMISデータをも
とに筆者作成 
 
東ティモールが独立した 2002/03 年度から 2015 年度までの各教育レベルの純就学率の推移は
下図に示すとおりである。初等教育の純就学率は 2004/05年度には 67%であったのに対して 2011
年度には 97%に達しており、初等教育へのアクセスの拡大は独立後から大きく改善されてきたこ
とが分かる。しかし、純入学率の低下とそれに伴う小学生数の低下によって 2012 年度以降の純
就学率は減少傾向にある。その一方で中等・高等教育の純就学率は、初等教育に比べて相当低い
ものの、2015年現在に至るまで増加傾向を維持している。初等教育の純就学率の減少が将来にお
いて徐々に中等・高等教育の純就学率に影響を与えていくと予想されるが、その連鎖を断ち切る
初等教育の純入学率の改善が急がれる。 
 
図 24：初等・中等・高等教育の純就学率(NER)の推移 (2002/03年度-2015年度) 
(注 1)  2002年度はWorld Bank 2004の MICS2002データによって推定された NERを参考として記載した。 
(注 2)  2003/04年度は全ての教育レベルでデータなし。高等教育は 2002/03年度－2005/06年度までデータなし。 
(注 3)  2010年より学校年度の開始日が変更され 1月 1日から 12月 31日までとなった。 
(出所) EMISデータをもとに筆者作成 
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なお、初等教育の純就学率が小学生数の場合と同じく 2002/03年度から 2004/05年度にかけて
大きく減少しているが、小学生数の箇所で述べたデータ収集手法や EMISデータの正確性の問題
がここでも同様に当てはまる。 
また、東ティモールでは教育言語も教育政策と密接に関係する重要な事項である。東ティモー
ルではポルトガル統治時代の少数エリートへの教育がポルトガル語で行われ、その後のインドネ
シア占領下では広くインドネシア語による教育が行われていた。東ティモール独立後は公用語が
ポルトガル語とテトゥン語になったが、東ティモールではポルトガル語を使用できる者はそもそ
も少なく、また各県や地域に土着の言語が合計で 16言語ほど存在するため、東ティモール人の多
くはテトゥン語あるいは土着言語を日常会話に使用している。このような状況に呼応するように
識字率についてもポルトガル語は 2004 年時点で 14%程度に留まっている。それに対してインド
ネシア占領下で広く拡大されたインドネシア語は 43％、またインドネシア語と同じアルファベッ
トを使用するテトゥン語の識字率も 46%程度あり、ポルトガル語と比較して優位な位置を占めて
いる。 
 
図 25：言語ごとの識字率(10歳以上)の推移 (2004年及び 2010年) 
 
(出所) Timor-Leste Education for All 2015 National Review Report をもとに筆者作成 
 
しかし、東ティモール教育省は 2006 年制定の法令によってポルトガル語の地位を高める政策
に舵を切り、学校での第一教授言語をポルトガル語に設定するとともに、テトゥン語は口述言語
として補助的に使用するに留める教育言語政策を採用した(Plan and UNICEF, 2009)。東ティモ
ールの使用言語の現状と合致しないこの教育言語政策はその後の識字率の低迷を招くことになっ
た。2010年における識字率はポルトガル語が 2004年と比較して約 2倍の 26%にまで上昇したも
のの依然として社会で機能し得る言語というには程遠い。他方で、実際社会において使用されて
いるテトゥン語についても識字率は 2010 年時点で 60%に満たず、教育言語政策がうまく機能し
ていないことを露呈する結果となっている。 
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5.4. 外国統治時代の紛争と教育状況の関係 
 
 先行研究の章において概観したように、紛争が教育効果に負の影響を及ぼすことは過去の研究
においても明らかになっており、その負の影響の効果は紛争を経験した子どもたちに対して長期
的に持続する可能性があることが分かっている。前節でみたように東ティモールにおける外国に
よる統治と教育の関係は、ポルトガル政府が教育の普及を始めた 1960 年代の 10 年間、その後
1975年からのインドネシアによる占領に伴う紛争あるいは混乱期間である 10年間、1985年以降
の正常化・統合期間と教育普及の拡大の期間、そして 1999 年の東ティモール独立に伴う紛争と
その後 2002 年に独立を果たすまでの混乱期間の 4 つに大きく分けられる。本節では、東ティモ
ールという文脈における紛争と教育状況の関係を全般的に把握することを目的として、まず、最
初の 3 つの期間における教育効果の変遷を比較することで特にインドネシア占領初期の紛争と教
育効果の関係がどのようなものであったのかを概観する。そして、そこから見出される紛争と教
育効果の関係を基礎として次章において 1999 年の紛争を事例とした学校効果に対する紛争の長
期的影響を分析していく。 
本節ではまず、これまでに行われた主要な社会調査データから出生コーホートごとの最終教育
レベルを集計することによって各年出生コーホートの修了率を計算し、それらの出生コーホート
の年代における紛争状況や教育政策状況を鑑みることによって初等・中等学校の修了率がどのよ
うに変動しているのかを考えてみる。 
まず、下図に示すように 2010 年に東ティモール全土を対象に行われた Demographic and 
Health Survey (DHS)のデータを使用して、初等教育及び中等教育の重みづけをした修了率を出
生コーホートごとに算出し、そこに各期間の説明を加えた推移グラフを作成した。 
ただし、2010年の DHSデータでは、1993年出生コーホート以降に誕生した若者たちが 2010
年度において未だ小学校あるいは中学校に在学中で卒業しておらず、在学中の学生数は出生コー
ホートが遅いほど多くなるため、1993 年以降の出生コーホートの修了率は急激に低下している。
従って、2010 年の DHS データからは 1993 年出生コーホートまでを正確に表示できる修了率と
してグラフに表示したが、それ以降の修了率については誤解を招く恐れがあることから推移グラ
フには表示していない。また、推移グラフはその年度の修了率を表示しているわけではなく、そ
の年に生まれたグループ（出生コーホート）の 2010 年時点における修了率を表していることに
は注意を要する。ある出生コーホートに属する者は 2010 年に至るまでの間のどこかの時点で初
等教育あるいは中等教育を修了した（または未だ修了していない）わけであり、仮にその者が紛
争終結後や独立後の安定した時期に小学校や中学校に通い直して卒業した場合には紛争によって
卒業が遅れたとしてもその影響はグラフには反映されない。しかし多くの者にとっては、初等中
等教育の修了の可否は生後から青年に至るまでの間に起こった社会事象によって影響を受けると
考えられることから、全体的な状況の比較という観点からは出生コーホートによる比較は意味の
あるものだと考える。 
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図 26：出生コーホートごとの初等中等学校修了率の推移１ (1929年-1995年) 
 
(出所) Demographic and Health Survey (DHS) Survey 2009/2010データより筆者作成 
 
DHS データを使用した修了率の推移グラフからはポルトガルが教育投資の拡大を始めた 1960
年生まれのコーホートから初等教育及び中等教育の双方の修了率が急激に上昇していることが分
かる。しかし、1969年出生コーホートあたりから初等教育と中等教育の修了率の差が徐々に開き
始め、インドネシア占領初期の紛争時代(1975 年-1985 年の出生コーホート)にその差がピークに
達する。そして、その後の正常化・統合期間が始まる 1985年出生コーホートあたりからは再び初
等教育と中等教育の修了率の差は小さくなっている。また、インドネシアが占領を始めた 1975年
出生コーホート頃からは初等中等教育の双方で修了率の増加が伸び悩み始めているが、正常化・
統合期間が始まる 1985年出生コーホートからは再び増加傾向に戻っている。 
初等教育と中等教育の修了率の差が開き始めた 1969 年出生コーホートは、その 6 年後である
1975年に初等教育入学適齢年齢に達するグループであり、それはちょうどインドネシアが東ティ
モールの占領を始めた年と重なる。その後の 10 年間は東ティモール内での紛争が激しい期間で
あり、それに伴って 1969 年以降の出生コーホートの初等・中等教育の修了率の差も大きくなっ
ている。他方で、インドネシア占領初期の紛争期が終わる 1985 年前後の出生コーホートにおい
ても依然として修了率に差がみられることは興味深い。実際に彼らが小学校に入学するのは、そ
の 7 年後である 1992 年なのであるが、その時期は既に正常化・統合期間の中期に至っており東
ティモール国内の治安は比較的安定している頃である。これらの結果からは、東ティモールの子
どもたちが初等教育適齢年齢だけでなく、それ以前の年齢の間に紛争が発生した場合でもその後
の中等学校の修了率に負の影響を及ぼす可能性があると考えることができる。無論、インドネシ
ア政府が中等教育よりも初等教育の普及に力を入れていたのは事実であり、占領当初は小学校数
に比べて中学校数はずっと低かったことが修了率を落とす要因の一つであると考えられるが、推
移グラフが 2010 年時における修了率であることから紛争期間に出生したコーホートあるいは紛
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争期間に初等教育適齢年齢であったコーホートはその後の何十年かの人生において中等学校を修
了する可能性が低かったことを意味しており、紛争が中等教育の修了に対して長期的な負の影響
を与えていると言える。また、インドネシアによる占領直後の紛争期間においてインドネシア政
府が中等教育の拡大を達成することができなかったのは、紛争期間中にその余裕がなかったとも
推測され、その場合には中学校数が少ないことそのものが紛争による負の影響の結果であるとも
言える。 
 本研究では 2007年に行われた Living Standards Measurement Survey (LSMS)データを利用
して同様に出生コーホートごとの修了率の推移も算出してみたが、下図に示すとおり当該データ
においても上述の結果とほぼ同様の結果が得られた。 
 
図 27：出生コーホートごとの初等中等学校修了率の推移２ (1929年-1985年) 
 
(出所) Living Standards Measurement Survey (LSMS) 2007データより筆者作成 
 
 また、小学校及び中学校の卒業生数の推移からも紛争の影響が垣間見られる。下図はインドネ
シアが占領を開始した直後の 1976 年度から 1993 年度までの小学校と中学校の卒業生数の推移
を表している。小学校の方が卒業生数の増加量は高いものの、小中学校の双方とも初期紛争期間
中の 1979 年度から卒業生は増加傾向にあるが、その後小学校は正常化・統合期間に入った後の
1986年度から、また中学校は 1988年度から卒業生数の減少が始まっている。卒業生数の減少が
始まった学校年度は初期紛争期間が修了した後の正常化・統合期間ではあるが、その年度に卒業
する最小年齢（全学年において留年なしで進級した場合の年齢）の学生は小学校では 1974 年出
生コーホート、中学校では 1973 年出生コーホートであり、インドネシアによる占領が始まる直
前である。つまり、インドネシアによる占領が始まる直前までに出生した者が多く含まれると推
測される 1978年度から 1986年度（小学校）あるいは 1988年度（中学校）までの卒業生数は一
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貫して増加傾向にあるものの、インドネシア占領後の紛争期間に出生した世代が多く含まれると
推測される 1986年度（小学校）あるいは 1988年度（中学校）以降の卒業生数は減少傾向に転じ
ていることになる。 
これらの状況を鑑みると、学生の出生年度が紛争期間以前であるか、以後であるかという差は
そのコーホートが後に卒業するであろう学校年度における卒業生数の推移に変化をもたらしてい
る可能性があると言える。もちろん留年を経験した学生も多数いるであろうことから実際にはイ
ンドネシア占領前に出生したコーホートの学生たちも 1986 年度あるいは 1988 年度以降の卒業
生数に多数含まれると考えられる。しかし、そうだとしても、1986年度（小学校）あるいは 1988
年度（中学校）以降の卒業生数はほぼすべての年度で減少傾向にあり、インドネシア占領前の出
生コーホートの留年数が含まれている場合には、なおさら紛争期間の出生コーホートの卒業生数
は少ないということになる。このように東ティモールの卒業生数の推移からは、小中学校の就学
適齢年齢に関わらず、紛争は生徒が出生したときから既にその後の教育効果に負の影響を与えて
いる可能性が考えられる。 
 
図 28：小学校及び中学校の卒業生数の推移 (1976年-1993年) 
 
(出所) Provincial Government of Timor Timur, 1993をもとに筆者作成 
 
 
5.5. 小括 
 
 本章では、1500年代から始まる東ティモールの紛争の歴史を振り返るとともに各時代における
宗主国の支配体制を支える教育政策の変遷を概観した。また、2002年に独立を果たすまでに再び
経験した 1999 年の紛争とその前後の教育状況及び独立後から現在に至るまでの教育政策と現状
を俯瞰した。ポルトガル植民地時代における少数エリート教育により東ティモールの教育の普及
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は近代に至るまで大きく遅れを取っていた。その後のインドネシア占領下では教育が同化政策に
利用されたことから、当該教育の目的の是非は別として教育へのアクセスが飛躍的に拡大した。
2002年に東ティモールが独立を果たしたことによって、ようやく教育政策は本来の目的のもとに
再構築されることとなり教育状況も全般的に改善してきたが、現在に至っても東ティモール政府
の教育政策は過去の外国による教育政策の負の遺産に影響を受けるなどの弊害もあり、今日に至
るまで教育に対する国際的な支援が必要となっている。 
さらに本章では外国統治時代に経験した紛争がその後の教育の効果に対してどのような影響を
与えているのかを入手可能なデータから推測した。その結果、特にインドネシアが占領した後の
10 年間にわたる紛争及び暴力が蔓延していた期間に出生した子どもたちは初等教育に比べて中
等教育の修了率が低くなることが分かった。また、初等及び中等教育の双方ともインドネシアに
よる占領直前に出生した子どもたちが本来初等・中等学校を卒業するであろう年度から卒業生数
が減少していることも分かり、インドネシアの占領による紛争が教育に対して何らかの負の影響
を及ぼしている可能性があると言える。この点、従来の研究からは、紛争期間に初等教育就学年
齢であった子どもの紛争経験は初等教育修了の有無に負の影響を与えるという結果が報告されて
いるが、東ティモールの事例では紛争期間に初等教育就学年齢以下であったとしても紛争発生時
に既に出生している場合には、紛争がその後の初等中等教育の就学及び修了に負の影響を与えて
いる可能性があることは注目に値する。 
 これらの関係を踏まえて次章では、東ティモール独立の国民投票に伴って発生した 1999 年の
紛争を事例として、2002年に独立を果たすまでの紛争混乱期間中あるいはそれ以前に出生した生
徒あるいは建設された学校の紛争経験が、当該期間に出生した子どもたちが中等学校を卒業する
年度となる 2015 年における中等学校最終学力試験の成績にどのような影響を与えるのかを定量
的に分析していく。 
 
 
  
 71 
 
6. 東ティモールの紛争が学校効果に与える影響 
 
 前章では東ティモールにおける紛争の歴史と教育政策の変遷、そして紛争に関連した歴史的な
事象と教育がどのような関係であるのかを概観した。本章では、東ティモールの紛争が実際に生
徒の教育効果及び学校効果メカニズムにどのような影響を及ぼしているのかを探ることを目的と
して、東ティモールの 1999 年紛争と 2015 年時点の EMIS データ及び全国学力試験のデータを
使用した量的分析を行う。 
まず、次節において本分析における研究課題と分析のフレームワークを説明し、第 2 節におい
て本分析で使用するマルチレベル・モデル及び尤度比検定についての簡単な解説を行う。また、
本研究では EMISデータと全国学力試験データを手作業で結合するため、第 3節においてそれぞ
れのデータの説明を行った後に両データ結合の詳細な手順を示す。その後、第 4 節では本分析で
使用する紛争経験変数の概念と生成手順を説明する。第 5 節では本分析に使用する変数の選択と
記述統計量を示すとともに、紛争変数と学力試験結果や個人及び学校変数と学力試験結果など
様々な角度からの検定統計量及び単回帰分析結果を示しながら東ティモールの教育と紛争の関係
を概観する。その後、第 6 節（紛争経験の有無）及び第 7 節（紛争経験期間）において紛争経験
の学校効果に対する影響についてのマルチレベル・モデルによる定量分析結果を示し、その結果
の考察を行う。そして最後に第 8節において本分析の限界を述べる。 
 
 
6.1. 研究課題と分析のフレームワーク 
 
本章で行う分析では、具体的な分析の課題として以下の 3 つの課題を設定する。すなわち、①
過去に紛争があった国家としての東ティモールにおける教育効果は、2015年現在ではどのような
要因によって説明されるのか、②1999年の紛争から 2002年に独立を果たすまでの紛争後復興期
までの経験（本稿では紛争混乱期間）は生徒の学力試験結果（教育効果）に対してどのような影
響を及ぼすのか、③紛争混乱期間の経験の有無や程度は教育効果を決定する他の説明要因とどの
ように結びつき影響を及ぼしていくのか、の 3つを分析上の課題と位置づける。 
紛争という要因が既存の学校効果のフレームワークにおいてどのように配置されるかは紛争の
形態や長さとともに学校効果と紛争との時間的な関係によっても異なってくる。紛争中や紛争直
後における学校効果の場合には、紛争による直接的な破壊状況や人々が受けた物理的な危害等の
大きさが紛争を測る変数として関わってくる。これに対して、紛争が終結してから相当期間経過
した後の学校効果に対する紛争の影響を考える場合には、対象とする学年や教育レベルに紛争を
経験していない世代が混ざってくるために、紛争の経験の有無そのものが変数として学校効果の
フレームワークに投入されることになる。本稿では 1999年の紛争が 2015年時点における学校効
果にどのような影響を与えるかを考えるものであり後者の場合に該当するため、過去の紛争の経
験が現在の学校効果にどのような影響を与えるのかを考えることとなる。 
また、紛争を経験する対象は生徒個人のほか、生徒の家族、教師、そして学校も対象となり得
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るが、どれを対象とするかによって学校効果研究における紛争の意味や教育に関する政策的含意
は異なってくる。例えば、生徒個人の紛争経験が教育効果に対して負の影響を与える場合には学
校としては既存の学校運営のなかで紛争経験者という需要側の特別のニーズに対してどのような
対応を取るべきかを考えることになる。その反面、教師や学校の紛争経験の場合には、生徒が紛
争を経験しているか否かに関わらず教師が受け持つ生徒全体あるいは学校内の生徒全体に対する
影響を考えることとなり、紛争という観点から学校の供給側の態勢をいかに整備していくかを議
論することになる。 
この点、本稿では生徒個人の経験と学校の経験の両者を紛争変数として既存の学校効果のフレ
ームワークに投入する。ただし、本稿での分析で教育効果として使用する 2015 年時点の学力試
験は 1999 年に紛争が終結してから相当の期間が経過しており、その間に東ティモールの教育シ
ステムや学校運営は改善されてきたことから、生徒の教育効果に対する学校の紛争経験による影
響は薄められている可能性が高い。これに対して、就学年齢やそれ以前の年齢における個人の紛
争経験の場合、その子どもが就学年齢において受ける教育の機会や効果は当該紛争によって損な
われる可能性が高く、その結果が連鎖的に後の教育においても負の影響を与えやすくなる。その
ため、2015年においても生徒の教育効果に対する個人の紛争経験の影響は色濃く残っている可能
性がある。本稿ではこれらの比較を含め、紛争経験が教育効果（学力試験結果）に対してどのよ
うな効果を持つのか、そしてその効果は教師・学校に関する変数あるいは個人に関する変数によ
ってどのように変化するのかを考察する。 
 
図 29：東ティモールにおける紛争と学校効果のフレームワーク 
 
(出所) 筆者作成 
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 これらを基にして考えると本稿における分析のフレームワークは上図のように示すことができ
る。分析フレームワークでは、生徒、家庭、教師・学校の各特徴及び紛争経験が生徒の学力試験
結果に及ぼす直接的な効果のほか、学力試験結果に対する各特徴間あるいは紛争経験と各特徴の
交互作用も矢印で示している。本稿では、フレームワークの図中で太線によって示している各特
徴及び紛争経験の直接的な効果と、教師・学校の特徴と個人の紛争経験の交互作用及び学校の紛
争経験と個人の特徴の交互作用の効果を分析の対象に設定してそれぞれ分析モデルを構築する。 
 
 
6.2. 分析手法 
 
6.2.1 マルチレベル・モデル 
 
本稿では分析手法としてマルチレベル・モデルを用いて紛争が学校効果に及ぼす影響を推定す
る。そこで、具体的な分析に入る前に本項においてマルチレベル・モデルの一般的な概要を説明
する。 
通常、社会調査のための量的データには何らかのまとまりが存在する。教育データには生徒個
人の情報のほか、教室・教師の情報、学校の情報、地域の情報等の階層（まとまり）が存在する
し、医療データであれば、患者個人の情報、病院特性の情報、医療圏の情報等の階層が存在する。
また国際比較が可能なデータにおいては国家そのものが一つの階層を生成している。このような
データでは、下位の階層の情報は上位の階層の情報によってまとめられ、同一の上位階層情報を
共有することになる。 
このようなデータではまとまりごとに差があるのか、もし差があるとすればその差はどのよう
な要因によって説明されるのかを知ることが重要となってくる。例えば、教育データを例にとっ
た場合、学校ごとに教育効果（教育のアウトプット）に差があるのか、差があるとすればそれは
学校のどのような違いによって生じているのかが問題となる。それは学校設備の違いによって生
じているのかもしれないし、学校運営システムの違い、あるいは教師と生徒の割合の違いによっ
ているのかもしれない。さらに、そのような学校の違いが教育効果の差を説明しているとしても、
その説明の大きさ（影響の大きさ）はまた学校ごとに異なる可能性もある。 
しかしながら、これまで伝統的に行われてきた最小二乗法による OLS回帰分析は階層が存在す
るこのようなデータを分析することには適していなかった。本項では、主に筒井・不破の論文や
ローデンブッシュらの著書などを参考として本稿の分析で必要な情報を付け加えながらマルチレ
ベル・モデルが通常の OLS回帰分析とどう異なるのか、そして教育データを分析するについてど
のような利益があるのかを説明していく27。まず、通常の OLS回帰分析は、データの階層を考慮
せず単純な式のみで変数の説明を試みるものであるが、その前提として標本間の独立が担保され
ていることが条件となる。しかしながら、上述したように教育データでは教室・学校・地域の階
                                                   
27 詳しくは、筒井純也・不破麻紀子、2008年「マルチレベル・モデルの考え方と実践」理論と方法、数理社会
学会、Raudenbush, S. W. and Bryk, A. S. 2002. Hierarchical Linear Models: Applications and Data Analysis 
Methods Second Edition, Thousand Oaks, CA, Sage Publications を参照。 
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層ごとにまとまりを持っていることが想定されており、まずこの前提が成り立たない。また、仮
にその前提条件を緩く解釈するとしても、モデルの切片及び傾きの両側面から学校ごとの差を確
認することや、その差を説明する 2 つ以上の要因を特定してさらにそれらの各要因が教育効果に
与える影響の大きさを推定することなどは OLS 回帰分析では難しい。従来の OLS分析では、学
校ごとの差を確認したい場合には学校ごとにダミー変数を投入し、その差を説明する要因の特定
にはダミー変数と他の説明変数との交互作用項を作成することでグループごとの差を確認してき
た。しかし、これらの手法による場合、まず差を確認する学校の数だけダミー変数及び交互作用
項を投入する必要があり、学校数が多い場合にはその解釈はほぼ不可能となる。また、ダミー変
数との交互作用項ではその学校に関する変数の傾きが異なるかを測ることはできるが、学校に関
する変数が 2 つ以上の場合には 3 変数以上による交互作用項を作る必要があり解釈がさらに困難
となる。また、この手法では、学校の差を説明する要因が各学校の切片や傾きの分散をどの程度
吸収するかは分からないままであった。 
この点、マルチレベル・モデルではこれらを同時に分析することが可能であり、近年様々な分
野において利用される分析モデルとなってきている。以下ではマルチレベル・モデルの概念につ
いて教育データを例に簡単に説明する。一般的な OLS回帰分析では推定モデルは以下のような式
を用いる。 
 
𝑌 =  𝛽0 + 𝛽1𝑥 +  𝜀 
 
 まず、𝑌は生徒の教育のアウトプット（ここでは試験の点数とする）という被説明変数であり、
それを説明するための変数がｘである。そしてｘの係数が𝛽1、切片が𝛽0であり、それに誤差項𝜀が
加わる。上述したように OLS回帰分析は階層を考慮していないため、上述の式の各係数がさらに
内部で展開するようなことはない。変数が多くなる場合には𝛽2, 𝛽3とモデル式の中に単純に追加
されていく。これに対してマルチレベル・モデルの場合、上述の式は以下のように変化する。 
 
𝑌𝑖𝑗 =  𝛽0𝑗 + 𝛽1𝑗𝑥𝑖𝑗 + 𝜀𝑖𝑗 
 
ここで iは個人（生徒）を表し、jは学校を表している。上述の式は個人レベルの式のみを記述
しているので通常の OLS回帰分析のモデルとあまり変わらないが、マルチレベル・モデルでは各
学校 jが学校ごとの分布を持っていると考えるため、各 j学校の係数𝛽0𝑗と𝛽1𝑗にはさらに学校レベ
ルの誤差項を追加することが可能となる。学校レベルの誤差は個人レベルの誤差とともにランダ
ム効果パートを構成し、学校に関する他の情報が追加された（統制された）場合に当該ランダム
効果（学校ごとの分散）がどの程度吸収されるのかを確かめることができる。このランダム効果
を切片(𝛽0𝑗)に投入したモデルは以下のようになる。モデル中の𝛾00は切片の全体平均（全生徒試験
結果の平均）であり、𝜇0𝑗は学校ごとの全体平均からの誤差である。 
 
𝑌𝑖𝑗 =  𝛽0𝑗 + 𝛽1𝑗𝑥𝑖𝑗 + 𝜀𝑖𝑗 
𝛽0𝑗 =  𝛾00 +  𝜇0𝑗 
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上述の式は切片𝛽0𝑗のみにランダム効果が加わった場合であるが、マルチレベル・モデル分析で
は最初に学校ごとに差が存在するか否かを確認するために説明変数を加えない最も単純なヌルモ
デルから始めることが多い。ヌルモデルは以下の式によって表される。 
 
𝑌𝑖𝑗 =  𝛽0𝑗 + 𝜀𝑖𝑗 
𝛽0𝑗 =  𝛾00 +  𝜇0𝑗 
 
ヌルモデルは、まず生徒の試験結果に対してその平均点である𝛽0𝑗及び各生徒の誤差項𝜀𝑖𝑗のみを
投入した式を仮定し、さらに全生徒の平均点𝛽0𝑗を学校ごとの平均点とその誤差項𝜇0𝑗に分けた式
を投入したものである。これをグラフで表すと以下のようになる。 
 
図 30：全体平均とグループ間ごとの平均 
  
(注 1) 縦軸は𝑌𝑖𝑗、実線は全体平均点𝛽0𝑗、点線は各学校の平均点𝛾00を表している。 
(注 2) 本文中に示したヌルモデルの場合、実際にはグラフの横軸が存在せず、全て一点上で説明されるべきでは
あるが、理解を容易にするために便宜上学校のプロットを水平に広げて可視化している。 
(出所) 筆者作成 
 
図中の左側のプロット図は各生徒の試験の点数とその平均点𝛽0𝑗（図中の実線）を示している。
マルチレベル・モデルでは右側のプロット図のように平均点を学校ごと（図中では 2 校）に導出
することで、全体平均点𝛽0𝑗（図中の実線）とともに各学校の平均点𝛾00（図中の点線）を考慮に加
え、全体平均点𝛽0𝑗と各学校の平均点𝛾00との差を分散𝜀𝑖𝑗（グループ間分散）、各学校の平均点𝛾00と
各学校生徒の点数（図中では A学校の生徒は■、B学校の生徒は▲）の差を分散𝜇0𝑗（グループ内
分散）として表すことができる。それによって、各学校の平均点𝛾00と全体の平均点𝛽0𝑗との差の有
意性を確認できるほか、学校の様々な情報を変数として投入することによって分散𝜀𝑖𝑗や分散𝜇0𝑗が
当該情報によってどの程度吸収されるかを分析することが可能となる。 
また、全体の分散（𝜀𝑖𝑗 + 𝜇0𝑗）に対するグループ間分散（𝜇0𝑗）の割合は級内相関（Intraclass 
Correlation: ICC）と呼ばれ、その割合を計算することによってデータ全体のなかで学校ごとの差
異がどれほどの影響力をもっているかを測定できる。級内相関が大きいほど学校レベルを投入す
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る意味が大きくなるが、小さい場合にはその意味が小さくなり通常の OLS分析モデルで事足りる
ということが言える。 
次に、ヌルモデルに個人レベルの変数𝑥𝑖𝑗が投入された最初に示したモデルを考えてみる。 
 
𝑌𝑖𝑗 =  𝛽0𝑗 + 𝛽1𝑗𝑥𝑖𝑗 + 𝜀𝑖𝑗 
𝛽0𝑗 =  𝛾00 +  𝜇0𝑗 
 
このモデルにおけるマルチレベル・モデルの考え方はヌルモデルと同一であるが、ヌルモデル
に説明変数による効果（傾き）が加わった式である。グラフで示す場合には以下のようになる。 
 
図 31：ランダム切片モデル 
  
(注)  縦軸は𝑌𝑖𝑗、横軸は𝑥𝑖𝑗を表している。 
(出所) 筆者作成 
 
説明変数を加えたモデルはヌルモデルに比べてよりフィットしたモデルとなっているが、ラン
ダム効果は切片のみに設定しているため、2 つの学校の間では切片に差があるのみで傾きには差
がない。つまり、変数𝑥𝑖𝑗の試験結果𝑌𝑖𝑗に対する効果𝛽1𝑗は両校において同一であるが、任意の𝑥𝑖𝑗に
おいて両校での平均点𝛽0𝑗には一定の差があるということが分かる。このようなモデルはランダム
切片モデルと呼ばれる。 
それでは次に傾きにもランダム効果を入れてみる。その場合のモデルはランダム切片モデルに
𝛽1のランダム効果を付け加えたモデルになる。 
 
𝑌𝑖𝑗 =  𝛽0𝑗 + 𝛽1𝑗𝑥𝑖𝑗 + 𝜀𝑖𝑗 
𝛽0𝑗 =  𝛾00 +  𝜇0𝑗 
𝛽1𝑗 =  𝛾10 +  𝜇1𝑗 
 
ここでは、𝛽1𝑗が𝛾10と𝜇1𝑗に展開され、上述では同一であった傾きに学校ごとの誤差項（分散𝜇1𝑗）
が加わった。これによって各学校の係数は切片だけでなく傾きにも変化が加わるようになり、さ
らにフィットしたモデルとなる。 
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図 32：ランダム切片・傾きモデル 
  
(注)  縦軸は𝑌𝑖𝑗、横軸は𝑥𝑖𝑗を表している。 
(出所) 筆者作成 
 
 さらに切片・傾きの両ランダム効果にはその階層での説明変数を当てはめることができ、当て
はめた変数が有意であれば当該説明変数は各学校の切片あるいは傾きの差を説明していることに
なる28。上述のランダム切片・傾きモデルに zという学校レベルの変数を投入してみる。すると、
以下のようにランダム効果の部分に学校レベル変数が加わる。 
 
𝑌𝑖𝑗 =  𝛽0𝑗 + 𝛽1𝑗𝑥𝑖𝑗 + 𝜀𝑖𝑗 
𝛽0𝑗 =  𝛾00 + 𝛾01𝑧𝑗 + 𝜇0𝑗 
𝛽1𝑗 =  𝛾10 + 𝛾10𝑧𝑗 + 𝜇1𝑗 
 
上述のランダム傾きの式を個人レベルのモデルに代入すると x 変数𝛽1𝑗𝑥𝑖𝑗は以下の式の括弧内
のように置き換えられ、z変数とx変数との間にはクロスレベル交互作用項𝛾10𝑧𝑗𝑥𝑖𝑗が生成される。
これによって学校レベルでの情報が教育効果に影響する生徒レベルの要素にどのような変化を及
ぼすのかが分かるようになる。 
 
𝑌𝑖𝑗 =  𝛽0𝑗 + (𝛾10𝑥𝑖𝑗 + 𝛾10𝑧𝑗𝑥𝑖𝑗 + 𝜇1𝑗𝑥𝑖𝑗) + 𝜀𝑖𝑗 
𝛽0𝑗 =  𝛾00 + 𝛾01𝑧𝑗 + 𝜇0𝑗 
 
 例えば、y が各生徒の試験点数、x が生徒の性別、そして z が学校入学試験の偏差値だとしよ
う。女子生徒であることが試験結果に対して有意である場合に、その影響の度合いは学校の偏差
値によって異なるのか、あるいは異なると言えるほどの差はないのかは、生徒の性別である x 変
数と学校の偏差値である z変数とのクロスレベル交互作用項𝛾10𝑧𝑗𝑥𝑖𝑗によって表される。もし、こ
のクロスレベル交互作用項が正に有意である場合は、学校の偏差値が高いほど、女子の試験点数
の増加量は大きくなり、偏差値が低いほど男女の試験点数の差は小さくなると言える。 
 なお、ランダム切片における z 変数は各学校の試験点数の平均点の差を説明する。ランダム切
                                                   
28 それぞれの説明変数が加わることによってモデルが更にフィットするとランダム効果の分散は当該変数の説明
力に吸収され、誤差項である分散𝜇0𝑗及び𝜇1𝑗が小さくなっていく。 
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片パートの𝛾01𝑧𝑗が正に有意である場合、各学校の偏差値が高いほど当該学校の平均点も高くなる
と言える。 
本稿では、特にランダム傾きパートを投入した際に生成されるクロスレベル交互作用項の分析
が重要となる。本稿では紛争を経験した東ティモールにおける 2015 年現在の学校効果がどのよ
うなものであるか29、そして 1999年紛争から 2002年に独立するまでの紛争後復興期の経験（本
稿では紛争混乱期間）がどのように生徒の学力試験結果（教育効果）に影響を及ぼすのかについ
て分析するとともに、紛争後の教育復興支援を考えるうえで最も重要となる紛争混乱期間の経験
が他の説明変数と学力試験結果との関係（学校効果）にどのような影響を与えるのかを分析する。
本研究では紛争後の効率的な教育政策を具体的に提言することを最終的な目的と考えていること
から、この最後の課題に関する分析は特に重要となる。例えば、教師の質が教育効果に与える影
響は紛争を経験した生徒と経験していない生徒の間では異なるのか否か、異なるとすればどのよ
うに異なるのかを考えることで、紛争という事象に対して教師の質を上げることの政策的意味を
考えることができる。そして、その分析を行うにあたっては上述したクロスレベル交互作用項の
解釈が必要になるのである。分析モデルの解釈や考察ではモデルが表す全体的な効果も当然考え
るが、個人レベルの紛争経験変数と学校レベルの変数とのクロスレベル交互作用項には特に注目
する。 
 
6.2.2 尤度比検定とモデル選択基準 AIC 
 
 マルチレベル・モデルではランダム効果をどのように設定するか、そしてランダムパートにど
のような変数を投入するかによって数種類のモデルが生成できる。また、各パートに変数を一つ
ずつ追加していくことによってモデル全体の頑健性を確認していく。従って、推定後には最終的
にどのモデルが最もフィットするのかを判断する必要が生じる。その際に利用される基準につい
て簡潔に説明する。 
 分析モデルの有効性判断で頻繁に使用されるものの一つは逸脱度(deviance: D)である。逸脱度
は最大対数尤度（log𝐿∗）に-2をかけた統計量であり、あてはまりの悪さを表す。逸脱度が低いモ
デルほど有効であり、最終的に選択するべきモデルだということができる。各モデルの逸脱度の
差はカイ二乗確率分布に従うため P 値を計算することが可能であり、モデル間の自由度の差を考
慮することによって尤度比検定を行うことができる。 
D = −2log𝐿∗ 
 また、モデルのあてはまりを考える逸脱度のほかに、予測の良さを示す統計モデルの選択基準
として AIC（Akaike’s Information Criterion：赤池情報量基準)もしばしば利用される情報量基準
である。AICは以下のように定義される。ここで kは最尤推定したパラメータの数である。 
AIC = −2log𝐿∗ − 2𝑘 
                                                   
29 東ティモールとしての学校効果の全体的把握ではランダム切片パートの解釈も重要となる。 
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通常、統計モデルはパラメータの数が多いほどデータのあてはまりが良くなるため逸脱度は下
がる。無意味だと分かっている変数を投入したとしても逸脱度は下がっていくので、結局、説明
変数が一番多いモデルの逸脱度が最終的に選択されることになる。この点、AIC は説明変数の追
加に対して補正を行うことで、あてはめの良さではなく予測の良さを測ろうとする情報量基準で
あり、変数の数ではなく各変数の有意性を考慮したモデル選択を可能とする。 
 本稿では上述した逸脱度の尤度比検定とAICの双方を考慮に入れて分析モデルの選択を行って
いく。 
 
 
6.3. データ 
 
 分析に使用するデータは東ティモール教育省から使用の許可を得た Education Management 
Information System (EMIS)のデータ群及び 9年生が中等学校の卒業要件の一つとして受験する
全国学力試験データである。本節では各データの構造、データ収集プロセス及び各データ（情報）
の問題点を説明した後、両データの結合と加工の手順及び記述統計量を概観する。 
 
6.3.1 中等学校全国学力試験データ 
 
 東ティモール教育省は中等学校最終学年（9 学年）及び高等学校最終学年（12 学年）の全学生
に対して全国学力試験の受験を義務づけており、学生が卒業するためには当該学力試験で基準点
以上の点数を獲得する必要がある。学力試験は毎学校年度末に全国で一斉に行われ、その結果は
当該年度の卒業の基準となるほか、高等学校の選抜のためにも使用される。学力試験の準備から
実施、及びその後の公表までの全てのプロセスは教育省によって管理・運営され、学力試験ガイ
ドラインに従って年間を通してカリキュラム課が作業を行っている。本稿ではこの全国学力試験
結果を本研究の教育効果と捉えて、紛争が当該教育効果に与える影響、そして当該教育効果を説
明する要因等を分析していく。本分析を行うために筆者は、東ティモール教育省より 2015 年度
に行われた学力試験の試験結果データ及び 2014 年度作成の学力試験ガイドライン(Democratic 
Republic of Timor-Leste Ministry of Education, 2014)と 2014年度学力試験受験者のサマリー情
報を入手した。本稿で使用するデータは 2015年度の学力試験データであるが、2015年度学力試
験の形式やスケジュールは 2014 年度のそれとは大きく異ならないため、以下では教育省より入
手した 2014年度の学力試験ガイドライン及び受験者のサマリーをもとに試験の概要を述べる。 
全国学力試験の試験科目は学校体系ごとに異なり、また専修学校では選択科目が導入されてい
る。まず、中等学校の最終学年（9学年）の学力試験はポルトガル語、英語、数学、物理・自然科
学（Ciências Físico-Naturais）、地理・歴史（História e Geografia）の 5教科で行われる。ま
た高等学校の最終学年（12学年）の学力試験は普通科高等学校及び技術科高等学校ごとに異
なる試験が行われ、さらに普通科高等学校では社会科学科（文系）及び科学技術科（理系）ご
とに各 6 科目、技術科高等学校では技術科、商業科及び観光科で選択科目を含めて各 4 科目
の試験が行われる。 
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表 17：東ティモール中等・高等学校における最終学力試験科目（2014年度） 
 
(出所) Democratic Republic of Timor-Leste Ministry of Education, Manual Do Exame Nacional (Internal 
document)をもとに筆者作成 
 
 各学校の学力試験は学校年度末に 2度に分けて数日間通して行われる。2014年度の場合には第
一回目の学力試験は 11月 4日から 6日、第二回目が 11月 7日から 10日までの日程で行われた。
全ての試験科目の試験時間は 2時間であり、科目ごとに 15分の休憩が入る。 
 
表 18：東ティモール中等学校最終学力試験・時間割（2014年） 
  
(出所) Democratic Republic of Timor-Leste Ministry of Education, Manual Do Exame Nacional (Internal 
document)をもとに筆者作成 
 
本稿で分析の対象とする中等学校の学力試験は、付録に示しているとおり、全科目において 4
択のマークシート解答方式が採用されており、文系科目であるポルトガル語、英語及び歴史・地
理の試験は 60問（60点）、理系科目である数学及び物理・自然科学は 50問（50点）で構成され
化学技術科
(Ciências e
Tecnologias)
社会科学科
(Ciências Sociais e
Humanidade)
1
ポルトガル語
(Português)
ポルトガル語
(Português)
ポルトガル語
(Português)
2
英語
(Inglês)
英語
(Inglês)
英語
(Inglês)
3
数学
(Matemática)
数学
(Matemática)
経済学と定量分析
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(Gestão
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(Receção)
7
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8
自動車修理
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9
情報
(Informática)
― ―
―
―
選択
科目
ポルトガル語
(Português)
英語
(Inglês)
数学
(Matemática)
観光科
(Escola Hotelaria e
Turismo)
商業科
(Escola Economia e
Comércio)
英語
(Inglês)
数学
(Matemática)
選択
科目
選択
科目
ポルトガル語
(Português)
英語
(Inglês)
数学
(Matemática)
普通科高等学校
（ENSINO SECUNDÁRIO GERAL）中等学校
（Cycle 3, Encino
Basico)
No
技術科
(Escola Técnica)
ポルトガル語
(Português)
技術科高等学校
（ENSINO TÉCNICO VOCACIONAL）
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ている。このうち、卒業要件の基準は全科目の平均点が 28 点以上、つまり全科目合計点の 50％
以上の得点を獲得することが必要とされている。ただし、東ティモール学力試験ガイドラインに
よれば、この 28点をさらに試験科目数で割ることで各科目が負担する平均点を 5.6点（28 / 5 = 
5.6）と定め、2 科目までの試験結果が 5.6 点以下であったとしてもその他の科目との合計の平均
点が 28点以上の場合には合格とする。しかし、各科目が負担する平均点が 3.0点以下の科目が一
つでもある場合には全科目合計の平均点が 28点以上であったとしても不合格と規定している。 
東ティモール2014年度学力試験は中等学校では全13県において22,304人の9年生が受験し、
そのうち 91％にあたる 20,317 人が合格した。各県別でも合格者数は概ね 90%台であるが、首都
であるディリ県だけは 84％と低くなっている。ディリは東ティモールの全中等学校 9年生の約 4
分 1 の学生が集中しているため、低い点数だった学生の分散が他県に比べて大きくなっているの
ではないかと推測される。 
 
表 19：2014年度東ティモール中等学校 9学年学力試験合格者数 
 
(出所) Democratic Republic of Timor-Leste Ministry of Education, Manual Do Exame Nacional (Internal 
document)をもとに筆者作成 
 
 試験解答の採点や承認手続きは試験期間が修了した後、速やかに開始される。そして、約 1 か
月後には一般に公表され、学校年度末である 12月 31日までには卒業証書が発行される。中等学
校学力試験結果は高等学校選抜にも使用され、各生徒は自分の学力試験結果によって志望高等学
校への願書を提出することになる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 82 
 
表 20：2014年度東ティモール学力試験関連事項のスケジュール 
 
(出所) Democratic Republic of Timor-Leste Ministry of Education, Manual Do Exame Nacional (Internal 
document)をもとに筆者作成 
 
本稿で使用する 2015 年度の中等学校学力試験は、2014 年度学力試験とほぼ同日程で 2015 年
11月に実施された。東ティモール教育省カリキュラム課より入手した 2015年度データは全 13県
254校の全受験者のうち前述した合格ライン（各科目の平均点の負担点が 5.6点以上である場合、
あるいは 2科目までが 4.0点～5.6点であったとしてもその他の科目と合計して 28点以上である
場合）を越えた受験者のみの 22,256名分のデータであり、不合格者は含まれていない。そのため、
全受験者数は当該 2015 年度データでは不明であるが、後述する EMIS データによれば中等学校
9 年生の 2015 年度在学生総数は 22,414 名であり30、当該総数を全受験者数と推定する場合には
2015年度の 9年生総数に対する合格者の割合は 99.3%と非常に高いと言える。 
ただし、下表で示すとおり、いくつかの県では学力試験データの合格者数が同年度の EMISデ
ータにおける全生徒数を上回っており、また、9 学年を受け持つ中等学校は EMIS データでは全
13 県で 256 校あるが、学力試験データでは 254 校に留まっているなど、両データの間で論理的
な矛盾も見受けられる。これらの相違は EMISデータがデータ収集を完了できなかった学校が存
在することや、正規学校として登録されている学校の情報がカリキュラム課と EMIS課との間で
異なるなどの事情が考えられ、両データの双方が全校あるいは全生徒を網羅しているわけではな
いことを示唆している。本分析では後述するように学力試験データと EMISデータの両データを
結合する必要があるため、実際の分析には両データに存在する学生のみの情報を使用することと
なる。 
 
 
 
                                                   
30 前述したように学力試験データと EMISデータとはデータ収集時点で情報共有がなされていないため、全生
徒数等が必ずしも一致しない。そのため、学力試験データでの全受験者数が EMISデータ上の 9年生在学生総数
を上回る可能性はある。 
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表 21：2015年度東ティモール中等学校 9学年学力試験データ数の内訳 
 
(出所) 筆者作成 
 
学力試験データの情報には中等学校の試験 5 科目の点数（各科目が負担する平均点）のほか、
県名、学校名、受験者番号、氏名の情報が含まれている。各生徒のデータに空白やエラー情報等
の欠損値は存在せず全 22,256名分のデータが利用可能となっている。 
 
表 22：2015年度東ティモール中等学校 9学年学力試験データ情報の内訳 
 
(出所) 筆者作成 
 
本分析では、この東ティモール 2015 年度全国中等学校 9 学年学力試験データを分析モデルの
教育効果データとして利用する。そして、当該学力試験結果を 2015年度 EMISデータの各生徒・
教師・学校情報と結合することで、分析のための最終的なデータを作成する。 
 
6.3.2 教育マネジメント情報システム（Education Management Information System:  
EMIS）データ 
 
 EMIS は多くの開発途上国に設置される教育関連データ収集のための総合的なシステムの名称
である。従来、教育開発支援の一環として主に世銀やユネスコが支援しており、収集される EMIS
データはユネスコ統計局（UNESCO Institute for Statistics; UIS）が毎年収集する全世界教育指
標データやグローバル・モニタリングレポートの教育指標に使用されるほか、各国政府の各種教
育統計データに利用されている。EMIS は毎年度全ての学校から教育情報が収集される点で、単
一あるいは数年に一度のサイクルでサンプリングによって行われる社会調査とは異なる。EMIS
で収集される情報や収集データの単位は各国の政策目標や実現可能性により異なるが、全校から
毎年収集することの負担や高額なコスト等の理由により、教育政策に必要な情報及び学校単位の
データに限られることが多い。 
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東ティモールにおける EMIS の構築は各国際機関の支援により 2002 年から始まったが、2007
年からは世銀、ユニセフ及びユネスコの支援のもと本格的にシステムの構築を始め、現在は東テ
ィモール教育省 EMIS課が全生徒及び教員の個人データ、全生徒のトラック可能な進学・留年等
のステータス・データ、及び各学校の設備等に関するデータを学校年度初頭に毎年収集している。 
東ティモール EMISの最大の特徴は生徒個人のデータを収集していることである。通常、開発
途上国ではインフラの不足や低い職員能力等の問題から中央政府が初等学校から高等学校までの
全生徒の個人データを毎年収集することは難しく、学校を単位として学年や性別毎に集約された
データを収集するにとどまる。しかし、東ティモールはそれらの困難を克服し31、小学校に入学す
る新 1年生に対して詳細な個人データを収集するとともに、新入生一人一人に付与する EMIS ID
（識別番号）を通して当該 1 年生が高等学校を終了する 12 年生までの期間全ての進学状況に関
する情報を収集・管理している。2年生以上の各生徒の個人データには毎年、学校の進学状況のデ
ータのみが追加され、仮に当該生徒が退学した場合はその時点で退学情報が付与されてデータ収
集が止まるが、当該生徒が別の学校に転入した場合には学校からの報告を通して EMIS課がそれ
までのデータに再び情報を追加していく。従って、教育省は EMISデータベースにおいて全生徒
の進学状況を 1学年から 12学年までトラックすることが可能となっている。 
生徒の進学状況のステータスは新入学(N)、進級(P)、留年(R)、退学(D)、再入学(E)、死亡(M)、
学校教育完了(C)の 7項目に分けられ、毎年度全ての生徒のステータス・データが各学校より教育
省へと送られてくる。このステータス・データをもとに各種教育指標が計算され、毎年発行され
る教育統計年鑑に反映される32。 
 
図 33：東ティモール EMISの進学データ収集の例 
 
(出所) Democratic Republic of Timor-Leste Ministry of Education, Timor-Leste Country Report of 
Global Initiative on Out-of-School Children(未公表)をもとに筆者作成 
 
 
                                                   
31 全人口が約 100万人と比較的小規模な国家であることや国土面積も小さいため、中央政府が学生の個人デー
タを収集することは、インフラ整備の遅れや職員の能力を鑑みても可能であった。ただし、EMISデータの正確
性や結果公表の遅れ等の問題は指摘されている。 
32 各種教育統計及び教育統計年鑑は http://www.moe.gov.tl/よりダウンロードが可能。 
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 教員データの収集も生徒データの収集方法に類似しており、教員の個人データ及び毎年の教員
の在職データが示される33。東ティモールの EMIS は、実際に教鞭に立つ教師のほか、校長や事
務職員など全ての学校関連職員の情報を収集しているが、EMIS の教員データは収集方法及び教
育省内の混乱からデータの正確性に問題を抱えている。現在の EMISは教員データを各学校より
直接収集しているが、他方で教育省人事課は毎年行う異動や教員の採用情報をもとに独自のデー
タ(PMISデータ)を収集しているほか、給与支払いのためのペイロール・システムを管轄する財務
省も教員データを作成して教育省に提供している。それぞれの情報共有は進んでいないため、
EMIS の教師データが他の教員データと異なる場合が多々あり、収集方法の違いから遅れが生じ
る EMISの教員データが批判にさらされることがたびたび起こっている。 
 さらに EMISは学校に関する各種情報も毎年収集している。初等学校から高等学校までの全学
校の GPS 情報のほか、学校内の設備や PTA 活動情報等の詳細なデータを 98 項目にわたって調
査し、教育省が状況を把握している。学校データについても近年その収集量の多さやそれ故のデ
ータの信頼性に対する疑問が省内で起きており質問票の改訂やデータ収集方法の改善が進められ
ている。 
 2014年末時点で教育省 EMISデータベースには 61万人の生徒の個人情報、延べ 298万人の進
学状況情報、1万 5,000人の教員の個人情報、延べ 21万人の教員在職情報及び 1500校の毎年度
の学校情報が管理されている。 
 
表 23：東ティモール EMISの収集データ及び管理件数 
 
(出所) 筆者作成 
 
EMIS課がデータベースで管理している 2015年度の学生総数は 40万 9,604名であり、このう
ち 9学年に在籍した学生は 2万 2,414 名であった。9 学年を受け持つ中等学校は全国で 265校あ
り、当該中等学校に在籍する教員は 4,317 名である。9 学年に在籍する学生の現住所は郡レベル
で全 65郡に分布し、地区レベルでは全 470地区、村レベルでは 919村であった。 
                                                   
33 ただし、教師の在職データは在職を確認するためのみであり、それ以外の情報はない。 
 86 
 
表 24：2015年度 EMIS生徒・教員・学校数 
 
(出所) 筆者作成 
 
東ティモールの EMISは通常の紙による質問票をベースとしたデータ収集手法を採用している。
生徒及び教員の個人情報及び学校に関する情報の収集には全て新規の質問票を印刷するが、生徒
の進学状況及び教員の在職に関する情報については個人名、EMIS ID及び前年度の進学あるいは
在職状況が予め記入された質問票を印刷する。質問票の印刷と並行して EMIS課は各県の教育省
EMIS 担当職員及び各県教育局長を首都に招集し、彼らに対してデータ収集全般に関するトレー
ニングを毎年行う。各担当職員は印刷された質問票を担当の県に持ち帰り、現地において全学校
長に対して質問票記入に関するトレーニングを行い、最終的には各学校長が教師を通して質問票
に記入する。記入された質問票は配布とは逆の順に回収されて教育省 EMIS課に全て届けられる。
質問票が回収されると、EMIS課の 20名ほどのデータベース・オペレーターが 4か月ほどの期間
をかけて全情報を EMISデータベースに入力する。その後、データ・クリーニング及びベリフィ
ケーションを 3か月ほどかけて完了し、各種教育指標テーブルや教育年鑑の作成に着手していく。 
 
図 34：EMISデータ収集年間スケジュール 
 
(出所) Education Management Information System (EMIS) Situation Assessment Report (非公表)をも
とに筆者作成 
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東ティモール EMISの各質問票から収集されるデータは以下の通りである（質問票は本稿付録
を参照のこと）。生徒個人に関する質問事項は全 23 項目あり、氏名や性別等の基本情報のほか、
母語や宗教、生徒の両親への質問として生徒の障がいの有無や両親の教育レベル及び職業に関す
る情報を収集している。また、生徒の進学状況に関する質問事項は 3 項目のみで当該年度の生徒
の学年、クラス及び進学状況を収集している。質問票に回答が正しく記入されるか否かは学校や
県ごとにばらつきがあるが、生徒の母語と宗教に関する質問、及び教育レベルを除く両親に対す
る質問は全国的に回収率が著しく低い。これは東ティモールの文脈にそぐわない質問であること
のほか、回答の定義が曖昧であることや選択式ではなく記入式であることなどが原因であると考
えられる。本研究では、このようなの問題のある情報を分析に使用するデータから除外し、信頼
性が確保できる情報のみを使用する。なお、生徒の進学状況に関する質問は卒業要件の確認とし
て使用される重要な項目であることから全生徒の回答が記入されるようにデータ収集時に厳しく
確認されている。 
 
表 25：EMIS生徒及び教員情報の収集データ一覧 
 
(出所) 筆者作成 
 
教員の個人に関する質問事項は全 24項目あり、氏名や性別等の情報の他、給与支払いのための
銀行口座情報、教員資格や教育レベル等の情報を収集している。ただし、銀行口座情報について
は PMIS やペイロール・システムの情報のほうが信頼性が高く、EMIS の情報は現在活用されて
いない。また教員資格については 2015 年時点において大部分の教員が公的な教員資格を得てい
ないため、データの回収が一時停止されている。さらに、教員の在職に関する質問事項は 8 項目
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で教師が教える学年、クラス、2部制の場合の担当時間に関する情報を収集しているが、東ティモ
ールではほとんどの学校で教員人数に余裕がなく、一人の教師が複数の学年やクラスを受け持つ
ことが一般的であるほか、受け持ちの体制も日々変化することから、在職に関する情報は信頼性
に問題がある。従って、これらの情報は生徒に関する情報における処理と同じく本稿の分析に使
用するデータからは除外する。 
最後に学校に関する質問事項は 96 項目におよび、全般的な学校設備から衛生設備、治安設備、
教室内設備のほか、食堂設備や PTA、助成金、自然災害に関する質問まで幅広く情報を収集する
ことを試みている。 
 
表 26：EMIS学校情報の収集データ一覧 
 
(出所) 筆者作成 
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EMIS が管轄する学校は小学校から高等学校までの全学校だが、登録されている学校数は約
1400校程度と必ずしも多くはない。しかし、学校情報に関する質問項目は例えばスプーンやフォ
ークの本数を状況別に答えるなど非常に細かい項目もあるため質問票を記入する学校の負担が大
きく、質問票の回答欄には空白が目立ち、情報の信頼性に問題があると言わざるを得ない。これ
は質問項目の多さのほかに、回答の選択肢が重層的であることや回答項目（状況の良し悪し等）
の定義が曖昧であることが原因であるとも指摘されている34。本稿では分析に使用するデータか
ら著しく回答率が低い情報、及び台所用品や地図、音響設備等の詳細な情報を外すことで使用す
るデータの質の向上を試みている。 
 
6.3.3 データの結合と加工 
 
 前項では分析に使用するデータの詳細と問題のある情報に対する本稿での扱いについて説明し
た。これらを踏まえて、本研究では中等学校全国学力試験データと EMISデータベースに保管さ
れている各種教育情報データを結合することで、教育効果（学力試験結果）を含む生徒の情報及
び教師や学校に関する情報を組み合わせた分析可能なデータセットを作成する。 
しかし、学力試験と EMISデータ収集は教育省のカリキュラム課と EMIS課がそれぞれ別途に
実施しており、これまで相互の情報共有がほとんど行われてこなかったため、両データを結びつ
ける共通のコードが存在しない。このため、本研究のような両データの結合は氏名や性別等の複
数の共通情報を利用して手作業で行う必要がある。他方でこれらの共通情報はデータ間でスペル
や略記の形態が異なるため、曖昧な定義のもとで結合を行うと客観性が損なわれる恐れがある。
従って、中等学校全国学力試験データと EMISデータの結合には、まず最初に結合のための一定
の規則を設定し、そのうえで当該規則に従って慎重に結合作業を進めることとした。本項ではま
ず、EMIS 内の各種データの結合に関する説明を簡単に行った後、中等学校全国学力試験データ
と EMISデータの結合プロセス、そして結合後のデータの加工及び最終的に確定したデータの件
数を述べる。 
 
（１）EMISデータベース内のデータ結合 
 
まず、EMIS 課によって管理されている生徒の個人データ、進学状況データ、教員の個人デー
タ、教員在職データ及び学校データについては、各生徒に付与されている EMIS ID生徒コード、
EMIS ID教員コード及び学校コードを通して結合させることが可能となっている。本研究におい
ても同様の手順で結合させ、進学状況ステータスが P（進級）、E（再入学）、R（留年）と記録さ
れている 9 学年の生徒を 2015 年度に在籍した学生として選別し、当該生徒データと学校データ
を結合した35。 
しかし、教員データと生徒データの結合には一つの問題が生じる。9 学年を受け持つ中等学校
                                                   
34 EMIS課は 2016年度より新しい学校情報の質問票に移行し、これらの問題は改善されている 
35 なお、生徒及び教師の年齢は、データの結合の際に、各個人の生年月日をもとに学校年度開始年月日である
2015年 1月 1日を基準として計算した。 
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に在籍する教員は 2015 年度において 4,317 名いるが、前述したように東ティモールでは教員が
受け持つ学年やクラスが日々の体制のなかで変化するため、情報を年に一度だけ収集する EMIS
ではどの教員が 9 学年を受け持っているのか、あるいはどの教員が 9 学年のどのクラスを受け持
っているのかまでは把握することができない。そのため、教員データと生徒データを結合するこ
とは不可能であり、教員データと結合が可能なデータは学校データのみとなることから、結合し
たデータセットでは教員に関する最も小さい集合レベルは学校となる。 
この点、後の分析モデルの節において詳述するが、本稿の分析は生徒レベルと学校レベルの 2
つのレベルを伴うマルチレベル・モデルを利用した分析を行うこととしている。教員は本来、生
徒レベルと学校レベルの間に存在するレベルであるが、3 つのレベルで分析を行うとモデルが複
雑になり、分析結果の解釈が困難になる。また、本稿の分析の課題が生徒の紛争経験、学校に存
在する紛争を経験した生徒の割合（学校環境の紛争経験）あるいは学校の所在する地理的場所に
おける紛争の有無（学校の紛争経験）が生徒の教育効果に与える影響を探るものであることから、
分析モデルに教員レベルを入れ込む意味はあまりない。従って、本稿の分析に使用する EMISデ
ータでは教員情報については学校ごとの平均値を導き出し、学校レベルでの情報としてデータに
組み込んだ。つまり、教員の年齢、女性教師の割合、教師／生徒割合などの教員に関わるデータ
は全て学校の平均値であり学校の情報となる。 
 
（２）EMISデータと中等学校全国学力データとの結合 
 
次に、統合した EMISデータと中等学校全国学力試験データとの結合については、両データで
共有する個人 IDコードが存在しなかったことから、学校名、生徒氏名及び生徒の両親の氏名を基
準として手作業での結合を行った。中等学校全国試験データと EMISデータとの間では共通情報
の共有が進んでいないため、行政区分や学校名等のスペルは両データ間で異なることがある。ま
た、東ティモールでは個人の氏名は苗字と名前の他に複数のミドルネームを持つことが一般的で
あるが、それらの頭文字による略記について決まった規則が存在しないため、EMIS 及び学力試
験の質問票に書き込まれる氏名のスペルや略記は同一人物であったとしても必ずしも一致するわ
けではない。さらに両データともデータ入力はオペレーターのタイプ入力に頼らざるを得ないた
め、タイプ時に発生するスペルの間違いやオペレーターによる主観的なミドルネームの略記が行
われることも避けられない。 
そのため、EMIS 個人情報データと中等学校学力試験データの結合を自動的に行うことは不可
能であり、以下に詳述する基準に従って手作業にて結合を行った。 
まず、9学年を受け入れている中等学校全 265校の EMIS学校情報データと全 254校の学力試
験データ上の学校情報データとの間で学校名の照合作業を行った。両データで学校名が全く異な
る学校があり、これらの学校については当該学校に関する関連文献から学校名の別名を探索する
とともに当該学校に在校する生徒氏名の照合作業を通して学校名の照合を確定させた。その結果、
学力試験データに存在する 3校の中等学校（合計で 148名分の学生データ）は EMISデータには
存在しなかったためデータの結合プロセスから除外したが、残る 251校は EMIS学校情報データ
と照合が可能であった。さらに当該 251校のうち、2校については生徒の半数が EMISデータ上
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の別途の学校に所属する生徒であった36。従って、251 校のうち 2 校については在籍する生徒ご
とに EMISデータ上の 4校と照合させたため、合計では照合可能な中等学校は 253校となり、全
生徒数は 22,108名となった。 
 
表 27：学力試験データと EMISデータの学校名照合の結果 
 
(出所) 筆者作成 
 
 さらに、学校名の照合を行った学力試験データにある 253校 22,108名の全生徒に彼らの EMIS 
ID を配布するため、学力試験データの学生一人一人の氏名を EMIS データにある学生氏名と照
合し、EMISデータに保管されている EMIS IDを学力試験データの生徒に付与した。しかし、前
述したように両データの学生氏名は同一人物であったとしても氏名のスペルや頭文字による省略
箇所や方法が異なっていることが多く、またミドルネーム以外の氏名が同一の学生も同じ学校内
に多数存在する。そのため、学生本人の氏名のみでの照合が困難である場合には、EMIS データ
に保存されている学生の両親の氏名を照合の手がかりに使用した。東ティモールでは両親の氏名
の一部分を子どもの氏名のミドルネームに使用することが多く、例えば、Jose Paulo Amaral Da 
Costa という名前では、Paulo 及び Amaral はそれぞれ父親と母親の名前から取っている。この
名前はさらにミドルネームの略記を伴い、例えば Jose P. A Da Costaのような形態で登録されて
いる場合が多い。他方、Jose Da Costa という名前は東ティモールでは一般的な名前として広く
使われており、そのように名付けられた子どもも多い。同一学校内で例えば Jose P. A Da Costa
と Jose M. S Da Costaのようにミドルネーム以外は同一氏名の生徒がおり、学力試験データには
そのように登録されているのに対して EMISデータでは両者とも単に Jose Da Costaと登録され
ているような場合にはミドルネームの頭文字が EMIS データ上の彼らの両親の名前の一部分と
一致するかを調べることが必要になる。下表に学生氏名の照合が困難な場合の例及びその場合の
照合の基準を示した。 
 
表 28：両データ間で氏名が一致しない場合の学生氏名照合の基準 
 
(出所) 筆者作成 
                                                   
36 東ティモールでは同一の場所に行政区分上異なる 2つの学校が所在することや、同じ建物を共有している場
合、あるいは仮校舎として他の学校を借りている場合がある。 
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 なお、一つのデータ上でミドルネームを含む氏名が全く同一の学生が同じ学校内に 2 人以上い
る場合や、他方のデータには全く氏名が存在しないなどの場合は照合が不可能なため、そのよう
な学生のデータは結合の対象から除いた。 
以上のようなプロセスに基づいて照合を行った結果、照合が不可能であった 3,771 名の学生を
除いた 18,337名の学生のデータを結合することができた。 
 
表 29：学生氏名の照合の結果 
 
(出所) 筆者作成 
 
 
（３）生徒の出生場所データの名称の統一 
 
結合したデータには生徒の学力試験結果、生徒及び両親の基礎情報、学校レベルで平均化した
教師の情報、及び学校の情報が含まれているが、それらの情報の一つに「生徒が出生した場所」
に関する情報がある。本研究は紛争が学校効果に与える影響を分析するものであるが、次節で詳
述するように学校効果に影響を与える紛争の定義の一つを「学生が 1999 年に発生した紛争及び
2002年に独立するまでの紛争後復興期の混乱を経験したか否か」としており、その際に「学生が
2002年までに紛争が発生した県において生まれていること」を基準としている。「2002年までに」
という時期については生徒の年齢から計算することができるが、「紛争が発生した県において生ま
れた」ことを知るためには生徒が出生した場所を県レベルで特定する必要が生じる。 
しかし、EMIS データに登録されている生徒の出生場所は記入者の自由記載となっており、記
載内容は県名から村名までの行政区分名のほか、都市名や山あるいは河川の名前まであり何ら統
制がなされていない。従って、結合した学生データの出生場所情報からその場所を管轄する県名
を判別し、出生情報を県名に統一する作業が必要となる。 
出生場所情報を県名に統一する作業では、まず出生場所が正しい県名で記載されているデータ
を確定するために出生場所情報を全 13 県の県名で照合した。次に、EMIS では県データの下に
65 郡、511 地区及び 1671 村の名称データが保存されており、各場所を自動的に県名に置き換え
ることが可能であることから、出生場所を郡名、地区名、及び村名で照合して県名に置き換えた。
ただし、東ティモールでは同名の村が多く存在し、EMIS データに登録されている公式な村名に
おいても同名の村がいくつもある。他方で、出生場所情報には村名以外に手がかりとなるような
記載がなく、2 つ以上の同名の村が記載されている場合には EMIS データ上のどの村に該当する
のかが分からない。そこで、出生場所情報と EMISデータとの村名での照合については以下の表
に示す基準に従って照合作業を行った。 
なお、学生データには出生場所の記載がない生徒情報も多く存在し、これらの生徒情報につい
ては紛争経験変数を生成することができないためデータセットから除外した。出生場所に記載が
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ない学生データは 7,414件であり、それらを除外した 10,923件の学生データについて照合作業を
行った。 
 
表 30：出生場所に村名が記載されている場合の照合基準 
 
(出所) 筆者作成 
 
 生徒の出生場所情報に関する照合作業の結果、県名での照合では 2,064件、郡名では 2,387件、
地区名（Suco）では 3,649 件、村名では 622 件の計 8,722 件の出生場所情報の県名が確定した。
行政区分データでは照合できなかった残る 2,201 件の出生場所情報には行政区分ではない都市名
や山名、河川名、あるいは 2015年現在では使用されなくなった旧村名等が記載されており、それ
らの名称については東ティモールに関連する文献や国際機関が作成するデジタル地図等を利用し
ながら手作業で照合した。照合の結果、2,201 件の出生場所情報のうち 1,809 件の県名を確定す
ることができた。 
 
表 31：出生場所情報の照合の内訳 
 
(出所) 筆者作成 
 
表 32：出生場所情報の県名への変換結果 
 
(出所) 筆者作成 
 
 
（４）基本情報を持つ学生データ及び 5人以上の学生データを持つ学校の選択 
 
 生徒の出生場所情報を整理したうえで、当該結合データを分析に利用するための最終段階とし
て生徒の基礎情報を持つデータの選別と 5 人未満の学生データのみしかない学校をデータから除
外する作業を行った。 
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まず、学力試験と EMISの結合データから生徒の基礎情報（生徒の年齢、父親及び母親の教育
レベル、生徒の小学校 1 学年入学年月日及び生徒の 2015 年度のクラスルーム）が全て記載され
ている情報のみを選別した。これらの生徒の基礎情報は前述した学校効果フレームワークに示さ
れた変数を生成するための重要な情報となる。小学校 1 学年入学年月日の情報からは生徒の在学
年数＝留年数、そして 2015 年度のクラスルームに関する情報からはクラスサイズの変数を生成
することになる。基礎情報の有無によるデータの選別の結果、これらの情報が記載されている学
生データは 8,446件であった。 
 そして最後に、基礎情報の有無によるデータの選別が終わったデータから学生数が 5 名未満の
学校の学生データを排除した。本研究でのマルチレベル・モデル分析は、分析手法の節で述べた
ように特に傾きのランダム効果を投入した際に生成されるクロスレベル交互作用項の分析が重要
となる。しかし、クロスレベル交互作用項を含むマルチレベル・モデル分析は多重共線性が生じ
やすくモデルが不安定になるとされており(土居、2007 年)、近年のシミュレーション研究によれ
ばマルチレベル・モデルにおいてクロスレベル交互作用の高い検出力（0.90）を維持するために
は、グループ数（本研究では学校）が少ないほどグループ内のデータ数を多くする必要がある
(Kreft and de Leeuw, 2006)。その基準についてバシリ及びヴァンデンリーデンはグループ数が
30、60及び 150の場合に必要な最低データ数をそれぞれ 30、25、5件と示している(Bassiri, 1988; 
van der Leeden et al., 1994)。また、グループ数が 300以上の場合には分散成分の挙動のバイア
スは存在しなくなるとされている（小野寺 2006年）。 
 
表 33：グループ数によるグループごとに必要な最低データ件数 
 
(出所) 筆者作成 
 
 この点、本研究の結合データのグループ数（学校数）は 253であり、上記のシミュレーション
結果に照らせばグループあたりのデータ数は 5未満であっても問題はなさそうではある。しかし、
データの客観性をできる限り維持するため、本研究ではグループ数 150の場合の最低データ件数
である 1グループあたり 5件を基準として、学生データ数が 5名未満の学校の学生データを最終
データセットから削除することとした。 
 この結果、本分析に使用する学力試験と EMIS の結合データは最終的に東ティモール全 13 県
201校の 9学年に在籍する 8,369名の学生データとなった。 
 
表 34：基本情報を持つ学生データ及び 5人以上の学生データを持つ学校の選択結果 
 
(出所) 筆者作成 
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6.4. 紛争経験変数 
 
次に、本項では本分析で使用する紛争経験変数の概念と生成手順を概観する。 
本研究は東ティモールでの紛争が学校効果に与える影響を分析するものであるが、これについ
て前節では分析に使用するデータを作成するために学力試験データと EMISデータの結合プロセ
スを示した。しかし、上述の分析を行うためには結合データにもう一つの重要な情報である紛争
の経験に関する変数を加える必要がある。そして、紛争の経験を考えるにあたっては、まず本研
究における「紛争」を定義する必要がある。さらにそのうえで「紛争」を経験したというには、ど
のような状況をもって「経験した」と認定するのかについても議論する必要がある。 
また、分析のフレームワークの節においても示したとおり、本研究では紛争を経験する対象を
生徒個人と学校の両者とした。紛争を経験する対象が異なると学校効果に対する紛争経験の影響
の意味も異なってくる。つまり、生徒の経験に根付いた紛争の影響は教育において需要側からの
紛争の影響を考えることになり、また学校の経験に根付いた紛争の影響は教育における供給側か
らの紛争の影響を考えることとなる。またその中間として、生徒の経験に根付いた紛争の影響は
生徒全体の紛争経験の割合という形で学校環境を通した供給側からの紛争の影響と考えることに
もなる。 
そこで本節では、まず本分析でいう「紛争」を定義するとともに、当該紛争を「経験」するため
の基準を示す。そしてそれらを踏まえて、需要側からの紛争の影響（生徒の経験に根付いた紛争
の影響）と供給側からの紛争の影響（学校環境としての紛争の影響及び学校の経験に根付いた紛
争の影響）のそれぞれにおいて紛争経験の有無に関する変数の生成手法を説明する。 
 
6.4.1 紛争経験の定義 
 
 本分析の紛争経験の意味を考えるにあたっては、紛争の有無を基準とした教育の内部効率性の
比較においても述べたように、東ティモールの文脈における紛争の期間、紛争地域の単位、そし
て紛争の有無の基準を定義する必要がある。 
 まず、紛争の期間について本分析では、1999年に発生・終結した紛争のみならず、その後の移
行政府を経て正式に独立する2002年までの期間を「紛争期間」とする。1998年5月にインドネシ
アのスハルト大統領が退陣すると東ティモールの独立機運が高まったが、それに伴って東ティモ
ール国内では民兵による殺害、誘拐等の暴力が始まった(Kiernan, 2003)。そして、自治権支持派
の民兵による暴力行為は1999年8月30日の独立投票前後をピークとして、国連安全保障理事会に
よる国際軍（Inter FET）が派遣される9月20日まで続き、その年だけで死者が1,271人にのぼった
ことは前述したとおりである。特にInter FET到着直前のインドネシア軍の撤退に伴うScorched 
Earth Tacticsでは東ティモール全土の70%の施設及び家屋が破壊され、全人口の半数にあたる55
万人が家を追われるとともに25万人が強制的に西ティモールへ移動させられたと言われている
(CAVR, 2013)。InterFETの到着後、東ティモール内の民兵による殺害行為は劇的に減少したが、
その後のUNTAET（国連東ティモール暫定行政機構）によるPKO活動は東ティモールが正式に独
立する2002年5月20日まで続き、その期間中も断続的に武装した民兵との間で銃撃戦が散発して
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いた。このように国内でPKO活動が継続しているような状況では学校の運営や質の維持が困難な
ことは容易に想像でき、紛争の長期的な影響という観点からは、この状況はむしろ紛争期間の枠
内で捉えたほうが論理的に適切であると考えられる。 
また、西ティモールに移動を余儀なくされた避難民に対しては民兵組織による暴力行為や帰還
を防ぐための脅迫行為が難民キャンプ内で日常的に行われていた。UNHCR及びIOMは彼らの東
ティモールへの帰還支援を早期に開始したが、1999年末時点において少なくとも全人口の10分の
1に相当する約10万人の避難民が難民キャンプに留まったままであり、最終的に3万1000人の難民
が帰還を果たせたのは2002年に入ってからであった。1999年から2002年までの期間の合計では
実に22万4000人以上にのぼる難民が移動を余儀なくされ、特に西ティモールに所在する難民キャ
ンプの状況を鑑みれば、そこに居住している避難民は紛争中と類似した状況に置かれていたと言
える。このような状況からも1999年の紛争後から2002年に独立を果たすまでの期間は紛争に準ず
る状況であったと言え、本稿において教育効果に対する紛争の経験の影響を分析する上では当該
期間も紛争経験に含むほうが妥当であると考える。 
 
図 35：インドネシアから東ティモールへの難民帰還者数の推移 
 
(出所) The La’o Hamutuk Bulletin Vol. 4, No. 5, November 2003 より抜粋 
 
 次に、紛争地域の単位について本分析では県単位で紛争の有無を考えることとする。個人の紛
争経験の有無を考える場合には個人単位で定義された紛争の有無を考えることが最も適切である。
しかし、紛争に関する情報は個人にとっては思い出したくない経験であることが多く、社会調査
に個人の紛争経験に関する質問を含む例は多くない。特に過去の紛争経験と現在の教育効果との
関係では紛争経験と教育効果との間の時間的差異が大きいため、紛争経験に焦点をあてた教育社
会調査の場合を除いて過去の紛争に関係した個人の情報を収集する社会調査はほとんど例をみな
い。この点、東ティモールにおける 1999年紛争については、東ティモール受容真実和解委員会に
よる公式最終報告書に主要な暴力行為の詳細な記録があるほか、全国的な統計データとして各県
ごとの死者数及び負傷者数が記されており、地域別の紛争の度合を客観的及び公的に表している。
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そこで本稿では、この公式最終報告書で示されている死者数の最小集計単位である県を紛争地域
の単位として捉え、それに基づいて紛争の有無を決定する基準を決定する。 
 県ごとの紛争の有無を決定する基準は、県ごとの死者数を紛争の激しさと捉えて紛争の大きさ
を県ごとに決定することも可能ではあるが、その場合には後述する分析モデルが複雑になり推定
結果の解釈が困難になるため、本稿では紛争による死者数の全国平均を基準として紛争の有無を
県ごとに決めることとする37。従って、県内死者数が全国の平均死者数を上回る場合には紛争が発
生した県となり、死者数が平均死者数を下回る場合には紛争が未発生の県となる。各県における
紛争の有無は下表に示したとおりである。 
 
表 35：1999年の東ティモールにおける紛争による県別の死者数 
 
(出所) 筆者作成 
 
 
6.4.2 需要側からの紛争の影響（生徒の経験に根付いた紛争の影響） 
 
 本稿の分析モデルでは、まず需要側からの紛争の影響として生徒個人による紛争の経験を表す
生徒レベルの紛争経験変数を組み込む。本研究では当該紛争経験についてさらに生徒が紛争を経
験したか否かのバイナリー変数及び生徒が紛争を何年経験したかという連続変数の 2 種類の紛争
経験変数を生成し、各紛争経験変数を含む 2つのモデルで分析を行う。 
自分の居住地域で紛争を経験した個人は難民や国内避難民として地域を離れ安全な場所へと移
動することが多い。移動先の地域では生活を営むために労働に従事するほか、居所として家を建
てることもあり、新たな居住地として暮らし始める者も少なくない。その場合、紛争が終結した
後に元の居住地に戻る可能性は低く当該場所で定住することになる。紛争地域からの移動を共に
した彼らの子どもたちは新天地で学校に通い始めるが、その場合、当該地域や学校、あるいは周
りの同級生は紛争を直接経験してはおらず紛争の経験は各個人の経験のなかでのみ存在する。こ
                                                   
37 東ティモールにおける学校の卒業率に対する紛争の影響を分析したジャスティノらの研究では県ごとの死者数
の平均から 1標準偏差以上の県を紛争があった県と定義している(Justino et al., 2014)。 
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のような個人の経験は学校や地域での紛争経験では測ることができず、個人データに紛争経験の
直接的な情報が存在しない場合には、個人のその他の情報から紛争を経験したであろう者を類推
する必要が生じる。 
この点、近年の教育効果と紛争に関する研究では個人の紛争経験を表す変数として、紛争が発
生した年と個人の年齢、及び紛争が発生した地理的場所と個人が居住している場所を組み合わせ
た変数がしばしば用いられる。例えば、ブルンジにおける個人の紛争経験が小学校卒業の有無に
与える影響を分析した研究においては、紛争期間中に紛争のあった県に住んでいた子どもが小学
校就学年齢であった場合には 1 とするダミー変数を紛争経験変数として分析モデルに使用してい
る(Verwimp et al., 2012)。また、世銀及び東ティモール統計局が行った社会調査 Timor-Leste Living 
Standard Measurement Surveys (TLSS)を使用した小学校就学年齢における紛争経験が小学校卒業の
有無に与える影響を分析したジャスティノらによる研究では、東ティモールで過去に発生した紛
争の期間中に個人が小学校就学年齢（7歳から 12歳）であり、かつ紛争が発生した県で個人が出
生した場合38を 1として、該当する年齢ごとに最小 0から最大 6（小学校就学年齢の全ての期間で
紛争があった場合）までのカテゴリー変数を紛争経験変数として生成している39(Justino et al., 2014)。 
本研究における紛争経験変数も上述のヴァーウィンやジャスティノの分析で示された手法と同
様の方法でダミー変数及びカテゴリー変数の両変数を生成するが、前項で述べたように本稿では
東ティモールで発生した紛争を 1999 年の紛争発生から 2002 年に独立するまでの紛争後復興期間
までをも含めた 4 年間として定義し、さらにその期間に紛争が生じた県において学生が既に出生
していた場合に紛争を経験したと想定して変数を生成する。 
 
（１）9年生各個人の紛争経験の有無を測るバイナリー変数 
 
まず、2015 年現在で 9 学年の学生が紛争の発生した場所で混乱期間も含めて紛争が終結する
2002 年までに出生した場合に 1 とするバイナリー変数を作成する。紛争経験変数のダミー変数
𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡は以下のように表すことができる。 
 
𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡 = 生徒の出生県 dで出生コーホート t の出生後に紛争が発生した場合は 1 
 
 ここで、紛争が発生した生徒の出生県 d は下表に示すようにディリ県、ボボナロ県、コバリマ
県、リキサ県、オイクシ県及び西ティモール（インドネシア領）となった。1999年の紛争発生の
当初、多くの難民が自治権支持派による民兵によって西ティモールへ強制的に連れ去られた。彼
らは民兵によって支配された西ティモールの難民キャンプに収容されたが、キャンプ内は治安の
悪化等によって困難な生活を極めたという。そのような難民キャンプで出生した子どもたちは紛
争の混乱の影響を大きく受けたと考えられるため、本分析では西ティモールで出生した学生につ
いても紛争が発生した出生県に含めることとした。 
 
                                                   
38 ジャスティノらの研究では個人の出生場所である県は彼らが小学校に在籍していた県であると仮定している。 
39 ただし、1999年の紛争に限って言えば、紛争は 1年間のみであることから最大 1のダミー変数となる。 
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表 36：紛争経験の有無の基準  
  
(出所) 筆者作成 
 
 これらの基準によって 2015 年度の中等学校 9 年生を紛争（1999-2002 年）の経験者と未経験者
とに選別した結果は以下の通りである。分析に使用する 9 学年生徒全 8,369 人のうち 43.6%にあ
たる 3,647 人の学生が紛争を経験し、紛争を経験した人数が最も多かったのは 14 歳の学生 1,068
人であった。年齢ごとの合計人数に対する紛争を経験した学生の割合は 13歳の 55.3%が最も多く、
22歳までにいたるまでにその割合は年齢ごとに減少している。 
 
表 37：紛争経験の有無ごとの 9学年生徒数 
 
(出所) 筆者作成 
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（２）9年生各個人の紛争経験年数を測る変数 
 
次に本研究で定義された紛争に個人が晒された年数を測る紛争変数を作成する。この紛争経験
年数のカテゴリー変数𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡は以下のように表すことができる。 
 
𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡 = ∑ 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑡+𝑎
𝑖𝑑
𝑛
𝑎=0
 
 
ここで、iは 9学年の個人、dは生徒 iの出生県、tは生徒 iの出生年であり、出生コーホート t 
の生徒 i が 0 歳から n 歳までのあいだに出生県 d で紛争（1999 年-2002 年）に晒された年数の合
計を表している。紛争が発生した県及び地域は紛争経験の有無を測るバイナリー変数で示した県
と同一である。 
 
表 38：紛争経験年数の基準 
  
(出所) 筆者作成 
 
1999 年から 2002 年までのあいだに紛争が発生した県で出生したコーホート t のそれぞれの紛
争経験年数は下表に示したとおりである。2015年時の年齢が 13歳の個人は 2002年時に 0歳であ
り紛争に晒された年数は 1 年、14 歳の個人は 2 年、15 歳の個人は 3 年となり、16 歳以上の個人
は全て 4 年となった。なお、紛争を経験した県で出生した者のうち 2015 年時点で 13 歳未満の全
学生及び 13 歳以上であってもその他の県で出生した学生については紛争経験年数を 0 年として
いる。 
ただし、本稿では紛争及びその後の混乱期間を 1999 年の紛争発生時から 2002 年の東ティモー
ル独立までとしているが、厳密には独立のための国民投票は 1999年 8月 30日、独立は 2002年 5
月 20日であり上記の年数の換算は必ずしも正確ではない。しかし、国民投票はそれより以前から
自治権支持派による妨害工作は顕著であったこと、また独立後も継続して復興支援が必要であっ
たこと、さらに各個人の生年月日までを考慮すると計算が煩雑になることから、本稿では一貫し
て該当年での経験を１年として計算した。 
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表 39：紛争混乱期間の学生の年齢分布と紛争に晒された年数 
 
(出所) 筆者作成 
 
 これらを基準として計算した紛争経験年数による学生数は以下のようになった。紛争経験年数
が 0年であった学生はバイナリー変数と同様に 43.6%であり、紛争経験が 1年間であった割合は
4.2%、2 年間の割合は 12.8%、3 年間の割合は 11.4%、そして 4 年間の割合は 15.3%であった。
なお、紛争経験年数を測る構造上、2015 年時点で 13 歳から 15 歳の学生以外は全て紛争経験年
数が 0年あるいは 4年となることには注意を要する。 
 
表 40：紛争経験年数ごとの 9学年生徒数 
 
(出所) 筆者作成 
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6.4.3 供給側からの紛争の影響（学校環境あるいは学校の経験に根付いた紛争の影響） 
 
 本稿の分析モデルでは、次に供給側からの紛争の影響として、学校内の紛争を経験した学生数
と年数の割合及び学校が紛争を経験したか否かに関する変数を組み込む。 
紛争が教育効果に与える影響あるいは紛争が学校効果の要因に与える影響を考える場合、紛争
の影響は学生個人の紛争経験の有無や年数を介して現れるのみならず、学校環境を介して現れる
場合も考えられる。例えば、紛争によって避難した先で転入した学校では個人の紛争経験が当該
地域に居住していた紛争経験のない学生たちにも影響を与える可能性はあるだろうし、そのよう
な紛争を経験した学生の割合が多い学校ほど紛争を経験していない学生に対する影響が大きくな
るとも考えられる。また、当該地域で発生した紛争によって学校がうけた被害や混乱は、教師や
学校経営を通して学生個人の紛争経験の有無を問わず当該学校に通う学生全体に対して何らかの
影響を及ぼしていることも考えられる。 
従って、本研究ではこのような学校を起因とする供給側からの紛争の影響の可否を分析するた
めに学校環境における紛争の大きさを測る変数と学校の紛争経験を測る変数を生成する。まず学
校環境における紛争の大きさは前項で示した「個人の紛争経験の有無」と「個人の紛争経験年数」
の学校ごとの平均から測ることとして、紛争を経験した学生の割合及び生徒の平均紛争経験年数
の 2 種類の紛争経験変数を生成する。次に、学校自体の紛争経験の有無については、前述した県
レベルの紛争発生の有無と学校が建設された年を基準とするバイナリー変数を生成する。 
 
（１）紛争を経験した 9年生の割合を示す連続変数 
 
学校ごとの 9 年生の紛争経験者数の割合は、個人の紛争経験の有無であるバイナリー変数𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡
を学校ごとに合計した数値を全校生徒数で割ることによって求められる。𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡の学校ごとの平均
は以下の式によって表すことができる。 
 
𝐶𝐿𝑆𝑗 = (∑ 𝑐𝑙𝑠𝑖𝑗
𝑑𝑡)
𝑚
𝑖=1
∕ 𝑃𝑗 
 
ここで、𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡は各個人の紛争経験の有無を測るバイナリー変数（紛争経験有=1）、j は学校、P
は j 学校の全校生徒数であり、𝐶𝐿𝑆𝑗は𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡が 1 である j 学校の生徒数 m が j 学校の全 9 年生生徒
数 Pに対して有する割合を表している。 
 𝐶𝐿𝑆𝑗は連続変数となり詳細な統計量については次節で述べるが、下表に示すように紛争を経験
した学生の割合を 10%ごとにグループ化した場合の学校数の分散は、全体的には割合が高いグル
ープと割合が低いグループに集中することが分かった。 
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表 41：10パーセントごとの紛争経験者数割合と学校数 
 
(出所) 筆者作成 
 
 
（２）9年生各個人の平均紛争経験年数を測る変数 
 
次に、学校ごとの 9 年生の平均紛争経験年数を測る変数は、紛争経験者数の割合の場合と同様
に、各個人の紛争経験年数𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡の平均を学校ごとに計算することで求められる。𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡の学校ご
との平均は以下の式によって表すことができる。 
 
𝐶𝐸𝐿𝑆𝑗 = (∑ 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑖𝑗
𝑑𝑡)
𝑚
𝑖=1
∕ 𝑃𝑗 
  
平均紛争経験年数𝐶𝐸𝐿𝑆𝑗は、j 学校の生徒数 m の紛争経験年数𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡の合計年数を j 学校の全 9
年生生徒数 Pで割った平均値を表している40。 
この式はさらに𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡を展開することで以下のように表すことができる。 
 
𝐶𝐸𝐿𝑆𝑗 = (∑ ∑ 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑡+𝑎
𝑖𝑑 )
𝑛
𝑎=0
𝑚
𝑖=1
∕ 𝑃𝑗 
 
 平均紛争経験年数𝐶𝐸𝐿𝑆𝑗も個人の紛争経験年数𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡と同様に連続変数であるが、下表に示すよ
うに学校ごとの平均紛争経験年数を 0.5年ごとにグループ化した場合の学校数は、0年で最も多く
66 校、次いで 0‐0.5 年が 54 校であり、その後は平均紛争経験年数が上がるとともに学校数も増
加するが、最後の 3.5年-4.0 年のグループは 4校と大きく減少することが分かった。 
 
 
 
                                                   
40 この場合、生徒数mと全 9年生生徒数 Pは等価である。 
 104 
 
表 42：学校の平均紛争経験年数（0.5年）による学校数 
 
(出所) 筆者作成 
 
 
（３）中等学校自体の紛争経験の有無を測るバイナリー変数 
 
最後に、中等学校自体の紛争経験の有無は、県レベルの紛争発生の有無を基準として紛争が発
生した年に紛争が発生した県内に学校が所在していたか否かを判定することによって求める。学
校の紛争経験を測るバイナリー変数𝐶𝐺𝐿𝑆𝑗は以下のように表すことができる。 
 
𝐶𝐺𝐿𝑆𝑗 = 学校の所在県 d において紛争(1999-2002)が発生し、かつ学校が 2002年以前に建設され
た場合は 1 
 
ここで、紛争が発生した学校の所在県 d は、𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡で使用した基準と同じくディリ県、ボボナロ
県、コバリマ県、リキサ県、オイクシ県として、当該県で 2002年以前に学校が建設、登録された
学校を紛争経験がある学校として 1 とした。その結果、分析に使用するデータにある 201 校のう
ち、紛争経験がある学校は 65校、経験のない学校は 136校となった。 
 
表 43：地理的場所に基づく学校の紛争経験の有無による学校数 
 
(出所) 筆者作成 
 
 以上、概観してきたように、本章ではこれまで分析に使用するマルチレベル・モデルの説明、
使用するデータの結合プロセス及び紛争経験変数の生成プロセスを説明してきた。これらを踏ま
えて次節では分析に使用するデータの変数の選択、記述統計量及び検定統計量を概観する。そし
て、その後の第 6節及び第 7節において、各紛争経験変数がどのように 9年生の学力試験結果に
影響するか、さらに各紛争経験変数がどのように学力試験に影響を及ぼす他の要因に作用するの
かを定量的に分析していく。 
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6.5. 変数の選択、記述統計量及び検定統計量 
 
 前節までに本分析で使用するデータの結合及び紛争変数の生成プロセスを説明し分析データを
完成させた。当該データを用いたマルチレベル・モデル分析を行う前に本節ではデータの各変数
に関する記述統計量を示すと共に、t検定、分散分析あるいは単回帰分析等の簡単な検定統計量の
結果を示しながら紛争経験の有無や各変数による学力試験結果の差を確認し、データが保有する
情報を整理する。 
 
6.5.1 中等学校 9学年全国学力試験 
 
 データから見られる 2015 年度の全国学力試験は最小値が 28 点、最大値が 45 点、標準偏差が
1.71であった。学力試験結果にみる生徒の分布は平均点周辺に高い割合で集中しているが、全体
的なばらつきは概ね標準曲線に従っており、学力試験結果は平均μ、標準偏差σの正規分布に従っ
ているといえる。ただし、前述したように当初教育省から入手した全国学力試験データは最終成
績が卒業要件である 28 点以上を取得した学生のみに限定されているため、28 点未満の学生の成
績はデータに反映されていない。従って、全生徒の学力試験結果の平均点は多少下がると予想さ
れ、標準偏差も大きくなると考えられる。なお、下表の記述統計量はデータの結合が完了した 8,369
名の最終データの結果であるが、データ結合前の全生徒 22,256名の学力試験結果においても統計
量に大きな変化はなかった41。 
 
表 44：9学年学力試験結果の記述統計量 
 
(出所) 筆者作成 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
                                                   
41 教育省から入手した当初の学力試験結果データでは最小値 28、最大値 45、平均値 30.59、標準偏差 1.71、観
測数 22,256であった。 
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図 36：個人ごとの 9学年学力試験結果のヒストグラム（含標準曲線）とボックスプロット 
 
(出所) 筆者作成 
 
また、学校ごとの学力試験平均点については最小値が 29点、最大値が 45点、標準偏差が 1.04
であった。下図に示すとおり、学生個人の学力試験結果と同様に平均点周辺に比較的多くの学校
が分布しているが、学校ごとの学力試験平均点についても概ね正規分布に従っているといえる。 
 
図 37：学校ごとの 9学年学力試験平均点のヒストグラム（含標準曲線）とボックスプロット 
 
(出所) 筆者作成 
 
 さらに、県別の学力試験平均点は下表に示すようにオイクシ県が最低点の 29.70 点、コバリマ
県が最高点の 31.86 点であった。オイクシ県は各科目で点数が低い傾向にあるが、特に物理・化
学及び地理・歴史科目で著しく低い。オイクシ県が最低点である理由は定かではないが、オイク
シ県は子どもの貧困指数（Child deprivation index）及び標準体重以下の幼児割合が 13県で第 1
位であるほか2010年の初等学校純就学率も13県のうち最も低い(Democratic Republic of Timor-
Leste and UNICEF, 2014)。また、オイクシ県は西ティモール・インドネシア領内に位置する飛
地であり他県と比較して政策の履行に遅れが生じやすい環境にあることなども関係している可能
性がある。なお、県ごとの平均点の差に関する分散分析の結果は有意であり（F値：46.61）、学力
試験の平均点は県ごとに差があると言える。 
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表 45：県別の学力試験平均点 
 
(出所) 筆者作成 
 
 
6.5.2 紛争と全国学力試験 
 
 次に、紛争変数と全国学力試験の関係について述べる。紛争変数はその他の変数と共に説明変
数の一つであるが、本稿が紛争による学校効果の影響を分析することを主眼としていることから、
最も重要な要因としてまず本項においてその基本的な統計量とともに全国学力試験結果との関係
を簡潔に述べ、後の項で他の説明変数と全国学力試験結果との関係について述べることとする。 
まず、前節で生成プロセスを示した 5 つの紛争変数の基本的な統計量及び各変数間の相関係数
の比較を以下の通りに示した。 
 
表 46：紛争変数の記述統計量及び単回帰分析結果 
 
(注 1)  学校レベル変数については平均学力試験に対する単回帰分析結果(t値) 
(注 2)  *: P<0.1, **: P<0.05, ***: P<0.01 
(出所) 筆者作成 
 
表 47：紛争に関する変数の相関係数の比較 
 
(注)  ピアソンの積率相関係数、N=8369 
(出所) 筆者作成 
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このうち生徒の紛争経験に関する変数は紛争経験の有無を測るダミー変数(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)と紛争経験年
数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡)であり、それぞれの平均値は 0.44 及び 1.25 年であった。これは、学生のほぼ半数が紛
争を経験しているものの、紛争経験年数が 0 年である紛争未経験者(4,722 人)と紛争経験 1～2 年
の学生(1,416 人)の合計が全生徒数の 70％程度を占めており、紛争終結後 13 年が経過した 2015
年では 9年生の平均紛争経験年数は 1.25年と比較的短い期間になっていることを示している。 
また、学校レベルの紛争変数の統計量は個人レベルの紛争変数の平均であることから個人レベ
ルと類似した傾向を示しているが、紛争経験者割合(𝑐𝑙𝑠𝑗)及び平均経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗)の平均値は両者
とも個人レベルよりさらに低くなっている。なお、学校の地理的場所による紛争経験ダミー変数
(𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗)の平均値は 0.32であり、全 201校のうち紛争を経験した学校は 65校に留まっている。 
さらに、上記の表では基本的な統計量のほかに各紛争変数の学力試験結果に対する単回帰分析
結果として t 値及び有意性の有無についても示した。紛争と学力試験結果の単回帰分析結果では
唯一生徒の紛争経験年数が負に有意であり、経験年数が上がるほど学力試験結果が下がる傾向を
示したが、そのほかの紛争変数は学力試験結果に対して有意にはならなかった。この結果の原因
は上記の統計量からだけでは分かりかねるが、学校効果のその他の変数によってモデルを制御し
た場合には結果が異なる可能性がある。また、その他の学校の特徴に関する変数が何らかの形に
よって紛争と学力試験結果との関係に影響を及ぼす可能性もあり、これらの点については次節以
降のマルチレベル・モデルによる重回帰分析で詳しく確認していく。 
なお、変数間の相関係数の比較からは各変数の相関が非常に高いことがわかった。変数間の相
関が高いということは各変数が非常に似通った性質を持っていることを意味しており、これらを
別々にモデルに投入しても結果の解釈が困難になってしまう可能性が考えられる。しかし、各紛
争変数が異なる意味において定義づけられて計算された結果として相関係数が高い場合には、類
似した結果であったとしても本質的には各紛争変数が有する意味は異なっていると考えられ、紛
争が教育に与える影響という本研究の主目的を解明するための分析において最も重要な要素であ
ることも考慮すれば、異なるモデルに各紛争変数を別途投入した分析結果を紛争変数ごとにデザ
インされた異なる意味で解釈することにはなお意義があると考えられる。従って、本研究では全
ての紛争変数を当初の予定通り異なるモデルにそれぞれ投入し、各モデルの推定結果を当初の意
味において解釈することとした。 
 
図 38：需要側（個人）からの紛争変数𝒄𝒍𝒔𝒅𝒕及び𝒄𝒆𝒍𝒔𝒅𝒕のプロット 
 
 (出所) 筆者作成 
 109 
 
 
図 39：供給側（学校）からの紛争変数𝒄𝒍𝒔𝒋、𝒄𝒆𝒍𝒔𝒋 及び𝒄𝒈𝒍𝒔𝒋のプロット 
  
(出所) 筆者作成 
 
次に、個人レベルの紛争経験の有無による各県ごとの学生数及び学力試験結果の分布を見てみ
る。本稿では、個人の紛争経験の有無(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)を決定するにあたっては、学生が出生後に出生した県
で 1999年の紛争を経験した否かを基準とした。𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡変数では、学生が出生した県でそもそも紛争
が発生していない場合には紛争経験なしと判断されるため、紛争経験のある学生は全て 1999 年
に紛争が発生した県で出生した者となる。他方で、本稿での分析は 1999～2002 年という過去に
起こった紛争の経験の有無が 2015年度の学力試験に与える影響を考えるため、2002年から 2015
年までの 13 年間のあいだに他県へ移住する個人もいたはずであり、1999 年に紛争が発生しなか
った県においても 2015 年には紛争を経験した学生が居住している可能性がある。出生時の県及
び出生年を基準とすることによって学生個人の紛争経験の有無は当該個人がその後どこへ移動し
ようともその個人の固有の経験として個人に伴うため、紛争が発生しなかった県においても個人
の過去の紛争経験が学力試験に何らかの影響を及ぼす可能性はある。そこで、紛争経験者の他県
への移住状況やその規模を確認するために、出生県別と 2015 年の居住県別の学生数の変化と居
住県ごとの紛争経験の有無別の学力試験平均点を算出した。 
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表 48：出生時及び 2015 年時の居住県別の紛争経験 (𝒄𝒍𝒔𝒅𝒕)の有無による学生数の分布及び学力試験
平均点の差の検定統計量 (t値) 
  
(注)  *: P<0.1, **: P<0.05, ***: P<0.01 
(出所) 筆者作成 
 
まず、出生時の居住県による紛争経験者及び未経験者の分布では紛争が発生した県の学生の多
くは紛争経験者であることが分かる。これは 1999～2002 年までの紛争（混乱）期間を経験した
学生は 2015 年度に 13 歳以上であることから、14 歳が就学適齢年齢である 9 学年の学生は紛争
が発生した県出身であればそのほとんどが紛争を経験した学生となるからである。これらの紛争
経験者及び紛争未経験者の分布はディリ県を除いて 2015 年度においても大きくは変わらなかっ
た。紛争発生県における紛争未経験者及び紛争未発生県における紛争経験者は両者とも多少増加
していることから 13 年間の間に学生がある程度他県に移動したことが分かるが、全体的にはそ
の人数は少数であり紛争の有無にかかわらず多くの者が出生県に留まっていると言える。ただし、
ディリ県に関しては首都の経済発展に伴って紛争後に他県からの移住が増加したと考えられ、そ
れに伴い紛争未経験者数が著しく増加していることには注意を要する。 
なお、2015年時の居住県ごとの学力試験平均点は全体を通して紛争経験の有無による差が見ら
れず、平均点の差の検定結果もバウカウ、コバリマ、ビケケ県を除いて有意にはならなかった42。
この傾向は全国レベルにおいても同じであり、紛争経験者グループと紛争未経験者グループの学
力試験平均点はそれぞれ 30.61 点及び 30.64 点と大きな差が見られず、両グループの平均点の差
の t 検定結果も有意とはならなかった。さらに、紛争発生県グループと紛争未発生県グループの
                                                   
42 ただし、この 3県のうちバウカウ県とビケケ県では紛争経験者の平均点の方が未経験者の平均点より高かっ
た。この理由は定かではないが、バウカウ県及びビケケ県の両県とも紛争が未発生の県であり、生徒が紛争を経
験した後に紛争未発生の県へ移住した場合には彼らの学力試験の点数はむしろ増加した可能性も考えられる。 
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学力試験平均点もそれぞれ 30.61 点及び 30.64 点となり、上記の表には示していないが両グルー
プの平均点の差の t検定結果も有意にはならなかった。 
 
6.5.3 個人・家庭の特徴と全国学力試験 
 
 次に本項では、マルチレベル・モデル分析で使用する個人・家庭の特徴に関する説明変数の意
味を確認しながら、それらの変数の統計量及び各説明変数間の相関関係を示すとともに、当該変
数と学力試験結果との関係を概観する。東ティモール紛争が学力試験結果及び学校効果に与える
影響の分析では、分析のフレームワークで示したように、説明変数に個人、家庭の特徴及び教師・
学校の特徴に関する変数をモデルに投入し、各変数の有意性及び最適なモデルを探していく。し
かし、本研究で使用することができる家庭の特徴に関する変数は両親の教育レベルに限られるた
め、便宜上、個人及び家庭の特徴を一つにまとめて本項で述べる。 
個人・家庭の特徴については、生徒の年齢のほか、生徒の性別、過去 8 年間の留年回数及び生
徒の両親の教育レベル変数を分析に使用する。各変数の基本的な統計量と学力試験に対する単回
帰分析結果は下表に示した通りである。単回帰分析結果では学力試験結果に対して全ての変数が
有意であった。特に生徒の性別ダミー変数では女子のほうが学力試験結果に対して正に有意であ
る。これは、一般に東ティモールでは女子のほうが学年毎の進級率及び初等教育から中等教育へ
の進学率が高いほか、中等教育での留年率と退学率はいずれも男子のほうが高いという結果 
(Democratic Republic of Timor-Leste Ministry of Education, 2015)とベクトルを同じくしてお
り、東ティモールにおける中等教育が一般的に女子に有利な結果であるとするこれまでの主張を
補完している。 
 
表 49：個人・家庭の特徴に関する説明変数の記述統計量及び学力試験に対する単回帰分析結果 
 
(注 1)  学校レベル変数については平均学力試験に対する単回帰分析結果(t値) 
(注 2)  *: P<0.1, **: P<0.05, ***: P<0.01 
(出所) 筆者作成 
 
表 50：個人・家庭の特徴に関する変数の相関係数の比較 
 
(注)  ピアソンの積率相関係数、N=196 
(出所) 筆者作成 
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なお、過去の留年回数が 8 年である理由は、EMIS データが信頼性を維持しうるレベルでトラ
ック可能な最長年限が 8 年であったことから 2007 年から 2015 年までの 8 年間に各学生が初等
あるいは中等学校在学中に留年した回数（年数）の合計としている。 
また、EMIS データ及び学力試験データには分析に利用可能な家庭の社会経済指標が存在しな
いため、本稿の分析では両親それぞれの教育レベルをもとに生成した両親の教育レベル変数を社
会経済指標に準ずるものとして分析モデルに投入する。両親の教育レベル変数は父親及び母親の
最終学歴のうち、より高い最終学歴を持つどちらか一方の親の教育レベルを両親の教育レベルと
した。両親の教育レベルと当該家庭の社会経済レベルは一概に相関関係を肯定することはできな
いが、PISAのデータにおいても社会経済文化的背景指標値(The Economic, Social, and Cultural 
Status: ESCS)を生成する 3つの変数に両親の教育レベルを入れていることや、下表に示す通り、
東ティモールHousehold Income and Expenditure Survey (HIES) 2011 のデータからは家庭の
経済レベルと両親の教育レベル（より高い最終学歴）には一定の関係性が認められることから、
本稿では両親の教育レベル変数を家庭の社会経済指標のプロキシとして考えることとする。 
 
図 40：東ティモールにおける初等学校生徒の両親の最終学歴と家庭の経済レベルの関係 
（HIESデータ 2010年） 
  
(出所) HIES2011データをもとに筆者作成 
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図 41：個人・家庭の特徴に関する説明変数と学力試験の散布図 
  
(出所) 筆者作成 
 
次に、紛争の有無による学力試験結果の違いをさらに細かく確認するために、個人及び家庭の
特徴に関する変数の副項目ごとに紛争経験の有無(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)を基準とした学力試験平均点、当該基準に
よる 2 群の平均点の差の t 検定、及び各変数と紛争経験の有無(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡 )との二元配置分散分析
(ANOVA)の結果を算出した。 
 まず、前項で述べたように個人の紛争経験の有無による学力試験結果の差は僅かであり t 検定
結果も有意ではなかった。つまり、単純な 2 群間の比較のうえでは個人の紛争経験の有無という
グループ間には学力試験結果に差はなかったといえる。それに伴うかたちで、個人・家庭の特徴
に関する説明変数の副項目ごとの紛争経験の有無による学力試験平均点の比較(t検定)も全体とし
て有意であった項目は少なかった。ただし、一部の生徒の年齢については紛争経験の有無による
平均点の差が有意であり、13 歳から 16 歳までの生徒に限った場合には紛争未経験者の平均点は
紛争経験者よりも高いことが分かった。特に 13歳から 16歳までの生徒数は分析データの全生徒
数の 75%以上を占めていることから、生徒の年齢という要因は紛争経験の有無による平均点の差
に一定の効果を持っている可能性が高いと言え、マルチレベル・モデル分析では年齢を制御した
場合における紛争経験変数の学力試験に対する効果の変動を注視する必要がある。 
次に、個人・家庭の特徴に関する各説明変数の副項目間の学力試験結果の差を表す分散分析(F
値)の結果は、上述の学力試験結果に対する単回帰分析結果と同様に全て有意であったが、その副
項目による差と個人の紛争経験の有無による差の交互作用の有意性を表す F 値については全て有
意ではなかった。これらの結果からは、各変数の副項目ごとの学力試験結果は一定の差を有して
いるが、その差の大きさや向きは紛争経験の有無によって変動しないということが分かる。しか
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し、ここでの結果は各変数と紛争経験変数(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)という２要因が学力試験結果に与える影響を考えて
おり、マルチレベル・モデルにおいて他の変数による制御がある場合の重回帰分析では紛争による何
らかの効果が生じる可能性は排除されない。 
 
表 51：個人・家庭の特徴ごとの紛争経験 (𝒄𝒍𝒔𝒅𝒕)による学力試験平均点、t検定及び分散分析の有意性（F値）   
  
(注 1)  分散分析(ANOVA)で紛争要因に対する分散分析「紛争と学力試験点数の F値」については、表中１列目の
紛争の有無による１元配置分散分析結果で代替できるので省略したが、全ての要因で紛争要因のＦ値は有
意でなかった。 
(注 2)  *: P<0.1, **: P<0.05, ***: P<0.01 
(出所) 筆者作成 
 
 
6.5.4 教師・学校の特徴と全国学力試験 
 
 次に本項では、データで適切に利用可能な教師・学校に関する説明変数の意味を確認しながら、
それらの変数の統計量及び各説明変数間の相関関係を示すとともに、マルチレベル・モデル分析
で使用する変数を確定していく。ただし、本研究のマルチレベル・モデル分析では個人レベルと
学校レベルの二つのレベルのみによってモデルを構築するため、教師の特徴は学校レベルにて集
約され、学校を単位とした平均値が変数となる。従って、平均化された教師の特徴に関する変数
は学校の特徴に近い性質を持つため、本項では教師の特徴も学校の特徴として述べる。 
学校の特徴に関する変数の統計量及び各説明変数間の相関関係は下表に示すとおりである。
EMISデータの全ての学校情報は 90項目以上あるが、学校情報には前述したように回答の空欄が
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目立つほか、スプーンやフォークの数や大統領写真の有無といった分析に適切ではない情報も多
数含まれている。また、回答の選択肢に重層的な回答項目があり混乱を招いている情報も少なく
ない。本稿の分析ではこれらの情報を除外したうえで観察数が十分に確保されている情報のみを
学校の特徴に関する変数として採用した。以下でこれらの変数をさらに詳細に吟味した上で分析
に投入する変数を確定する。 
 
表 52：変数の記述統計量及び学力試験に対する単回帰分析結果  
 
(注)  *: P<0.1, **: P<0.05, ***: P<0.01 
(出所) 筆者作成 
 
表 53：学校レベルにおける学校及び教師の特徴に関する数間の相関係数の比較  
 
(注)  ピアソンの積率相関係数、N=196 
(出所) 筆者作成 
 
まず、学校レベルにおける教師の質に関しては、平均教員期間、教師の平均教育レベル、教師
の平均年齢、正規教員率といった変数を使用することが考えられるが、本稿のマルチレベル・モ
デル分析では正規教員率の学校ごとの平均値のみを教師の質に関する変数として投入する。学校
の正規教員率は上述の表に示すように平均教員期間及び平均教員年齢と高い相関関係にあり、相
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関係数もそれぞれ 0.73及び 0.54であった。正規教員率と平均教育レベルの相関係数は 0.24と低
いが、両極の外れ値（3校）を除いた係数は 0.51であり潜在的な相関は高いと言える43。従って、
正規教員率は、その比率が高くなるほど平均教員期間、平均教育レベル及び教員平均年齢も高く
なるという関係を有しており、教員の質に対する総合的な指標としての意味を成していると考え
らる44。 
東ティモールでは 2013 年時点において初等・中等学校及び高等学校教師の要件としてそれぞ
れ ISCED5Bレベル（高等学校）及び ISCED5Aレベル（大学）の学歴を課しているが(World Bank, 
2013)、東ティモールの各学校には正規の教員として教育省に登録されている者のほかに 1 年の
契約教師や給与をもらわないボランティア教師が存在する。ボランティア教師は同じコミュニテ
ィーに住む者が学校にボランティアとして認められ自らの空き時間に授業を受け持つ制度である。
しかし、契約教師やボランティア教師には教育レベルや資格等の要件が存在せず、教員のための
トレーニングも受けていないことがほとんどである。契約教師とボランティア教師の質の低下は
長らく問題となっており、2015年現在、教育省は契約教師及びボランティア教師に対する長期間
のインサービス・トレーニングの実施を策定中である。従って、現状においては正規教員率が低
い（契約教師あるいはボランティア教師が多い）学校は相対的に学校レベルでの教員の質が低く、
逆に正規教員率が高い学校ほど相対的に教員の質も高くなる状況にある。 
 
図 42：学校ごとの正規教員率に対する平均教員期間、平均教員年齢及び平均教育レベルの散布図 
  
(出所) 筆者作成 
                                                   
43 なお、学校レベルにおける正規教員率、平均教員期間、平均教員年齢及び平均教育レベルのみで相関係数を計
算した場合には観測数が 200となり、正規教員率と平均教員期間は 0.75、正規教員率と平均教員年齢は 0.58、正
規教員率と平均教育レベルは 0.25（外れ値を除いた係数は 0.57）であった。また、個人レベルのデータをもとに
した場合の相関係数（観測数 8350）はそれぞれ 0.70、0.63、0.14（外れ値を除いた係数は 0.61）であった。 
44 また、正規教員率、平均教員期間、教師の教育レベル、教師の平均年齢を同時に投入するとモデル全体が不安
定になることから説明変数間の多重共線性の問題が発生している可能性が高い。 
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次に、学校の安全レベルを代替する変数として、学校を囲むフェンスの有無を分析モデルに投
入する。東ティモールでの学校の治安は紛争直後と比較して大きく改善しているものの、高い失
業率による若者の犯罪45や政治的騒乱46が依然発生しており、UNODC による国際犯罪指数は世
界 218 ヵ国中 127 位である。1999 年の紛争時には多くの学校が破壊されたことから学校の治安
についての人々の関心は依然大きく、学校を囲むフェンスの設置は教育省による学校建設要件の
一つになっている。 
学校の規模に関する変数については学校の全生徒数を投入するとともに、教室環境に関する変
数としてクラスサイズの平均変数も分析モデルに投入する。学校サイズとクラスサイズは、学校
政策と教室運営という異なる概念を表す変数であり並列に扱うことは適切ではないが、近年では
生徒のアウトプットに与える学校サイズとクラスサイズの効果の比較や両者に対する保護者の認
識の比較と政策効果についての分析などが行われており、クラスサイズより学校サイズの効果の
重要性を再認識する研究もある（Douglas et al., 2006; Loveless et al., 2007; Harris, 2007）。本
稿の研究課題の一つは紛争後の東ティモールにおける学校効果がどのようなものであるかを考察
するものであり、その一環として学生の試験結果に対する学校サイズとクラスサイズの効果がど
のように異なるのかを比較することは学校効果研究として重要な意味を持つ。また、各生徒の紛
争経験が学力試験結果に与える影響に対して学校サイズとクラスサイズがどのように作用するの
かを分析することも教育政策を考える上で重要となることから両変数を分析モデルに投入する。 
最後に、本項では分析モデルに投入する学校の設備に関する変数を確定する。結合されたデー
タからデータ収集の段階で欠損値が多かった情報を排除した結果、学校の設備としては、図書館
の有無、食堂の有無、図工室の有無、職員室の有無、校長室の有無、生徒 1 人あたりの机の数、
生徒 1 人あたりの椅子の数、女子トイレ数、石鹸の有無の 9 つの情報が利用可能であった。これ
らの変数の統計量は前述の表に示したとおりであるが、これら全ての変数をモデルに投入する場
合はそれぞれの変数の推定結果から学校設備の総合的な効果を解釈することは難しくなる。また、
それぞれの変数を独自に解釈する場合には当該学校設備と生徒の学力試験結果との関係を論理的
に説明することが困難となる。そこで、本研究ではこれらの 9 変数に対して主成分分析を行い、
集約された上位主成分の固有値の配分から各主成分に適当な意味づけを行うことで新たな学校設
備変数を生成することとする。 
学校設備に関する変数はそれぞれデータの単位や数値のスケールが異なるため、それぞれ標準
化した変数に対して主成分分析を行った。その結果、下表に示したとおり 9 つの主成分の固有値
及び寄与率を得た47。採用する主成分の選択基準は、固有値の分散、つまり標準化された変数の分
散が 1 を超える主成分とすることが一般的であるが、学校設備に関する 9 変数の主成分分析では
第 3主成分までの固有値が 1を超え、9変数全体の情報の約 6割(58.8%)が第 3主成分までに集約
された。本稿ではこの 3つの主成分を学校設備に関する変数としてモデルに投入する。 
 
                                                   
45 東ティモールの若者(15-24歳)の失業率は 2010年時点で 24%である(Democratic Republic of Timor-Leste 
and UNICEF, 2014)。 
46 2006年には国防軍内部の離反に始まった騒乱が全国に広まり、略奪、放火、襲撃が相次いだ。 
47 固有値は主成分の分散であり、寄与率は当該主成分の分散（固有値）が全項目の分散に対して保持する割合で
ある。 
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表 54：学校設備に関する 9変数の主成分分析結果（固有値、寄与率、累積寄与率） 
 
(注)  太字は固有値が 1以上の主成分分析結果 
(出所) 筆者作成 
 
図 43：各主成分固有値のスクリープロット 
  
(出所) 筆者作成 
 
選択された 3 つの主成分を変数として投入したモデルの推定結果を解釈するためには、まず各
主成分に意味を持たせる必要がある。そこで、各主成分と元の変量の相関係数を表す主成分負荷
量を第 1～第 3 主成分まで元の変量ごとに導出し、学校に関する変数が各主成分とどのように相
関しているかを考察した。各変数の主成分負荷量からは、まず、第 1 主成分では図書館、食堂、
図工室、職員室及び校長室の有無に関する負荷量が 40%を超えており「学校建物」を表している
と解釈できる。また、第 2主成分では生徒 1人あたりの椅子の数及び生徒 1人あたりの机の数の
負荷量が共に 50%を越えている反面、他の変数との相関は低いことから「教室設備」を表してい
ると考えられる。そして、最後に第 3 主成分では女子トイレの数と石鹸の有無との相関係数が高
く「衛生設備」に関する情報を表していると解釈できる。 
従って、マルチレベル・モデル分析ではこれらの 3つの変数をそれぞれ学校建物に関する変数、
教室設備に関する変数、及び衛生設備に関する変数としてモデルに投入し、生徒の学力試験結果
に対する効果及び紛争変数との交互作用について推定する。 
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表 55：各変数の第 3主成分までの主成分負荷量 
 
(出所) 筆者作成 
 
主成分分析より導出した学校設備に関する 3 変数の統計量及び学力試験に対する単回帰分析結
果は以下に示す通りである。単回帰分析結果からは学校設備に関する 3 変数はいずれも有意では
なかった。なお、これらの学校設備に関する変数は主成分分析を行うにあたって標準化されてい
るため、マルチレベル・モデル分析による推定結果のうち学校設備に関する係数の解釈には注意
を要する。 
 
表 56：主成分分析から導いた学校設備に関する変数の統計量及び学力試験に対する単回帰分析結果  
 
(注)  *: P<0.1, **: P<0.05, ***: P<0.01 
(出所) 筆者作成 
 
 最終的に使用する学校の特徴に関する各説明変数の相関係数の比較と各説明変数と学力試験平
均点の散布図は以下の通りである。両軸とも学校レベルの平均をプロットしているため、個人レ
ベルと比較して全体的に分散は小さいが、特に生徒数及び学校を囲むフェンスの有無は学力試験
結果に対して何らかの効果を持っている可能性が高い。 
 
表 57：主要因分析後の教師及び学校の特徴に関する変数間の相関係数の比較 
 
(注)  ピアソンの積率相関係数、N=196 
(出所) 筆者作成 
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図 44：学校の特徴に関する説明変数と学力試験の散布図（学校平均） 
  
(注)  y軸は全て学校レベルの学力試験平均点、x軸は各変数の学校レベルにおける平均、実線は当てはめられた
平均値 
(出所) 筆者作成 
 
 最後に、これまで述べてきた個人・家庭の特徴及び教師・学校の特徴のうち、次節以降で使用
する説明変数の相関係数を以下に示す。個人・家庭の特徴に関する変数は個人に帰する情報であ
ることから、教師・学校の特徴に関する変数も個人のデータをもとに計算している。 
 
表 58：紛争経験変数、個人・家庭の特徴、及び教師・学校の特徴に関する変数の相関係数の比較 
 
(注)  ピアソンの積率相関係数、N=8212 
(出所) 筆者作成  
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6.6. 紛争経験の有無が学力試験に与える影響 
 
 前節では分析に使用する結合データの記述統計量を示すとともに、各変数と学力試験結果との
関係を主に個人の紛争経験の有無の観点から概観した。単回帰分析やその他の検定統計量からは、
個人の特徴（年齢、性別、過去の留年回数、両親の教育レベル）に関する変数の学力試験に対す
る効果は全てにおいて有意であり、学校の特徴に関する変数においても学校を囲むフェンスの有
無（学校の安全性）と生徒数が学力試験平均点に対して有意であることが分かった。これに対し
て、紛争経験の学力試験に対する効果は個人の紛争経験年数を除いて特に認められず、紛争経験
の有無による年齢ごとの学力試験平均点の差についても 15～16 歳以外は有意ではなかった。ま
た、学校の設備に関しては主成分分析を行い、学校設備、教室設備及び衛生設備に関する変数を
新たに生成したが、学力試験結果との単回帰分析結果からはいずれも有意な効果が認められなか
った。これらの結果は各変数と学力試験結果との最も単純な関係にすぎないが、紛争経験変数を
含む様々な説明要因と学力試験結果との一次的な関係性を確認することで本研究の分析に利用す
るデータが示す東ティモールの学力試験結果とそれを取り巻く環境を可視化することができた。 
 これらの結果を踏まえて本節及び次節では、個人レベルと学校レベルの紛争変数が学力試験結
果に対して及ぼす影響とともに、学力試験結果に対する各変数の効果、そして紛争変数と各変数
の交互作用による効果をマルチレベル・モデル分析によって推定する。本分析で使用する紛争経
験変数は全部で 5 つあるが、モデルが複雑になることを避けるため、本分析では紛争経験変数ご
とに別途のモデルを構築して推定を行う。 
まず、本節では紛争経験変数の中でも紛争経験の有無に焦点を当て、個人レベルの紛争経験の
有無及び学校レベルの紛争経験者割合、そして学校の地理的紛争経験の有無を投入した各モデル
の推定を行う。そして次節では紛争経験年数を対象として個人レベルの紛争経験年数及び学校レ
ベルの平均紛争経験年数を投入した各モデルの推定を行う。 
また、個人レベルと学校レベルの紛争変数に関しては、個人レベルの紛争変数と学校の特徴に
関する各変数、あるいは個人の特徴に関する各変数と学校レベルの紛争変数のように紛争経験変
数とその他の異なるレベルの変数群との交互作用の効果をそれぞれ推定することから、モデルを
単純化するために個人の紛争変数(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)を投入するモデルと学校の紛争変数(𝑐𝑙𝑠𝑗)及び(𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗)を投
入するモデルに分けてそれぞれについて分析を行う。個人の紛争変数(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)、学校の紛争変数(𝑐𝑙𝑠𝑗)
及び(𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗)は互いの相関性が高いため、多重共線性によるモデルの不安定化を避けるためにも各
紛争変数を別途のモデルにて推定することは妥当であると考える。 
 
6.6.1 需要側（個人）の紛争経験変数𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡が学力試験に与える影響の推定 
 
本項では、まず個人・家庭の特徴と教師・学校の特徴が学力試験結果に与える影響（通常の学
校効果研究）、個人の紛争経験の有無(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)が学力試験結果に与える影響、及び教師・学校の特徴
と個人の紛争経験の有無(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)とのクロスレベル交互作用項の効果の 3 つを推定するモデルにつ
いて分析を行う。以下において、分析モデル、各モデルの推定結果及び最適モデルの選択を概観
するとともに若干の考察を行う。 
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（１）分析モデル 
 
 個人の紛争経験の有無は個人に帰属する変数であり、同じ学校に在学していたとしても各個人
によって紛争経験の有無は異なる。個人の紛争経験の有無が学力試験結果に与える影響は一義的
には当該個人のみを範囲とした効果であるが48、この効果の大きさは学校レベルにおける何らか
の要因によって変わってくる可能性がある。例えば、学校の教師の質が高ければ学力試験結果に
与える紛争経験の負の影響は軽減されるかもしれないし、教室サイズが大きければ教師は一人一
人への細かい指導ができなくなることで特に紛争を経験している生徒の学力試験結果が悪化する
かもしれない。そこで、需要側（個人）の紛争変数(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)が学力試験に与える影響の推定では、ま
ず生徒・家庭の特徴や教師・学校の特徴に関する変数の学力試験結果に対する効果の有無ととも
に、個人の紛争経験が学力試験結果に与える直接的な効果を推定する。さらに推定した学力試験
結果に与える個人の紛争経験の効果が学校レベルの各変数によってどのように変化していくかを
探るために各変数のクロスレベル交互作用項を分析モデルに順次投入して推定を行っていく。 
 これらの効果のフローを前述した分析フレームワークに反映させたものを以下の図に示した。
本項で次に示すモデルは図中の実線部分の効果のみを推定するように構築されており点線部分は
考慮されていない。点線部分は後述する供給側の紛争変数が学力試験に与える影響のモデルにお
いて分析する。 
 
図 45：需要側（個人）の紛争変数𝒄𝒍𝒔𝒅𝒕を含むモデルのフロー（分析フレームワーク再考） 
 
(注)  各変数をつなぐ実線上の統計記号は対応する分析モデルの回帰係数及びランダムパートの係数 
(出所) 筆者作成 
                                                   
48 学級内で紛争を経験した生徒が未経験の他の生徒に対して何らかの影響を及ぼす可能性は高いが、この部分は
本稿の議論の対象とはしていないため、一義的には当該個人のみを範囲としている。 
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まず、マルチレベル・モデル分析の説明の節においても述べたように、最初に学校ごとに学力
試験結果の差が存在するか否かを確認するために説明変数を何も加えないヌルモデルを考える。 
 
ヌルモデル 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝜇0𝑗 
 
ヌルモデルは、学力試験の全体平均点𝛾00に個人レベルの誤差𝜀1𝑗と学校レベルの誤差𝜇0𝑗を加え
た点数を 9学年の各学生の学力試験結果𝑌𝑖𝑗として表している。学校レベルの誤差𝜇0𝑗が大きい場合
には学校ごとの学力試験平均点に意味のある差が存在すると考えられ、さらに誤差𝜇0𝑗が全体の誤
差𝜇0𝑗 + 𝜀1𝑗に占める割合（級内相関: ICC）が大きいほど学校が学力試験に与える影響が大きいと
解釈することができる。 
次に、モデル 1 から 3 まではヌルモデルに個人レベルの生徒・家庭の特徴に関する変数を順番
に追加していったモデルである。モデル 1 では個人の紛争経験𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡のみを加えた場合の学力試験
結果に対する紛争経験の効果、モデル 2 では生徒の年齢を加えた場合の各変数及び紛争経験の学
力試験に対する効果の変化をみる。モデル 3 は残る全ての生徒・家庭の特徴に関する変数を加え
たモデルである。 
 
モデル１ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験 𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝜇0𝑗 
 
モデル２ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験 𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝜇0𝑗 
 
モデル３ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験 𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝛽5(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝜇0𝑗 
 
モデル 4 は切片のみならず紛争経験𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡の係数𝛽1の傾きにもランダム効果を加えたランダム切
片・傾きモデルである。𝛽1にランダム効果が加わることにより、𝛽1の係数は傾きの平均𝛾10と学校
ごとの傾きの誤差𝜇1𝑗に分けられ、個人の紛争経験の有無による傾きの学校ごとの分散の度合いを
示すことができる。傾き𝛽1の分散が大きいということは、紛争経験𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡による個人の学力試験結
果への影響の大きさが学校ごとによって異なることを意味しており、学校レベルの何らかの要因
を投入することによって個人の紛争経験𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡の効果をさらに説明することが可能となる。 
 
モデル４ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験 𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝛽5(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝜇1𝑗 
 
モデル 5 からモデル 11 までは、個人の紛争経験の有無による傾き𝛽1のランダムパートに学校
の特徴に関する各変数を順次投入していき、分散が各変数にどの程度吸収されるかを観察してい
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く。また、切片𝛽0にも同一の変数を投入し、切片の分散（つまり学校ごとの学力試験平均点の差）
を説明する学校レベルの要因を探していく。 
なお、紛争経験𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡以外の傾き𝛽2~𝛽5にランダム効果を設定することも可能ではあるが、本稿で
は紛争経験の学力試験結果に対する効果に影響を与える他の要因を探ることを研究課題としてい
るため、その範囲の外に位置する紛争以外の個人に関する変数のランダム効果（クロスレベル交
互作用）は本研究のモデルには設定せずに可能な限りモデルを単純化している。 
 
モデル５ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験 𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝛽5(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(正規教員率𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(正規教員率𝑗) + 𝜇1𝑗 
 
モデル６ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験 𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝛽5(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(正規教員率𝑗) + 𝛾02(学校フェンス𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(正規教員率𝑗) + 𝛾12(学校フェンス𝑗) + 𝜇1𝑗 
 
モデル７ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験 𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝛽5(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(正規教員率𝑗) + 𝛾02(学校フェンス𝑗) + 𝛾03(全生徒数𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(正規教員率𝑗) + 𝛾12(学校フェンス𝑗) + 𝛾13(全生徒数𝑗) + 𝜇1𝑗 
 
モデル８ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験 𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝛽5(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(正規教員率𝑗) + 𝛾02(学校フェンス𝑗) + 𝛾03(全生徒数𝑗) + 𝛾04(教室サイズ𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(正規教員率𝑗) + 𝛾12(学校フェンス𝑗) + 𝛾13(全生徒数𝑗) + 𝛾14(教室サイズ𝑗) + 𝜇1𝑗 
 
モデル９ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験 𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝛽5(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(正規教員率𝑗) + 𝛾02(学校フェンス𝑗) + 𝛾03(全生徒数𝑗) + 𝛾04(教室サイズ𝑗) + 𝛾05(建物設備𝑗) + 𝜇0𝑗  
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(正規教員率𝑗) + 𝛾12(学校フェンス𝑗) + 𝛾13(全生徒数𝑗) + 𝛾14(教室サイズ𝑗) + 𝛾15(建物設備𝑗) + 𝜇1𝑗  
 
モデル１０ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験 𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝛽5(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(正規教員率𝑗) + 𝛾02(学校フェンス𝑗) + 𝛾03(全生徒数𝑗) + 𝛾04(教室サイズ𝑗) + 𝛾05(建物設備𝑗) +
𝛾06(教室設備𝑗) + 𝜇0𝑗  
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(正規教員率𝑗) + 𝛾12(学校フェンス𝑗) + 𝛾13(全生徒数𝑗) + 𝛾14(教室サイズ𝑗) + 𝛾15(建物設備𝑗) +
𝛾16(教室設備𝑗) + 𝜇1𝑗  
 
モデル１１ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験 𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝛽5(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(正規教員率𝑗) + 𝛾02(学校フェンス𝑗) + 𝛾03(全生徒数𝑗) + 𝛾04(教室サイズ𝑗) + 𝛾05(建物設備𝑗) +
𝛾06(教室設備𝑗) + 𝛾07(衛生設備𝑗) + 𝜇0𝑗  
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(正規教員率𝑗) + 𝛾12(学校フェンス𝑗) + 𝛾13(全生徒数𝑗) + 𝛾14(教室サイズ𝑗) + 𝛾15(建物設備𝑗) +
𝛾16(教室設備𝑗) + 𝛾17(衛生設備𝑗) + 𝜇1𝑗  
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（２）推定結果 
 
 推定結果は下表に示したとおりである。まずヌルモデルの ICC（級内相関）は 30.66%であっ
た。前述したように ICCは学力試験結果の学校間における分散がどれほどあるかを表す指標であ
り、ICC が大きいほど学校によって学力試験平均点に大きな違いがあると言える。つまり、ヌル
モデルの結果からは生徒の学力試験の分散のうち生徒の要因によって説明されるのは全体の 70%
に留まり、残る 30%は学校側の要因によるものであることが分かる。一般に海外の学校効果研究
では ICCは大きい場合でも 40%程度と言われていることから(川口、2009)、東ティモールでは学
校ごとに学力試験の平均点の差が比較的大きく、学校レベルの何らかの要因が影響していると考
えることができる49。また、このように ICC が大きいことは、東ティモールの中等学校では教育
の質にばらつきがあり、学校の「優劣」が存在する可能性があることを示唆している。 
 
表 59：需要側（個人）の紛争変数𝒄𝒍𝒔𝒅𝒕を含むモデルの推計結果  
 
(注 1)  ͂ : P<0.1, **: P<0.05, ***: P<0.01 
(注 2)  固定効果：係数と有意性、ランダム効果：分散 
(出所) 筆者作成 
 
 次に、学力試験結果に対する個人の紛争経験の効果を確認するために個人レベルの各変数によ
る統制を徐々に増やしていったモデル 1 からモデル 3 までを比較する。まず個人の紛争経験変数
のみを投入したモデル 1 では、紛争経験の有無は学力試験に対して負の係数であることが確認さ
                                                   
49 また、ヌルモデルで学校による効果が比較的大きく確認されたことは、本項の分析において学校レベルの切片・
傾きの分散を考慮するマルチレベル・モデルを利用することに意味があることも示している。 
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れたものの有意ではなかった。しかし、生徒の年齢変数を投入したモデル 2 では紛争経験変数は
95%水準で負に有意となり、個人・家庭に関する各変数を投入したモデル 3では 99%水準で負に
有意となった。また、投入した他の全ての変数も学力試験結果に対して有意な効果があることが
分かった。モデル 3 では生徒の性別ダミー変数は正に有意であることから、東ティモールでは女
子生徒は男子生徒に比べて学力試験結果が平均して 0.19点高くなる傾向があると言える。近年の
東ティモールの教育指標からは総じて女子のほうが良い指標を示しており、その結果あるいは理
由として教育のアウトプットである学力試験結果も男子より高い結果になっているとも考えられ
る50。 
 モデル 4 はモデル 3 の紛争経験変数の係数である𝛽1に学校レベルの分散を加えたランダム切
片・傾きモデルである。モデル 4 では個人の紛争経験の学校レベル分散は 0.053 であり、95%水
準で有意となった。これは紛争経験の傾きは学校レベルにおいて無視できないばらつきがあるこ
とを意味している。そこで、モデル 5 からは学校レベルの各変数を𝛽1のランダムパートに順次投
入していき、それらの各変数の有意性を確認するとともに、𝛽1の学校レベルの分散がモデル 4 の
分散成分の統計数値と比較してどの程度吸収されるかを確認していく。 
この点、学校の正規教員率を切片・傾きの双方に含めたモデル 5 では、切片・傾きの双方とも
正規教員率は有意であり、紛争経験の傾きの分散は 0.001 にまで減少した。つまり、学校の正規
教員率は個人の紛争経験が学力試験結果に及ぼす効果の学校レベルでの分散を説明していると言
え、クロスレベル交互作用項の係数からは学校の正規教員率が 0%から 100%にまで上昇した場合
に紛争を経験した生徒の学力試験結果が 0.59点上昇すると言える51。 
モデル 6 からは切片及び個人の紛争経験変数(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)の傾きに学校レベルの他の変数を一つずつ
投入している。まず、モデル 6からモデル 11までの個人の紛争経験変数(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)は一貫して負に有
意であるが、その係数𝛽1はモデル 5 に比べて若干小さくなっている。また、モデル 6 からモデル
9 までの係数𝛽1の学校レベル分散はモデル 5 に比べて多少増えているが、モデル全体を通しては
当初の分散 0.053 に対して半分ほどに抑えられていることから、学校レベルの各変数は元々の傾
きの分散を依然として説明していると考えてよいだろう。モデル 10及び 11 では𝛽1の学校レベル
分散はほぼ 0 にまで減少しており、係数𝛽1の傾きの学校ごとの分散はモデル 11 までの変数によ
ってかなりの部分が説明されていると解釈できる。 
この係数𝛽1の学校レベルの分散を説明するクロスレベル交互作用項では全生徒数×紛争経験変
数がモデル 7及びモデル 8において負に有意であり、モデル 10及びモデル 11においても 90%水
準で有意となった。全生徒数が紛争経験変数とのクロスレベル交互作用項（傾き）で負に有意で
あることは、全生徒数が 1人増加するごとに紛争を経験した生徒の学力試験結果が 0.0002点（モ
デル 7）下降することを意味する。また、正規教員率×紛争経験変数はモデル 6 では 90%水準で
                                                   
50 2013年東ティモール教育年鑑では純就学率及び 10学年（高等学校 1年）への進学率は女子の方が高く、中等
学校での留年率及び退学率はいずれも女子のほうが低い。 
51 ただし、モデル 5の切片に投入した学校レベルの正規教員率は負に有意であることから、正規教員率が増える
ごとに学力試験結果の平均点は下降することを意味している。従ってクロスレベル交互作用項の意味の解釈は正
確には「学校の正規教員率が 0%から 100%上昇した場合に紛争を経験した生徒の学力試験結果の下降が 0.59点
少なくなる」ことを意味する。しかし、学校レベルの正規教員率はその後のモデルでは有意ではなくなり後述す
るように結果として最適なモデル選択においても有意ではないと確認されることからここでは切片に投入した学
校レベルの正規教員率の係数は特に取り扱わない。 
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正に有意であったが、モデル 7以降は一貫して 99%水準で有意となった。この係数𝛾11はモデル 5
と比較してモデル 7以降では増加しており、学校の正規教員率が 0%から 100%にまで上昇した場
合、紛争を経験した生徒の学力試験結果は 0.73点（モデル 7）上昇する。 
次に、切片に投入した学校レベルの変数ついてはモデル 6 からモデル 11 まで安定的に学校フ
ェンスダミーが正に有意、全生徒数が負に有意であった。それに伴って切片の学校レベル分散も
モデル 5の 0.935からモデル 6（学校フェンスダミーを投入）の 0.889、さらにモデル 7（全生徒
数を投入）の 0.796 に減少している。学校フェンスダミー及び生徒数の係数からは、学校フェン
スが設置されている学校はそうでない学校に比べて学力試験平均点が 0.55点（モデル 6）上昇し、
生徒数が 1 人多くなると学力試験平均点が 0.001 点減少すると言える。なお、切片に投入した正
規教員率はモデル 5では負に有意ではあったが、モデル 6以降は有意とならなかった。 
学校レベルの他の変数である教室サイズについては切片・傾きのいずれにおいても有意ではな
かった。このことから、東ティモールでは教室サイズは学校ごとの平均点の差も個人の紛争経験
の傾きのいずれについても説明しないのに対して、学校全体の生徒数についてはその両者で効果
を持つことが分かった。また、分析の結果、学校の設備に関する建物設備、教室設備、衛生設備
はいずれも有意ではなく学校設備は学力試験結果に影響を及ぼすとはいえないことも分かった。 
生徒・家庭の特徴に関する変数群と教師・学校の特徴に関する変数群との全体的な比較では、
東ティモールにおいては教師・学校の特徴に関する変数よりも生徒・家庭の特徴に関する変数の
ほうが学力試験に影響を与えていると言える。開発途上国における学校効果という観点からは、
生徒・家庭の特徴に関する変数の方が依然として影響力が高いという伝統的主張に沿う結果にな
っている。 
 なお、ヌルモデルを含めた全 12 モデルの尤離度、尤離度の差のカイ二乗検定、及び AIC 統計
量は以下の通りである。尤離度は投入する変数が増えれば小さくなっていくが、その差の検定で
はモデル 6とモデル 7の差が有意である以降は有意にはならなかった。また、AIC統計量もモデ
ル 7 が最も小さいことから、正規教員数、学校フェンスダミーと全生徒数の変数を切片及び個人
の紛争経験の傾きのランダムパートに投入したモデル 7が最適モデルであると言える。 
 
表 60：紛争経験の有無が学力試験に与える影響に関する推定モデルの尤度比検定と AIC 統計量 
 
(注 1)  尤離度の P値は前モデルとの差の検定 
(注 2)  ͂ : P<0.1, **: P<0.05, ***: P<0.01 
(出所) 筆者作成 
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6.6.2 供給側（学校環境）の紛争経験者割合変数𝑐𝑙𝑠𝑗が学力試験に与える影響の推定 
 
次に本項では、生徒・家庭に関する変数が学力試験結果に直接及ぼす効果と、学校レベルの学
校環境における紛争変数が学力試験結果に与える効果、そして学校レベルの当該紛争変数と個人
の特徴に関する変数とのクロスレベル交互作用項の効果を推定するモデルについて分析を行う。
前項と同様に分析モデル、各モデルの推定結果を概観するとともに若干の考察を行う。 
 
（１）分析モデル 
 
 本項では、学習環境に存在する学校レベルの紛争変数として学校の紛争経験者割合(𝑐𝑙𝑠𝑗)をモデ
ルに投入する。学校の紛争経験者割合(𝑐𝑙𝑠𝑗)を投入したモデルでは各学校の紛争経験者割合が学校
の学力試験平均点にどの程度の影響を及ぼすかを推定するとともに、個人レベルの各変数の効果
に対して学校レベルの紛争経験者割合がどのような影響を及ぼすのかをクロスレベル交互作用の
効果から推定する。例えば、紛争を経験した子どもたちの多くは両親の教育レベルに関わらず質
の高い教育を受けられなかったと想定されるため、紛争を経験した生徒が比較的多い学校では両
親の教育レベルが学力試験結果に与える正の効果が小さくなることが考えられる。あるいは、紛
争中は教育に対して女性が不利になる可能性が高いことから、紛争を経験した生徒の割合が高い
学校では生徒の性別が学力試験結果に与える効果をさらに大きくする可能性も考えられる。 
 このように学校の紛争経験者割合(𝑐𝑙𝑠𝑗)を投入したモデルは、前項で推定したような個人の紛争
経験の効果がどのような学校要因によって変化するのかを探るのではなく、学校環境に存在する
紛争要因が学力試験に対する個人の要因の効果にどのような影響を与えるのかを推定するモデル
である。 
 分析フレームワーク上における本モデルのフローは下図に示したとおりである。学校レベルに
おける紛争経験者割合が学力試験結果に直接及ぼす効果、生徒・家庭に関する変数が学力試験結
果に直接及ぼす効果、そして学校レベルにおける紛争経験者割合が生徒及び家庭に関する変数の
効果に及ぼす影響の 3 つの効果は下図中で実線によって表している。なお、生徒・家庭に関する
変数が学力試験結果に直接及ぼす効果は、前項の需要側（個人）の紛争変数(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)が学力試験に与
える影響において推定したものと本質的には同一であり本モデルの推定結果も同様になると仮定
されるが、本モデルでは紛争変数(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)が含まれていないことから推定結果に若干の差異が生じ
る可能性もある。 
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図 46：供給側（学校環境）の紛争経験者割合𝒄𝒍𝒔𝒋を含むモデルのフロー（分析フレームワーク再考） 
 
(注)  各変数をつなぐ実線上の統計記号は対応する分析モデルの回帰係数及びランダムパートの係数 
(出所) 筆者作成 
 
本項の推定では、学校レベルにおける紛争経験者割合の直接的な効果を推定する切片𝛾01の係数
及び有意性のほか、学校レベルの紛争経験者割合と個人レベルの各変数とのクロスレベル交互作
用項の係数及び有意性、そしてランダムパートに示される個人レベルの各変数の傾きの分散が学
校レベルの紛争経験者割合によってどの程度吸収されるかに注目していく。また、前項の需要側
（個人）の紛争変数(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)が学力試験に与える影響で示したヌルモデルからモデル 3 までの個人
レベルの変数のみを投入したモデルは、本項の供給側（学校）の紛争変数(𝑐𝑙𝑠𝑗)が学力試験に与え
る影響の推定においてもほぼ同一の結果となるので省略した。 
まず、モデル 1では切片及び生徒の年齢(𝛽1)の傾きに対して学校レベルの分散を挿入するが、紛
争経験者割合(𝑐𝑙𝑠𝑗)は切片のみに投入している。また、モデル 2では切片だけでなく生徒の年齢変
数の傾きに対しても紛争経験者割合(𝑐𝑙𝑠𝑗)を投入した。モデル 1では生徒の年齢の傾きに対する学
校レベル分散がどの程度であるのかを確認し、モデル 2 では傾きに紛争経験者割合の変数を投入
した際に当該分散がどの程度吸収されるのか、また生徒の年齢と紛争経験者割合のクロスレベル
交互作用項が有意であるのかに注目する。モデル 2 においてクロスレベル交互作用項が有意であ
り、傾きの分散が小さくなるのであれば、生徒の年齢の傾きに対する学校レベルの分散は紛争経
験者割合によって説明されていると考えることができる。 
 
モデル１ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝜇1𝑗 
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モデル２ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
 
モデル 3以降もモデル 1及び 2と考え方は同じであり、生徒の性別、過去 8年の留年回数及び
両親教育レベルの傾きに対してそれぞれランダム効果を設定し、学校レベルの紛争経験者割合を
投入した場合とそうでない場合における個人レベルの各変数の学校レベル分散の動向を確認する
とともにクロスレベル交互作用項の有意性を推定する。モデル 3 及びモデル 4 では生徒の性別、
モデル 5及びモデル 6では過去 8年の留年回数、モデル 7及びモデル 8では両親の教育レベルの
学校レベル分散について比較を行う。 
 
モデル３ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝜇2𝑗 
 
モデル４ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
 
モデル５ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
𝛽3 = 𝛾30 + 𝜇3𝑗 
 
モデル６ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
𝛽3 = 𝛾30 + 𝛾31(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇3𝑗 
 
モデル７ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
𝛽3 = 𝛾30 + 𝛾31(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇3𝑗  
𝛽4 = 𝛾40 + 𝜇4𝑗  
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モデル８ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
𝛽3 = 𝛾30 + 𝛾31(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇3𝑗 
𝛽4 = 𝛾40 + 𝛾41(紛争経験者割合 𝑐𝑙𝑠𝑗) + 𝜇4𝑗 
 
 
（２）推定結果 
 
 モデルの推定結果は下表に示したとおりである。モデル 1とモデル 2は切片及び傾き（生徒の
年齢変数のみ）に学校レベルの紛争経験者割合を投入した場合の当該紛争変数の有意性、及び切
片・傾きの学校レベル分散の吸収度合を比較している。この点、学校の紛争経験者割合は負の係
数を示してはいるが、いずれのモデルにおいても有意ではなく、学校ごとの平均点の差（学校レ
ベルの切片の差）は学校の紛争経験者割合によって説明されているわけではないようである。ま
た、生徒の年齢と学校の紛争経験者割合のクロスレベル交互作用項は 90%水準で有意ではあった
が、当初から生徒の年齢変数の傾きの学校レベル分散は 1.61e-12と非常に小さく、投入後の分散
も 2.44e-12とほとんど変化はなかった。このことから、学力試験結果に対する生徒の年齢の効果
は学校による差がほとんどなく、どの学校においてもほぼ同程度に効果が生じていると言える。 
 
表 61：供給側（学校環境）の紛争経験者割合𝒄𝒍𝒔𝒋を含むモデルの推計結果  
 
(注 1)   ͂ : P<0.1, **: P<0.05, ***: P<0.01 
(注 2)  固定効果：係数と有意性、ランダム効果：分散 
(出所) 筆者作成 
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同様に、モデル 3及びモデル 4は性別ダミー、モデル 5及びモデル 6は両親教育レベル、そし
てモデル 7 及びモデル 8 は過去の留年回数の学校レベルの傾きに対して紛争経験者割合変数を投
入した場合の比較である。推定結果は上に示した通り、全てのモデルで学校レベルの紛争経験者
割合変数と個人の各変数のクロスレベル交互作用項が有意にはならなかった。これらの結果から
は、各学校の紛争経験者の割合は、個人の紛争経験の有無とは異なり、学校の学力試験平均点に
対して効果を持っているとは言えず、また紛争経験者割合の違いによって学校内の個人の各変数
が学力試験結果に与える効果を変更させるものでもないと考えられる。つまり、学校環境という
観点からは過去の紛争の影響は生徒の教育効果に対しては影響が小さく、個人の紛争経験との比
較においては紛争が教育効果に与える影響はもっぱら個人の紛争経験によると考えられる。 
 
6.6.3 供給側（学校）の紛争経験変数𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗が学力試験に与える影響の推定 
 
最後に、供給側の紛争経験として、学校が当該場所で紛争に晒された経験が過去にあるか否か
を測る学校の紛争経験変数(𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗)が学力試験結果に与える影響と、学校紛争経験変数(𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗)と個
人の特徴に関する変数とのクロスレベル交互作用項の効果を推定するモデルの分析を行う。 
 
（１）分析モデル 
 
 学校紛争経験変数(𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗)が学力試験に与える影響の分析モデルは、基本的には学校の紛争経験
者割合(𝑐𝑙𝑠𝑗)の場合と同様であるが、このモデルは前項のように各学校の生徒の紛争経験に由来す
る紛争の影響ではなく、地理的な意味における各学校自身の紛争経験の有無が学校の学力試験平
均点にどの程度の影響を及ぼすか、そして個人レベルの各変数が学力試験に与える効果に対して
学校の紛争経験の有無がどのように影響するかを推定するものである。紛争と教育の章で説明し
たとおり、過去に紛争を経験した学校はその経験から何らかの影響を受けていることが多く、そ
れが在籍する生徒の教育効果に対して長らく影響を与えている可能性がある。例えば、紛争を経
験した学校（あるいはその地域）では教育マネジメント能力が失われることが多く、紛争を経験
していない学校（あるいは地域）と比較して紛争後の復興に遅れが生じやすいことが言われてい
る(O’Malley 2010)。また、物理的な影響以外にも「象徴的効果(Symbolic Effect)」として、ある
学校が攻撃の対象となった場合には紛争が起きている同じ地域にある他の学校にも多大なストレ
スを与え、多くの生徒の教育の障害になると言われている(Alexander 2010)。これらはその地域
や学校の特徴として長期的に学校運営に負の影響を与え、ひいては生徒全体の学力試験平均点に
も負の影響を与える可能性がある。本モデルではこのような学校の紛争経験の有無が紛争後の東
ティモールにおいて生徒の学力試験結果に何らかの影響を及ぼしているのかを探り、また個人の
変数の効果にどのような影響を及ぼしているのかを推定する。 
 分析フレームワークにおける本モデルのフローは下図に示したとおりである。前項の学校の紛
争経験者割合(𝑐𝑙𝑠𝑗)を含めたモデルと同じく、学校レベルの紛争変数が学力試験結果に直接及ぼす
効果、生徒・家庭に関する変数が学力試験結果に直接及ぼす効果、そして学校レベルにおける紛
争経験が生徒・家庭の変数の効果に及ぼす影響の 3つの効果を推定する。 
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図 47：供給側（学校）の紛争変数𝒄𝒈𝒍𝒔𝒋を含むモデルのフロー（分析フレームワーク再考） 
 
(注)  各変数をつなぐ実線上の統計記号は対応する分析モデルの回帰係数及びランダムパートの係数 
(出所) 筆者作成 
 
 分析モデルも基本的に学校の紛争経験者割合(𝑐𝑙𝑠𝑗)の場合と同様である。まず、モデル 1では切
片及び生徒の年齢の傾きに対してランダム効果を設定するとともに切片のみに対して学校の紛争
経験(𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗)を投入し、さらにモデル 2 で生徒の年齢の傾きにも学校の紛争経験(𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗)を投入した
場合の学校レベル分散の吸収度合い、そして生徒の年齢と学校の紛争経験によるクロスレベル交
互作用項の有意性を確認する。 
 
モデル１ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(過去の留年回数) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝜇1𝑗 
 
モデル２ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(過去の留年回数) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
 
 モデル 3以降も前項の学校の紛争経験者割合(𝑐𝑙𝑠𝑗)の場合と同様に、個人レベルの各変数の傾き
に順番にランダム効果を設定していき、学校の紛争経験変数を投入した場合とそうでない場合の
傾きの分散の比較及びクロスレベル交互作用の有意性を確認する。モデル 3 及びモデル 4 は生徒
の性別、モデル 5とモデル 6は過去の留年回数、モデル 7及びモデル 8は両親教育レベルにそれ
ぞれ着目している。 
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モデル３ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(過去の留年回数) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝜇2𝑗 
 
モデル４ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(過去の留年回数) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
 
モデル５ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(過去の留年回数) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
𝛽3 = 𝛾30 + 𝜇3𝑗 
 
モデル６ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(過去の留年回数) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
𝛽3 = 𝛾30 + 𝛾31(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇3𝑗 
 
モデル７ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(過去の留年回数) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
𝛽3 = 𝛾30 + 𝛾31(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇3𝑗 
𝛽4 = 𝛾40 + 𝜇4𝑗 
 
モデル８ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(過去の留年回数) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
𝛽3 = 𝛾30 + 𝛾31(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇3𝑗 
𝛽4 = 𝛾40 + 𝛾41(学校の紛争経験 𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗) + 𝜇4𝑗 
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（２）推定結果 
 
 モデルの推定結果は以下のようになった。上述したように分析モデルの構成は学校の紛争経験
者割合の場合と同様であり、モデル 1 とモデル 2 では両モデルの比較によって切片及び傾き（生
徒の年齢変数のみ）の両者に学校の紛争経験(𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗)を投入した場合の当該紛争経験変数の有意性、
及び学校の紛争経験(𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗)が切片・傾きの学校レベル分散をどの程度説明しているかを確認する。
モデル 2では切片𝛽0に投入した学校の紛争経験の有無𝛾01が負に有意であり、その後のモデルにお
いても少なくとも 90%水準での有意性は保っている。また、本項では各モデルの AIC統計量を省
略しているが、別途計算した AIC 統計量の比較からは 95%水準で有意であったモデル 3 が最適
モデルとされていることからも、学校の紛争経験の有無は学校の学力試験平均点に対して有意に
負の影響を及ぼしていると言え、当該モデル 3 を参考にすれば紛争を経験している学校では学力
試験の平均点が 0.88点低くなることが分かった。しかし、これに対応する切片の学校レベルの分
散は学校の紛争経験変数ではほとんど吸収されず、実際には分散のほとんどは学校の紛争経験以
外の他の要因によるものと考えられる。 
 
表 62：供給側（学校）の紛争変数𝒄𝒈𝒍𝒔𝒋を含むモデルの推計結果  
 
(注 1)   ͂ : P<0.1, **: P<0.05, ***: P<0.01 
(注 2)  固定効果：係数と有意性、ランダム効果：分散 
(出所) 筆者作成 
 
ただし、モデル 2では生徒の年齢と学校の紛争経験のクロスレベル交互作用項𝛾11が正に有意で
あった。これは、生徒の年齢が高くなるほど学力試験点数が低くなるという学力試験結果に対す
る生徒の年齢の負の効果が紛争を経験した学校においては小さくなることを意味している。つま
り、モデル 2 の推定結果を例に取れば紛争未経験の学校では生徒の年齢が 1 歳上がるごとに学力
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試験結果が 0.13 点下がるのに対して、紛争を経験した学校ではその下落幅は 0.05 点ずつ小さく
なっていくことになる。紛争を経験した学校では学力試験平均点が全般的に低いことから年齢に
よる学力試験への負の影響が相対的に弱まった結果であるとも考えられるが、生徒の年齢の学校
レベルの分散は学校の紛争経験変数を投入する以前からほとんどなく、学校ごとの生徒の年齢の
効果には当初からあまり差がなかったことには注意を要する。 
 なお、生徒の性別、両親の教育レベル、過去 8 年の留年回数に対して学校レベルの紛争経験変
数を順次投入したモデル 3 からモデル 8 までは、前項の推定結果と同様にいずれも有意にはなら
なかった。 
これらの結果からは、学校の紛争経験は学力試験平均点に対して負の効果を持つとともに生徒
の年齢による負の効果に対しても微細な影響を及ぼしているが、その他の個人・家庭に関する変
数の効果に対しては学校の紛争経験は特に影響がないと言える。 
 
6.6.4 分析結果の考察 
 
 以上、概観したように本節では紛争経験の有無という観点から、個人の紛争経験の有無、学校
レベルにおける紛争経験者の割合、そして学校の紛争経験の有無のそれぞれについて別途モデル
を構築し分析を行った。 
  
表 63：紛争経験変数（紛争経験の有無）ごとの各モデルの分析結果の全体的な傾向  
 
(出所) 筆者作成 
 
推定結果からは、まず個人の紛争経験の有無は学力試験結果に対して負の効果を与えるが、学
校の紛争経験者割合は学校レベルの学力試験平均点の差に影響を及ぼすわけではないことがわか
った。他方で、学校自身の紛争経験については学校レベルの学力試験平均点に対して負の影響を
持つことがモデルを通して垣間見られた。つまり、紛争と生徒の教育効果との関係については集
団における紛争経験者割合よりも個人の紛争経験の有無が重視されるべきであり、また学校が所
在する地域における紛争で学校が紛争発生時に既に存在していた場合には、その後長らく学校レ
ベルの教育効果に対して負の影響を与える可能性があると考えられる。個人の紛争経験と学校の
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紛争経験の双方が教育効果に対して長期的に負の影響を及ぼすことはジャスティノやオマリー、
アレクサンダー等の研究52においても述べられてきたが、本稿のように個人の学力試験結果との
関係において定量的に実証できたことは意義がある。 
 次に、教育効果に対する個人の紛争経験の影響は学校レベルの要因によってその効果が変動す
ることも分かった。まず、学校の正規教員率と個人の紛争経験の有無のクロスレベル交互作用項
は正に有意であったことから、学校の正規教員率が高いほど学力試験結果に対する生徒の紛争経
験の負の効果は弱まることが分かった。他方で切片に対する学校レベルの正規教員率は有意では
なく学校の学力試験平均点に対して影響力を持たないため、紛争が未経験の学生(=0)に対して正
規教員率は効力を有しないということになる。従って、下図に示すように正規教員率と学力試験
結果との関係は、紛争未経験の生徒にとっては影響力がないため切片に示される点数から水平の
ラインを保っているが、紛争を経験した生徒の学力試験点数は学校の正規教員率が上がるほど増
加し（個人の紛争経験の負の効果が低下し）、正規教員率が 71.3%付近になると紛争を経験した生
徒と未経験の生徒の学力試験平均点には差がなくなる（個人の紛争経験による負の効力がなくな
る）。そして、それ以上の正規教員率では紛争を経験した生徒のほうが学力試験平均点は高くなる
（個人の紛争経験は正の効果になる）との結果が得られた。また、学校の生徒数と個人の紛争経
験の有無のクロスレベル交互作用項は負に有意であり、かつ切片に対する学校レベルの生徒数も
負に有意であったことから、学校レベルの生徒数は学力試験結果に対して一般に負の影響を及ぼ
すが、紛争を経験した生徒グループに対しては未経験のグループと比較してさらに負の影響を及
ぼす（個人の紛争経験の負の効果が増大する）ことが分かった。前述したように正規教員率は学
校レベルにおける教員の質、生徒数は学校の規模を代替している変数であることから、上述のク
ロスレベル交互作用項については教員の質及び学校の規模が個人の紛争経験の効果に対して及ぼ
す影響と置き換えて考えることができる。 
 
図 48：個人の紛争経験𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡𝑝を含む分析モデル 7の推定結果によって当てはめられた個人の紛争経験
の有無ごとの学校の正規教員率と学力試験結果（左）及び学校の生徒数と学力試験結果（右）の関係 
  
(出所) 筆者作成 
                                                   
52 Justino et al, 2014; O’Malley, 2010; Alexander, 2010 
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 さらに、教育効果に対する生徒の年齢の効果は、学校の紛争経験の有無によって変動すること
も分かった。学校の紛争経験の有無による生徒の年齢の学力試験に対する効果は下図に示すとお
りである。個人レベルの生徒の年齢は負に有意であり、年齢が上がるにつれて学力試験点数は下
降する関係にある。しかし、生徒の年齢の傾きの大きさは学校の紛争経験の有無によって異なり、
紛争を経験した学校の方が生徒の年齢の負の効果は小さくなる。また、切片に投入した学校レベ
ルの紛争経験変数も負に有意であったことから、紛争を経験した学校は未経験の学校に比べて若
年層において学力試験平均点が低いが、16.05 歳付近を境としてそれ以上の年齢の生徒について
は学力試験平均点が高くなることが分かった。この理由については更なる分析が必要となるが、
一つには紛争を経験した学校に存在する負の影響が若年層の学生に対する正の教育効果を低下さ
せるため、本来の生徒年齢の効果が薄められることにより生徒の年齢の傾きが小さくなったとも
考えられる。 
 
図 49：学校の紛争経験𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗を含む分析モデル 3 の推定結果によって当てはめられた学校の紛争経験
の有無ごとの生徒の年齢と学力試験結果の関係 
  
(出所) 筆者作成 
 
また、紛争後の東ティモールにおける学校効果という観点からは、個人の特徴に関する変数（年
齢、性別、両親の教育レベル、過去の留年回数）は全てのモデルにおいて有意であり、個人の学
力試験結果に対する効果を持っていることが分かった。家庭の社会経済レベルを代替する変数で
ある両親の教育レベルの効果の推定からは、従来からの議論と同様に社会経済レベルが上がるほ
ど生徒の学力試験結果も上昇する傾向がみられた。また、学校レベルの要因については生徒数（学
校の規模）と学校を囲むフェンスの有無（学校の治安）が学校レベルの学力試験平均点に対して
影響を持つことが分かった。両親教育レベルと学力試験との関係に学校のフェンスの有無の効果
を当てはめた場合、下図のように学校を囲むフェンスがある学校はフェンスがない学校に比べて
全ての両親教育レベルを通して学力試験平均点が 0.55点上昇する。 
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図 50：個人の紛争経験𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡𝑝を含む分析モデル 7の推定結果によって当てはめられた学校のフェンス
の有無ごとの両親教育レベルと学力試験結果の関係 
  
(出所) 筆者作成 
 
 本節では紛争経験の有無を基準とした紛争変数が学力試験に対して有する効果を分析したが、
次節では紛争を経験した学生をさらにその経験年数によって分類し、紛争の経験年数の差が学力
試験に対してどのような効果を持つのかを分析する。 
 
 
6.7. 紛争経験期間が学力試験に与える影響 
 
本研究では紛争と教育効果の関係をさらに詳細に分析するため、紛争経験変数を紛争経験の有
無という二項関係から紛争経験年数へと変換し、学力試験結果に対する個人レベルの紛争経験年
数の効果や学校レベルの平均紛争経験年数の効果、個人の紛争経験年数と学校に関する変数との
クロスレベル交互作用項あるいは学校レベルの平均紛争経験年数と個人に関する変数とのクロス
レベル交互作用項の効果の分析を試みる。以下では、まず次項で個人の紛争経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡)を投
入した場合の分析モデルと推定結果、そしてその後の項において学校レベルにおける生徒たちの
平均紛争経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗)を投入した場合の分析モデルと推定結果について述べる。分析モデルに
ついては前節の紛争経験の有無(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)あるいは紛争経験者割合(𝑐𝑙𝑠𝑗)の場合と基本的には同じであ
り紛争経験変数のみが異なるので本節では簡単に述べるにとどめる。なお、学校の紛争経験の有
無については、データ内のほぼ全ての学校の紛争経験年数が 0 年か 4 年のどちらかとなってしま
い53、紛争経験の有無から紛争経験年数に変えた意味がなくなることから本研究では分析を行わ
なかった。 
 
 
                                                   
53 ほぼ全ての学校は紛争発生前（1999年以前）あるいは紛争混乱期間後（2002年以降）に建設されている。 
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6.7.1 需要側（個人）の紛争経験年数𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡が学力試験に与える影響の推定 
 
（１）分析モデル 
 
 分析モデルは、紛争変数が紛争経験の有無(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)から紛争経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡)に変更されている以
外は前節の個人の紛争経験の有無(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)を含むモデルと基本的に同一である。ただし、前節で使用
した個人レベルの全ての変数をモデルに投入する場合、モデル 5 以降では膨大な収束回数を重ね
ても推定値が固定されなくなったことから、モデルを単純化するために個人レベルの過去 8 年の
留年回数を全ての分析モデルから除くこととした54。紛争経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡)が学力試験に与える効
果と当該効果に及ぼす学校レベルの変数の影響のフローは下図に示したとおりである。 
 
図 51：需要側（個人）の紛争経験年数𝒄𝒆𝒍𝒔𝒅𝒕を含むモデルのフロー 
 
(注)  各変数をつなぐ実線上の統計記号は対応する分析モデルの回帰係数及びランダムパートの係数 
(出所) 筆者作成 
 
ヌルモデルは前節でみたものと同一であることからここでは省略する。モデル 1 は個人の紛争
経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡)のみを加えた場合の学力試験結果に対する紛争経験年数の効果、モデル 2及びモ
デル 3では個人に関する変数を投入した場合の紛争経験年数の効果の頑健性を確認する。 
 
                                                   
54 分析に使用している統計ソフトは Stata12.1である。Stataは Newton-Rhapson法によるアルゴリズムによ
って混合効果モデルを計算しているが、その計算の前提であるヘッセ行列（Hessian）の計算が不安定になると
反復が収束せず推定が困難になる。この現象は特に分散が 0に近い場合に起こりやすく正規教員率の分散が微細
であったために起こったと考えられる。Newton-Rhapson法によるアルゴリズム及びヘッセ行列計算の詳しい解
説は Stata社の解説書（https://www.stata.com/manuals13/me.pdf（2016年 7月 27日現在））及び 「乳用牛の
育種と統計学（暫定公開版）帯広畜産大学、増田豊
（http://www.obihiro.ac.jp/~suzukim/masuda2/stat/review_variance.html（2016年 7月 27日現在））を参照。 
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モデル１ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝜇0𝑗 
 
モデル２ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝜇0𝑗 
 
モデル３ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝜇0𝑗 
 
モデル 4 は切片𝛽0とともに紛争経験年数の傾き𝛽1にも分散を加えたランダム切片・傾きモデル
であり、個人の紛争経験年数の分散の程度を捉えることができる。モデル 5からモデル 11までも
前節と同様、切片及び個人の紛争経験年数の傾きの分散に学校の特徴に関する各変数を順次投入
していき、学校レベルの分散が各変数によってどの程度吸収されるかを観察していく。 
 
モデル４ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝜇1𝑗 
 
モデル５ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(正規教員率𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(正規教員率𝑗) + 𝜇1𝑗 
 
モデル６ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(正規教員率𝑗) + 𝛾02(学校フェンス𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(正規教員率𝑗) + 𝛾12(学校フェンス𝑗) + 𝜇1𝑗 
 
モデル７ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(正規教員率𝑗) + 𝛾02(学校フェンス𝑗) + 𝛾03(全生徒数𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(正規教員率𝑗) + 𝛾12(学校フェンス𝑗) + 𝛾13(全生徒数𝑗) + 𝜇1𝑗 
 
モデル８ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(正規教員率𝑗) + 𝛾02(学校フェンス𝑗) + 𝛾03(全生徒数𝑗) + 𝛾04(教室サイズ𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(正規教員率𝑗) + 𝛾12(学校フェンス𝑗) + 𝛾13(全生徒数𝑗) + 𝛾14(教室サイズ𝑗) + 𝜇1𝑗 
 
モデル９ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(正規教員率𝑗) + 𝛾02(学校フェンス𝑗) + 𝛾03(全生徒数𝑗) + 𝛾04(教室サイズ𝑗) + 𝛾05(建物設備𝑗) + 𝜇0𝑗  
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(正規教員率𝑗) + 𝛾12(学校フェンス𝑗) + 𝛾13(全生徒数𝑗) + 𝛾14(教室サイズ𝑗) + 𝛾15(建物設備𝑗) + 𝜇1𝑗  
 
モデル１０ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(正規教員率𝑗) + 𝛾02(学校フェンス𝑗) + 𝛾03(全生徒数𝑗) + 𝛾04(教室サイズ𝑗) + 𝛾05(建物設備𝑗) +
𝛾06(教室設備𝑗) + 𝜇0𝑗  
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(正規教員率𝑗) + 𝛾12(学校フェンス𝑗) + 𝛾13(全生徒数𝑗) + 𝛾14(教室サイズ𝑗) + 𝛾15(建物設備𝑗) +
𝛾16(教室設備𝑗) + 𝜇1𝑗  
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モデル１１ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡) + 𝛽2(年齢) + 𝛽3(性別) + 𝛽4(両親教育レベル) + 𝜀1𝑗  
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(正規教員率𝑗) + 𝛾02(学校フェンス𝑗) + 𝛾03(全生徒数𝑗) + 𝛾04(教室サイズ𝑗) + 𝛾05(建物設備𝑗) +
𝛾06(教室設備𝑗) + 𝛾07(衛生設備𝑗) + 𝜇0𝑗  
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(正規教員率𝑗) + 𝛾12(学校フェンス𝑗) + 𝛾13(全生徒数𝑗) + 𝛾14(教室サイズ𝑗) + 𝛾15(建物設備𝑗) +
𝛾16(教室設備𝑗) + 𝛾17(衛生設備𝑗) + 𝜇1𝑗  
 
 
（２）推定結果 
 
 推定結果は下表に示したとおりである。まず、紛争経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡)を投入した本項のモデルに
おいても ICCは 30%前後であり前節で概観したモデルの結果と一致している。また、紛争経験年
数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡)(𝛽1)は、モデル 1 からモデル 5 までは負に有意であったが、学校レベルの変数を𝛽1に投
入していくにしたがって有意水準が落ちていき、後述する最適モデルであるモデル 7では 90%水
準において有意であるにすぎなかったことから、本分析では生徒の紛争経験年数は学力試験結果
に対して効果を有しているとは見做さない。この結果を前項の結果と照らし合わせて考えると、
生徒の学力試験結果は個人の紛争経験の有無によって負の影響を受けるが、生徒が紛争を経験し
た年数の差によっては特に影響を受けるわけではないことが導かれる。 
 
表 64：需要側（個人）の紛争経験年数𝒄𝒆𝒍𝒔𝒅𝒕𝒑を含むモデルの推計結果  
 
(注 1)  ͂ : P<0.1, **: P<0.05, ***: P<0.01 
(注 2)  固定効果：係数と有意性、ランダム効果：分散 
(出所) 筆者作成 
 143 
 
個人レベルの各変数の有意性、及び切片𝛽0に投入した学校レベルの各変数の有意性については、
紛争経験の有無(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)を投入した前節のモデルの推定結果と一致し、個人レベルでは生徒の年齢、
性別及び両親の教育レベル、学校レベルでは学校のフェンスの有無及び全生徒数が有意となった。
学校レベルの変数については、学校のフェンスの有無が正に有意であり学校にフェンスを設置す
ると学力試験平均点が 0.63点（モデル 7）増加するのに対して、全生徒数は負に有意であり学校
の生徒が 1人増加すると学力試験平均点が 0.001点（モデル 7）下落することになる。 
 しかし、紛争経験年数の傾き𝛽1に投入した学校レベルの変数（クロスレベル交互作用項）の効果
は紛争経験の有無(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)を投入したモデルとは異なり、正規教員率及び全生徒数を含む全ての変
数が有意とはならなかった。つまり、正規教員率及び全生徒数を含めた学校レベルの変数は個人
の紛争経験年数が（有意ではないものの）学力試験に与える負の効果には影響を与えるものでは
ないということである。 
前節の紛争経験の有無(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)と本節の紛争経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡)を投入したそれぞれのモデルにおけ
るクロスレベル交互作用項の推定結果からは、正規教員率（教員の質）と全生徒数（学校規模）
は紛争を経験した生徒が有する負の効果に対してポジティブ（教員の質）及びネガティブ（学校
規模）な効果を有するが、その生徒が経験した紛争の長さに対しては正規教員率と全生徒数は特
に影響を及ぼすわけではなく、正規教員率（教員の質）や全生徒数（学校規模）が変化したとし
ても紛争経験年数の学力試験に対する効果は特に変わらないことが分かった。 
なお、正規教員率及び全生徒数を含む学校レベルの各変数と紛争経験年数とのクロスレベル交
互作用項が有意でなかった理由としては、モデル 4 に示されるように個人の紛争経験年数の傾き
の分散がそもそも微細であったことが考えられる。傾きの分散がほとんど無いということは、そ
の傾きの分散を説明する学校レベルの変数が有意になる可能性が低いことを意味するからであり、
その場合はそもそも傾きに学校レベルの分散を設定する必要はなくなる。 
 紛争経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡)が学力試験に与える影響を推定する各モデルの尤離度、尤離度の差のカイ
二乗検定、及び AIC 統計量は下表の通りである。紛争経験の有無(𝑐𝑙𝑠𝑑𝑡)と同様、正規教員数、学
校フェンスダミーと全生徒数の変数を切片と傾き（個人の紛争経験）に投入したモデル 7 の AIC
統計量が最も小さく最適モデルであると言える 
 
表 65：紛争経験年数が学力試験に与える影響に関する推定モデルの尤度比検定と AIC統計量 
 
(出所) 筆者作成 
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6.7.2 供給側（学校環境）の平均紛争経験年数𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗が学力試験に与える影響の推定 
 
 次に本項では、学校レベルにおける生徒の平均紛争経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗)が学力試験結果に与える影
響と、当該平均紛争経験年数と個人の特徴に関する変数とのクロスレベル交互作用項の効果を推
定する。分析モデル及び分析手法は前節の学校レベルの紛争経験者割合の場合と基本的には同一
である。以下で分析モデルを簡単に示すとともに各モデルの推定結果を概観する。 
 
（１）分析モデル 
 
 学校レベルにおける生徒の平均紛争経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗)を投入した分析モデルのフローは下図に示
したとおりである。前項の生徒の紛争経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑑𝑡)の場合と同じく、個人レベルの全ての変数
をモデルに投入すると推定値が固定されなくなるため、前項と同じく個人の過去 8 年の留年回数
を全ての分析モデルから除外した。 
 
図 52：学校レベルにおける生徒の平均紛争経験年数𝒄𝒆𝒍𝒔𝒋を含むモデルのフロー 
 
(注)  各変数をつなぐ実線上の統計記号は対応する分析モデルの回帰係数及びランダムパートの係数 
(出所) 筆者作成 
 
分析モデルでは、紛争経験者割合(𝑐𝑙𝑠𝑗)や学校の紛争経験の有無(𝑐𝑔𝑙𝑠𝑗)の場合と同様、まず、切
片𝛽0と生徒の年齢の傾き𝛽1に分散を加えたうえで切片に平均紛争経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗)を投入したモデ
ル 1 と年齢の傾きにも紛争経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗)を投入したモデル 2 を比較することによって傾きの分
散の吸収度合いを確認するとともにクロスレベル交互作用項の効果の有意性を推定する。モデル
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3 以降においてもモデル 1 及びモデル 2 と同様に個人の各変数の傾きに対してランダム効果及び
平均紛争経験年数を順次加えていき、個人に関する各変数の傾きの分散の変動と個人の各変数の
効果に対する平均紛争経験年数の影響を確認する。 
 
モデル１ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝜇1𝑗 
 
モデル２ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
 
 
モデル３ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝜇2𝑗 
 
モデル４ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
 
モデル５ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
𝛽3 = 𝛾30 + 𝜇3𝑗 
 
モデル６ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
𝛽3 = 𝛾30 + 𝛾31(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇3𝑗 
 
モデル７ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
𝛽3 = 𝛾30 + 𝛾31(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇3𝑗 
𝛽4 = 𝛾40 + 𝜇4𝑗  
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モデル８ 𝑌𝑖𝑗 = 𝛽0 + 𝛽1(年齢) + 𝛽2(性別) + 𝛽3(両親教育レベル) + 𝛽4(過去の留年回数) + 𝜀1𝑗 
𝛽0 = 𝛾00 + 𝛾01(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇0𝑗 
𝛽1 = 𝛾10 + 𝛾11(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇1𝑗 
𝛽2 = 𝛾20 + 𝛾21(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇2𝑗 
𝛽3 = 𝛾30 + 𝛾31(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇3𝑗 
𝛽4 = 𝛾40 + 𝛾41(平均紛争経験年数 𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗) + 𝜇4𝑗 
 
（２）推定結果 
 
 学校レベルの平均紛争経験年数(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗)が学力試験に与える影響の推定結果は下表に示すとおり
である。紛争経験者割合変数(𝑐𝑙𝑠𝑗)を投入した場合と同様に、切片𝛽0に投入した平均紛争経験年数
(𝑐𝑒𝑙𝑠𝑗)( 𝛾01)は有意ではなく、学校ごとの学力試験平均点の差は当該学校に在籍する生徒の平均紛
争経験年数に起因するものではないことが分かった。 
 
表 66：供給側の学校レベルにおける平均紛争経験年数𝒄𝒆𝒍𝒔𝒋を含むモデルの推計結果 
 
(注 1)   ͂ : P<0.1, **: P<0.05, ***: P<0.01 
(注 2)  固定効果：係数と有意性、ランダム効果：分散 
(出所) 筆者作成 
 
また、個人レベルの各変数の傾きに投入した学校レベルの平均紛争経験年数も全て有意で
はなかったが、生徒の年齢の傾きに対する学校レベルの平均紛争経験年数についてはモデル
2 からモデル 4 までが 90%水準で有意となり、生徒の年齢の効果が平均紛争経験年数によっ
て影響を受け得ることが垣間見られた。ただし、生徒の年齢の傾きの分散がほとんど 0 に近
いことは経験者割合変数(𝑐𝑙𝑠𝑗)のモデルの結果で説明したとおりであり、生徒の年齢による負
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の効果は学校ごとで大きく異なるものではないことが分かる。 
 これらの結果からは、総じて学校における生徒の平均紛争経験年数は当該学校の学力試験平均
点には特に影響を与えず、また学力試験に対する個人レベルの変数の効果に対しても影響を有し
ないことが分かった。 
 
6.7.3 分析結果の考察 
 
本項では紛争経験年数という観点から、個人の紛争経験年数及び学校レベルにおける生徒の平
均紛争経験年数についてそれぞれ分析を行った。 
 まず、紛争経験が学力試験に直接及ぼす影響については、個人の紛争経験年数と学校ごとの生
徒の平均紛争経験年数の双方とも学力試験に対して効果を有するわけではないことがわかった。
前節において個人の紛争経験の有無が学力試験に対して負の影響を有していたことを考慮すると、
紛争と教育効果との関係は学校環境における集団的な観点よりも個々の紛争経験の観点が重視さ
れるべきではあるが、個々の紛争経験はその経験年数ではなく経験の有無によって考えられるべ
きであると言える。 
 
表 67：紛争経験変数（紛争経験年数）ごとの各モデルの分析結果の全体的な傾向 
 
(出所) 筆者作成 
 
 また、前節で分析した個人の紛争経験の有無によるモデルでは学校の正規教員率と個人の紛争
経験の有無のクロスレベル交互作用項がともに有意であったのに対して、本項における個人の紛
争経験年数の場合には全てのクロスレベル交互作用項で有意にはならず、個人の紛争経験年数は
学校レベルのいかなる要因にも影響されないことがわかった。これは政策的には東ティモールに
おいては紛争を経験した子どもに対する特別なケアは紛争を経験したか否かで考えるべきであり、
その子どもがどれだけ長く紛争を経験したかによって区別するべきではないことを意味する。 
ただし、紛争後の東ティモールにおける学校効果という観点からは、紛争経験年数を投入した
場合でも前節の紛争経験の有無を投入したモデルと特に変わりはなく、個人の特徴に関する変数
は個人の学力試験結果に対して何らかの効果を有し、学校レベルの要因についても生徒数（学校
の規模）及び学校を囲むフェンスの有無（学校の治安）は学校レベルの学力試験平均点に対して
効果を有していると言える。これらの詳細は前節での考察と同じであり、ここでは省略する。 
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6.8. 分析の限界 
 
 本章では、東ティモールの紛争とその後の混乱期の経験が生徒の教育効果にどのような影響を
及ぼしているのかを探ることを目的として、東ティモールの 1999年紛争データと 2015年の生徒
の学力試験データ及び EMISデータを使用したマルチレベル・モデル分析を行った。学力試験の
結果を生徒の教育のアウトプットとして、それに対する紛争の効果を分析した研究はこれまでに
ほとんど例がなく、その点において本研究は意義のあるものだと考える。 
 しかし、本稿における分析には技術的な限界も認められた。本研究がどの部分においてそれら
の限界の範囲内での分析に留まらざるを得なかったのかを明確にするために、本節において本研
究が直面した技術的な問題点を記述する。 
 まず、東ティモールを事例としたマルチレベル・モデル分析を行うにあたって 2015 年の学力
試験データと EMISデータを手作業で一人ずつ結合していく必要があったことは前述したとおり
であり、両データの結合手順についても可能な限り客観性を保つ努力をしたが、科学的な見地か
らは客観性に限界があったと言わざるを得ない。通常、データには ID等の固有コードが存在し、
データ間で同一のコードを照らし合わせることで結合を行うが、学力試験データと EMISデータ
との間には共有するコードが存在しなかったため、共有する情報である県名、学校名、生徒名の
3 つのデータのコンビネーションを固有コードに見立てて結合を行った。しかし、学校名や生徒
名は学力試験データと EMISデータとの間でスペルの違いや略記などによる名前の違いなどの問
題があり、上述の 3 つの情報だけで全てのデータを結合することはできず、個別の事例に従って
両親の氏名や他のデータにおける学校名等をも参考にしながら結合を行うケースもあった。結合
が不可能であった生徒についてはデータの結合プロセスから除外された。データから除外された
これらの生徒は基本的にはランダムに決定されたと考えるが、例えばある学校の生徒のデータ入
力を担当したデータ入力オペレーターがその人物固有のルールに従って入力している場合に、そ
れが他方のデータセットとの結合を不可能にしているがために当該学校におけるデータ結合率が
極端に落ちるなどの事象が発生していた可能性は否定できない。また、筆者自身の見落としによ
るエラーが存在する可能性も全くないとは言えない。氏名が非常に似通っている者が多数存在し、
かつ約 2 万人の大容量のデータを手作業で結合するプロセスは数か月の期間を要したため、その
間に様々な理由から異なる者同士を結合する、あるいは結合可能な者を除外したケースもあった
のではないかと考えられる。この点において本研究の結合データの信頼性は限界があると言わざ
るを得ない。なお、現在東ティモール教育省では学力試験データに EMIS で用いる学生 ID コー
ドを付与することを検討中であり、これが完了すれば将来的にはデータ結合の問題は解消される。 
 次に、本分析では紛争が学力試験データに与える影響を分析するために生徒の年齢と出生場所
（県）から紛争経験の有無や年数を導き出して紛争経験変数を生成した。紛争経験変数を個人の
出生場所と年齢によって導く手法はジャスティノやヴァーウィン等の研究55においても用いられ
ているが、本稿において紛争の有無を各県レベルの死者数のみに依拠したことは紛争変数の分散
を実際よりも狭める結果になった可能性がある。紛争が発生した県で出生した一定年齢以上の生
                                                   
55 Justino, 2013; Verwimp et al, 2012 
 149 
 
徒は全て紛争経験ありと判断されることから、出生地からの移動が全国的に少ない東ティモール
では学校内の紛争経験の有無や年数のばらつきが少なくなる。従って、個人の紛争経験変数の傾
きの分散を説明する学校レベルの変数は説明対象である傾きの分散が少ないことから有意にはな
りにくく、結果として学校レベルの変数の効果が過度に除外されている可能性がある。このよう
な問題を回避するためには紛争変数をより詳細なデータに基づいて作成することが必要となるが、
客観的な紛争のデータを採取することは現実問題として難しく、また過去の紛争時における個人
の状況を調査することは倫理的な問題も伴う。この点、紛争中に居住していた家の井戸が紛争に
よって破壊されたか否かを紛争経験変数とする研究例(Syemyakina, 2006)もあるが、当該経験が
個人の紛争経験を代替するとは必ずしも言えず、紛争経験に関する変数の生成手法は今後の更な
る研究に委ねざるを得ない。 
 また、本研究で使用したデータによって算出された 5 つの紛争経験変数は結果として高い相関
関係が認められたため、各紛争経験変数が有する意味の解釈が不明瞭になってしまう可能性があ
る点も分析の限界として挙げられる。これは東ティモールでは紛争後の人口の移動が比較的少な
く首都を除いて紛争後に自分の出身県に戻る者が多かったことから、特に学校における紛争経験
者の割合のばらつきが個人の紛争経験の有無のそれと似通ったことが理由の一つとして考えられ
る。これらの 5 つの紛争経験変数は異なるモデルで別途に使用されていることから多重共線性の
問題が生じているわけではないが、異なる意味を有する紛争変数として算出された変数の相関が
非常に高い場合には異なる各モデルの推定結果における各紛争経験変数の意味の解釈が困難にな
ってしまうという問題が生じる。ただし、異なる意味を有する紛争経験変数が結果として類似し
たパターンを持つものであったとしても、本質的には各紛争経験変数が有する意味は異なってお
り、紛争が教育に与える影響を多角的に分析する本研究において各紛争経験変数が重要な要素で
あることや、本研究が学力試験結果に影響を与える紛争経験の効果に関する分析フレームワーク
の構築を試みている点を鑑みれば、各紛争経験変数を異なるモデルに投入して推定結果をその本
来の意味によって解釈することにはなお意義があると考えられる。このため本研究ではこれらの
5 つの紛争経験変数を相関係数の高低に関わらず当初から予定していた分析フレームワークにそ
れぞれ投入して推定を行ったが、推定結果の解釈が不明瞭になる危険性を避けるためにも、上述
した紛争経験変数の生成手法の問題とあわせて各紛争経験変数間の関係や分析フレームワークの
あり方について今後更なる研究を行っていく必要がある。 
 さらに、本分析の統計学的な限界として、全てのモデルにおいて中心化を行っていないことが
挙げられる。マルチレベル・モデル分析では分析目的に応じて変数の中心化が頻繁に行われる。
例えば、個人の紛争経験の有無に関する変数は、各生徒のデータから所属する学校の紛争経験の
平均値（紛争経験者割合）を引いた変数に変換する Group Mean Centering を行うほうが良い。
それによって個人の紛争経験の有無は個人レベルの情報のみに集約され、学校レベルの情報は紛
争経験の有無の平均（紛争経験者割合）として除外されるため、推定結果がより正確になる。ま
た、学校レベルでの変数は各学校のデータから全学校の平均値を引く Grand Mean Centeringを
行うほうが学校レベルでの情報の比較をより純粋に行うことができる。しかし、本稿の分析にお
いて個人の紛争経験の有無を中心化した場合、紛争経験変数の分散はさらに小さくなり、学校レ
ベルにおける説明変数を投入する余地がなくなるという問題が発生してしまう。本研究の最も重
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要な目的の一つは、紛争混乱期間を経験した生徒や学校は教育効果を決定する他の説明要因とど
のように結びつき影響を及ぼしているのかをクロスレベル交互作用項によって分析することであ
る。しかし、紛争経験の分散が小さくなりすぎるとクロスレベル交互作用項を投入した場合の分
散の吸収の程度を測ることができなくなってしまうことから本稿では中心化を実施しなかった。
従って、上述したように統計学的には紛争経験変数には個人レベルのみならず学校レベルの情報
も混じり込んでいることになり、厳密には個人の紛争経験の有無による効果と解釈することがで
きないという問題が生じている。この点は紛争経験変数の生成手法とともに今後の研究課題とし
たい。 
 
 
6.9. 小括 
 
 本章では 1999年に紛争を経験した東ティモールに焦点を当て、2015年現在では東ティモール
における教育効果（9学年の最終学力試験結果）はどのような要因によって説明されるのか、1999
年紛争の経験が 2015 年時点の中等学校 9 学年の生徒の教育効果にどのような影響を与えるか、
そしてこの紛争経験が他の説明要因の効果に対してどのような影響を及ぼすのか、の 3 つの効果
を定量的に分析してきた。分析には教育省が実施・収集している全国学力試験データ及び EMIS
データを使用した。まず、両データを一定の規則のもとに結合するとともに紛争経験の有無及び
経験年数を算出した紛争経験変数を作成し、データセットの詳細な記述統計量を示しながらデー
タ全体の把握を行った。そして、その後、①個人の紛争経験変数が学力試験に与える影響、②学
校環境における紛争経験変数が学力試験に与える影響、及び③学校の紛争経験変数が学力試験に
与える影響の 3 つの影響について「紛争経験の有無」及び「紛争経験期間」という 2 つの紛争経
験形態によるモデルをそれぞれ作成し、マルチレベル・モデルを用いた重回帰分析によって推定
を行った。 
 
表 68：各紛争経験変数の有意性とクロスレベル交互作用項の有意性の全体的な傾向 
 
(出所) 筆者作成 
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本分析では学力試験データと EMISデータを一定の基準に従って結合したうえで紛争が教育効
果に与える影響について分析を行ったが、東ティモールの全国学力試験はこれまで受験生個人の
情報を別途保有する EMISデータと共有されたことがなく、学力試験結果の詳細についても研究
的観点から分析されたことがなかった。従って、本稿における分析の過程で学力試験結果を様々
な角度から詳細に分析できたことは、学校効果研究に限らず東ティモールの教育に関する研究と
いう観点から意味があったと言える。 
 結合したデータを使用したマルチレベル・モデル分析による推定結果を見ると、まず 2015 年
の東ティモールにおける学校効果は生徒の特徴及び家庭の特徴という学校外要素が全て有意であ
った一方で、「教師の特徴」及び「学校の特徴」という学校要素は学校の安全と学校規模を除いて
有意とはならなかった。これは「学校要素」対「学校外要素」という観点からは、従来の学校効果
研究で言われているように、開発途上国においても学校外要素の方が学校要素よりも影響力が大
きいという伝統的な主張を裏付ける結果と言える。 
 また、個人の過去の紛争経験の有無は学力試験結果に対して負の効果があることも確認された。
本稿の分析は1999年-2002年の紛争混乱期間の経験がその13年後に中等学校を修了する生徒の教
育効果に対して未だ影響を与えているかを推定するものであるため、この分析結果は過去に体験
した紛争の経験はその子どもの将来の教育効果に対して長期的に負の影響を与えている可能性が
あることを意味している。子どもたちの学校卒業率あるいは学校経営や教育投資に対する紛争の
長期的な負の影響については先行研究においても述べてきたとおりであるが、生徒の試験結果を
使用して紛争の影響を定量的に分析した研究は筆者の知る限りこれまでに例がなく、本稿の分析
において紛争の長期的な負の影響が生徒の学力試験の結果からも確認されたことは注目に値する。 
ただし、個人の紛争経験が学力試験に対して有する負の効果は、個人の紛争経験の有無に関す
る場合のみであり、個人が経験した紛争の年数の場合には学力試験結果に対する効果が確認でき
なかったことには注意を要する。この結果からは、紛争を経験した生徒に対する長期の教育支援
等を考える際には、子どもたちが過去に紛争を経験したか否かを基準として考えるべきであり、
子どもたちの過去の紛争経験の長さを考慮した場合にはその効果は限定的になる可能性があるこ
とを示唆している。 
さらに、学校環境という観点からは、学校内の紛争経験者割合と平均紛争経験年数は当該学校
の学力試験平均点に対して有意に影響を及ぼしているわけではないことも分かった。本分析の結
果からは、東ティモールでは学校ごとに学力試験平均点の差が無視できない程度に存在すること
は確認されたが、その分散は学校環境における紛争経験に関する要因ではなくその他の要因によ
ると言える。この点、学校自身の紛争経験の有無は負に有意であり当該分散を説明する要因の一
つとなり得るが、学校自身の紛争経験の有無は学力試験平均点の分散を必ずしも説明（吸収）し
ているとは言えず、実際には分散のほとんどは学校に関する紛争経験以外の要因によるものと考
えられる。 
 次に、個人の紛争経験の有無が他の説明要因の効果に及ぼす影響についても一定の発見があっ
た。まず、学校レベルの教員の質が教育効果に対して有する正の効果及び学校規模が教育効果に
対して有する負の効果は、生徒の紛争経験の有無による影響を受けることが分かった。分析結果
からは学校の教員の質が高いほど紛争を経験した生徒の学力試験結果は高くなり、在学する学校
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の規模が大きくなるほど紛争を経験した生徒の学力試験の点数の下落幅が大きくなるという関係
が確認された。また、学校の紛争経験の有無は生徒の年齢が教育効果に及ぼす負の影響に対して
正の効果を有することも判明した。つまり、通常では生徒の年齢が高いほど学力試験の点数は低
くなるが、学校が紛争を経験している場合には紛争未経験の学校に比べて年齢による学力試験の
点数の低下の程度が減少するのである。上述の 3 つの要因以外からは紛争経験変数との交互作用
は認められなかったが、教員の質、学校規模及び生徒の年齢の 3 つの要因は、紛争による長期的
な負の影響をどのように軽減するかを考えていく上で重要な要素となり得る。 
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7.  結論 
 
 本研究は、「紛争」という要素が加わった場合の開発途上国における学校効果メカニズムを解明
することを目的として、①紛争を経験した国家という枠組みにおいて教育効果はどのような要因
によって説明されるのか、②紛争経験の有無あるいは紛争経験の期間という要因が教育効果に対
してどのような効果を持つのか、③当該紛争経験は学校効果を説明する従来の要因（学校内要素
や学校外要素）にどのような影響を与えるのか、という 3 つの研究課題を設定して分析をおこな
ってきた。まず、第 4 章では、過去の学校効果研究を各研究が対象としている国家を基準として
紛争経験・未経験に分類し、紛争経験の有無による教育効果に対する説明要因の違いを比較した。
そして、第 5章及び第 6章では東ティモールにおける 1999年の紛争を事例として、2015年の中
等学校最終学力試験データと EMISデータを利用しながら上述の 3つの研究課題に対する定量分
析を行った。 
 分析結果を概観すると、紛争の有無によって過去の学校効果研究を比較した分析からは、生徒
の成績（教育効果）を説明する各要素に対する紛争の影響が全てのカテゴリー（特徴）において
必ずしも明確に現れたわけではないが、一部の特徴（特に学校の特徴）においては紛争によって
影響が及ぼされるであろう可能性が非常に高いことが分かった。また、東ティモールを事例とし
た定量分析からは、個人の紛争経験の有無が教育効果に対して負の影響を持つことが分かったが、
それとともに紛争経験の有無は、学校の規模、教師の質や生徒の特徴が教育効果に対して有する
効果に影響を及ぼすことが分かった。 
本章では本研究のまとめとして各分析の結果を再度示すと共に、これらの分析結果が学校効果
研究の中でどのような位置づけとなるのかを考察する。そして、紛争後の教育復興支援政策にお
いて当該分析結果がどのように貢献できるかを述べた後、本研究の問題点及び今後の方向性を示
す。 
 
 
7.1. 本研究の分析結果及び当該分析結果の学術的な位置づけ 
 
 まず、過去の学校効果研究の比較分析結果からは、紛争経験の有無を無視した場合には「生徒
の特徴」及び「家庭の特徴」という「学校外要素」が有意である件数が非常に多く、「教師の特徴」
及び「学校の特徴」という「学校要素」はあまり有意にならないことが分かった。つまり、開発途
上国全般では「学校外要素」の方が「学校要素」よりも教育効果に対して効果を有する可能性が
高いと言える。この結果は、これまで行われてきた開発途上国における学校効果研究の両要素に
対する絶対的比較結果とほぼ同様であった。ハイネマンはウガンダを事例として「学校要素」と
「学校外要素」を絶対的に比較しており、その結果は「学校要素」よりも「学校外要素」の方が生
徒の学校成績に対して影響力が強いことを示していた(Heyneman, 1976)。また、シモンズらの研
究においても開発途上国では小学校から中学校までは「学校外要素」の影響力の方が依然として
強いという結果を得ている(Simmons et al., 1978)。従って、本研究での過去の学校効果研究の比
 154 
 
較分析結果は、先行研究で主張されてきたように開発途上国においても「学校外要素」の方が依
然として強い影響力を持つ、という傾向を比較分析からも見出した新しい発見と位置づけること
ができる。 
 しかし、各特徴を紛争経験の有無を考慮して比較した場合には異なる傾向が見えてきた。なか
でも紛争経験の有無によって特に顕著に差が現れたのは「学校の特徴」である。「学校の特徴」の
うち、学校設備に関する変数は国家が紛争を経験した場合には未経験の場合と比べて有意になり
やすい傾向があるが、教師一人当たりの生徒数や生徒一人あたりの学校予算については紛争未経
験の国家において有意となる傾向が強かった。有意になる傾向が強い国家グループが変数によっ
て変わるため、必ずしも紛争経験国と未経験国との間で「学校の特徴」に関連する変数に共通の
傾向があるわけではないが、少なくともこの結果は紛争が「学校の特徴」に何らかの影響を与え
ている可能性が高いことを意味している。さらに「家庭の特徴」についても紛争経験の有無によ
って傾向が異なっており、「学校の特徴」と同様、紛争経験国において有意となる傾向が強い変数
と未経験国において有意となる傾向が強い変数に分かれる。家族の人数と両親の教育レベルは紛
争を経験した国家グループで有意となる傾向が強く、家庭の社会経済レベル、家庭の設備、及び
家庭にある本の数は紛争未経験国において有意となる傾向が強かった。このことからは紛争を経
験した国家では家庭の経済的な差異は教育効果に対して影響がなくなってくるが、家族構成や両
親の教育に関する関心度合等の効果はむしろ紛争後の国家において大きくなってくると言える。
また、「生徒の特徴」及び「教師の特徴」は紛争経験の有無による変化があまり見られなかったが、
両特徴は有意性の有無という意味では全く逆の傾向を示していることには注意を要する。つまり、
「生徒の特徴」は紛争経験の有無に関わらず教育効果に対して影響を有する傾向が強いが、逆に
「教師の特徴」は紛争経験の有無に関わらず教育効果に対する影響があまり見られないというこ
とである。このように過去の学校効果研究の比較分析からは、各特徴の有意性は一般的には伝統
的主張に沿う傾向が認められるものの、紛争経験の有無による分類では特に「学校の特徴」と「家
庭の特徴」が異なる傾向を示すことが分かった。紛争経験の有無という観点からの学校効果研究
が従来行われた形跡がないことを鑑みれば、これまでの学校効果研究からさらに進んだ新しい発
見であると言えよう。 
 次に本稿では、東ティモールを事例として紛争後の国家における学校効果を確認するとともに、
紛争経験の有無と経験年数が教育効果に対して直接影響を及ぼすのか、そして紛争経験の有無と
経験年数が教育効果に対するその他の要因に対してどのような影響を及ぼすのかを分析した。当
該分析結果からは、東ティモールにおける 2015 年現在の学校効果は従来の主張と同様であり、
学校外要素の全ての変数は教育効果に対して影響を及ぼすものの、学校要素の多くの変数は教育
効果に対して影響がないことが分かった。ただし、学校要素のうち「学校の安全」と「学校規模」
が有意であったことは注目に値する。特に安全な学校の確立が生徒の学力に対して効果的である
という結果については、東ティモールのように紛争によって多くの学校が破壊された国家におい
ては学校の安全が子どもたちの潜在的な心理的負担を軽減することが背景にあると考えられ、紛
争後の学校システムの再建にあたって重要な指標となり得る。紛争後の教育復興支援に関する質
的研究で言われていた「物理的なインフラへの被害は、紛争の打撃のうちで最も簡単に修正でき
る」とする主張（世界銀行、2005）からも、インフラの拡充によって達成することができる学校
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の安全の回復は効果的な手段であると言える。 
 さらに、東ティモールを事例とした分析からは、1999年に発生した紛争に関する誰のどのよう
な経験が 2015年の生徒の学力試験に対して効果を有するのかを詳細に知ることができた。まず、
生徒個人の紛争経験の有無は生徒の学力試験結果に対して負の効果を持つことが確認された。し
かし、生徒個人の経験は紛争を経験したか否かの有無が重要であり、生徒がどの程度の期間紛争
を経験したかという経験年数については学力試験結果に対する効果が有意に認められなかった。
また、学校自身の紛争経験の有無も当該学校の学力試験平均点に対して負の効果を有することが
分かったが、学校環境としての学校における紛争経験者の割合や平均紛争経験年数は当該学校の
学力試験平均点には影響を与えないことが確認された。生徒個人の紛争経験の有無が学力試験に
負の影響を及ぼすとする本分析の結果は紛争が長期的に教育効果に負の影響をもたらすとする過
去の同様の量的分析における主張からも裏付けられるものではあるが、教育効果に生徒の学力試
験結果を使用した分析はこれまでほとんど例がなく、その意味で本稿の分析は従来の紛争と教育
に関する量的研究領域に生徒の学力試験を組み込んだ数少ない分析であると言える。 
また、学校効果研究という観点からは、東ティモールを事例とした分析では一部の学校要素が
学力試験に対する紛争経験の有無の効果に対して一定の影響を及ぼすことが分かった。まず、「学
校要素」の範囲に含まれる学校レベルの教員の質は直接的には学力試験に対して有意ではなかっ
たが、生徒の紛争経験の有無との関係では正に有意となった。これは、学校の教員の質の差は学
校の学力試験平均点の差を説明するものではないが、教員の質が向上すると当該学校に在籍する
紛争を経験した生徒の学力試験結果が改善することを意味している。また、「学校の特徴」の一つ
である学校の規模についても紛争経験の有無によって影響を受け、学校の規模が大きくなるほど
一般的に学力試験結果が下がるとする負の影響力は紛争を経験した子どもに対してさらに大きく
なるとする結果が得られた。さらに、学校が紛争を経験している場合には未経験の場合に比べて
「生徒の特徴」である生徒の年齢による負の効果が小さくなることも分かった。これらの結果は
過去の学校効果研究の比較分析の結果とは多少異なるため双方の結果の関連性を論理的に説明す
ることが困難ではあるが、東ティモールを事例とした分析は紛争経験を個人レベルあるいは学校
レベルに分けたうえで、学力試験に効果を有するどのような要因と誰のどのような紛争経験が互
いに影響を及ぼすのかを詳細に捉えることができたという点で非常に意義があり、紛争を経験し
た国家における教育復興支援を考える上で多いに参考になると考える。 
 
 
7.2. 本研究の問題点及び紛争と学校効果研究の今後の方向性 
 
 本研究は紛争を考慮に入れた学校効果研究の最初の例として多角的な分析を行ったが、分析の
過程においていくつかの問題点があることも事実である。そのうち最も大きな問題としては、過
去の学校効果研究の比較分析における①各研究の変数の分類に関する問題、②東ティモールを事
例とした定量分析における紛争と研究結果をつなぐ理論的説明の限界と③分析モデルの統計学上
の技術的問題の 3点が挙げられる。 
まず、一つ目の過去の学校効果研究の比較分析における各研究の変数の分類の問題について、
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本稿の比較分析では学校効果研究で一般に用いられる 4 つの変数群（学校の特徴、教師の特徴、
生徒の特徴、家庭の特徴）にそれぞれ 4~6個の変数要素を確定して、過去の各研究で用いられた
変数をそれぞれの変数要素に分類していった。しかし、それぞれの学校効果研究では研究目的や
分析モデルに応じて使用する変数や質問尺度が異なるため、表面上は同様の趣旨であったとして
も各研究の分析結果である変数の解釈は異なる場合がある。本稿の比較分析では、同様の趣旨の
変数を一つの変数要素としてまとめなければ比較が不可能となるため各研究の変数を機械的に束
ねて一つの変数要素としているが、各研究の目的が大きく異なる場合には当該研究の目的に合致
した実質的な意味における変数の分類が必要となり、今後、さらに発展した分類基準の開発とそ
れに基づく分類による比較分析を行っていく必要がある。 
また二つ目の問題として、東ティモールに焦点を当てた定量分析における理論的説明の限界が挙
げられる。本研究のような定量的分析は検証対象（従属変数）に対する表面的な影響力の把握には
有効であるが、影響を与える要因（独立変数）と与えられる事象（従属変数）との間の理論的説
明を確立するには限界がある。特に本研究で焦点を当てた紛争のような事象は非常に複雑であり、
それが及ぼす影響は子どもたちの内心や教育システムの全範囲に渡るため、その関係性の説明を
量的分析のみで模索しようとすることは困難である。従って、本研究の結果を説明していくため
には対象地域における紛争とそれを説明する要因との関係を質的に把握していくプロセスが必要
となってくる。本稿ではどの要因が紛争に影響を受けるのかについての把握まではおこなったが、
その影響を説明する詳細な質的分析については実施していない。この点については紛争と教育に
関する自らの今後の研究課題と位置づけたい。 
最後に三つ目の問題点として東ティモールを事例とした定量分析の技術的問題がある。問題の
詳細は前章の分析の限界の節において詳しく述べたが、まず、分析のための学力試験データと
EMIS データの結合も手作業で行う必要があったため正確性に限界があったと言わざるを得ない。
現在、東ティモール教育省は EMIS 及び全国学力試験のデータ収集に共通の ID 番号を付与する
ことを検討しているため将来的に問題は解消されると考えられるが、同様の分析を他国で行う場
合には再びデータ生成に関連するこのような問題が生ずる可能性はある。 
また、紛争変数の生成は従来から非常に困難であり、その正確性や信頼性に問題がある。本分
析においても個人の紛争経験の有無及び経験年数は当該個人の出生地及び年齢によって推測して
いるに過ぎない。さらに、本研究では出生地における紛争の有無は死者数を基準としているが、
紛争の激しさは必ずしも死者数のみによって決まるとも限らない。他方で、倫理的な問題あるい
はデータ収集の目的などから学力試験データや EMISデータに紛争経験の有無や年数に関する質
問が含まれることは稀である。特に教育効果に対する紛争の長期的な影響を分析する場合にはそ
れを目的とする調査以外で紛争に関する質問が含まれる可能性はほとんどない。これらの問題を
抜本的に解消する手法やイニシアティブは現在までのところ存在しないが、ミクロレベルの社会
調査における紛争経験の認定や測定手法に関する研究も進んでおり、この分野における今後の研
究の発展が期待される(Brück et al., 2010; Brück et al., 2013)。 
さらに、本分析で使用したデータの性質から分析モデルの統計学的な限界も垣間見られた。中
心化の問題に関する詳細は前述したとおりであるが、本稿では中心化を実施していないため、厳
密には個人の紛争経験の有無に学校レベルにおける紛争経験割合の情報が紛れ込んでいる可能性
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がある。この問題によって直ちに本稿の分析モデルが否定されるわけではないが、中心化の問題
を含めて今後さらに精度の高い分析によって本稿の分析結果を検証していくこととしたい。 
 
 
7.3. 紛争後の教育復興支援政策における本研究の役割 
 
 本研究における分析結果が紛争経験国における教育復興支援政策に対して有する意義は大きい。 
本研究の目的で述べたように、紛争後の国家に対する教育復興支援は 2000 年にダカールで開
催された国際会議（「万人のための教育」フォーラム）以降、主要な問題として国際的に認識され
るようになり、2015年のインチョン宣言においても紛争地域による教育の危機や難民に対する教
育の普及、復興期における教育の維持の重要性を訴えている。これらのイニシアティブを踏まえ
て、現在、政府援助機関、国際開発機関、NGOを問わず、紛争後の教育復興のあり方について活
発な議論が交わされるようになっている。 
他方で、一般に教育援助政策で重要となる教育の内部効率性に関する議論は「学校効果研究」
として学校内外の要素が生徒の成績に及ぼす影響力の差、及び先進国と開発途上国での傾向の相
違について、これまで世銀や学界を中心に研究がなされてきた。学校効果研究は教育政策の決定
段階において基本的な方向性を決める総合的指標として重要な意味を持ち、セクター別の高度な
質的研究と併せて援助政策のみならず先進国での政策決定においてもたびたび報告書として用い
られている。このような両分野の研究が各々に持つ目的を考慮すれば、紛争後の教育復興支援政
策は教育の質的向上に関する通常の教育開発政策の場合と同様に、紛争という観点から考えた学
校効果研究と紛争後の教育復興・開発セクターに関する質的研究の両者を勘案した上で模索する
ことが理想である。 
しかしながら、これまでの紛争後の教育復興支援政策に関する議論は、質的分析がセクター別
に展開されるに留まるとともに、量的分析においても紛争が教育に及ぼす直接的効果を推定する
研究がようやく報告され始めてきた段階であり、紛争を考慮に入れた学校効果研究について言え
ばこれまでほとんど例をみない状況である。従って、本研究が紛争を考慮に入れた学校効果研究
の最初の例を提示することによって、紛争後の教育復興支援政策の基礎となる重要な研究の両側
面を補うことが可能になると考えられる。 
さらに本研究は、紛争が教育効果に及ぼす影響に関するこれまでの量的分析で主流であった個
人の卒業率を従属変数とするのではなく、生徒個人の学力を従属変数として学力に影響を及ぼす
要因に紛争がどのように関わっているのかを解明することを主目的として分析フレームワークを
構築した。これらのフレームワークや分析手法は従来の学校効果研究の範囲を超えて、紛争と教
育との間の関係性を多角的に把握することを試みる最新の研究領域に位置すべきものであり、特
に学力試験結果を利用して紛争経験の有無が生徒の教育効果に与える長期的な影響のメカニズム
を解明する分析は未だ例を見ない最も新しい研究と言えよう。 
2000年以降、世界で発生する主要な紛争は複合的な要素を含む形態へと変化し、テロなどによ
る攻撃は平和な場所においても多発するようになった。これらの紛争は個人の生活に突然大きな
変化をもたらし、そこで暮らす人々はそれまでの平和な生活を一瞬にして奪われる。多くの親は
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子どもたちが学校に行くことが安全であるのかを疑い始め、教育機関としての学校の機能はそれ
までと比較して相対的に低下する。このような一連の負の連鎖によって子どもたちは学校で十分
な教育を受けることが困難になり、その結果は彼らが成長した将来に経済的あるいは文化的な負
の効果として子どもたち自身に戻ってくる。 
教育の欠如を媒介とした紛争と個人の将来の負の効果との関係性は想像に難くはないものの、
量的な観点から立証することは従来から容易なことではなかった。教育効果と将来の経済的効果
との関係はこれまで様々な研究が行われてきているが、紛争と教育効果との関係を量的に把握す
る分析はこれまでほとんど行われることがなかったことは本稿においても述べてきたとおりであ
る。そのようななかで本研究は紛争と教育効果との関係について学力試験を取り入れた最初の量
的分析の例として当該研究領域に新たな可能性を示すことができたと考えている。そして、紛争
が教育効果に及ぼす影響に関するより精度の高い量的分析が今後も蓄積されることによって、当
該分野における研究が今後更に発展するとともに研究結果が紛争経験国における教育復興支援政
策に反映されていくこと、そしてその結果として紛争を経験した子どもたちが受ける教育の質が
将来向上していくを期待してやまない。 
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付録 1：紛争経験国の具体的な紛争形態、期間、交戦相手 
 
 
 
Armed Conflicts 1946-2005
No. Location Incompatibility Opposition organization Year Intensity level
1 Colombia Govt FARC(Fuerzas armadas revolucionarias
colombianas: Revolutionary Armed Forces of
Colombia), ELN (Efercito de liberacion nacional:
National Liberation Army), EPL (Efercito popular
de liberacion: People's Liberation Army), M-19
(Movimiento19 de Abril: 19 April Movement)
1992-93 War
2 Ethiopia Govt EPRP (Ethiopian People's Revolutionary Party),
Military faction, TPLF (Tigrean People's Liberation
Front), EPDM (Ethiopian People's Democratic
Movement), EPRDF (Ethiopian People's
Revolutionary Democratic Front)
1976-91 War
Terr (Eritrea) ELF (Eritrean Liberation Front), ELF factions,
EPLF (Eritrean People's Liberation Front)
1974-91 War
3 Guatemara Govt MR-13 (Movimiento revolucionario trece de
noviembre: 13 November Revolutionary
Movement), FAR (Fuerzas armadas rebeldes:
Rebel Armed Forces), EGP (Efercito guerilleros de
los pobres: Guerilla Army of the Poor), PGT
(Partido guatemalteco del trabajo: Guatemalan
Worker's Party), ORPA (Organizacion del pueblo
en armas: Organization of Armed People), URNG
(Unidad revolucionaria nacional guatemalteca:
Guatemalan National Revolutionary Unity)
1969-87 War
4 India Terr (Punjab/
Khalistan)
Sikh insurgents 1988-92 War
5 Nigeria Terr (Biafra) Republic of Biafra 1967-70 War
6 Pakistan Terr (Baluchistan) Baluchi separatists 1974 War
7 Philippine Govt HUK (Hukbong Mapagpalaya ng Bayan: People's
Liberation Army)
CPP (Communist Party of the Philippines),
Military faction)
1982-86
1991-92
War
War
8 Thailand Govt CPT (Communist Party of Thailand) 1974-82 War
9 Viet Nam Terr (South Vietnam) 1965-75 War
10 Zimbabwe Govt ZANU (Zimbabwe African National Union), ZAPU
(Zimbabwe African People's Union)
1976-79 War
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付録 2：東ティモール全国学力試験全問題 
 
MINISTÉRIO DA EDUCAÇÃO 
DIREÇÃO NACIONAL DO CURRÍCULO 
E  AVALIAÇÃO ESCOLAR 
 
 
EXAME NACIONAL 
ANO LETIVO 2014 
FOLHA DE PONTO 
 
Disciplina     :  Língua Portuguesa (ポルトガル語) 
Ensino    :  Básico 30 ciclo 
Data    :  Quarta-feira, 05 de Novembro de 2014 
Duração     :  08.00-10.00 ( 120 minutos) 
 
 
INSTRUÇÕES GERAIS: 
 
1. Leia atentamente cada pergunta e selecione a resposta que considere correta,sendo essa que deverá 
assinalar na folha de respostas;  
2. Escreva o nome, a sigla do distrito, o número de exame, data de nascimento e sexo, nos quadrados 
correspondentes, com uma cruz (X), deixando um espaço entre cada nome; 
3. Preencha a folha de resposta alápis e carregue, sendo que o uso decorretor é expessamente proibido. 
Em caso de engano, use borracha ou apagador; 
4. Esta prova é constituída por 60 (sessenta) questões; 
5. Responda a todas as questões com muita atenção; 
6. Informe os vigilantes do Exame Nacional se houver falta de clareza na digitação, estragos  
 ou folhas de exame incompletas; 
7. Se acabar o exame antes do tempo previsto, reveja as suas respostas. 
8. No  final  do  exame  deixe  obrigatoriamente  sobre a mesa a folha de respostas e a  folha do 
ponto.  
 
-------------- Bom Trabalho ------------  
1a  Chamada 
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ASEAN 
 
  A  Associação das Nações do Sudeste Asiático, conhecida pela sigla ASEAN  
(Association of Southheast Asian National), foi fundada a 8 de agosto de 1967, em Banguecoque, na 
Tailândia, pela Indonésia, Malásia, Filipinas, Singapura e Tailândia. Em janeiro de 1984, juntou-se o 
Brunei, em julho 1995 o Vietname, em julho de 1997 o Laos e Myanmar e em abril de 1999 o Camboja. 
Reunidos, os países que formam a ASEAN, têm uma população de cerca de 500 milhões de habitantes 
e uma área de 4,5 milhões de quilómetros quadrados. A fundação da ASEAN surgiu por iniciativa da 
Tailândia, quando este país pretendeu solucionar conflitos de interresses até aí existentes entre 
Indonésia, Filipinas e Malásia. 
  Os objetivos da ASEAN, expressos na sua declaração, são acelerar o crescimento 
económico, o progresso social e o desenvolvimento cultural e promover a paz e a estabilidade na região 
do Sudeste Asiático. Aquando da primeira conferência da ASEAN, em fevereiro de 1976, foi assinado 
o Tratado de Amizade e Cooperação, onde estavam descritos os princípios a ser seguidos pelas nações 
aderentes. Entre eles constam o respeito mútuo pela independência, soberania, igualdade, integridade 
territorial e identidade nacional e o direito de cada Nação de se guiar livre de interferência, subversão 
ou coerção exterior. Ficou também definido nesse tratado que nenhuma nação deve interferir nos 
assuntos internos das restantes, que os desentendimentos devem ser resolvidos de forma pacífica, que 
deve haver uma renúncia ao uso da força e uma efetiva cooperação entre todos. 
  Em 1992, os Chefes de Estado dos países da ASEAN decidiram intensificar o diálogo 
sobre política e segurança de maneira a fomentar laços de cooperação, alargando essa medida aos 
restantes países da região Ásia-Pacífico. Desde então nunca houve conflitos armados entre países-
membros na região. 
  A nível económico, desde a fundação da ASEAN e através de vários tratados, cresceram 
bastante as trocas comerciais entre os Estados-membros. Em 1992 foi criada uma zona de comércio 
livre de modo a desenvolver a competitividade da região, que assim passou a funcionar como um bloco 
unido. O objectivo foi o de promover uma maior produtividade e competitividade. 
  A nível de relações externas, a prioridade da ASEAN é fomentar o contacto com os 
países da região Ásia-Pacífico, mas foram também estabelecidos acordos de cooperação com o Japão, 
a China e a Correia de Sul. Há também contactos regulares, anuais com a União Europeia e as Nações 
Unidas e com outros países como os Estados Unidos da América, o Canadá e a Rússia. 
             
        www.infopedia.pt 
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ASSINALE COM UM ( X ) A OPÇÃO CORRETA 
 
1. A Associação das Nações do Sudeste Asiático foi fundada a ... 
a. 8 de agosto de 1967    b.  9 de agosto de 1967 
c. 10 de agosto de 1967    d.  30 de agosto de 1967 
2. Os países que integraram a ASEAN mais tarde foram:   
a. Laos e Brunei     b.  Brunei e Myanmar 
c. Laos e Myanmar     d.  Vietname e Brunei 
3. Um dos objetivos da ASEAN expressos na sua declaração é: 
a. Promover a igualdade entre os géneros na região do Sudeste Asiático 
b. Promover a paz e a estabilidade na região do Sudeste Asiático 
c. Promover os princípios de respeito entre os géneros do Sudeste Asiático 
d. Promover os recursos humanos na região do Sudeste Asiático 
4. No total, a ASEAN tem uma população de cerca de: 
a. 500 mil habitantes     b.  500 milhões de habitantes 
c. 500 biliões de habitantes    d.  500 mil milhões de 
habitantes 
5. Para o cumprimento de alguns princípios pelas nações aderentes em fevereiro de 1976 foi 
assinado: 
a. O tratado de amizade e cooperação  b.  O tratado a nível económico 
c. O tratado do mercado livre   d.  Vários tratados 
6. A ASEAN é constituída por: 
a. 9  países      b.  10 países 
c. 11 países      d.  12 países 
7. ASEAN significa ... 
a. Associação das Nações do Sudoeste Asiático  
b. Associação das Nações do Sudeste Atlântico 
c. Associação das Nações do Sudeste Asiático  
d.  Associação das Nações do Sudoeste Atlântico 
8. O país que fundou a ASEAN foi: 
a.o Camboja      b. as Filipinas 
c. a Tailândia      d. Singapura 
9. Para desenvolver a qualidade e a eficiência na produção da região foi criada em 1992 uma 
zona de: 
a. Comércio de Indústria    b.  Comércio de Turismo e Indústria 
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c. Comércio do Turismo    d.  Comércio livre 
10. O objetivo da criação da zona de comércio livre é de: 
a. Promover o prejuízo  b.  Promover os custos da produção da região 
c. Promover a produção  d.  Promover uma máxima produtividade e competitividade 
11. Quais os países que fazem parte da ASEAN? 
a. Tailândia, Indonésia e Filipinas   
b. Tailândia, Indonésia e Filipinas, Singapura, Malásia, Camboja, Brunei, Vietname, Laos e 
Myanmar 
c. Singapura, Camboja e Laos 
d. Laos, Myanmar, Singapura e Vietname 
12. Os objetivos comuns da ASEAN são para acelerar o: 
a. Crescimento económico, o progresso social, desenvolvimento cultural, promover a paz e a 
estabilidade 
b. Progresso da sociedade e o desenvolvimento cultural 
c. Crescimento económico 
d. Desenvolvimento cultural, promover a paz e a estabilidade 
13. Além dos objetivos comuns da ASEAN expressos na sua declaração, qual é a outra prioridade 
a nível das relações externas? 
a. Fomentar o contacto com os países da região Ásia-Pacífico 
b. Contestar o contacto com os países da região Ásia-Pacífico 
c. Perturbar o contacto com os países da região Ásia-Pacífico 
d. Desvalorizar o contacto com os países da região Ásia-Pacífico 
14. Outros países quea ASEAN contacta anualmente,são: 
a. Estados Unidos da América, Canadá e Rússia b.  Estados Unidos da América  
c. Canadá e Rússia     d.  Estados Unidos da América 
e Rússia 
15. A nação Camboja juntou-se à ASEAN em: 
a. janeiro de 1984     b.  julho de 1995 
c. julho 1997      d.  abril de 1999 
16. A fundação da ASEAN surgiu por iniciativa da Tailândia, com o objetivo de: 
a. Solucionar os conflitos de interesses  b.  Acabar com a justiça 
c. Solucionar a renúncia ao uso pacífico d.  Interferir nos assuntos internos 
17. O texto tem  quantos parágrafos? 
a. 2 parágrafos     b.  4parágrafos 
c. 5parágrafos     d.  3parágrafos 
18. Este texto é de tipo: 
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a. Poético     b.  Dramático 
c.  Narrativo          d.  Informativo 
19. A fonte do texto é: 
a. www. infopedia. tl.    b.  www. infopedia. pt. 
c. www. infopedia. pt. tl.    d.  www. infopedia. 
Escolhe o sinónimo das seguintes palavras  
20. Em janeiro juntou-se: 
a. reuniu-se      b.  uniu-se 
c. afastou-se      d.  separou-se 
21. A fundação da ASEAN surgiu: 
a.   adiantou      b.  atrasou 
c.   apontou      d.  apareceu 
22. ... este país pretendeu solucionar: 
a.   reforçar      b.  fortalecer 
c.   resolver      d.  fortificar 
23. Os países que formam ASEAN têm uma população de cerca de: 
a.   máximo      b.  maior 
c.   mínimo      d.  próximo 
24. A nível das relações externas a prioridade da ASEAN é fomentar: 
a.   impedir      b.  intervir 
c.   investigar      d.  divulgar 
Escolhe oantónimo das seguintes palavras  
25. Em 1992 foi criada uma zona de comércio livre: 
a.   liberdade      b.  libertação 
c.   preso      d.  liberto 
26. Ficou também definido ... que nenhuma nação deve interferir nos assuntos internos: 
a.   privados      b.  externos  
c.   íntimos      d.  interior 
27. Aquando da primeira ... os princípios a serem seguidos pelas nações aderentes: 
a.   simpatizantes     b.  juntar-se 
c.   adversárias      d.  unidas 
 
 
28. Há também contactos regulares: 
a.   irregulares      b.  regularizar 
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c.   regimentar      d.  normalizar 
29. Os objetivos da ASEAN, expressos na sua declaração, são para acelerar: 
a.   apressar      b.  retardar 
c.   animar      d.  normalizar 
30. Desde então nunca: 
a.   sempre       b.  não 
c.   muito      d.  pouco 
 
Escolhe a forma verbal correta(presente do indicativo, pretérito perfeito e pretérito 
imperfeito e futuro simples). 
31. Antigamente não (haver) acesso a meios de comunicação. 
a.   há       b.  houver 
c.   havemos      d.  havia 
32. Atualmente na era da globalização (existir)vários tipos de meios de comunicação. 
a.   existem      b.  existe 
c.   existir      d.  existia 
33. Ontem a professora (ler) uma história aos alunos.  
a.   lê       b.  lia 
c.   leu       d.  leste  
34. O atual Primeiro Ministro, Kay Rala Xanana Gusmão, (ser) um líder carismático. 
a.   é       b.  era 
c.   foi       d.  fosse 
35. No próximo mês, o Ministro da Educação Bendito Freitas (ir) efetuar uma viagem a Portugal. 
a.   irá      b.  ia 
c.   foram      d.  foi 
36. Na semana passada, a Vice-Ministra do Ensino Básico, Dulce de Jesus Soares, (visitar) a 
nossa escola. 
a.   visitou      b.  visitava 
c.   visitará      d.  visita 
37. Naquele tempo, as crianças de famílias importantes (ir) para a escola a cavalo. 
a.   iam       b.  ia 
c.   fora      d.  fostes 
 
Identifique as funções sintáticas das seguintes frases 
“ A mãe comprou uma boneca à filha, ontem, na loja” 
38. O sujeito da frase é ... 
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a.   uma boneca     b.  à filha 
c.   A mãe      d.  na loja 
39. O predicado da frase é ... 
a.   ontem      b.  boneca 
c.   comprou      d.  mãe 
40. O complemento direto é ... 
a.   ontem       b.  na loja 
c.   comprou      d.  uma boneca 
41. O complemento circunstancial de lugar é ... 
a.   na loja      b.  ontem 
c.   comprou      d.  mãe 
42. O complemento circunstancial de tempo é ... 
a.   ontem      b.  boneca 
c.   loja       d.  filha 
“ A Rosa e o Rui são estudiosos”.  
43. O sujeito é ... 
a.   A Rosa e o Rui     b.  Rui 
c.   A Rosa      d.  estudiosos 
44. O predicado é ... 
a.   A Rosa e o Rui     b.  são estudiosos 
c.   estudiosos      d.  Rosa 
45. O predicativo do sujeito é ... 
a.   são estudiosos     b.  estudiosos 
c.   são       d.  Rosa e Rui  
    
Assinale a classe gramatical das palavras sublinhadas 
46. As flores do jardim da minha escola crescem bem.Elas crescem muito rapidamente. 
a.   adjetivos       b.  advérbios 
c.   pronomes      d.  nomes / substantivos 
47. O José tevemás notas no 20 período. A Joana e o João são inteligentes e estudiosos. 
a.   pronomes      b.  advérbios 
c.   nomes / substantivos    d.  adjetivos 
48. Espera por mim na porta do cinema. 
a.   pronomes      b.  advérbios 
c.   preposições    d.  adjetivos 
49. O pastor apascenta o seu rebanho no vale. 
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a.   nome/substantivo próprio    b.  nome/substantivo comum 
c.   nome/substantivo coletivo    d.  um pronome pessoal 
 
Identifique o grau do adjetivo da seguinte frase 
50. O bolo de chocolate é ótimo  
a.   grau normal     b.  grau superlativo absoluto sintético 
c.   grau superlativo absoluto analítico  d.  grau comparativo de igualdade 
 
Identifique os tipos e as formas das seguintes frases 
51. “Façam silêncio, vai começar a cerimónia” 
a.   É uma frase do tipo imperativo na forma afirmativa 
b.   É uma frase do tipo exclamativo na forma afirmativa 
c.   É uma frase do tipo exclamativo na forma negativa 
d.   É uma frase do tipo interrogativo na forma afirmativa 
52. “ A fundação da ASEAN não surgiu por iniciativa da Tailândia “ 
a.   É uma frase do tipo declarativo na forma negativa 
b.   É uma frase do tipo declarativo na forma afirmativa 
c.   É uma frase do tipo exclamativo na forma afirmativa 
d.   É uma frase do tipo exclamativo na forma negativa 
Classifique os vocábulos abaixo apresentados quanto à derivação (prefixação e sufixação). 
53. “ Independência é uma palavra derivada por ... 
a.   primitiva      b.  sufixação 
c.   prefixação      d.  sufixação e prefixação 
54. A palavra “rapidamente” é uma palavra derivada por ... 
a.   sufixação      b.  prefixação 
c.   sufixação e prefixação    d.  primitiva 
 
Escolhe a frase que achar correta de acordo com a transformação do discurso direto para o 
discurso indireto 
55. “José - Esta casa é mesmo muito bonita! “ discurso direto para o discurso indireto é ... 
a.   O José disse que aquela casa era mesmo muito bonita; 
b.   O José disse que aquela casa é mesmo muito bonita; 
c.   O José disse que aquela casa eram mesmo muito bonita; 
d.   O José disse que aquela casa foi mesmo muito bonita; 
56. “A Maria disse que estava doente e não ia à escola” discurso indireto para o discurso direto 
é... 
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a. Maria: Estive doente e não fui à escola b.  Maria: Estou doente e não vou à escola 
c. Maria: Estava doente e não ia à escola d.  Maria: Estarei doente e não irei à escola 
 
Assinale o pronome correto contraído ou não com a preposição com : 
57. Vocês vêm ---------- (nós) 
a.   comigo       b.  contigo 
c.   connosco      d.  convosco 
58. Os responsáveis da Direção de Currículo e Avaliação Escolar precisavam de falar (vós) 
a.   contigo      b.  consigo 
c.   connosco      d.  convosco 
59. Amanhã, vou sair --------- (tu) 
a.   contigo       b.  comigo 
c.   consigo      d.  com ele 
60. Escolha palavras que constituam a área vocabular da palavra “mar” 
a.   barcos, marinheiros, ondas, peixes, estrela do mar 
b.   jogadores, campo, bola, guarda-redes 
c.   recreio, alunos, professora, livros, aprendizagem 
d.   escola, família, sociedade, comunidade 
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INSTRUÇÕES GERAIS: 
 
2. Leia atentamente cada pergunta e selecione a resposta que considere correta,sendo essa que deverá 
assinalar na folha de respostas;  
9. Escreva o nome, a sigla do distrito, o número de exame, data de nascimento e sexo, nos quadrados 
correspondentes, com uma cruz (X), deixando um espaço entre cada nome; 
10. Preencha a folha de resposta com lápis e carregue, sendo que o uso de corretor é expessamente 
proibido. Em caso de engano, use borracha ou apagador; 
11. Esta prova é constituída por 60 (sessenta) questões; 
12. Responda a todas as questões com muita atenção; 
13. Informe os vigilantes do Exame Nacional se houver falta de clareza na digitação, estragos  
 ou folhas de exame incompletas; 
14. Se acabar o exame antes do tempo previsto, reveja as suas respostas. 
15. No  final  do  exame  deixe  obrigatoriamente  sobre a mesa, a folha de respostas e a  folha do 
ponto.  
 
-------------- Bom Trabalho ------------ 
  
1a  Chamada 
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Read the following dialogue! 
Ana and Toy are in the playground eating an ice cream.  
Toy   : “ It’s really hot today. I wish I could go for a swim.” 
Ana   : “You will get used to it. Is it very different in Sydney?” 
     He thinks about an answer. 
Toy  : “Well,yes, a little bit... life in the city is very busy, full of adventures and lotsto  
 discover … there’s always something happening.” 
Ana  : “What about your house? What is it like?” 
Toy  : “It’s an apartment, in a very big building.” 
Ana  : “That sounds nice.” 
Toy  : “And I had crazy neighbors.” 
Ana  : “ Crazy?” 
Toy : “They listen to very loud music.” 
        I started loving music because of them.” 
Ana   : “Here it’s so different … Most of the houses are huts like my 
grandparents         house.” 
Toy  :  “Is your family big? How many brothers and sisters have you got, Ana?” 
Ana  :  “Four. I have two brothers and two sisters. I am the eldest.” 
Toy  :  “So many!!!” 
Ana  :  “That’s normal. Weall have many brothers and sisters.” 
       Toy looks sad and quiet for a while. Ana looks at him curiously. 
Ana  :  “Do you miss home and your other school?” 
Toy  :  “It’s not that ... you know, I wish I had brothers and sisters!!!” 
Ana  :  “Really?” 
Toy  :  “Really, I’m tired of feeling lonely, without anyone to talk to.” 
Ana  :  “Here in Timor you will never be alone, I swear. Ana’s word! Come on. It’s    
 time for math class and our teacher Mr. Arthur, doesn’t like us being late.” 
 
CHOOSE THE CORRECT ANSWER! 
 
1. The dialogue locacted .... 
a. in the playground      b.  at the apartment 
c. in the class      d.  at the house 
2. Toy and Ana were eating … when they talked to each other. 
a. a banana      b.  a chocolate 
c. an ice cream     d.  a sandwich  
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3. When Toy and Ana were talking the weather was… 
a. cold      b.  hot 
c. windy      d.  breezy 
4. Ana asks if it very different in Sydney. The antonym (opposite) of the underlined word is … 
a. big       b.  small 
c. little      d.  same 
5. Which sentence does Toy use to  life in the  city? 
a. There isn’t development    b.  Full of adventures 
c. There is always development   d.  People are very busy  
6. Toy lives in …. 
a. a hotel      b.  an apartment  
c. a cottage       d. a hut  
7. Toy likes music because of  his 
a. parents      b.  brothers 
c. friends      d.  neighbors    
8. The grandparents of Ana live in … 
a. a flat      b. a hut 
c. a cottage      d. an apartment 
9. Ana is the … among the brothers and sisters. 
a. baby      b.  youngest 
c. eldest      d.  younger 
10. According to Toy, the family of Ana is … 
a. small      b.  big 
c. few       d.  enough 
11. Toy is sad because … 
a. he has no brother or sister    b.  he has lots of brother and 
sister 
c. he has no parents     d.  he has a big family 
12. The dialogue stops for a while when Ana talks about … 
a. parents and school     b.  school and brothers  
c. parents and sister     d.  home and game 
13. After the dialogue Toy and Ana went to … 
a. Math class      b.  their Homes 
c. An apartment     d.  the clinic 
14. Ana and Toy are in the playground. The interrogative form of this sentence is… 
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a. Do Ana and Toy in the playground?   b.  Does Ana and Toy in the 
playground? 
c. Are Ana and Toy in the playground?   d.  Has Ana and Toy in the 
playground? 
15. Ana and I … classmate. 
a. am        b.  are 
c. is       d.  has 
16. Toy has got friends. The interrogative form of this sentence is … 
a. Have Toy got friends?    b.  Was Toy got friends? 
c. When Toy got friends?    d.Has Toy got friends? 
17. … Australian people live in flats. 
a. An        b.  Some 
c. A       d.  Any 
18. She is … actress and her father is … lawyer. 
a. the - an      b.  a - the   
c. an - a      d.  a- an 
19. --------------- went to the party with --------------- parents 
a. He – him      b.  His – him 
c. He – his       d.  He – himself 
20. Rosa and I have a tennis ball. It’s ------tennis ball. It’s ---------- 
a. we – us       b.  ours – we  
c. ours – our       d.  our – ours  
21. Agostinho : Let’s go to visit Julia. She is sick  
Felismina : ---------- is her house? 
Agostinho : Next to my house 
a. Where      b.  What 
c. When      d.  How 
22. Marcos  : --------------- didn’t you come to the meeting? 
Mauricio  : I was sick. 
a. Were      b.  When 
c. Who      d.  Why 
23. The singular form of children, flies, geese, wolves, oxen are … 
a. child, fli, goos, wolve, oxa     b.  children, fly, goode, wolf, 
ox 
c. children, fly, goose, wolv, oxe   d.  child, fly, goose, wolf, ox 
24. Three … were killed after I sprayed with the pesticide 
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a. mouses       b.  mice 
c. mices      d.  mouse 
25. The house of Ana is new. We can also say … 
a. Ana’s house is new     b.  Anas’ house is new 
c. Ana’s new is house     d.  Anas’ new is house 
26. Which one of the following sentences is correct? 
a. The car’s are expensive   b.  John car’s is expensive 
c. Zima’s car  is expensive    d.  Marias’ car’s are expensive 
27. Don’t stand … the door! Move please! 
a. on       b.  at 
c. over       d.  Under 
28. They could do the test, … ? 
a. can’t they      b.  wouldn’t they 
c. won’t they      d.  couldn’t they 
29. Which one do you prefer? Tea … coffee? 
a. and       b.  so 
c. or       d.  but 
30. Which ones of the following words are countable noun? 
a. Banana, hair, money, donkey   b.  Sugar, oil, wine, ink 
c. Mouse, hope, love, happiness   d.  Deer, library, ox, tie 
31. Maria usually … her clothes twice a week. 
a. washes      b.  washs 
c. washing      d.  wash 
32. She is …a  hole to plant the flower. 
a. digs      b.  dug 
c. digging      d.  diging 
33. The ordinal number is … 
a. one       b.  third 
c. four      d.  five 
34. The class will start on Wednesday. Two days before class starts will be … 
a. Tuesday      b.  Sunday  
c. Saturday       d.  Monday  
35. Look at the following letters… 
n – r – y – j – a – u – a  
1   2    3   4    5    6    7 
The rearrangement of the letters above that spells out month is… 
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a. 4 – 5 - 1 - 6 – 7 – 2 – 3     b.  4 – 5 - 7 -  2 – 3 – 1 – 6 
c. 2 – 3 - 4 - 7 – 6 – 5 – 1    d.  1 – 2 - 4 -  6 – 7 – 3 – 5 
36. Look at the picture. It’s … 
a. half past four  b.  ten to four 
c. ten past four  d.  four o’clock 
 
 
 
 
37. The person in the picture is a … 
a. fireman   b.  weaver 
c. breeder    d.  policeman 
 
38. Which ones of the following words are types of clothing? 
a. Shampoo, soap, saving cream   b.  Ankle, toes, thumb 
c. Toothbrush, hairbrush, beard   d.  Boots, shirt, socks 
39. What a boring film. This sentence (expresses) … 
a. an exclamation      b.  a want 
c. an ability       d.  a preference 
40. They would like an apple. This sentence expresses … 
a. exclamation      b.  want 
c. ability        d.  inability 
41. The thief … all my money last night. 
a. steals      b.  stolen 
c. stole      d.  steeled    
  
42. They fed the dog. This sentence is written in the …tense  
a. simple past      b.  simple present 
c. simple future     d.  present perfect 
43. They spent too much money. The interrogative form of this sentence is …  
a. Do they spend too much money?    b.  Did they spent too much 
money? 
c. Does they spend too much money?   d.  Did they spend too much 
money? 
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44. The past tense of catch, fly, swim, tear are … 
a. catched, flied, swimed, teared   b.  caught, flied, swum, torn 
c. caught, flew, swam, tore    d.  catched, flew, swum, teared 
45. Cut, put, keep are the examples of … 
a. regular verbs     b.  modal verbs 
c. auxiliary verbs    d.  irregular verbs 
46. They will participate in the meeting. The sentence is written in the …tense 
a. simple present     b.  simple future 
c. simple past      d.  present perfect 
47. Their mother will … here next Saturday. 
a. be       b.  been 
c. being      d.  are 
48. She is going to leave the room. The negative form of this sentence is … 
a. She isn’t going to leave the room   b.  She wasn’t going to 
leavethe room 
c. She aren’t going to leave de room   d.  She doesn’t going to leave 
the room 
49. My father leaves the airport. The present perfect of this sentence is … 
a. My father has leaving the airport   b.  My father had leaving the 
airport 
c. My father has left the airport   d.  My father had left the airport 
  
50. The students have … two glasses. 
a. break       b.  broke 
c. breaking      d.  broken 
51. She has swept the floor for many times. The interrogative form of this sentence is … 
a. Does she swept the floor for many times? b.  Have she swept the floor for many 
times? 
c. Has she swept the floor for many times? d.  Has she swept the floor for many times? 
52. If I … rich I would help you. 
a. was        b.  were 
c. are        d.  Am 
53. He would … a car if he … how to drive. 
a. buy ---- know     b.  bought----knew 
c. buy ---- knew     d.  bought --- known  
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54. Sonia will be on time if there is transport. The sentence is written in conditional type … 
a. IV       b.  I 
c. II       d.  III 
55. She is sick. She … go to the clinic. 
a. may       b.  can 
c. shall       d.  must 
56. Could you splint it again? This sentence is expresses … 
a. Request       b.  Ability 
c. Offer      d.  Permission 
57. He can play piano. This sentence expresses … 
a. Request      b. Ability 
c. Offer       d.  Permission 
58. You must be careful with the test. This sentence expresses … 
a. Necessity      b.  Ability 
c. Advice      d.  Request 
59. Look at the picture.       
This is her … 
a. cheek  b.  lip 
c. nose  d.  chin 
 
 
60. They usually go to the rural area … horseback. 
a. at        b.  in 
c. on        d.  into 
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INSTRUÇÕES GERAIS: 
 
3. Leia atentamente cada pergunta e selecione a resposta que considere correta,sendo essa que deverá 
assinalar na folha de respostas;  
16. Escreva o nome, a sigla do distrito, o número de exame, data de nascimento e sexo, nos quadrados 
correspondentes, com uma cruz (X), deixando um espaço entre cada nome; 
17. Preencha a folha de resposta com lápis e carregue, sendo que o uso de corretor é expessamente 
proibido. Em caso de engano, use borracha ou apagador; 
18. Esta prova é constituída por 50 (cinquenta) questões; 
19. Responda a todas as questões com muita atenção; 
20. Informe os vigilantes do Exame Nacional se houver falta de clareza na digitação, estragos  
 ou folhas de exame incompletas; 
21. Se acabar o exame antes do tempo previsto, reveja as suas respostas. 
22. No  final  do  exame  deixe  obrigatoriamente  sobre a mesa, a folha de respostas e a  folha do 
ponto.  
 
-------------- Bom Trabalho ------------ 
  
1a  Chamada 
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ASSINALE COM UM ( X ) A OPÇÃO CORRECTA 
 
61. Dos seguintes números 9,12,13,14. Os números compostos são... 
a. 9,12,13      b.  9,13,14 
c. 9,12,14      d.  12,13,14 
62. Os múltiplos de 6 menores que 20 são… 
a. 6,12,15      b.  6,12,16 
c. 12,15,18      d.  6,12,18 
63. Os fatores primos de 18 são… 
a.    2,18      b.  2,3 
c.    2,6      d.  3,6 
64. ...643   
a. 2       b.  3 
c. 4       d.  5 
65. O número inteiro positivo representa-se poro símbolo ... 
a.        b.  
c.        d. + 
66. Na reta numérica cada ponto corresponde um número e cada número corresponde um ponto 
na reta. Ao número correspondente a cada um dos pontos da reta dá-se o nome de... 
a. Abcissa       b. Ordenada 
c. Origem -4    -3    -2    -1    0     1    2     3     4    d.  
Coordenada  
67. O valor da expressão numérica 1-( -3 + 15 ) =... 
a. 13       b.  11 
c. -13       d.  -11 
68. A afirmação verdadeira de 3 ...-2 é... 
a. 3 < -2     b.  3 = -2 
c. 3 ≤ -2       d.  3 > -2 
69. Observe a seguinte  figura ! 
Portanto a razão da ampliação do quadrado A1 B1 C1 D1 é ...     
 
a. 1        b.  2 
c. 3        d.  4 
 
A B
CD
2
2
2 2
4 4
4
4
1
C
1
B
1
A
1
D
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70. A soma da amplitude dos ângulos internos de um triângulo é ... 
a. 900       b.  1800  
c. 2700      d.  3600  
71. Um triângulo que tem 3 ângulos agudos é um triângulo ... 
a. Acutângulo     b. Obtusângulo 
c. Retângulo     d.  Escaleno  
72. Observe figura ao lado.Logo o eixo da simetria é representada pela letra ... 
 
a. A       b.  A1 
c. e       d.  AA1 
73. Num jogo de futebol uma das equipas venceu por 5-0. Os marcadores dos golos foram ... 
A moda destes dados é… 
No de camisolas No de golos 
7 1 
10 2 
4 1 
9 1 
a. 2       b.  10 
c. 1       d.  1,5 
74. A expressão algébrica para calcular a área deum retânguloé... 
 
a. A = cl      b.  A = cl x cl 
c. A = cl3      d.  A = lc2 
 
75. Dos seguintes gráficos os que representam funções de proporcionalidade direta são ... 
Y
x0 2
4
I
1
Y
x0 1
1
2
3
II
Y
x0 2
4
III
 
a. I       b. II 
c. III       d. I e II 
 
 
A
A
1
e
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76. Das seguintes correspondências, as que representam funções são… 
1 .
2 .
3 .
4 
2 
I
1
II
2 
3
4 
 
 
III
YX
1
2
3
- 1
2
3
Y
x0 2
4
3
2
1
1 3 4
IV Y
x-1 2
4
3
2
1
1
-2
1
V
 
a. I e IV      b. II e III 
c. IV e I      d.  I e III 
 
77. Considere a seguinte tabela ! 
A constante de proporcionalidade direta é… 
 
 
 
a. 4        b. 4,1  
c. 4,2       d. 4,5  
78. Os alunos de uma escola distribuam-se da seguintes formas  
Ano deescolaridade   Frequência Absoluta  Frequência Relativa 
70    Ano 128  
80    Ano 112  
90    Ano 80  
Portanto a percentagem de alunos que frequentam no 90é… 
a. 20%       b. 25% 
c. 35%       d. 40% 
79. Numa escola do 30 ciclo frequentam 100 alunos do 90 ano. Sabe-se que 20% desses residem 
longe da escola, logo quantidade desses alunos é de… 
a. 10        b. 15 
c. 20        d. 25 
80. Observa atentamente o seguinte gráfico de barras. O número total dos alunos da turma é… 
a. 20        b. 15 
c. 10        d. 5  
X 5 6,5 8 
Y 21 27,3 33,2 
8
7
6
5
4
3
2
1
0 0 1 2 3
N
o.
 d
e 
al
u
n
os
 
No. de Livros Lidos 
Leituras nas  férias
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81. Durante um campeonato, o número de vitórias, de empates e de derrotas de uma equipa 
desportiva distribui-se da seguinte forma: 
Resultados  Freq.absoluta (ni) Frq.relativa (fi) Freq.relativa (fi) em % 
Vitórias  8 8/20 40% 
Empatas 5 5/20 25% 
Derrotas 7 7/20 35% 
Assim, o setor circular correspondente as derrotas é… 
a. 900      b. 1260 
c. 1440      d. 1500 
82. A distribuição dos números de empregados pelas diversas empresas é apresentada no 
diagrama de caule-e-folhas que se segue: 
2
3
4
5
6
8
3 86
5 75 88
1 43
55 97
1 76
3 7  
Portanto o número total de empresas é… 
a. 20        b. 28 
c. 35       d. 40 
83. Considere o seguinte conjunto de dados: 5;8;12;12;23e 48 
A média é… 
a. 15       b. 16 
c. 17        d. 18 
84. Dado um conjunto de dados:3;6;7; 9 e8 
Logo a mediana desse conjunto de dados é… 
a. 6        b. 7 
c. 8       d. 9 
85. Na figura está representando um prisma triangular e algumas retas que contém arestas desse 
prisma.As retas concorrentes e não perpendiculares na figura são… 
 
a. EAeEF       b. EFeFB 
c. EFeED       d. EDeDC 
 
E
D
B
C
A
F
  192 
86. Uma reta interseta o plano num ponto, fazendo com este um ângulo não reto. Portanto esta 
reta é… 
a. Concorrente oblíqua     b. Concorrenteparalela 
c. Estritamente paralela    d. Paralela oposta 
 
87. Uma reta interseta num ponto, fazendo com este um ângulo reto. Portanto esta concorrente 
é … 
 
a. Perpendicular     b. Oblíqua 
c. Paralela       d. oposta 
88. Na expressão algébrica 3x, o ‘3’ é o… 
a. Coeficiente     b. Literal 
c. Semelhante     d. Expoente 
89. Numa escola há cinco turmas de 90Ano com o mesmo número de alunose uma turma com 
mais três alunos que nas outras. X representa o no de alunos de cada turma. A expressão 
algébrica que traduz o enunciado do problema é… 
a. X+3X       b. 5X+3X 
c. 5X+X+3      d. 5X+3 
90. A forma simplificada da expressão: 3(-1+2b)=… 
a. 3+2b      b. -3+2b 
c. -3-6b       d. -3+6b  
91. Tira-se uma carta ao caso de baralho de 40 cartas, foram tirados as cartas de 8, 9, e 10, logo a 
probabilidade de obter um rei é… 
a. 
1
10
       b. 
1
40
 
c. 
3
10
       d. 
1
2
 
92. Uma moeda de 10 (dez) centavos tem duas faces. Portanto há ... casos possíveis. 
a. 1        b. 2 
c. 3        d. 4 
93. A dízima que representa a fração 13 4⁄  é… 
a. 3,2       b. 3,25 
c. 3,5       d. 3,75 
94. A fração  irredutível de 9 12⁄  é… 
a. 1 4⁄       b. 2 3⁄  
n
a
n
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c. 3 4⁄       d. 4 5⁄  
95. O valor aproximado da √2  é 1.41421.  Arredondando ás décimas temos…  
a. 1,4        b. 1,5 
c. 1,41       d. 1,42 
 
96. A forma algébrica que representa o intervalo  ]3,5[ é… 
a. 3>X>5       b. 3<X<5 
c. 3< X<5       d. 3> X>5   
97. Considerea equação x-2y=10. A equação resolvida em ordem  y é… 
a. 𝑦 =
10+𝑋
−2
      b. 𝑦 =
10+𝑋
2
 
c. 𝑦 =
10−𝑋
2
      d. 𝑦 =
10−𝑋
−2
 
 
98. A solução do sistema de equações[
3𝑥 − 𝑦
𝑥  + 𝑦
= 4
= 1
] é igual a… 
a. (
5
4
,
1
4
)      b. (
−5
4
,
1
4
) 
c. (
5
4
,
−1
4
)      d. (
−5
4
,
−1
4
) 
99. O intervalo que representa a solução da inequação -3X>6 , é… 
a. ]-∞,-2[      b. ]-∞,-2] 
c. [-2,+∞[       d. [2,+∞[ 
100. A solução da equação x2+5x+6=0 é… 
a. (-3,2)      b.  (3,-2) 
c. (-3,-2)      d. (3,2) 
101. Observe a figura seguinte ! 
Nesta figura existem… raios. 
a. 2        b. 3 
c. 4       d. 5   
  
102. A amplitude de um ângulo ao centro é igual à, 1200, logo amplitude correspondente do 
ângulo inscrito é… 
a. 300       b. 1200 
c. 900       d. 1200 
103. A amplitude de cada ângulo interno de um hexágono regular é…  
A
B
CD O
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a. 1800      b. 3600 
c. 5400      d. 7200 
104. Os transformados do ponto P(-5,4) pela rotação de 900 é… 
a. P’(-5,-4)       b. P’(-4,-5) 
c. P’(4,-5)       d. P’(5,4) 
105. Observe atentamente a figura ao lado.  
O seno de X é…  
a. 3 5⁄       b. 
3
4⁄  
c. 4 5⁄       d. 
5
4⁄  
 
106. Relativamente a um ângulo agudo de amplitude X. sabe-se que cos x= 3 5⁄ , logo sin x=.. 
a. 4 5⁄       b. 
3
5⁄  
c. 3 4⁄       d. 
4
3⁄  
107. A medida do raio da base de um cilindro é de 10cm (𝜋 = 3,14). A áreadas bases  
(superior e inferior) é ... cm2 
a. 314       b. 628 
c. 1246       d. 6280 
 
108. A função de proporcionalidade inversa de kostante K é definida pela expressão do tipo… 
a. 𝑦 = 𝑘. 𝑥      b. 𝑦 =
𝑥
𝑘
 
c. 𝑦 =
𝑘
𝑥
      d. 𝑥 =
𝑘
𝑦
 
109. Sabendo que a medida da geratriz de um cone é igual a 10 cm e a medida do raio da base é 
igual a 6 cm, logo o volume do cone é… 
a. 113,04 cm3     b. 301,44 cm3 
c. 904,32 cm3     d. 1130,4 cm3 
110. O volume de uma esfera é igual à 113,04 cm3 (𝜋 = 3,14), logo a área da superfície esférica 
é igual à…….cm2(Área superfície de esfera = 4πr2   , Volume de esfera = 4/3πr3) 
a. 18,56       b. 28,26 
c. 113,04       d. 1130,4 
  
x
53
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INSTRUÇÕES GERAIS: 
 
4. Leia atentamente cada pergunta e selecione a resposta que considere correta,sendo essa que deverá 
assinalar na folha de respostas;  
23. Escreva o nome, a sigla do distrito, o número de exame, data de nascimento e sexo, nos quadrados 
correspondentes, com uma cruz (X), deixando um espaço entre cada nome; 
24. Preencha a folha de resposta alápis e carregue, sendo que o uso de corretor é expessamente proibido. 
Em caso de engano, use borracha ou apagador; 
25. Esta prova é constituída por 50 (cinquenta) questões; 
26. Responda a todas as questões com muita atenção; 
27. Informe os vigilantes do Exame Nacional se houver falta de clareza na digitação, estragos  
 ou folhas de exame incompletas; 
28. Se acabar o exame antes do tempo previsto, reveja as suas respostas. 
29. No  final  do  exame  deixe  obrigatoriamente  sobre a mesa, a folha de respostas e a  folha do 
ponto.  
 
-------------- Bom Trabalho ------------ 
  
1a  Chamada 
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ASSINALE COM UM ( X ) A OPÇÃO CORRETA 
1. A época da magia termina por volta de  … 
a. 3800 a 4000 a.c.     b.  4.800 a 5000 a.c. 
c. 2800 a 3000 a.c.     d.  3000 a 3.800 a.c.   
2. Qual é a ciência mais importante para provar os interesses de pré-históricos? 
a. História e Geográfia     b.  Astronómia 
c. Biológia      d.  Matemática 
3. O ser mais importante à face da terra é … 
a. Os ambientes       b.  Os animais 
c. Os vegetais      d.  O homem 
4. A civilização que marca um período de grande evolução do conhecimento em astronomia  no 
século VI a.C. é  … 
a. Egipto       b.  Rússia    
c. India       d.  Grega 
5. O movimento dosplanetas à volta do sol, chama-se … 
a.   Período de rotação     b.  Movimento de translação 
c.   Período de renovação     d.  Movimento de rotação 
6. O período de rotação do planeta Terra éde… 
a. 365 dias      b.  225 dias 
c. 220 dias      d.  243 dias 
7. O modelo mais correto para explicar o sistema solar era o modelo de … 
a. Heliocêntrico      b.  Geocêntrico 
c. Geologia      d.  Geofísica 
8. A pessoa que conseguiu demonstrar o modelo mais correto para explicar os órbitos no sistema 
solar foi … 
a. Claudio Ptolomeu     b.  Newton Kepler 
c. Aristóteles       d.  Copérnicos 
9. Os astrónomos consideram que o universo tema cerca de … 
a. 100 mil milhões de anos    b.  15 mil milhões de anos 
c. 1 mil  milhões de anos    d.  14 mil milhões de anos 
10. Os conjuntos de estrelas chamamospor ... 
a. Constelações       b.  Via lactea 
c. Sistema solar      d.  Estrelas 
11. Quando os valores da velocidade aumentam, diz-se que o movimento é... 
a. Retardado      b.  Acelerado 
c. Recargado      d.  Redação 
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12. Um tubarão desloca-se no oceano, percorrendo 360m em 30s. Determina a rapidez média do 
tubarão … 
a. 20 
𝑚
𝑠
       b.  120 
𝑚
𝑠
 
c. 0,20 
𝑚
𝑠
      d.  12 
𝑚
𝑠
 
13. Um carro de corrida desloca-se à velocidade de 
h
km200 . Exprime este valor em unidades do 
sistema internacional! 
a. 
s
m55,55       b.  
s
m5555  
c. 
s
m555,5       d.  
s
m5,555  
14. Um avião ao deslocar-se na pista adquire uma aceleração constante, cujo valor é de 3m/s2. 
Calcule o valor da velocidade atingida pelo avião ao fim de 5 minutos após a deslocagem! 
a. 900m/s2      b.  900m/s 
c. 30,0m/s      d.  30,0m/s2 
15. Os parâmetros das grandezas de força são o ponto de aplicação, direção, sentido e ... 
a. Capacidade      b.  Velocidade 
c. Força       d.  Intensidade 
16. Os movimentos dos planetas e dos satélites são aplicado pela força… 
a. Gravitacional      b.  Elástica 
c. Elétricas      d.  Magnéticas 
17. Os planetas podem ser principais ou … 
a. Principal      b.  Anões 
c. Grande      d.  Médio 
18. As grandezas básicas são .... 
a. Altura, Largura e comprimento   b.  Densidade, Volume e Pressão 
c. Força, Altura e Largura    d.  Massa, Comprimento e Tempo 
19. A definição para a unidade de grandeza Newton é ... 
a. 9,8m/s2      b.  m/kg2 
c. 1 kg m/s2      d.  100 kg m/s2 
20. Qual é o símbolo da variação da velocidade? 
a. b        b.  V  
c. d        d.  S  
21. Um ambiente onde existam muitos seres vivos diferentes apresentammuitas... 
a. Ambientes      b.  Capacidades 
  198 
c. Seres vivos      d.  Biodiversidade 
22. Os fatores abióticos e bióticos fazem parte da … 
a. Ecossistema      b.  Comunidade 
c. Taxonomia      d.  Fotossíntese 
23. Um conjunto de vários populações de espécie diferentes que ocupam a mesma região geográfica 
e no mesmo intervalo de tempo é … 
a. Ecossistema      b.  Comunidade 
c. Taxonomia      d.  Fotossíntese 
24. A transformação provocada pelo ser humano nos ecossistemas é um impacto de ... 
a. Animais      b.  Terrestre 
c. Aquáticos      d.  Ambiente   
25. A destruição das florestas é a definição de ... 
a. Desflorestação      b.  Biodiversidade 
c. Ecossistema      d.  Ambiental 
26. As aglas fazem parte do reino... 
a. Plantas       b.  Protista 
c. Fungi       d.  Eubacteria 
27. Qual é a árvore considerada típica de Timor-Leste?  
a. Florestas      b.  Rizoma 
c. Rejoides      d.  Sândalo-Branco 
28. As plantas da classe que não têm verdadeiras raízes, caules ou folhas chamam-se ... 
a. Classe musci      b.  Classe filicinae 
c. Classe micas      d.  Classe rijoides 
29. A mimosa nativa de Timor-Leste é uma ... 
a.  Licopódio      b.  Equisetineas 
c. Gimnospermae     d.  Angiospermae 
30. Fator determinante das atividades vitais das plantas é ... 
a. Biodiversidade     b.  Fotossíntese 
c. Organismos      d.  Absorvemos 
31. Um exemplo sobre atividades vitais das plantas é ... 
a. Respiração celular     b.  Distribuição 
c. Morfologia      d.  Flores  
32. A parte da figura que indicadapela seta chama-se ... 
a. Corola  
b. Ovários 
c. Pétala 
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d. Estigma 
 
33. Quando as condições do meio não são favoráveis, os animais podem ... 
a. Comer       b.  Reproduzir-se 
c. Revestimento      d.  Migrar 
34. A alimentação, luz, temperatura e água constituem fatores... 
a. Abióticos      b.  Externos 
c. Internos      d.  Bióticos 
35. O ser humano é um organismo completo, constituído por ... 
a. Tecidos      b.  Sistemas de órgãos 
c. Células       d.  a,b e csão certos 
36. A parte da Terra em que existe todos os seres vivos chama-se ... 
a. Atmosfera       b.  Terra 
c. Lua        d.  Biosfera  
37. Evolução significa que um organismo transforma, com o... de tempo. 
a. Mudança      b.  Seres vivos 
c. Etapas       d.  Carácter 
38. Como se chama a parte desta célula?  
a. Parede celular 
b. Nucleoide 
c. Citoplasma 
d. Flagelo 
 
39. Os animais e vegetais que tem núcleosão ... 
a. Procarióticas       b.  Membranas celulares 
c. Procariontes      d.  Eucarióticas 
40. Os restos ou vestígios de seres vivos que surgiram em períodos anteriores são chamados ... 
a. Fósseis       b.  Materiais  
c. Evolução      d.  Sintéticas 
41. Uma longa sequência do DNAchama-se ... 
a. Cromossoma       b.  Pessoa 
c. Indivíduo       d.  Ecossistema 
42. O DNA é o material básico de ... 
a. Tecidos      b.  Biodiversidade 
c. Hereditariedade      d.  Herbíferos  
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43. Os materiais podem ser reduzidos a pequenos corpúsculos indivisíveis a que se chama ... 
a. Particulares       b.  Moléculas  
c. Materiais      d.  Átomos 
44. No núcleo dos átomos encontram-se ... 
a. Dois tipos de partículas    b.  Três tiposde partículas 
c. Quatro tiposde partículas    d.  Cinco tipos departículas 
45. Quando o número de protões é igual ao número de eletrões, um átomo é eletricamente ... 
a. Positivo       b.  Neutro 
c. Negativo      d.  Mais ou menos 
46. Dois átomos com o mesmo elemento e com o mesmo número atómico, mas diferente número de 
massa é chamado... 
a. Atómicos      b.  Neutrões 
c. Isótopos      d.  Protões  
47. Uma molécula da água é constituído por ... 
a. Oxigénio e hidrogénio     b.  Hidrogénio e carbono 
c. Oxigénio e carbono     d.  a, b e c são certos 
48. As substâncias de partida, que existem antes de ocorrer a reação química, chamam-se ... 
a. Reagentes       b.  Reações  
c. Relações       d.  Reclamação 
49. O elemento que é precisa para combustão é …  
a. Carbono      b.  Hidrogénio 
c. Oxigénio      d.  Água 
50. A fórmula química do dióxido de carbono é ... 
a. C2  O2       b.  C2O 
c. CO2       d.  2CO 
 
  
  201 
 
 
MINISTÉRIO DA EDUCAÇÃO 
DIREÇÃO NACIONAL DO CURRÍCULO 
E  AVALIAÇÃO ESCOLAR 
 
 
EXAME NACIONAL 
ANO LETIVO 2014 
FOLHA DE PONTO 
 
Disciplina     :  História e Geografia（歴史・地理） 
Ensino     :  Básico 30 ciclo  
Data    :  Quarta-feira, 05 de Novembro de 2014 
Duração     :  10.15-12.15 ( 120 minutos) 
 
 
INSTRUÇÕES GERAIS: 
 
5. Leia atentamente cada pergunta e selecione aresposta que considere correta,sendo essa que deverá 
assinalar na folha de respostas;  
30. Escreva o nome, a sigla do distrito, o número de exame, data de nascimento e sexo, nos quadrados 
correspondentes, com uma cruz (X), deixando um espaço entre cada nome; 
31. Preencha a folha de resposta com lápis e carregue, sendo que o uso decorretor é expessamente 
proibido. Em caso de engano, use borracha ou apagador; 
32. Esta prova é constituída por 60 (sessenta) questões; 
33. Responda a todas as questões com muita atenção; 
34. Informe os vigilantes do Exame Nacional se houver falta de clareza na digitação, estragos  
 ou folhas de exame incompletas; 
35. Se acabar o exame antes do tempo previsto, reveja as suas respostas. 
36. No  final  do  exame  deixe  obrigatoriamente  sobre a mesa, a folha de respostas e a  folha do 
ponto.  
 
-------------- Bom Trabalho ------------ 
  
1a  Chamada 
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ASSINALE COM UM ( X ) A OPÇÃO CORRETA 
 
 
1. O Primeiro homem moderno do qual setem notícia de 10 mil anos é ... 
a. Homo sapiens     b. Macaco 
c. Homem de java     d. Australophitecus 
2. A idade da pedra lascada é o período mais longo da História também conhecido como ... 
a. Paleolítico      b.  Mesolítico 
c. Neolítico      d.  Idade dos metais 
3. Ao período entre 8.000 e 4.000 a.C., que corresponde aoinício da metalurgia e o desenvolvimento 
da agricultura, dá-se o nome de ... 
a. Paleolítico.      b.  Mesolítico. 
c. Neolítico.      d.  Idade dos Metais 
4. As épocas da História que variam segundo o parâmetro que cada civilização utilizachamamos... 
a. A Contagem dos tempos    b.  Divisão do período 
c. Aparecimento do homem    d.  Formação do povo 
5. O calendário que foi criado por ordem de Júlio César é de ... 
a. Primeiro calendário     b.  Calendário Juliano 
c. Calendário Gregoriano     d.  Calendário cristão 
6. O período que vai do surgimento do homem na terra há cerca de 3,5 milhões de anos até o 
aparecimento da escrita por volta de 4.000 anos a. C é ... 
a. Pré-história      b.  Antiguidade 
c. Idade média      d.  Idade moderna 
7. Ao período entre a queda do Império Romano do Ocidente (séc. V), a tomada de Constantinopla 
pelos turcos otomanos (1453),e a Revolução Francesa em 1789 dá-se de... 
a. Pré-história      b.  Idade média     
c. Idade moderna      d.  Idade contemporânea 
8. Uma designação genérica dada a grupos étnicos que vivem entre a Austrália e os arquipélagos da 
Melanésia, Micronésia e Polinésia é ... 
a. Austronésias      b.  Melanésios 
c. Polinésios      d.  Aborígines 
9. As danças populares de Timor-Leste consistem em movimentos de grupos que são ... 
a. O tebedai       b.  O Lorosa’e 
c. Poco-poco      d.  Disco 
10. As línguas faladas nas ilhas do pacífico pertencem maioritariamente à família ... 
a. Austronésia      b.  Malaio-polinésia 
c. Indo-Europeu      d.  Neolatino 
11. O grupo melanésio é formado por dez conjuntos distintos com o total de cerco de ... 
a. 20 línguas      b.  45 línguas 
c. 10 línguas      d.  35 línguas 
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12. A mesopotâmia conhecida como ... 
a. O berço da civilização     b.  Período pré-história 
c. Idade média      d.  Período contemporânea 
13. Um conjunto de conceçõesreligiosos, sociais e políticas oriundo do vedismo, primitiva de religião 
dos hindus é ... 
a. Os fenícios      b.  O governo 
c. Período épico      d.  O Bramanismo 
14. As expedições militares organizadas pelos cristãos europeus desde o final do século XI é ... 
a. As cruzadas       b.  Feudalismo 
c. Economia feudal     d.  Sociedade feudal 
15. As primeiras referências sobre Timor vêm de escritos chineses de ... 
a. 1515       b.  1225 
c. 1514       d.  1975 
16. A revolta de Manufahi comandada pelo Liurai Dom Boaventura contra os Portugeses foi acontecida 
no ano ... 
a. 1719       b.  1769 
c. 1860       d.  1912 
17. Os missionários portugueses dominicanos estabeleceram-se primeiro nas ilhas de solor e flores 
passando depois para a vizinha ilha de Timor em ... 
a. 1561       b.  1512 
c. 1514       d.  1515 
18. Em 1769, a capital Timor português “LIFAU” foi transferida para ... 
a. Díli       b.  Baucau 
c. Ataúro      d.  Balibó 
19. A galáxia mais próxima da nossa via láctea é a galáxia de ... 
a. Meteoritos       b.  Andromeda 
c. Cometas      d.  Planetas 
20. O sistema solar é composto de uma estrela comum, que nos chamamos de ... 
a. Sol       b.  Os planetas 
c. Cometas      d.  Meteoritos 
21. O contrário dos planetas que são relativamente grandes e têm órbitas praticamente circulares são  
a. Cometas       b.  Meteoritos 
c. Planetas      d.  Galáxia 
22. A terra tem à sua volta uma camada de ar muito estreita a qual chamamos de ... 
a. Meteoritos      b.  Sol 
c. Atmosfera      d.  Galáxia 
23. O movimento da Terra em sua órbita elíptica em torno do sol e vai resultar nas quatro estações do 
ano e no movimento das marés refere-se ... 
a. Rotação e translação     b.  A Translação 
c. A rotação       d.  A Terra 
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24. A extensão de Terra cercada de água por todos os lados menos um pelo qual se liga ao continente 
é ... 
a. Continente      b.  Ilha 
c. Arquipélago      d.  Península 
25. O limite entre dois países ou seja quando um país é vizinho de outro é ... 
a. Ilha       b.  Arquipélago 
c. Península      d.  Fronteira 
26. Quando a lua está exatamente entre o sol e a Terra existe ... 
a. Eclipse do sol      b.  Eclipse da lua 
c. Lua nova      d.  Lua cheia 
27. A forma esférica de representação num plano na realidade é ... 
a. O globo terrestre     b.  O planisfério 
       c. Coordenadas geográficas    d.  Paralelos 
28. As linhas imaginárias que determinam a latitude são ... 
a. Paralelos      b.  Meridianos 
c. Globo Terrestre     d.  Planisfério 
29. Timor-Leste localiza-se no ... 
a. Médio Oriente      b.  Extremo Oriente 
c. Sul da Ásia       d.  Sudeste Asiático 
30. Uma grande extensão de Terras Planas é ... 
a. Planície      b.  Planalto 
c. Montanha      d.  Cordilheira 
31. Uma grande e natural elevação do solo é ... 
a. Planície      b.  Planalto 
c. Montanha      d.  Cordilheira 
32. O Altitude máxima do monte Ramelau é de ... 
a. 2.963m      b.  2.380 m 
c. 2.100m      d.  8.848 m 
33. A Altitude máxima do monte Cablaque é de ... 
a. 2.963 m      b.  2.380 m 
c. 2.100 m      d.  8.848 m 
34. A massa de àguas salgadas do globo terrestre é ... 
a. Canal       b.  Mar 
c. Lagoa       d.  Rio 
35. O território de Timor-Leste foi dividido administrativamente em ... 
a. 27 Distritos      b.  498 Distritos 
c. 13 Distritos      d.  15 Distritos 
36. Um líquido escuro acastanhado, de consistência oleosa, de cheiro desagradável originando-se da 
decomposição de animais e vegetais marinhos é ... 
a. Petróleo      b.  Gasolina 
c. Gasóleo      d.  Gas 
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37. A organização tratado do atlântico norte (OTAN, e em inglês NATO) foi criada em ... 
a. Setembro de 1954     b.  Abril de 1949 
c. Maio de 1955      d.  Março de 1947 
38. A ONU (Organização das Nações Unidas) foi criada em ... 
a. Março de 1947       b.  Abril de 1949 
c. 24 de outobro de 1945     d.  8 de setembro de 1954    
39. O sputinik – 2 foi lançado em ... 
a. Julho de 1945      b.  Janeiro de 1958 
c. Janeiro de 1958     d.  Novembro de 1957 
40. Em 1961 os Estados Unidos criou o programa espacial Apollo, que em 1969 levou os astronautas 
estadunidenses até a lua ... 
a. Neil Armstrong  e Edwin Adrian   b.  Yuri Gagarin 
c. Laica       d.  John Kennedy 
41. O muro de Berlim foi construido em ... 
a. 1961       b.  1949 
c. 1948       d.  1961 
42. A revolução cubana aconteceu no ano ... 
a. 1989       b.  1970 
c. 1961       d.  1959 
43. O presidenteda Indonésia pressionado pela opinião pública internacional e ONU, apresenta a 
primeira proposta de conceder autonomia a Timor-Leste é ... 
a. Soeharto      b.  B.J. Habibie 
c. Megawati      d.  S.B. Yudoyono 
44. O resultado da consulta popular com a maioria de 78,5% dos votos, que a população de Timor-
Leste escolheu pela Independência foi anunciado em ... 
a. 4 de setembro de 1999     b.  30 de agosto de 1999 
c. 16 de junho de 1999     d.  06 de agosto de 1999 
45. Os últimos representantes do governo da Indonésia partiram para Jakarta no dia ... 
a. 30 de agosto de 1999     b.  30 de outobro de 1999 
c. 4 de setembro de 1999     d.  16 de junho de 1999 
46. A Fretilin declarou unilateralmente a Independência de Timor-Leste no dia ... 
a. 7 de dezembro de 1975     b.   28 de novembro de 1975 
c. 25 de abril de 1974     d.  12 de novembro de 1991 
47. A masacre de Santa Cruz aconteceu no dia ... 
a. 28 de novembro de 1975    b.  25 de abril de 1974 
c. 12 de novembro de 1991    d.  07 de dezembro de 1975 
 
48. O conselho de segurança da ONU, estabeleceu formalmente a UNAMET (Missão das Nações 
Unidas em Timor-Leste) no dia ... 
a. 30 de agosto de 1999     b. 4 de setembro de 1999 
c. 11 de junho de 1999     d.  07 de outobro de 1999 
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49. A Ásia é o maior continente da Terra, com ... da superfície planetária ... 
a. 8,6 %       b.  7,6 % 
c. 9,6 %       d.  6,6 % 
50. Esta região  é muito marcada pelos conflitos entre Palestinos e Judeus ... 
a. Sul da Ásia      b.  Sudeste Asiático 
c. Extremo oriente     d.  Médio oriente  
51. O cristianismo é oriundo do ... 
a. Médio oriente      b.  Antiga Palestina  
c. Índia       d.  China 
52. A oceania é também conhecida como ... 
a. Novissimo continente     b.  Micronésia 
c. Austronésia      d.  Polinésia 
53. A Micronésia significa ... 
a. Pequenas ilhas      b.  Muitas ilhas 
c. Ilhas dos negros     d.  Arquipélago 
54. A Nova Zelândia possui uma área territorial de ... 
a. 270.000 km2      b.  7,6 milhões de km2 
c. 8,4 milhões de km2     d.  8,6 milhões de km2  
55. A Europa apresenta uma altitude média de ... 
a. 440 m      b.  340 m 
c. 540 m       d.  240 m 
56. A Europa central é conhecida também como ... 
a. Centro geoeconômico da Europa   b.  Países Nórdicas 
c. Palco da Guerra da ex-Iugeslávia    d.  Nações provindas 
57. O Banco Internacional de reconstrução e Desenvolvimento (BIRD) é conhecido também como.. 
a. Banco Mundial     b.  ONU 
c. UNICEF      d.  UNHCR 
58. A União Europeia foi criada em 1957 por seis Países da Europa ocidental com a assinatura do 
tratado de ... 
a. Roma       b.  Bélgica 
c. Bruxelas      d.  Portugal 
59. Auxiliar as crianças de todo o mundo é o objectivo de ... 
a. UNICEF      b.  WHO 
c. UNESCO      d.  IMF 
Timor-Leste é membro da ONU desde ... 
a. 4 de setembro de 1999     b.  30 de agosto de 1999 
c. 8 de dezembro de 1975     d.  27 de setembro de 2002 
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生徒の進捗状況データ 
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教員の個人データ 
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教員の在職データ 
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